
備 考

部
等

国際観光学部

国際観光学科

( 110 )

34 －

( 3 )

2

　　スポーツマネジメント学科
8 5 3 0 16 0

芸術学部
　　造形芸術学科

11 15 4 2 32

( 11 ) ( 15 ) ( 4 ) ( 2 ) ( 32 )

既

設

分

教育学部
　　教育学科

18 14 8 0 40

経営学部
　　経営学科

9 10 3

( 123 ) ( 3 ) （－）

48

112

( 8 ) ( 5 ) ( 3 ) ( 0 ) ( 16 ) ( 0 ) (112)

146

( 18 ) ( 14 ) ( 8 ) ( 0 ) ( 40 ) ( 2 ) (146)

56

( 6 ) ( 3 ) ( 2 ) ( 2 ) ( 13 ) ( 0 ) (49)

人

( 2 ) （－）

2 14 0 －

( 6 )

( 44 ) ( 18 )

合　　　　計

計
2

124 単位

兼 任
教 員 等

( 3 ) ( 2 ) ( 2 ) ( 13 ) ( 0 ) （－）

人 人

80

計
卒業要件単位数

大阪成蹊大学
　経営学部
　　経営学科〔定員増〕　　　　　　　　（　30）（令和3年3月認可申請）
　　スポーツマネジメント学科〔定員増〕（　10）（令和3年3月認可申請）
　　国際観光ビジネス学科（廃止）　　　（△80）
　　　（3年次編入学定員）　　　　　　 （△ 2）
　　　※令和4年4月学生募集停止
　　　（3年次編入学定員は令和6年4月学生募集停止）
　芸術学部
　　造形芸術学科〔定員増〕　　　　　　（　30）（令和3年3月認可申請）
　教育学部
　　教育学科初等教育専攻〔定員増〕　　（　10）（令和3年3月認可申請）
　　教育学科中等教育専攻〔定員増〕　　（　10）（令和3年3月認可申請）

77科目

助手

5科目 139科目

学　部　等　の　名　称
教授

国際観光学部 国際観光学科

准教授

実験・実習

57科目

演習

専任教員等

計助教

324

新設学部等の名称
講義

講師

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

計

開設する授業科目の総数

年 人 年次
人

2 3244 80

2

3年次

新 設 学 部 等 の 名 称

人

同一設置者内における変更状況（定
員の移行，名称の変更等）

教育
課程

3年次

学位又
は称号

別記様式第２号（その１の１）

新 設 学 部 等 の 目 的

　　ガッコウホウジン　オオサカセイケイガクエン

大 学 の 名 称

学部の設置

大阪成蹊大学 (Osaka Seikei University)

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

学校法人　大阪成蹊学園

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が進む産業及
び観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び
「国際コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、持続可能な観光
経営モデルの創出や地域における観光政策・観光振興、グローバル市場を視野に入
れた国際ビジネスの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関連産業における
現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材を育成する。

大 学 の 目 的

本学は人間の徳を涵養する成蹊の名を体し、幅広く深い教養と総合的な判断力を備
えた豊かな人間性を培うとともに、深く専門の学芸を教授研究し、実践的な専門教
育に重きを置く大学教育を施し、実社会において知的、道徳的及び応用的能力を展
開し得る人材の育成を目的とする。

基 本 計 画

事 項

フ リ ガ ナ 　　オオサカセイケイダイガク

記 入 欄

大阪府大阪市東淀川区相川3丁目10番62号

所　在　地

12420

( 46 )

－110 31844

大阪府大阪市東淀川
区相川3丁目10番62号

0 138

0 22 1 127

( 9 ) ( 10 ) ( 3 ) ( 0 ) ( 22 ) ( 1 ) (127)

0 (138)

　　年　月
第　年次

6 4

学士（経営学） 令和4年4月
第1年次

2 2 14 0

収容
定員

開設時期及
び開設年次

( 20 )( 47 )( 52 ) ( 4 )

教

員

組

織

の

概

要
46

52

新

設

分

人 人 人 人

計
6 4 2

国際観光学部
　　国際観光学科

[Faculty of Global Tourism &
 Management]

[Department of Global
 Tourism & Management]

【Bachelor of
 Management】

令和6年4月
第3年次

基本計画書－1



人 人 人

4

4
令和2年度入学定員増（20
人）

4

( 0 )

専　　任

( 22 )

( 0 )

0 0 0

( 2 )

86 22

学生１人当り
納付金

計

区　　　分

110

開設前年度

( 88 )

( 0 )

2

( 86 )

( 0 )

事 務 職 員

22

(4,960.16 ㎡)

4,960.16 ㎡

( 22 )

256,204.00 ㎡

共用する他の
学校等の専用

58,681.36 ㎡

163,234.37 ㎡

16,205.63 ㎡

140,669.36 ㎡

81,988.00 ㎡

15,611.11 ㎡

108

0 0 0

2 0

区　分 第５年次 第６年次

兼　　任

( 108 )

( 0 )

( 2 )

( 0 )

( 110 )

88

計

( 0 )

(40,414.82 ㎡)

272,409.63 ㎡

92,969.63 ㎡

計

計

156,280.47 ㎡

共用する他の
学校等の専用

設 備 購 入 費

―　千円 ―　千円

500千円 ―　千円 ―　千円

4,400千円 4,400千円 4,400千円 ―　千円 ―　千円0千円

　　経営学科 4 110 3年次
1

362 学士(経営学) 1.22 平成15年度 令和2年度入学定員増（40
人）

1

　　スポーツマネジメント学科 110 3年次 442

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

そ の 他 の 職 員

技 術 職 員

図 書 館 専 門 職 員

職　　　種

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

163 室

110,196.92 ㎡

23,181.55 ㎡

109,602.40 ㎡5,932.24 ㎡

5,932.24 ㎡

28,356.03 ㎡5,932.24 ㎡

合 計

12,273.11 ㎡

専　　用

43 室

講義室

(23,181.55 ㎡)

専　　用

0 ㎡

(12,273.11 ㎡)

19 室

演習室

共　　用

共　　用

実験実習室

国際観光学部 国際観光学科

新設学部等の名称
専 任 教 員 研 究 室

図
書
・
設
備

（補助職員　人）

40,414.82 ㎡

13 室 2 室

校　　　舎

点

教室等

点

3,44911,270〔11,270〕

（ 6,616 ）

13,577〔11,403〕　

（補助職員　人）

標本

室

室　　　数

機械・器具

317,327〔41,487〕 6,616

面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

（ 3,449 ）

視聴覚資料

（ 34 ）（317,327〔41,487〕）

11,270〔11,270〕

（ 6,616 ） （ 3,449 ）

6,61613,577〔11,403〕　

（11,270〔11,270〕）

34

点

34

図書

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

手数料収入、私立大学等経常費補助金収入等をもって充当する。

教員１人当り研究費等

共 同 研 究 費 等

第３年次

新設学部等の名称

〔うち外国書〕

500千円 500千円 500千円

大学全体

（11,270〔11,270〕）（317,327〔41,487〕）

317,327〔41,487〕

180 席
図書館

計

4,400千円図 書 購 入 費

経費
の見
積り

3,449

体育館

（ 34 ）

語学学習施設

13

情報処理学習施設

学生納付金以外の維持方法の概要

第１年次 第６年次第２年次 第４年次 第５年次

 1.09
大阪府大阪市東淀川
区相川3丁目10番62号

平成18年度 同上

大阪成蹊短期大学
（必要面積13,600
㎡）、びわこ成蹊ス
ポーツ大学（必要面
積14,400㎡）及び大
阪成蹊女子高等学校
（運動場等8,600㎡）
と共用(収容定員
2,040人)
運動場用地2か所は校
舎敷地と別地（徒歩
約5分に1箇所、公共
交通機関利用約50分
に1箇所）

大阪成蹊短期大学
（必要面積12,000
㎡）と共用

大学全体（大阪成蹊
短期大学と共用を含
む）

360千円 360千円 360千円 360千円

冊 種

320,000 冊

該当なし

第３年次 第４年次

体育館以外のスポーツ施設の概要

第２年次

小 計

そ の 他 0 ㎡

81,246.37 ㎡

594.52 ㎡

学術雑誌

〔うち外国書〕〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　年 　　人 年次 　　人 倍

人

経営学部

大学全体
図書購入費には電子
ジャーナルの整備費を含
む（運用コストを含む）

大学全体

大 学 の 名 称 大阪成蹊大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

第１年次

該当なし

面積

4,706.37　㎡

 1,730.14　㎡

1,410千円 1,160千円 1,160千円 1,160千円 ― ―

学士(経営学) 1.07  平成28年度 同上

1

　　国際観光ビジネス学科 80 3年次 284 学士(経営学) 0.97
 平成30年度 同上

平成27年度より学生募集停
止

芸術学部 1.13

　　造形芸術学科 190 3年次 749  学士(芸術) 1.13

同上    情報デザイン学科 - -

2

-  学士(芸術) - 平成18年度

令和元年度入学定員増（13
人）

1

大学全体での共用分（大
阪成蹊短期大学との共
用）

0千円 4,000千円 4,000千円 4,000千円 4,000千円

既
設
大
学
等
の
状
況

（13,577〔11,403〕）

（13,577〔11,403〕）

―　千円 ―　千円

基本計画書－2



教育学部

4

4

　

年

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

学士(スポーツ学) 1.11 平成27年度

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

（注）

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

1.06

同上

平成30年度 同上

360 - 1,440

10 修士(教育学) 0.80

教育学研究科

平成26年度

　　教育学専攻 2 5

60 - 240  学士(教育学) 1.03  平成30年度 同上

開設
年度

所　在　地

大 学 の 名 称 大阪成蹊短期大学

人
スポーツ学部 1.11

 平成24年度 同上

スポーツ学研究科

　　競技スポーツ学科 - 平成27年度より学生募集停
止

4

    スポーツ学専攻

生活デザイン学科 2 50 ‐ 100
短期大学士
(生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ）

0.92

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

‐ 200
短期大学士
(調理・製菓)

1.07  平成28年度 同上

人
年次

人
人

倍

 平成28年度
大阪府大阪市東淀川
区相川3丁目10番62号

令和2年度入学定員減（△
20人）

観光学科 2 90 ‐ 180 短期大学士
(観光)

0.92  昭和42年度 同上

幼児教育学科 2 280 ‐ 560
短期大学士
(幼児教育）

0.85  昭和31年度 同上

(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝ）

経営会計学科 2 50 ‐ 100
短期大学士
(経営会計)

1.09  平成15年度 同上

グローバルコミュニケーション学科 2 30 ‐ 60
短期大学士

0.96  平成15年度 同上

附属施設の概要 該当なし

栄養学科 2 80 ‐ 160
短期大学士
(栄養）

0.99  平成28年度 同上

調理・製菓学科 2 100

大 学 の 名 称 びわこ成蹊スポーツ大学

2 10 - 20 修士(スポーツ学) 0.30

同上

滋賀県大津市北比良
1204番地

　　スポーツ学科

学 部 等 の 名 称

　年 　　人 年次 　　人 倍

-

　　教育学科 1.06

　　　初等教育専攻 140 3年次 530  学士(教育学) 1.08 令和2年度入学定員増（20
人）

5

　　　中等教育専攻

既
設
大
学
等
の
状
況

既
設
大
学
等
の
状
況

令和2年度入学定員減（△
20人）

令和2年度入学定員減（△
40人）

既
設
大
学
等
の
状
況

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

- - 学士(スポーツ学) - 平成15年度

基本計画書－3



令和3年度
入学
定員

収容
定員

令和4年度
入学
定員

収容
定員

変更の事由

大阪成蹊大学 大阪成蹊大学

経営学部 3年次 経営学部 3年次

経営学科 110 1 442 経営学科 140 1 562 定員変更(30)

3年次 3年次

スポーツマネジメント学科 110 1 442 スポーツマネジメント学科 120 1 482 定員変更(10)

3年次 3年次

国際観光ビジネス学科 80 2 324 国際観光ビジネス学科 0 0 0 令和4年4月学生募集停止

※令和6年4月3年次学生募集停止

国際観光学部 3年次

国際観光学科 80 2 324 学部の設置（届出）

芸術学部 3年次 芸術学部 3年次

造形芸術学科 190 1 762 造形芸術学科 220 1 882 定員変更(30)

教育学部 教育学部

教育学科 3年次 教育学科 3年次

初等教育専攻 140 5 570 初等教育専攻 150 5 610 定員変更(10)

中等教育専攻 60 - 240 中等教育専攻 70 - 280 定員変更(10)

3年次 3年次

計 690 10 2,780 計 780 10 3,140

大阪成蹊大学大学院 大阪成蹊大学大学院

教育学研究科 教育学研究科

教育学専攻（M） 5 - 10 教育学専攻（M） 5 - 10

5 - 10 計 5 - 10

びわこ成蹊スポーツ大学 びわこ成蹊スポーツ大学

スポーツ学部 スポーツ学部

スポーツ学科 360 - 1,440 スポーツ学科 360 - 1,440

計 360 - 1,440 計 360 - 1,440

びわこ成蹊スポーツ大学大学院 びわこ成蹊スポーツ大学大学院

スポーツ学研究科（M） 10 - 20 スポーツ学研究科（M） 10 - 20

計 10 - 20 計 10 - 20

大阪成蹊短期大学 大阪成蹊短期大学

生活デザイン学科 50 - 100 生活デザイン学科 50 - 100

調理・製菓学科 100 - 200 調理・製菓学科 100 - 200

栄養学科 80 - 160 栄養学科 80 - 160

幼児教育学科 280 - 560 幼児教育学科 280 - 560

観光学科 90 - 180 観光学科 90 - 180

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 30 - 60 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 30 - 60

経営会計学科 50 - 100 経営会計学科 50 - 100

計 680 - 1,360 計 680 - 1,360

編入学
定員

編入学
定員

学校法人大阪成蹊学園　設置認可等に関わる組織の移行表

基本計画書－4



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 ○ 2 1 1

1後 2 ○ 2 1 1

1前 2 ○ 2 1 兼1

1後 2 ○ 2 1 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1・2前 1 ○ 1 1

1・2後 1 ○ 1 1

1・2前 1 ○ 2

1・2後 1 ○ 2

2前 1 ○ 1 兼1

2後 1 ○ 1 兼1

1・2前 1 ○ 兼1

1・2後 1 ○ 兼1

2・3前 1 ○ 兼1

１前 1 ○ 1

１後 1 ○ 1

3・4後 1 ○ 兼1

中国語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 ○ 兼1

中国語入門Ⅱ　 1・2・3前 1 ○ 兼1

フランス語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 ○ 1 兼2

フランス語入門Ⅱ 1・2・3前 1 ○ 1

韓国語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 ○ 1 兼1

韓国語入門Ⅱ 1・2・3前 1 ○ 兼1

海外短期語学研修 1・2・3後 2 ○ 兼1 集中

日本語演習１ 1前 1 ○ 兼1

日本語演習２ 1後 1 ○ 兼1

日本語演習３　 2前 1 ○ 兼1

日本語演習４　 2後 1 ○ 兼1

総合日本語　 3・4前 1 ○ 兼1

人間と文学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼2

人間と宗教 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

人間と哲学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

人間と芸術 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

教育学入門 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

現代倫理 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

心理学概論 1・2・3・4前後 2 ○ 兼3

考古学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

日本史概説 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

外国史概説 1・2・3・4前後 2 ○ 1

AI入門 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

日本国憲法 1・2・3・4前後 2 ○ 兼2

国際関係論 1・2・3・4前 2 ○ 1

英語基礎Ⅱ

英語演習Ⅰ

英語演習Ⅱ

英語演習Ⅲ

英語演習Ⅳ

留
学
生
科
目

人
間
と
智

英語表現Ⅰ

英語表現Ⅱ

英語表現Ⅲ

総合英語Ａ 

総合英語Ｂ

総合英語Ｃ

国際社会と
日本

初
年
次
科
目

学
び
の

基
礎

成蹊基礎演習１

成蹊基礎演習２

備考

文
章
と

表
現

スタディスキルズ１

スタディスキルズ２

情
報
リ
テ
ラ

シ
ー

情報リテラシー１

情報リテラシー２

情報リテラシー３

外
国
語
科
目大

学
共
通
科
目

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（国際観光学部国際観光学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

外
国
語

英語基礎Ⅰ

教
養
科
目
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人権と社会 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

社会学概論 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

多文化共生社会 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

現代と社会福祉 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

ジェンダー論 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

現代社会と政治 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

現代社会と経済 1・2・3・4前後 2 ○ 1 兼1

現代社会と法 1・2・3・4前 2 ○ 兼1

生命と科学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

地球環境問題 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

暮らしの科学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

現代と科学 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

大阪の風土と文化 1・2・3・4前後 2 ○ 兼1

京都の文化と芸術 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

スポーツ演習Ⅰ 1・2・3・4前 1 ○ 兼4

スポーツ演習Ⅱ 1・2・3・4後 1 ○ 兼3

健康科学 1・2・3・4前後 2 ○ 兼2

学外連携PBL 2前 2 ○ 3 共同

地域連携PBL 2後 2 ○ 2 兼1 共同

キャリアプランニング 3前 2 ○ 1 2

仕事とキャリア 3後 2 ○ 1 2

仕事とキャリア演習 4前 2 ○ 1 2

ビジネス・インターンシップ１ 2前 2 ○ 2 2 共同

ビジネス・インターンシップ２ 3前 2 ○ 2 2 共同

－ 4 107 0 6 4 2 2 兼47

経営学入門 1・2前 2 ○ 1

会計学入門 1・2前 2 ○ 兼1

ビジネス会計 1・2前 2 ○ 兼1

マーケティング入門 1・2後 2 ○ 兼1

経営統計入門 1・2後 2 ○ 兼1

特別リレー講義 1・2後 2 ○ 1

人文地理 1・2前 2 ○ 兼1

短期海外研修 1前 2 ○ 1 集中

国際観光概論 1・2後 2 ○ 1

旅行ビジネス論 1・2前 2 ○ 1

観光政策論 1・2後 2 ○ 兼1

観光資源論 1・2前 2 ○ 兼1

国際経営総論 1・2後 2 ○ 1

国際機関論 1・2前 2 ○ 兼1

ミクロ経済学　 2・3前 2 ○ 1

商法 2・3後 2 ○ 兼1

欧米地域研究 2・3前 2 ○ 1 兼1

オーストラリア地域研究 2・3後 2 ○ 1

経営特論Ⅰ 2・3前 2 ○ 1

経営特論Ⅱ　 2・3後 2 ○ 1

ホスピタリティと異文化理解　 2・3前 2 ○ 1

観光マーケティング論 2・3後 2 ○ 1

レベニューマネジメント 2・3後 2 ○ 1

サービス＆テクロノジー 2・3後 2 ○ 兼1

国際観光研究特別科目 2・3前 2 ○ 1

航空・運輸事業論 2・3後 2 ○ 1

MICE & イベント企画論 2・3後 2 ○ 1

ホテル・ブライダル経営論 2・3前 2 ○ 1

旅行業務取扱管理者演習 2・3前 2 ○ 1

大
学
共
通
科
目

小計（68科目）

専
門
科
目

専
門
基
幹
科
目

教
養
科
目

－

専
門
基
礎
科
目

学
部
専
門
科
目

キ
ャ

リ
ア
科
目

学部横断型
プロジェク

ト

キ
ャ

リ
ア

科
学
と
環
境

地
域
と

文
化

健
康
と

ス
ポ
ー

ツ

国
際
社
会
と
日
本
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2 兼11 

地域観光マネジメント 2・3後 2 ○ 1

公園・景観論 2・3後 2 ○ 兼1

観光まちづくり論 2・3前 2 ○ 兼1

ツーリズム研究１ 2・3後 2 ○ 1 1

フィールドリサーチ 2・3前 2 ○ 兼1

国際経営戦略論 2・3前 2 ○ 1

ビジネスモデルマネジメント 2・3前 2 ○ 1

国際貿易論 2・3後 2 ○ 兼1

開発経済学 2・3前 2 ○ 1

財務諸表論 2・3後 2 ○ 兼1

Research & Presentation 1 2・3前 2 ○ 1

Research & Presentation 2 2・3後 2 ○ 1

2・3前後 2 ○ 2 2

3・4前 2 ○ 1

行政学概論 3・4後 2 ○ 兼1

比較文化論 3・4後 2 ○ 1

アジア市場と日本 3・4前 2 ○ 1

消費者行動論 3・4前 2 ○ 1 1

Global Marketing 3・4後 2 ○ 1

ブランド・マネジメント 3・4前 2 ○ 1

ビジネスデータ分析 3・4後 2 ○ 兼1

世界遺産論特殊講義 3・4前 2 ○ 1 兼1

文化財論 3・4後 2 ○ 兼1

NPO・NGO論 3・4後 2 ○ 兼1

ツーリズム研究2 3・4前 2 ○ 1

競争戦略論 3・4後 2 ○ 1

職業指導 3・4前 2 ○ 兼1

Academic English 1　 2前 2 ○ 1 1

Academic English 2　 2後 2 ○ 1 1

Conversation Skills A 2・3前 1 ○ 1

Conversation Skills B 2・3後 1 ○ 1

English for Business 1　 2・3前 1 ○ 1

English for Business 2　 2・3後 1 ○ 1

Conversation Skills C 3・4前 1 ○

Advanced  English 1 3・4前 1 ○ 1

Advanced  English 2 3・4後 1 ○ 1

専門演習１ 2前 2 ○ 1 2 1

専門演習２ 2後 2 ○ 1 2 1

専門演習３ 3前 2 ○ 3 2 1

専門演習４ 3後 2 ○ 3 2 1

専門演習５ 4前 2 ○ 3 2 1

専門演習６ 4後 4 ○ 3 2 1

－ 22 115 0 6 4 2

－ 26 222 0 6 4 2 2 兼57

経済学関係

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

大学共通科目のうち、初年次科目から必修4単位を含む8単位以上、外国語科目、教養
科目から20単位以上、キャリア科目から6単位以上を含む、計36単位以上を修得する
とともに、専門科目から、必修22単位を含む78単位以上を修得した上で、その他に大
学共通科目もしくは専門科目から10単位以上を修得し、合計124単位以上を修得する
ことを卒業要件とする。
（履修科目の登録の上限：22単位（1学期））

１学年の学期区分 2  期

１学期の授業期間 14  週

１時限の授業時間 100  分

－

合計（139科目） －

学位又は称号 学士（経営学） 学位又は学科の分野

専
門
科
目

学
部
専
門
科
目

小計（71科目）

専門インターンシップ

専
門
演
習

科
目

専
門
基
幹
科
目

専
門
展
開
科
目

イノベーション& 商品開発

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
科
目
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　（３）「卒業・修了要件及び履修方法」の欄には，当該専門職大学の卒業要件及び履修方法に加え，前期課程の修了要件及び履修

　ようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を

　受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

　教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与する学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専

　門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備

　考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受け

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信

　　　に授与する学位を併記すること。

　　　方法を併記すること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

５　「授業形態」の欄は，各授業科目について，該当する授業形態の欄に「○」を記入すること。ただし，専門職大学等又は専門職

　学科を設ける大学若しくは短期大学の授業科目のうち，臨地実務実習については「実験・実習」の欄に「臨」の文字を，連携実務

　演習等については「演習」又は「実験・実習」の欄に「連」の文字を記入すること。

６　課程を前期課程及び後期課程に区分する専門職大学若しくは専門職大学の学部等を設置する場合又は前期課程及び後期課程に区

　分する専門職大学の課程を設置し，若しくは変更する場合は，次により記入すること。

　（１）各科目区分における「小計」の欄及び「合計」の欄には，当該専門職大学の全課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教

　　　員等の配置」に加え，前期課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教員等の配置」を併記すること。

　（２）「学位又は称号」の欄には，当該専門職大学を卒業した者に授与する学位に加え，当該専門職大学の前期課程を修了した者
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授業科目の名称 講義等の内容

成蹊基礎演習１

本授業は、本学の教育理念・建学の精神を踏まえて4年間の学びを見通しながら、自らの意
思で計画し、考え、行動するという能動的な学修態度、ならびに大学生として一人一人の個性
に応じた生活と学修の基本的態度を身につけることを目標とする。また、各自が選んだ専門分
野について学びを深めていくことの意義や、社会に対して自覚的に賢く参画していくことの意
義も考えていく。学修を通じて、大学生活と社会生活のいずれの場面でも重要となるコミュニ
ケーションの基本的な作法を修得できるようにする。

成蹊基礎演習２

本授業は、大学での学びの基礎となる「協働とコミュニケーション」の能力を高めることを目標と
する。この授業では、参加型ワークショップ形式で、聴くこと・伝えることについての作法・技術を
学び「協働学修の作法」を身につけるとともに、「自己理解・他者理解」の大切さについて理解
を深めていく。これらの学びを通じて、 PBL（Project-Based Learning）：課題解決型学修などに
求められるコンピテンシーの基礎を醸成する。

スタディスキルズ１

本授業は、社会で生じている問題に目を向けて、多様な意見や資料を収集し、社会課題に対
する考えを深めていくとともに、課題設定や資料の収集、分析の手法、PCによるレポートやプレ
ゼンテーション資料の作成技法など、基礎的なリテラシーを養うことを目標とする。適切な資料
の収集とそれらの評価方法、資料内における引用方法、論理的な文章構成等を意識した演習
を重ね、社会で生じている問題について、論理的に問題解決の提言ができるようになることを
めざす。

スタディスキルズ２

本授業は、SDGs（持続可能な開発目標）に関連する資料を収集、分析し、SDGsターゲットに対
する理解を深めながら、持続可能性を踏まえた具体的な提言を行うことのできる技能の修得を
目標とする。履修者は、①聞きなれた言葉でも、改めてその意味を問い直す、②客観的データ
に基づいて現状を分析する、③一つの社会的な問題が、他の様々な問題と連関していることを
知り、多角的に物事を捉える必要性を知る、④持続可能な世界の未来に向けた、独自性と説
得力のある提言を行うといった4つのプロセスから、SDGsターゲットに関連する社会課題につい
て、調査分析とディスカッションを重ねていく。

情報リテラシー１

本授業は、現代的な経営問題に対して情報処理技術を活用できる人材になるために必要不
可欠なコンピュータスキルの基本を身につけることを目標とする。具体的には、Windowsパソコ
ンの基本操作、インターネット検索の方法、電子メールを使った文書のやり取り、電子メールや
SNSでのマナー、及び、文書作成ソフトを使った文書表現、表計算ソフトを使ったデータの分
析・整理、Microsoft Officeのツールハンドリングについて理解を深めていく。

情報リテラシー２

本授業は、現代的な経営問題に対して情報処理技術を活用できる人材になるために必要不
可欠なより実践的なコンピュータスキルを身につけることを目標とする。具体的には、課題解決
に必要な情報を収集し、収集した情報を課題解決に向けて適切に加工・分析し、プレゼンテー
ション資料を作成していく。IT、IOT、AIについての理解を深めながら、コンピュータとインター
ネット（ＩＣＴ）を活用して一連のリテラシーを養っていく。

情報リテラシー３

本授業は、画像メディア表現の実習として、画像メディア制作において、代表的アプリケーショ
ンソフトであるAdobe PhotoshopとAdobe Illustratorの基本的な操作と活用の能力を修得するこ
とを目標とする。具体的には、画像メディア制作において自分のイメージや考えをまとめ形にに
できるよう効果効率的なアプリケーション操作とPC操作の基本の修得をめざす。課題の意図を
深く理解し、集中して制作に取り組みながら、質の高い成果物を制作できるスキルと、幅広いデ
ザイン展開に対応出来る能力を養う。

英語基礎Ⅰ

本授業は、英語学習に必要なスタディスキルを養うと同時に、基礎的なリーディング・ライティン
グスキルを習得することを目標とする。授業内や宿題として多くのリーディング・ライティングに
取り組むなかで、辞書の利用の仕方、読み書きに必要な最重要文法、英文エッセイの構成、ポ
イントの捉え方や伝え方を学ぶ。また、定期的なリフレクションや担当教員とのコミュニケーショ
ンシートを通して自らの学修を振り返ってはフィードバックを受けるのを繰り返すことで、自律的
学習者となるための思考・行動習慣を育み、その後の継続的英語学習のための基盤を作る。

英語基礎Ⅱ

本授業は、英語基礎Ⅰの学修内容を発展させ、より高度なリーディング・ライティング力を身に
着けることを目標とする。リーディングにおいてはより難度の高い英文の理解に取り組みなが
ら、教科書以外の素材からも情報を取得し、書かれた内容についての要約および批判的議論
といった活動に取り組む。ライティングにおいては、複数の段落からなる文章において、知った
情報や自らの意見を的確かつ効果的に伝える能力を実践をとおして伸ばすことをめざす。

外
国
語

外
国
語
科
目

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授業科目の概要

（ 国際観光学部　国際観光学科）

科目
区分

備考

初
年
次
科
目

学
び
の
基
礎

文
章
と
表
現

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー

大
学
共
通
科
目
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英語演習Ⅰ

本授業は、リスニングとスピーキングの基礎的な能力の修得を目標とする。具体的には、テキス
トを用いて多くの演習に取り組むなかで、基本的語彙を増やしながら英語の音声の特徴につ
いての理解を深め、日常的な発話や比較的身近なテーマに関する内容について正確に聞き
取ることのできるリスニング能力を育てていく。また、グループやペアでのコミュニケーショント
レーニングを取り入れて、理解される発音、リズム、適切なスピードに気をつけて演習を行うこと
でスピーキング能力を育てていく。

英語演習Ⅱ

本授業は、英語演習Ⅰから引き続き、リスニング・スピーキングの基礎的な能力を更に高めてい
くことを目標とする。私たちの生活のなかのさまざまなテーマに関しての語彙や表現を学びなが
ら、テーマに関連するリスニング活動を通じて一定の長さの内容の大意を聞き取ることができる
ことをめざす。また、テーマについて自分の考えを深めながらプレゼンテーションの実践を行う
中で、英語で正確かつ効果的に考えを伝える方法を身につけていく。

英語演習Ⅲ

本授業は、より幅広い文脈での英語でのやり取りに対応できるようになるための英語コミュニ
ケーション力を身につけることを目標とする。正しい文法理解が正確なコミュニケーションを支え
ていることを認識し、正しい文法理解に裏付けられたコミュニケーション能力を培っていく。ま
た、英語的表現の背後にある考え方や文化についての理解を深めていく。文法を意識して文
章を読み解き、正確な文法と新たに身に着けた語彙を用いて、自分の考えについて論理的に
話す演習を行う。

英語演習Ⅳ

本授業は、「読む」「書く」「話す」「聞く」といった英語に関する総合力をさらに向上させることを
目標とする。グローバル社会に関連するテーマを扱い、テキストや英文資料を正しく読んで得
た情報や知識を整理し、それを適切に伝達しあうコミュニケーション演習に取り組む。具体的に
は、英語での意見交換、ライティング、発表、議論などの活動を行い、フィードバックとリフレク
ションを通して、こうした技能を高めていく。

英語表現Ⅰ

本授業は、ビジネスの基礎となる英語の語彙や表現を正しく理解し、リスニングとリーディングの
両面でビジネス的コンテンツに対する親和性を高めることを目標とする。様々な演習問題に取
り組むことを通じて、英語学修の意義や楽しさに気づき、自律的な学習態度の素地を涵養でき
るよう授業を展開する。また、授業中にはペアやグループでの活動を積極的に取り入れ、協働
学習による目標達成への連帯感と動機付けを図りつつ、TOEICなどの英語検定にも対応でき
る力を培う。

英語表現Ⅱ

本授業は、英語表現Ⅰの学修内容をさらに発展させ、ビジネスの基礎となる英語の語彙や表
現を正しく応用する力と、リスニングとリーディングの両面でより広範なビジネス的コンテンツを
理解する力を高めることを目標とする。英語表現Ⅰと引き続き、より広範な演習問題に取り組む
ことを通じて、英語学修の広がりに気づき、より自律的な学習態度を形成できるよう授業を展開
する。また、授業中にはペアやグループでの活動を積極的に取り入れ、協働学習による目標
達成への連帯感と動機付けを図りつつ、TOEICなどの英語検定にも対応できる力を培う。

英語表現Ⅲ

本授業は、総合的な英語力を向上させるとともに、英語を用いた日常的な場面での基礎的なコ
ミュニケーション能力を身につけることを目標とする。本授業は基本的にはオール・イングリッ
シュで行われるが、重要 な文法事項の説明に限って日本語での説明を行う。授業中には、エ
ンターテイメント、世界地理などのテーマに沿って、 例文の読解やプレゼンテーション、ペアや
グループでの会話練習を行 う。書かれた英語を理解するだけでなく、友人の英語表現を理解
しようとする練習も行う。

総合英語A

本授業は、アカデミック英語の基礎（受容）を身につけることを目標とする。海外の大学での講
義の場面を想定し、様々な演習問題を通して語彙力、文法力を培う。特にリーディング素材を
通じて、異文化理解等のテーマ内容を取り入れ、表面的な英文理解ではなく、トピックを理解
する上で必要な背景知識についても多面的に思考できるようにする。将来海外の大学で、確
固たる自己の視点を持ちながら、英語で議論するためのベースを固めていく。

総合英語B　

本授業は、アカデミック英語（受容）の技能を高めていくことを目標とする。引き続き、海外の大
学での講義の場面を想定し、様々な演習問題を通して語彙力、文法力を培う。特にリスニング
素材を通じて、プラグマティックな視点からも異文化への理解を深めると同時に、自己の考えを
表出する際に押さえておくべきマナーの理解や、自己のアイデンティティーについての省察等
にも取り組む。将来海外の大学で、確固たる自己の視点を持ちながら、英語で議論するための
ベースを磨いていく。

総合英語C

本授業は、TOEIC（Test of English for International Communication）テストに挑戦する上で必
要となる英語力の向上を目標と する。まず、TOEICの問題の構成を学び、どのような力が求め
られているのかを確認する。その後、実際の出題形式の問題に取り組みながら、英語の語彙や
文法について学ぶ。さまざまな問題に取り組む中で、必要となる単語や構文をストックし、文法
の復習等を行いながら、TOEICの得点を向上させられるよう英語力の向上を図る。

中国語入門Ⅰ

本授業は、中国語の発音の基礎と初級文法を身につけることを目標とする。授業では中国語
の発音に重点を置き、徐々に無理なく学習できる範囲で文法事項を学んでいく。発音につい
ては、中国語のローマ字を、その起伏のあるアクセントとともに正確に読む練習を行う。文法に
ついては、日常生活で用いられるさまざまな中国語表現を例文として用い、基本的な文構造や
品詞等について学ぶ。そのほか、ペアやグループでの会話練習も取り入れ、能動的に中国語
を学ぶ。
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中国語入門Ⅱ

本授業は、中国語での会話力・聴解力の向上を目標とする。コンビニエンスストアやバス停と
いった場面で用いられる中国語表現を学ぶとともに、一日の生活の説明の仕方や、メールでの
表現方法を学ぶ。新たな表現を学んでいくこととなるが、「中国語入門Ⅰ」から引き続いて、中
国語の発音に親しむことも重視する。授業内で発音練習を行うほか、授業内で指示するピンイ
ンを暗記し、例文を暗誦することを課題とする。ペアやグループでの会話練習も行う。

フランス語入門Ⅰ

本授業は、はじめてフランス語を学ぶ学生が、フランス語に関する基礎知識を身につけることを
目標とする。フランスで幅広く受け入れられている日本のポップカルチャー（クール・ジャパン）
をテーマに、ビデオを見ながら生きたフランス語を学習する。授業では必要最小限の文法の学
習とともに、フランス語の聞き取りや口頭練習なども行う。また随時、プリントやＣＤ、ＤＶＤなどを
用いて、フランスの文化や歴史、芸術、さらにフランス人の生活についての紹介も行い、フラン
スへの理解を深めていく。

フランス語入門Ⅱ

本授業は、フランス語の能力を向上させることを目標とする。ビデオ教材も活用しつつフランス
語による生きたコミュニケーションのための基礎を固める。授業では、フランス語の聞き取りやペ
アやグループでのコミュニケーショントレーニングなども取り入れ、初歩的な語彙、文法事項な
どを少しずつ確実に身につけていく。また随時、プリントやＣＤ、ＤＶＤなどを用いて、現代フラ
ンスの生活や文化の紹介も行ない、フランスへの理解をさらに深めていく。

韓国語入門Ⅰ

本授業は、はじめて韓国語を学ぶ学生が、韓国語に関する基礎知識（韓国語の文字、基本的
な文法・語彙・文章構造）を身につけるとともに簡単な会話ができるようになることを目標とする。
イラストと写真が豊富に載せている教科書を使って、会話、文法、単語＆表現、読む、話すとい
う総合的能力を高めていくことに重点を置いて講義し、学習者同士がペアワークを通じて会話
能力を修得できるようにする。リスニング能力の向上のため講義におけるコミュニケーションの３
分の１は韓国語のみで行う。

韓国語入門Ⅱ

本授業は、韓国語の文法及び会話能力を習得することを目標とする。具体的な文法事項は、
①用言の使い方、②可能、意志、命令、勧誘、伝聞、不規則などの表現、③助詞、動詞、形容
詞の使い方、である。これらの文法事項の説明に基づいて、会話練習を繰り返す。特に学習者
同士がペアワークや質問応答の練習を通じて会話能力を高めていく。リスニング能力の向上の
ため講義におけるコミュニケーションの３分の１は韓国語のみで行う。

海外短期語学研修

本授業は、国外での英語学習を通して、英語でのコミュニケーション方略を駆使して自分の意
思を伝え、また相手の意図を理解することができること、異文化間コミュニケーションにおいて、
相手を理解し自分の意図を伝えることに粘り強く取り組めるようになることを目標とする。多文化
国家オーストラリアの家庭にホームステイしながら、ビクトリア大学（メルボルン市）の短期英語集
中コースにて他国の学生と共に学び、学校等で学習した英語を、様々な生活場面で活用する
体験と、異文化間コミュニケーション体験を得る。

日本語演習１

本授業は、留学生を対象に、日本の大学で学ぶための日本語の基礎として、「読む」、「書く」
の基礎的な能力を培うことを目標とする。授業では、幅広い話題について書かかれた論説や評
論など、論理的にやや複雑な文章や抽象度の高い文章などを読むことを通して、語彙や文法
事項を学ぶとともに、そこで学んだ表現を用いて、自分の意図を相手に正確に伝えるための文
章の書き方の基礎を学ぶ。また、授業の後半では大学におけるレポートの表記について学び、
実際にテーマに沿ったレポートを書く。

日本語演習２

本授業は、「日本語演習１」を修了した学生を対象とし、日本語の表記を理解した上で日本語
での基本的な作文ができるようになることを目標とする。具体的には、漢字の発音（呉音と漢
音）や、日本語のローマ字表記、キーボード入力、漢字の字体、同音異義語と同訓異字語につ
いて学び、パソコンで文章を書くための基礎を身につける。次に日本語能力試験Ｎ１の問題に
取り組み、日本語の文章を正確に読み、正確に書く訓練を行う。また、読解や作文の課題にも
取り組む。

日本語演習３　

本授業は、「日本語演習２」を修了した学生を対象とし、日本語の文法に関するより高度な理解
を得、それらを運用できるようになることを目標とする。先ず、自身の日本語能力の弱点を確認
するとともに、日本語のムード表現、テンス表現、アスペクト表現、ヴォイス表現の特徴について
学ぶ。次に、日本語能力試験Ｎ１の問題に取り組み、日本語の文章を正確に読み、正確に書
く訓練を行う。そして、自動詞・他動詞などの文法事項を学ぶ。

日本語演習４　

本授業は、「日本語演習３」を修了した学生を対象とし、「読む」、「書く」に関する能力を向上さ
せ、日本語能力試験Ｎ１程度、またはそれ以上の読解力を培うことを目標とする。前半の授業
では、日本語能力試験Ｎ１の問題に取り組み、日本語の文章を正確に読み、正確に書く練習
を行う。後半の授業では、簡潔に、論理的に、説得的に、正確に文章を書くための方法を学
び、これらの点に即して日本語でレポートを書く練習を行う。

総合日本語　

本授業は、留学生が日本で就職した後に必要となる、ビジネスの場で多用される語彙や言い
回しを修得するとともに、日本語の文法事項を確実に身につけることを目標とする。各回の授
業はテーマ（「経営不振」、「労働災害」、「転職」、「企業買収」、「退職」、「物価の変動」、「納
品」、「発注」、「業務委託」、「福利厚生」、「為替」、「ＱＣ」、「新年会」）に沿って展開される。学
生はそこで用いられる表現を学び、基本的な文法事項を復習するとともに、自分が伝えたい
メッセージを相手に正確に伝える練習も行う。
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人間と文学

本授業は、文学作品を通じて異質な他者を理解し、共感する力を養うことを目標とする。前半
は物語の構造を理解し、人物、性格、感情、風景などを描写する技法を学ぶ。後半は、前半に
学んだ創作の技法を生かしてフランツ・カフカの小説『変身』を分析し、カフカの他者を見るまな
ざしの深さを明らかにしていく。最終的に、同作品のオマージュとしての一本の短編小説を完
成させる。授業全体を通じて、優れた文学は、私たちに新しいものの見方を与えてくれるもので
あると実感できるようにしていく。

人間と宗教

本授業は、宗教に関する客観的知識を身につけ、宗教に対する冷静な判断力を養うとともに、
深い宗教的思索に触れることで、各人の主体的な宗教的自覚を促すことを目標とする。宗教は
時として、人々の心に寄り添うためのものという性格だけでなく、政治や教育と深く結びついて
その信仰を絶対化した信者の再生産に力を注ぎ、結果としてそれが問題を引き起こすことも多
くあった。それゆえ、本講義では、宗教について、その歴史と人々はなぜ宗教というものから離
れられなかったのかという点について、様々な宗教を概観しながら考察を深めていく。

人間と哲学

本授業は、人間とは何かという問題を中心に、徳、幸福、人格の尊厳、共同体、コミュニケー
ションなどの人間が生きる上での重要な基本問題や、人間の本質的な特性を示す知識や思考
の問題について探究し、人間と哲学に関して探求する素養を身につけることをを目標とする。
様々なテーマにおける哲学的思考を通じて、哲学は、基本的に私たち人間自身や私たちが経
験する諸事象についてその根源に遡って思考・理解しようとする、人間や人間の関わる諸事象
の本質・根拠を探究する学問であることを理解できるように授業を展開する。

人間と芸術

本授業は、絵画、インスタレーション、パフォーミング・アート、音楽などの様々な芸術形態、ジャ
ンル、スタイルの作品に触れながら、芸術の多様で豊かな展開の背景にある歴史的・社会的背
景や、芸術と人間社会の関わりについての理解を深めることを目標とする。芸術と人間社会の
関わりを広く俯瞰することで、受講生それぞれの関心に応じた自身の専門的な学修課題との接
点を発見し、独自のものの見方を養うことができるように授業を展開する。

教育学入門

本授業は、現在の教育問題の論点について検討することを通じて、教育問題への理解の上
に、「人を育てる教育とはどうあるべきか」という視点を持ちながら、よりよい教育像を追求するた
めに何が必要かということについて、考えられるようになることを目標とする。「教育とは何か」
「人間が大人になり、社会で活躍するためにはどのような教育が必要なのか」「また学校で学ぶ
ということはどのような視点を大事に見ていかねばならないのか」といった、教育をめぐる様々な
問いを立てながら授業を展開していく。

現代倫理

本授業は、様々な倫理的問題をテーマに取りあげながら、倫理学上の問題を考える上で基礎
となるいくつかの立場を概観することで、倫理学の基礎的な知識を修得するとともに、現代に起
きている倫理学的な問題を伴なう事象に対して、倫理学的な観点から分析し、考えを深め、自
分自身の意見を持つことができるようになることを目標とする。　受講者同士のピアレビューも取
り入れながら、倫理学の素養を様々に身につけられるように授業を展開する。

心理学概論

本授業は、心理学とは何かを明らかにし、受講者の人間に対する見方を広げ、社会の中で生
きる自己への理解を深めることを目標とする。心のはたらきやしくみを対象とするする科学であ
る心理学は、幅広い領域で特色のある心理学が相互に関連しながら発展してきた。本授業で
は「認知心理学」や「社会心理学」、「発達心理学」、「教育心理学」、「学習心理学」、「臨床心
理学」等の様々な領域の心理学の知見に触れることを通じて、心理学が人間や人間の心が生
み出す諸問題をどのようにとらえ、どのように研究して明らかにしてきたかを学んでいく。

考古学

本授業は、考古学がどのような学問であるのかを概観し、次に実際に発掘調査で得られる「石
器」や「土器」といった資料の扱い方、そこからいかに情報を引き出し、研究するのかといった考
古学的な手法について学びながら、人類が残したあらゆる痕跡を手掛かりとして、生活してい
たヒトの暮らしや社会、環境を知ろうとすることの意義について理解することを目標とする。
フィールドワークも取り入れながら、時として遺跡を発掘調査し、そこから掘り出されたものを
様々な手段を用いて分析することの面白さも感じられるよう授業を展開する。

日本史概説

本授業は、大学の所在地である大阪をフィールドの中心として取り上げながら、古代から近現
代に至る日本史を概説し、日本史・日本文化に関する素養を身につけることを目標とする。各
時代において大阪は、為政者から重要な地域と位置付けられ、政治・経済・文化の拠点となっ
た。各回の授業では、大阪に残されてきた史跡・文化財を取り上げ、それがこれまで学習してき
た日本史における出来事とどう関わっているのか理解を深めていく。

外国史概説

本授業は、ヨーロッパの歴史を中心に諸外国との関係をふまえつつ、政治、文化、社会を取り
上げながら、古代から現代に至るまでの外国史ならびに国際関係の歴史について理解するこ
とを目標とする。諸外国の歴史は、地理的境界線や民族、言語、宗教などから独自の文化が
形成され、相互の関わりによって展開されてた。歴史的知識を覚えるだけではなく、現代にお
ける問題が歴史とどのように関わっているのか、過去を知ることで現代や未来のことを考える力
を養っていく。

AI入門

本授業は、AIによって急速に変容していく社会（いわゆるSociety 5.0）のなかで、私たちの生活
の様々な局面において活用されるようになっているAI（人工知能）、ビッグデータへの理解を深
めることを目標とする。都市計画、新ビジネス開拓、法制度や倫理的問題への配慮などを取り
扱いながら、どのようなデータビジネスが新興しているか、社会の姿はどのように変わりつつある
のか、思想面ではどのような変化があるのかについて、考察していく。
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日本国憲法

本授業は、憲法改正議論が活発化する現代的状況において、政治的・社会的問題に広く関心
を持ち、幅広い視野から憲法を吟味できるようになることを目標とする。本授業では、日本国憲
法の基本構造について、理論的な観点だけでなく、具体的な事例に即して検討する。簡潔で
抽象的な憲法の具体的意味内容を探る上での生きた教材として、憲法判例の分析を中心に授
業を進めていく。日本国憲法に関する知識を活用して、様々な問題に向き合う姿勢を身につけ
る。

国際関係論

本授業は、政治学及び法学に関する基礎知識を確認しながら、国際社会や国際協力の現状
や課題について考えられるようになることを目標とする。授業内ではさまざまなニュースや新聞
などを活用しながら、国家や国際連合、地域的な国際機構・機関（EU、NATO、ASEANなど）や
自由貿易協定（FTA）・経済連携協定(EPA)などといった国際社会の仕組みやシステムについ
て学ぶ。また、それぞれと日本の関わり方や現状について、学生同士が意見を交換しながら、
課題を発見したり、自己の理解を深めたりできるようにする。

人権と社会

本授業は、近代人権論についての基礎知識を習得するとともに、人権と権力の関係を理解す
ること、そして現代社会に生じている人権問題に関する意識を高めることを目標とする。社会思
想史的な観点を踏まえながら、人権についての基本を学ぶ。具体的には、西洋において人権
思想がどのように発展してきたのか、日本においてそれがどのように受容され、展開したのかを
学ぶ。また、これと並行して、主に新聞記事を取り上げながら、現代日本における具体的な人
権問題について考える。

社会学概論

本授業は、私たちにとって身近な学校、家族、職場という集団や、そこにあらわれる人間関係
や構造について、社会学の歴史や知見から、アカデミックに読み解くことができるようになること
を目標とする。特に、身の回りの日常から研究の課題を見つける方法を学ぶ。また、自我、階
級・階層、ジェンダー、エスニシティなど、社会学の基本的な観点についても学ぶ。さらに本授
業では、論文を読み説くための社会学の基礎的な知識を紹介することに加えて、社会調査法
などについても触れる。

多文化共生社会

本授業は、多文化共生社会の今の姿と未来の姿を考察し、多文化共生に関する理解を深める
ことを目標とする。「文化」や「共生」という言葉の意味を探求したり、理解することから、多文化
共生社会のあり方や課題を見つめていく。授業の後半では、日本の多文化状況に焦点化して
いく。様々な文化を持つ人びとが、どのようにして「ともに」暮らしている・いくのかを、身近な社
会問題から考えていく。また、「文化」という言葉で「異国」や「外国」だけを想定するのではなく、
言葉や習慣、価値をも含み込むことで、より多角的に文化を検討できるようにする。

現代と社会福祉

本授業は、社会福祉についての基本知識を身につけ、広い視野と関心をもって行動できるよう
になることを目標とする。そのため、社会福祉の意味、定義、社会福祉の全体像、社会福祉の
目的理念と制度実体を概説する。また、現代社会の特徴と人間の生活、生活問題としての福
祉問題、社会システムと社会福祉の関係、福祉を形成する原理としての自立や依存、利己性
や利他性、社会的連帯などについて考える。また、社会福祉形成の歴史から現代社会福祉の
本質を考える。日本の社会福祉の発展史を学ぶことで日本の社会福祉の特徴を理解する。

ジェンダー論

本授業は、ジェンダーやセクシュアリティに関する基礎的な概念を理解し説明できるようになる
こと、及びそれらの基礎概念を使って具体的な事象について分析できるようになることを目標と
する。そのため、私たちが生きていくうえで避けて通ることができない＜性＞の問題を、ジェン
ダーという概念を中心にさまざまな角度から考える。具体的には、労働、教育、家族、国家との
つながりを検討する。また、映像作品に見るセクシュアリティの問題や、ジェンダー論の展開に
ついても学ぶ。

現代社会と政治

本授業は、「現代日本の社会」をテーマとして、社会と政治に関する知識と政治学的なものの
見方を身につけることを目標とする。具体的には、現代の日本政治について、国会、政党、首
相、公務員など毎回1つのテーマを取り上げて講義形式で紹介する。そのうえで、社会と政治
の課題が自分とどのような関りがあるかをレポートやワークを通じて理解を深めていく。授業は
毎回「問い」を設定し、その問いに対する個人ワーク・ペアワーク・グループワーク、講義、小テ
スト（ミニレポート）を実施していく。

現代社会と経済

本授業は、経済学という学問の目的を理解し経済学的なものの考え方を身につけること、経済
学特有の専門用語の意味を理解すること、及び現実の社会問題を経済学的な視点から分析
できるようになることを目標とする。そのため、本授業では、私たちの日常生活から経済を分析
し、できるだけ平易かつ具体的に経済学のエッセンスについて解説する。具体的には、市場と
経済の関係、日本の経済と産業の特徴、日本の経済の現状と課題、文化と経済の関係につい
て学ぶ。

現代社会と法

本授業は、現代社会におけるさまざまな「法」にまつわる現象や事例をトピックとして、法的なも
のの見方、考え方を身につけることを目標とする。具体的には、社会におけるさまざまな法律・
ルールについて、1回につき1つのテーマを取り上げて講義形式で紹介していく。現代社会の
中で「法律」「ルール」が果たしている機能、しくみを理解するための基礎的な知識と教養を修
得し、社会に参加する主体としての判断力を養っていく。

科
学
と
環
境

生命と科学

本授業は、生命と科学の関係について理解し、生命倫理の観点から考察できるようになること
を目標とする。生命科学の応用技術は、社会から大きな期待が寄せられているが、遺伝子によ
る差別や遺伝子操作の危険性など、新たに生まれる問題も指摘されている。生命科学が明ら
かにしたこと、まだわからないことを明らかにした上で、生命科学が生み出す問題について、倫
理の問題とも関連させながら身近に迫る問題として捉えるようにし、考えを深めていく。
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地球環境問題　

本授業は、気候変動（地球温暖化）を中心に、地球環境問題や持続可能な開発目標（SDGs）、
大規模災害、公害について理解を深めることを目標とする。現在、気候変動、生物多様性の喪
失、オゾン層の劣化、大気汚染といった環境問題が地球規模で発生している。政府、企業、メ
ディア、国際機関、市民社会・NGOといった多様な主体が行動しているが、解決は遠い。単に
知識の習得のみをめざすのではなく、複雑な地球環境問題について、信頼できる情報を集
め、ニュースを読み解き、多様な価値観に触れ、議論するなかで、考察を深めていく。

暮らしの科学

本授業は、日々の暮らしの中の「食」の科学に向き合い、私たちは「なぜ・何を・どのように食べ
るのか」に注目して、暮らしのなかの科学について理解を深めることを目標とする。「食」に関す
る学術研究の知見に基づいて、私たちヒトの「食」にまつわる心理や行動を科学的に考察して
いく。また自身の暮らしの中の「食」を振り返り、自身の「食」に対する心理・行動をもとにした考
察も展開していく。

現代と科学

本授業は、私たちの日常生活や経済活動など、現代社会の様々な場面において不可欠なも
のとなっている科学・技術についての理解を深めることを目標とする。多くの人々にとって科学
や技術というものは専門的なものというイメージが広く持たれ、どうしても身近な話題としては扱
いにくいと感じている人も少なくない。そのため、科学や技術と私たちの生活、社会とのつなが
りについて、様々な事例を通して身近に感じられるように授業を展開する。

大阪の風土と文化

本授業は、伝統芸能である「落語」を教材に、滑稽なストーリーの底流にある大阪の歴史や文
化の実相を探究することを通じて、大阪の風土と文化に関する理解を深めることを目標とする。
落語に登場する地名や人名、出来事は、歴史的な事実を踏まえた内容を含んでおり、それら
のゆかりの場所を訪ねた記録を基に解説することで、大阪の歴史に親しむ。具体的には、長屋
の暮らしを描いた演目からみた「庶民」の生活と、「身分社会」の実相や、米相場をはじめとした
大阪の経済発展史、大和川や淀川の付け替えによる治水の記録などに関連付けて解説し、多
角的に大阪の文化をとらえる。

京都の文化と芸術

本授業は、千年の歴史がはぐくんだ様々な文化遺産を有する京都における伝統と創造のあり
ようを再確認し、現代に残された文化や芸術に対する理解を深めることを目標とする。美術、宗
教、文学などの諸分野、それらが複合的に見られる場としての社寺や美術館などについて、毎
回テーマを定めて講義を進める。授業で取り上げる複数の社寺・美術館のうちの一つの見学を
課題とするなどして、対象に直接ふれる機会も設けていく。

スポーツ演習Ⅰ

本授業は、社会生活のリズムづくりや余暇の利用の一環としてスポーツを体験し、生涯を通じて
楽しむことのできるスポーツの発見と運動技能、コミュニケーション力の修得を目標とする。演習
を通し、ルールや戦術を理解し運動技能を身につけることができる。また、対戦相手やチームメ
イトとともに試合することを通じ、運動技能の向上だけではなく、コミュニケーション力を身につ
ける。スポーツ演習Ⅰの種目は卓球、バドミントン、ヨガ、ピラティスである。

スポーツ演習Ⅱ

本授業は、社会生活のリズムづくりや余暇の利用の一環としてスポーツを体験し、生涯を通じて
楽しむことのできるスポーツの発見と運動技能、コミュニケーション力の修得を目標とする。演習
を通し、ルールや戦術を理解し運動技能を身につけることができる。また、対戦相手やチームメ
イトとともに試合することを通じ、運動技能の向上だけではなく、コミュニケーション力も身につけ
ていく。スポーツ演習Ⅱの種目は卓球、バドミントン、トレーニングである。

健康科学

本授業は、健康科学に関する科学的知見をもとに、学習者の「気づき」を主眼とした臨床的ア
プローチにも触れながら、健康とは何かについて考察を深めるとともに、健康を維持・増進する
ための具体的手法について理解することを目標とする。特に、近年の健康教育カリキュラムで
重視されている「学習者がどのような行動をできるようになったらよいのか」という考え方に注目
する。具体的には、感染症、海外生活における健康事情、薬物乱用問題、メンタルヘルス、子
どもをとりまく問題、環境問題、食の話題、薬剤の適正使用等、昨今注目あるいは問題となって
いるトピックををわかりやすく解説する。

学外連携PBL

本授業は、企業等から提示されるテーマに対して、チームごとに分かれて課題解決を図るPBL
授業であり、プロジェクト型の学びを通じて、組織的のマネジメント、コミュニケーションを伴ない
ながら、調査研究や分析を進め、実効性の高い提言をめざしていくような、社会における課題
解決に必要となる「社会で実践する力」「協働できる素養」を養うことを目標とする。プロジェクト
の終わりには、企業等関係者へのプレゼンテーションを行うなどして、コンペの形式をとり、学
修成果を発揮する機会を充実する。

地域連携PBL

本授業は、自治体等から提示されるテーマに対して、チームごとに分かれて課題解決を図る
PBL授業であり、プロジェクト型の学びを通じて、組織的のマネジメント、コミュニケーションを伴
ないながら、調査研究や分析を進め、実効性の高い提言をめざしていくような、社会における
課題解決に必要となる「社会で実践する力」「協働できる素養」を養うことを目標とする。プロ
ジェクトの終わりには、自治体等関係者へのプレゼンテーションを行うなどして、コンペの形式
をとり、学修成果を発揮する機会を充実する。具体的な公共課題をテーマに、問題とされてい
ることの原因、取り組みが必要な事項と効果的な方策、実施にあたってクリアしなければならな
い事項等を考える。この取り組みを通して公共性の意味、公共における問題と、その解決にあ
たって考慮しなければいけないことを理解する。

キ

ャ
リ
ア

キャリアプランニング

本授業は、自身のキャリア形成に向けて必要となる知識と理解を深めていくことを目標とする。
就業選考検査から自らの強み弱みを明らかにしながら、将来のキャリアビジョンを考えていく。
また社会におけるビジネス現場のあり様、企業選考のプロセスなどを知るとともに、企業人や先
輩（4年生）の話を聞く機会を充実することで、キャリア形成における教養を身につけながら将来
のビジョンを描き、目標を設定することで、後期からの就業選考の準備にも対応できるようにす
る。
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仕事とキャリア

本授業は、自身のキャリア形成に向けて必要となる情報の収集・分析と、リテラシー・コンピテン
シーについての理解を深めていくことを目標とする。様々な企業等における活動や、それぞれ
が掲げる人材像について知るとともに、社会人に求められるリテラシー・コンピテンシーについ
て考えながら、自己の特長を明らかにしていく。また、自身の特長やビジョンを、他者に対して
明確に伝えられるようになるための演習も併せて実施していく。

仕事とキャリア演習

本授業は、卒業後のキャリア形成を見据えて、多様な価値観が存在する社会環境のなかで、
エンプロイアビリティを修得し、仕事を通じて豊かな職業生活をどのように築くかについて、未来
のグランドビジョンを描くことができるようになることを目標とする。また、社会人に求められる倫
理観や、法律や金融など社会生活を送る中で重要な事項について、理解を深められるように
する。学生が個々の個性を最大限に発揮し、社会的・職業的な自立を図ることのできるキャリア
形成をめざしていく。

ビジネス・インターンシップ１

本授業は、2年次前期までの学びを活かし、１．大学における学修と社会での経験とを結びつ
けることで、大学における学修を深化させ新たな学修意欲を喚起すること、２．自己の職業適性
や将来設計について考える機会を得て主体的な職業選択の意識を育むことを目標とする。事
前学習では、実習先企業･団体の概要調査や業界研究、マナー研修などを実施する。実習先
企業・団体では、受け入れ先企業・団体のプログラムに従って、5～10日間の実習に取り組む。
事後学習では、研修結果を振り返り履修生同士での意見交換を行うとともに、報告会を開催す
る。

ビジネス・インターンシップ２

本授業は、3年次の学生を対象に、本格化する就職活動を見据えながら、企業や自治体等で
の就業体験を通して、社会人として働くイメージをつかみ、自身の将来のキャリアを描きなが
ら、今後の学生生活ですべきことを明確にできることを目標とする。事前学習では、実習先企
業･団体の概要調査や業界研究、マナー研修などを行い、業界・企業・職種理解と自己分析を
深める。次に実習先企業・団体では、受け入れ先企業・団体のプログラムに従って、5～10日間
の実習に取り組む。事後学習では、研修結果を振り返り履修生同士での意見交換を行うととも
に、報告会を開催する。

経営学入門

本授業は、経営学の基本的な考え方を身につけていきながら、現代社会において極めて重要
な役割を果たしている企業等組織と、それを取り巻く様々な利害関係者との関係のなかで、組
織の経営資源や諸機能をどのようにしてマネジメントするのかについて、理解を深めることを目
標とする。ニュースや新聞などで見聞きする我々の身の回りで起きている現象の多くには企業
や組織がからみ、ほとんどの問題は経営の問題として読み解くことができる。多くの事例を示す
ことで、受講生が理論と実践を統合した複眼的視点を構築できることをめざす。

会計学入門

本授業は、財務諸表を構成する貸借対照表、損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書の意
義および仕組みとこれらの分析手法について理解することを目標とする。企業は、株主・債権
者を含む利害関係者に対して、財務諸表を通し、自社の財政状態や経営成績の報告を行って
おり、利害関係者は、この財務諸表を用いて、投資や融資を含む企業に関する様々な意思決
定を行っている。企業の状態を知るにあたって財務諸表における情報を読み取り、その内容を
理解することが極めて重要であることを実感できるよう授業を展開する。

ビジネス会計

本授業は、企業の経済活動を記録することおよび企業の財政状態および経営成績を明らかに
するために、企業が行う経済活動を貨幣額で認識、測定し、帳簿に記録した上で、財務諸表を
作成するための技術である簿記について、理解を深めることを目標とする。簿記システムから得
られた情報は、企業経営者が経営管理を行う場合、債権者が企業への融資を判断する場合
等、様々な場面で利用され、利害関係者が意思決定を行う際に非常に重要な役割を果たして
いる。このように重要な情報がどのような仕組みを通して作成されているのか、理解を深めてい
く。

マーケティング入門

本授業は、マーケティングの基本的な考え方を学修したうえで、どのように企業の諸活動に展
開され、また企業の市場地位によってどのような戦略がとられるのかを理解することを目標とす
る。生産者、流通の視点とは異なるマーケティングの視点と、そのような視点が生み出された歴
史、その背景等を理解した上で、企業目的を達成するための諸活動を４Ｐ（４Ｃ）に整理し、各
活動について具体的に学習する。さらに、企業戦略等について具体的事例に沿って考察す
る。

経営統計入門

本授業は、経営データの客観的な見方を習得するとともに、データを合理的な分析に活かす
手法を身につけることを目標とする。企業は生産、販売など業務で生産性の向上を追求してい
る。経営者が生産性向上のために、経験や勘、経営者の情熱と信念を大切にしているが、合
理的な思考や判断も重要な要素となる。この合理的な思考や判断の基礎となるのが統計学で
あり、その基本を学ぶのが本授業である。基本的な統計処理の能力や、経営の問題を科学的
に考えることができる力を身につける。

特別リレー講義

本授業は、元外務省の大使経験者、大手航空会社の役員経験者をはじめ、国際経験豊かな
客員教授をゲストに迎えながら、日本と世界の国々との外交の現状、国際協力やグローバル展
開する航空会社の取り組みやSDGSに関する課題などについての理解を深め、世界に視野を
広げることを目標とする。激動する世界情勢に関する最新の動向を知り、国際政治や経済、グ
ローバル企業の動向や競争上の課題などについても関心を深めていき、さまざまな国の人々
の多様な考え方を知り、広い視点から物事を考察する習慣を身につけられるように授業を展開
する。

人文地理

本授業は、人文地理学を通じて、現代世界を捉えられるようなテーマを取り上げる。グローバル
なテーマとして、地球環境問題、国際経済、領土紛争、南北問題、人種・民族問題などがあげ
られる。国内に視点を向けると、過密・過疎問題、高齢化社会問題、国内農業、都市問題、地
域開発、立地論といった分野があげられる。卒業研究にもつながる個々の専門的探究に活か
すことができるよう、現代の問題を地理的に捉えることのできる素養を身につけることをめざす。
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短期海外研修

本授業は、研修先・ホームステイ先での約3週間にわたる生活と語学学修、専門テーマに係る
調査活動等を通じ、英語力、特に日常生活における会話力の向上や異文化への理解、海外
での観光ビジネス、地域観光、国際ビジネスへの理解を深めることを目標とする。本授業は事
前学修、現地実習、事後学修で構成されている。滞在中の学びをより効果的にするため、事前
にアセスメントテストを実施することによる自己の語学力の把握、渡航先の文化等の理解、現地
での専門テーマに係る調査設計を行うとともに、帰国後に、体験から得た個々の英語学修及び
キャリアに対する課題意識や目的を明確にすることで、以後の学修のあり方や卒業後のキャリ
ア形成まで考えられるようにする。

国際観光概論

本授業は、観光の歴史、文化そして経済的側面からその潜在力を捉え、旅行、宿泊、運輸業
をはじめとするさまざまな観光ビジネスと地域との関わりやその果たす役割について包括的に
理解を深めることを目標とする。わが国では、観光を通して交流人口を増やすことによる地域活
性化や経済波及効果への期待が高まっている。一方、地方では外国人旅行者の受け入れ体
制づくりが行われているが、観光産業における経営の後継者不足や若者の地方離れによる人
手不足が顕著である。こうしたわが国の観光ビジネスの可能性と課題について理解を深め、解
決策を考えていく。

旅行ビジネス論

本授業は、旅行業の事業全般について学び、主に企画型主催旅行の商品企画、造成、販売
といった工程の実際を行いながら、ネット専業事業者との差別化を図りどのように収益を上げる
かなどの戦略を理解することを目標とする。旅行業では、顧客の安全確保を最優先に、国内・
海外の航空機や鉄道、宿泊などの手配、販売、営業、添乗の業務の他、外国の機関との折衝
などが要求される。他方、ネット専業の旅行業との競合により業界自体の在り方に変化が見ら
れること等の理解も深めていく。

観光政策論

本授業では、観光政策の歴史的経緯を振り返りながら、特に戦後の経済政策・国土政策の変
遷と観光との関連、バブル経済とリゾート政策、その後の地域振興政策、また近年の観光立国
推進から地方創生に至る成長戦略としての観光政策まで、国並びに地方自治体（行政）に焦
点をあて、その現状や課題、今後の方向性を理解する。中でも戦後の高度経済成長期（大衆
化、大量化）から現在（人口減少、少子高齢社会）に至る観光政策の変遷を知り、現在のインバ
ウンド政策に至った経緯についても考察を深めていく。

観光資源論

本授業は、観光資源とはなにかを理解し、その広がりを考察できるようになることを目標とする。
観光立国をめざす日本は、観光は21世紀における日本の重要な政策の柱と位置付ける。そこ
で観光資源はなにかを理解し、今後広がりを見せる新たな観光資源について考察するととも
に、その課題を明らかにしていく。地域経済の活性化や雇用機会の増大など、観光は国民経
済のあらゆる領域にわたりその発展に寄与することが求められている。その中で、交流人口や
関係人口など従来の観光客の枠組みを超えた概念にも焦点を当てながら、ニーズやシーズさ
らには観光地の受け入れ環境整備についても考えていく。

国際経営総論

本授業は、経営学の知識を応用しながら、グローバルビジネスに関する様々な現象を分析する
基本的な視点や基礎知識、分析力を身につけることを目標とする。はじめに国際経営とは何を
指すのかについて明らかにした上で、事業展開、生産、マーケティング、研究開発、イノベー
ション、組織、人的資源等の国際化について学修していく。新興諸国の台頭も含む経営のグ
ローバル化（外資企業の日本市場への参入、インバウンド観光の振興も含む）が、日本企業の
経営にこれまでになく大きな影響を及ぼしていることを理解し、日本企業の経営においてグ
ローバル戦略をどう策定し、実践すべきかについて考えていく。

国際機関論

本授業は、国際機構が成立した歴史的背景を理解しながら、国連の設立、目的、原則および
その組織の概要について学び、国連システムの政策決定過程、財政、そして21世紀の課題と
なっている国連改革について考察する。現在、国際社会が直面するさまざまな地球規模の課
題に対して、国連が果たす役割についても、理論と実践例から検討し、授業内で議論する。こ
れらの課題には、国際社会の平和と安全、持続可能な開発目標(SDGs)を含む経済社会問題
や途上国等における貧困撲滅への取り組み、人権、人道援助などがある。また国連システムの
主要機関の特徴と役割も概観した上で、国連のパートナーとして近年重要性が増している市民
社会や民間企業などとの関係についても考察する。

ミクロ経済学

本授業は、ミクロ経済学の基本的な考え方や分析の方法を学びながら、その有用性を確認し
つつ、社会を見る「道具」としての「経済学の考え方」を身につけることを目標とする。具体的に
は、経済活動に関わる個々の経済主体（消費者・企業・政府）に注目し、生産・販売・消費と
いった行動がなぜ、どのように行われるかを理解する。本講義で紹介する諸概念・分析フレー
ムワークは、他の社会科学諸科目の基礎となっていることも多く、他の科目におけるより深い理
解に寄与することも併せてねらいとする。

商法

本授業は、ビジネス、とりわけ企業活動に関する法律、すなわち会社法および周辺の専門的諸
法（保険法・手形法等）の制度内容の概要を理解することを目標とする。さらに、法制度の理解
を通じてビジネス活動や企業組織自体への理解の深化もめざす。近年の商法典は、日本のビ
ジネス社会をめぐる変化、とりわけ経済のグローバル化や情報化進展の影響を受けてその形を
変え続けているため、それらの時系列的変化の理解も促す。的確な現状理解や動学的な視点
を伴った法制度の体感を通じて、ビジネスパーソンに必要な素養を養う。

欧米地域研究

本授業は、欧米の地域研究を通じて、現代のヨーロッパとアメリカにおける、政治、経済、外
交、移民、民族、宗教、言語、思想、文化などを多角的に捉えながら、各地域の経済と多様
性、帰属意識等について理解を深めることを目標とする。また、それぞれの国における主要都
市を取り上げて、各都市の成立から発展を通した都市の構成や特徴についても詳解していく。
さらに、欧米諸国が現代において抱えている諸課題について議論するとともに、地域の特性を
踏まえた今後の可能性についても考察を深めていく。
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オーストラリア地域研究

本授業は、観光の先進国として多くの大学で観光教育が行われているオーストラリアと日本を
比較しながら、国の成り立ちと地理的特徴、社会・経済、教育と言語政策（文化的多様性に対
応した学校教育や先住民教育）、オーストラリアの観光政策や大学における観光教育などにつ
いて理解を深めることを目標とする。自然に恵まれている反面、災害が多いことも日本と共通し
ている点であり、災害と観光といった視点でも学びを進めていく。この授業ではオーストラリアの
教科書を使い、英語も交えながら、理解を深めていく。

経営特論Ⅰ

本授業は、国際競争の激化、新興国の台頭、少子高齢化の進展、テクノロジー革命の進展等
を要因として、世界における日本の地位や国際的な競争力は低下傾向にあるなかで、日本が
直面している重要な変化や課題について各界を代表する著名な先生方から学ぶリレー講演会
「未来展望セミナー」と連動し、同セミナーで扱う重要なテーマについて、グループワークや個
人での分析・検討を通して、それぞれのテーマの課題、問題点を整理し、各自が主体的・積極
的に自らの考えや解決策を形成することを目標とする。本受業ではその「未来展望セミナー」の
前半4回のテーマを取り扱う。

経営特論Ⅱ　

本授業は、「経営特論Ⅱ」より引き続き、国際競争の激化、新興国の台頭、少子高齢化の進
展、テクノロジー革命の進展等を要因として、世界における日本の地位や国際的な競争力は
低下傾向にあるなかで、日本が直面している重要な変化や課題について各界を代表する著名
な先生方から学ぶリレー講演会「未来展望セミナー」と連動し、同セミナーで扱う重要なテーマ
について、グループワークや個人での分析・検討を通して、それぞれのテーマの課題、問題点
を整理し、各自が主体的・積極的に自らの考えや解決策を形成することを目標とする。本受業
ではその「未来展望セミナー」の後半4回のテーマを取り扱う。

ホスピタリティと
異文化理解

本授業は、ホスピタリティとその重要性について理解を深めるとともに、異なる文化的背景を
持った人々との異文化コミュニケーションの場において、異文化を理解し適切に対応するため
の基本的態度を身につけることを目標とする。現代社会は「心の時代」であると言われている。
また、現代の社会において企業が激しい競争の中で勝ち残るためには、他企業との「差」を作
らなければならないが、模倣しがたいヒューマンウェアの部分が極めて重要である。ヒューマン
ウェアこそが、差別化、差異化の基盤であり、このヒューマンウェアがホスピタリティを体現するこ
とについても考えていく。

観光マーケティング論

本授業は、これまでに学修してきたマーケティングの基礎知識・技能を応用して、観光における
地域の課題を発見し、その解決のための戦略を立案することを目標とする。前半ではその技法
や枠組みについての理解を深め、後半では、地域の課題解決のためにどのような方法が有効
か、調査、プロモーションの方法などさまざまな技法を使って観光マーケティングを体験する。
一般の企業におけるマーケティングとどこが異なるのか、共通点はどこなのかを比較検討して
いく。

レベニューマネジメント

本授業は、航空事業やホテル経営に携わるゲストスピーカーによる講義も織り交ぜながら、実
務に即したサービス産業における戦略について理解を深めることを目標とする。アメリカにおけ
る航空規制緩和（1978）による航空自由化がもたらした競争により生み出された、収益を最大化
させる手法であるイールド・マネジメントは、販売数に上限があり、在庫を持ち越せないサービ
ス財にも有効であることから、現在では航空機、ホテル等に広く導入されている主要経営戦略
の１つとしてレベニュー・マネジメントと呼ばれている。レベニュー・マネジメントの考え方につい
て、理解を深めていく。

サービス＆テクロノジー

本授業は、利便性の広がりを伴って展開されてきた様々なサービスにおける技術的取組みに
ついて理解を深めることを目標とする。インターネットの進展に伴い展開されたさまざまなサー
ビスによって、大量かつ多様な情報がやりとりされたり蓄積されたりしてきた。様々な技術革新
が産業構造や一般生活にもたらした影響と変化についても事例をもとに理解を深め、様々な
サービスモデルの創成と人々のITスキルの向上が今後の社会をどのように変化させていくの
か、その考察も試みる。

国際観光研究特別科目

本授業は、国連の機関として観光振興を担っているUNWTOとの連携のもと、国際的な観光政
策の動向に関する最新の知見を得ることを目標とする。2003年「観光立国宣言」を契機として
観光政策が国づくりの柱として位置づけられ、訪日外客数を飛躍的に増大させることを主要な
政策目標として近年大きな成果を上げてきたが、2020年の新型コロナウイルスの感染拡大によ
り、観光立国を標榜してきた我が国は大きな試練にさらされている。当該機関の設立の目的
や、果たす役割、実際の活動状況など国際機関のあり様とともに、これからの国際観光の在り
方について考察を深めていく。

航空・運輸事業論

本授業は、航空・運輸事業の歴史、発展、背景等の基礎的な知識を確認しながら、様々な事
業戦略を分析し産業の現状と課題について理解を深めることを目標とする。航空事業は現在
の交通運輸産業の中心的な役割を担い、21世紀の基本的な社会インフラとして極めて重要な
役割を果たしてきた。航空事業、空港運営に携わるゲストスピーカーによる講義も織り交ぜなが
ら、より実務に即した理解を得ることが出来るようにする。また航空事業に欠かせない空港運営
についても理解を深められるようにする。

MICE & イベント企画論

本授業は、Meeting（会議）・Incentive（報奨）・コンベンション（Convention）・イベント（Event）を
総称して呼ばれる「MICE」について理解を深めることを目標とする。MICEは、我が国の都市部
を中心に観光活性化への貢献が期待されているが、MICEに注力している海外の主要都市を
みるに課題は多くあるといえる。海外におけるMICE事例や現在誘致活動を活発化している我
が国の自治体・企業の様々な事例を分析しながら、我が国の現状とMICE戦略について理解を
深める。また、MICEに関する理解を深めながら、課題解決のためのイベント企画立案などにも
取り組む。
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ホテル・ブライダル経営論

本授業は、ホスピタリティ産業の中核であるホテル業とブライダル業について、それぞれの運営
に必要な基本的な知識を修得するとともに、その事業経営の両輪であるホスピタリティとマーケ
ティングの本質と特異性に関して理解を深めることを目標とする。ホテル業では、所有・経営・
運営の分離が主流となる中、この三つの視点からホテルビジネスを理解することで、業界のグ
ローバル化と生産性向上に対してマネジメントレベルで取り組むことのできる高度経営人材に
必要な素養を養う。一方、結婚観や価値観の多様化、晩婚化、少子化の時代に入り、生き残り
が急務であるブライダル業に関しては、事業の多角化と専業会社の最新事例をもとに分析し、
今後のブライダル業のあるべき姿について幅広く議論し、提言としてまとめていく。

旅行業務取扱管理者演習

本授業は、旅行業で唯一の国家試験である旅行業務取扱管理者資格に必要となる旅行実務
等に関する理解を深めることを目標とする。旅行業法により、旅行業者は各営業所にこの国家
試験に合格した者を配置するよう定められている。旅行業務に関する取引を公正に確保する
為に管理・監督を行う為の資格である旅行業務取扱管理者資格に必要な知識をテーマごとに
整理していきながら、実務・実践を想定して学びを深め、観光産業・旅行産業の全体像の理解
を深めていく。

地域観光マネジメント

本授業は、自治体、地域のコミュニティ、NPO等に注目し、それらが地域の観光に果たす社会
的・経済的・文化的な役割、機能や価値などについて理解を深めることを目標とする。わが国
は少子高齢化が最も早く進展している国の一つであるが、これまで大切にしてきた地域社会の
豊かさを失わず地域を活性化するために有効な手段の一つが地域の観光マネジメントであり、
最近では人気のあるスポーツによる町おこしやマラソン大会の誘致といった様々な動きが見ら
れる。経済活動を活性化し、まちづくりを進めるための地域経営の在り方、ガバナンスや人材
育成について理解を深めていく。

公園・景観論

本授業は、都市環境や地域空間のデザインを行うための基礎的な考え方について概説し、具
体的なコースワークを通じて景観デザインの基礎的な考え方とその手法を身につけることを目
標とする。まず都市の景観について基本的な理解を深める。次に、自然環境や社会環境と景
観、自然物と人工物、公園のデザインなどを取り上げながら、ながめの成り立ちから地域環境と
景観について考える。特に最近は、国立公園を観光客に開放する方向性が打ち出されている
ことなどから、こうした施策の課題などを討議する。最後に景観デザインの現場として 港・公園
などを取り上げる。

観光まちづくり論

本授業は、観光政策や観光計画に関する基本的な知識を用いながら、観光による交流人口に
も焦点を当てたまちづくりについて理解を深めることを目標とする。その地域の歴史・文化・環
境から、観光資源、地域資源を発見する様々な手法について学ぶことになるが、具体的な地
域を取り上げ、まちづくりに参画する実践的な授業とし、来訪者の満足度を損なわない、また住
民が合意しうる持続可能な地域の発展をめざす取り組みについて、計画をまとめ、立案する能
力を養う。

ツーリズム研究１

本授業は、近年注目されているいくつかのツーリズムについて理解を深めていくことを目標とす
る。ツーリズムは、地域における特色すなわち地域資源を活かし、地域主体の企画によって成
立・展開・発展する。一方、そのあり様は、地域を訪れる人々の志向に関わる時代・文化的背景
や社会・経済的要因によって規定される。そうしたツーリズムの実態について具体的な事例をも
とに解説する。本授業で主に取り上げるのは、ガストロノミー・ツーリズム、スポーツツーリズムな
どである。ツーリズムを推進する地域の抱える問題や課題と、参加する観光客の目的、満足度
など、迎える側と訪問する側の双方の立場から考察を深めていく。

フィールドリサーチ

本授業は、観光における研究手法の主要なものであるフィールドリサーチについて、その手法
を身につけることを目標とする。フィールドリサーチとは、フィールドに密着し、参与観察・ヒアリ
ングなどの技法を使いながら一次データを集め、調査対象に対して考察する研究方法である。
履修者はまず基本的な研究方法・態度を理解した上で、実際にフィールドリサーチに繰り出し
て、定性的な情報を集め、得られた諸データから分析・討論を繰り返しながら、新たな発見をめ
ざす技術と態度を身につける。

国際経営戦略論

本授業は、企業が直面するビジネス環境を把握し、海外市場への参入戦略、現地での経営戦
略、国際人材戦略、国際提携戦略など国際経営戦略を構成する各要素を理解することを目標
とする。グローバル化の進行に伴い、大企業だけでなく、中小企業やベンチャー企業でも何ら
かの形で外国企業や外国市場にかかわる機会が増え、国際経営戦略が企業経営の重要な部
分を占めるようになっている。海外市場では国内と同じ戦略では競争優位を獲得できるとは限
らず、為替、資源価格変動、政治、経済、社会的要因で企業環境は影響を受ける。ホテル等観
光関連企業の国際事業展開やインバウンド観光の振興においても重要な論点である。これら
のことを念頭に置いて戦略の企画・立案に必要な経営学の理論を学び、企業の国際経営戦略
を分析できる力を養う。

ビジネスモデルマネジメント

本授業は、身の回りのビジネスの仕組みを取り上げ、新しいビジネスの構築や、組織の改善、
変革に必要なマネジメントの方法について理解することを目標とする。ビジネスモデルとは、顧
客満足を目的として、技術やノウハウを利益に変換する仕組みのことである。本授業では、ビジ
ネスモデルを記述、分析、デザインするために、戦略的思考を視覚化するツールとして、①顧
客セグメント、②価値提案、③チャネル、④顧客との関係、⑤収益の流れ、⑥リソース、⑧パート
ナー、⑨コスト構造という9つの構築ブロックから構成される「ビジネスモデルキャンバス」という
枠組みを用いた擬似的な新事業の提案を通じて、ビジネスモデル構築の要点を包括的に理解
する。

国際貿易論

本授業は、グローバリゼーションの進展により近年ますます高まる国際貿易の重要性を認識
し、貿易に関する基礎的な理論、貿易政策や制度、各国の動向などを検討し、貿易がなぜ、ど
のように行われるのかについて理解を深めることを目標とする。また、貿易を行うことで生じる利
益は何か、どのような貿易パターンが国家間で生じるのかについても考察していく。国際貿易
論における理論と実証をバランスよく学ぶことに主眼を置き、授業を展開する。
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開発経済学

本授業は、マクロ経済学の基礎を修得し、その知識に基づいて、一国や世界の経済発展のプ
ロセスや課題を理解・認識することを目標とする。具体的には、前半で国民所得・経済成長・経
済政策などの経済原論的な考え方を身につける。そして後半で、国内・国際の経済格差の歴
史と現状、格差をもたらすメカニズム、そしてその解消をめざした政策および国際協力を学ぶ。
これらにより、国際人としての適切な現状理解と意思決定に必要な素養を得ることをめざす。

財務諸表論

本授業は、企業が円滑な事業活動を行い、その企業価値を高めるために必要な財務に関する
理解を深めることを目標とする。企業には目的に適した資本調達と資本提供者をはじめステー
クホルダーとの適切な関係の維持が必要である。また事業活動を通じて、資本の適切な運用
による企業価値の向上が求められる。授業の前半は企業の資本調達問題と資本提供者との関
係、後半は資本の運用に関わる問題を中心に、財務的意思決定を合理的に行うための基本
的な理論を学修する。

Research & Presentation 1

本授業は、他の専門科目とも連携しながら、リサーチに基づいた企画の提案を英語でプレゼン
テーションする能力を身につけることを目標とする。効果的に情報を伝達することをめざして、リ
サーチした内容を整理して、因果関係を明確にしたり、情報を対比したりするなどしながら、聞
き手に伝えたい内容をわかりやすく伝える英文を工夫して、プレゼンテーションの技能を高めて
いく。英語によるプレゼンテ―ション原稿の作成の基本、効果的な視覚資料の作成にあたって
の留意点、聞き手を意識した発表の留意点等を重点的に指導する。また、外部との連携を図り
ながら、実社会とのつながりのなかで授業を展開していく。

Research & Presentation 2

本授業は、Research & Presentation 1から引き続き、他の専門科目とも連携しながら、リサーチ
に基づいた企画の提案を英語でプレゼンテーションする能力を更に高めていくことを目標とす
る。効果的に情報を伝達することをめざして、リサーチした内容を整理して、因果関係を明確に
したり、情報を対比したりするなどしながら、聞き手に伝えたい内容をわかりやすく伝える英文を
工夫して、プレゼンテーションの技能を高めていく。さらに、協働的な学修を発展的に展開して
いくなかで、他者のプレゼンテーションの内容に対して積極的に建設的な質問をすることを重
視し、インタラクティブな活動のなかでリサーチとプレゼンテーションの総合的な能力を養って
いく。また、外部との連携を図りながら、実社会とのつながりのなかで授業を展開していく。

専門インターンシップ

本授業は、実際に企業・団体等の職業現場で、専門の授業における学びを就業体験のなかで
活かし、よりその専門性を深めることを目標とする。事前学修(12時間)、企業実習(原則70時
間)、事後学修(12時間)で構成されており、事前学修では、実習先企業・団体の概要調査や業
界研究、事前レポート作成とマナー研修などを実施する。実習先企業・団体では、受け入れ先
企業・団体のプログラムに従って約10日間実習をする。事後学修では、研修結果のまとめを行
うとともに、報告会で実習体験の発表を行う。

イノベーション&商品開発

本授業は、商品開発プロセスを事例としてイノベーションマネジメントの基本的な考え方と仕組
みについて理解を深めることを目標とする。経営資源は、ヒト（人的資源）・モノ（物的資源）・カ
ネ（金銭的資源）・情報（情報資源）の4つの要素から主に構成されている。イノベーションマネ
ジメントとは、顧客価値に見合った新たな製品やサービスを提供することで社会に価値をもたら
す革新を実現するために、効果的かつ効率的に、経営資源を動員、駆動、結合させる主体的
な活動であるものとして理解を深めていく。

行政学概論

本授業は、国民・住民の生活の多くの側面において重要なサービスを提供する政府（国・自治
体）の行政について、日本における行政の基本的な構造と動作メカニズムを理解することを目
標とする。現代行政の重要な役割は公共サービスの提供であるが、市民意識を基調とした地
域のさまざまな場面のまちづくり、コミュニティづくりなどの現状を取り上げて、現代の行政課題
を明らかにし、その解決方法を探るための考察を深めながら、行政の意味と意義について理解
する。

比較文化論

本授業は、ジェンダー・家族に焦点を当てて、日本と他国の文化比較を通じて、文化的多様性
について理解を深めることを目標とする。まず自文化・他文化を比較する議論を概観し、ジェン
ダー・セクシュアリティの視角を詳説する。次に家族・結婚・睡眠などの多様性を日本・欧米の
事例から検討する。最後に日本社会における文化の多様化を検討し、異文化間コミュニケー
ションの前提であるさまざまな文化とその背景について考察していく。

アジア市場と日本

本授業は、アジア各国における企業進出の現状や課題、さらには各国の政策や動向などの事
例を取り上げながら、アジア地域に適合する海外事業戦略や施策に関しての理解を深めること
を目標とする。近年、アジア経済の急速な成長に伴い、多くの日本企業がアジア地域に生産・
サービス拠点をシフトさせている。アジア地域は文化的にも経済的にも多様性に富み、日本と
の関係は地政学的にも経済的にも大変強い。今後も生産地、市場としての役割が一層拡大す
る中、企業等の進出を成功させるためにはアジア各国に対してどのような経営学の分析の枠組
や実践的な応用能力が必要なのかについて検討する。さらにホテル等観光関連企業にとって
も、そのアジア進出が増加しており、インバウンド観光の重要ターゲットであるアジア諸国の動
向を学ぶことが重要である。

消費者行動論

本授業は、消費者行動に関する体系的な枠組みを考察しながら、さまざまな角度から消費者
行動とマーケティング戦略の構築との関連性を理解することを目標とする。前半では、消費者
行動に関する基礎的な知識獲得のためにこれまで展開されてきた消費者行動研究の枠組みと
流れを把握する。後半では、消費者の認知、態度そして意思決定がどのようなプロセスで行わ
れるかを具体的な事例を示しながら、消費者行動全般に関する理解を深めていく。
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Global Marketing

本授業は、グローバル市場におけるマーケティングの視点や考え方を理解することを目標とす
る。グローバル・マーケティングに必要なのは文化理解、政治情勢及び環境が大きく作用する
ことの理解、「標準化」と「適合化」の考え方が重要であるとされている。一方、現代では「複合
化」という視点も強く求められている。そこで、本授業では具体的な企業事例を取り上げ、製品
の基本機能やブランドを世界標準化し、広告や小売価格を現地適合化している点などを把握
する。たとえばインスタントコーヒーは世界標準化されたブランドとして知られているが、容器や
パッケージデザイン、内容物、香り、味等はかなり現地適合化されている。基本要素を標準化
することでコストを抑え、副次的要素は現地適合化するといった「複合化」の戦略を中心に、グ
ローバル・マーケティングの実際を理解する。

ブランド・マネジメント

本授業は、ヒト、モノ、カネ、ジョウホウに次ぐ第5の経営資源といわれるブランドの概念、機能、
役割や、ブランドをマネジメントすることの重要性を消費者および企業や地域の観点から理論
的に理解することを目標とする。例えば観光分野においては、国、地域のブランド形成に関す
る取り組みを取り上げるなど、具体の事例を基に授業を進める。そしてブランドの本質の理解、
ブランド・マネジメントの理解をした上で、戦略としてのマーケティングとブランディングの違いを
識別し、その役割を俯瞰できることをめざす。

ビジネスデータ分析

本授業は、企業内外にあふれるビジネスデータを収集、分析して、企業に有用な情報を抽出
するための分析手法について理解することを目標とする。はじめに、経営戦略、生産、販売な
ど様々な分野で活用できる統計的手法に関し基本的な知識を身につける。その上で、企業経
営において、数少ない情報に基づいた単純な意思決定による経営のリスクはきわめて大きいこ
とを理解し、このようなリスクを回避するための統計知識や、分析の結果を活用した意思決定に
ついて理解を深める。

世界遺産論特殊講義

本授業は、観光ビジネスの資源となりうる世界遺産と、そのマネジメントに必要となる知識を身
につけることを目標とする。我が国では、2020年末現在で23の世界遺産が登録されている。グ
ローバルな視点から見れば、それぞれの世界遺産は、すべて異なる遺産価値を有しており、そ
の遺産価値の背景には、様々なテーマが存在する。そのテーマは、歴史、地理、宗教、建築、
美術のみならず生物学、自然科学と多岐に渡っている。世界遺産の目的や意義についての知
見を得て、さらに価値観の多様性、生態系の多様性を理解し「異文化理解」「自然と人類の共
生」の重要性についても考えていく。

文化財論

本授業は、多岐にわたる文化財の概念と種別、種別ごとの文化財についての理解を深めるとと
もに、文化財保護の体制、保護のあり方、保護の施策と予算、文化財の指定・選定・登録、保
存・公開の機関や施設の役割、文化財の国際交流と協力事業などについて理解を深めること
を目標とする。そのために、履修者にとって身近な文化財をはじめとする具体的な事例をもと
に、文化財とは何か、人々にとってどのような価値があるのか、その存在意義を考察していく。
文化財保護がどのようにして行われているか、修理の様子等を見学できる機会も設ける。

NPO・NGO論

本授業は、具体的な事例を挙げながら、NPO・NGOの活動内容と成果、直面する課題につい
て理解を深めることを目標とする。21世紀に入って以降、我が国では少子高齢化が更に進展し
ており、国や地方自治体のみで公共政策の立案や公共サービスの提供を実施していくことに
は限界が生じつつある。NPO・NGOはこれら行政の手の届かない部分を補完する機能、役割
を担うアクターとして、近年急激な発展を遂げてきた。しかし、NPO・NGOは特定分野における
社会変革に貢献する一方で、持続的な成果を挙げていくうえでは様々な課題に直面している。
こうした諸課題を概観し、NPO・NGOの在り方について考察していく。

ツーリズム研究2

本授業は、近年注目されているいくつかのツーリズムについて理解を深めていくことを目標とす
る。ツーリズムは、地域における特色すなわち地域資源を活かし、地域主体の企画によって成
立・展開、発展する。一方、そのあり様は、地域を訪れる人々の志向に関わる時代・文化的背
景や社会・経済的要因によって規定される。そうしたツーリズムの実態について具体的な事例
をもとに解説する。本授業で主に取り上げるのは、コンテンツツーリズム、フィルムツーリズム、
エコツーリズム、ヘルスツーリズムなどである。ツーリズムを推進する地域の抱える問題や課題
と、参加する観光客の目的、満足度など、迎える側と訪問する側の双方の立場から考察を深め
ていく。

競争戦略論

経営戦略とは、「企業の将来像とそれを達成するための道筋」のことを意味し、企業全体の発
展方向とそれに必要な経営資源の配分を決める「企業戦略（全社戦略）」と、それぞれの事業
で他の企業とどのような形で競争するかを明らかにする「競争戦略（事業戦略）」に大別できる。
本授業は、「競争戦略」に焦点を当て、その基本的な考え方と仕組みを学び、企業が環境との
間で競争と協調を図りながら成長を追求している姿を検討しながら、「我々が『競争戦略』という
時に、どのような視点から何を考慮に入れるべきであるのか」ということについて理解を深めるこ
とを目標とする。企業が効果的な戦略を実現するために必要な戦略の本質、戦略が機能する
論理、戦略形成の方法論を身につけていく。

職業指導

本授業は、商業科の教員免許状取得の必須科目であることを踏まえつつ、個人が職業を選択
する過程において、職業指導がどのような意義をもち、実際の場面においてはどのような指導
が行われているのかなど、教育課程における職業指導の在り方について理解を深めていくこと
を目標とする。また、職業観やライフデザインの考え方についての理解を深め、職業指導や進
路指導に関する学習指導計画の立案などにも取り組んでいく。
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Academic English 1

本授業は、アカデミック英語の基礎（産出）を身につけることを目標とする。海外の大学での講
義の場面を想定した演習問題を通して語彙力、文法力を培う。また、アカデミックな目的に応じ
た形式の文章を書く文章構成力と、基礎的な文法項目を用いて伝えたい内容を表現する英語
表現力を育てるために、アカデミックな論理構成とライティング方法の基本を理解することから
はじめ、自己の考えを産出できるよう繰り返し演習する。さらに、グループ討議を通して多様な
意見を聞きながら、自分の論理に反映していくといった姿勢を身につけていく。
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部
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Academic English 2

本授業は、アカデミック英語の技能（産出）を高めていくことを目標とする。引き続き、海外の大
学での講義の場面を想定した演習問題を通して語彙力、文法力を伸ばしながら、アカデミック
な目的に応じた表現方法を定着させるとともに、より負荷の高いスピーキングにおいても運用す
ることができるように、より論理構成を重視して自己の考えを産出する演習を繰り返す。多くの文
献に触れ、さまざまなトピックについて基本的な意見が表出できるように、ベースとなる知識の
増幅を図りながら、それらのトピックについて多面的に思考する力を涵養する。

Conversation Skills A

本授業は、観光やビジネスの現場で役立つ英語会話力を身に着けることを目標とする。文化
的・言語的背景の異なる多様な相手との交流や接客場面で必要となる表現、語彙を学修し、そ
れを明確かつ適切に使えるように演習を繰り返す。また、相手との良い関係を築くためのス
モールトーク、相手の立場に応じた話し方、異なる文化におけるコミュニケーションやマナーの
違いと必要な配慮などに関する知識についても併せて学んでいく。

Conversation Skills B

本授業は、Conversation Skills Aの学修内容をさらに深め、より高度な英語会話力を身に着け
ることを目標とする。留学その他において想定される海外生活での情報交換を適切に行うため
の練習に加え、さまざまなビジネスシーンにおける様々なやり取り（電話応対、会議での司会、
資料説明、資料に対する質問の応答、相手の意見に対する反駁、相手の意見の確認など）に
おいて必要となる表現、語彙を、異なる文化におけるコミュニケーションについて学びながら身
に着けていく。

English for Business 1

本授業は、ビジネスの場面でよく使われる語彙や表現の定着を図りながら、幅広いビジネスコ
ンテキストに対する理解を深めることを目標とする。リーディング素材を多用しながら様々なシ
チュエーションを多くインプットし、ビジネス慣習に対する理解を深める。授業中にはペアやグ
ループでの活動を取り入れ、演習問題に取り組む。その中でTOEICなどの英語検定にも対応
できる力を培っていく。

English for Business 2

本授業は、English for Business 1から引き続き、ビジネスの場面でよく使われる語彙や表現の
定着を図りながら、より応用的なビジネスコンテキストに対する理解を深めることを目標とする。
リーディングやリスニングの素材を多用しながら様々なシチュエーションを多くインプットし、ビジ
ネス慣習に対する理解を深め、応用力を高める。授業中にはペアやグループでの活動を取り
入れ、演習問題に取り組む。その中でTOEICなどの英語検定にも対応できる力をさらに培って
いく。

Conversation Skills C

本授業は、新聞、ニュースなどで扱われるグローバルビジネスに関する課題を中心に理解を深
め、グループで解決策を考え、英語で提言できるようになることを目標とする。対象は、English
for Business 1,2の単位を取得した学生とする。個人で関心の高いテーマを選び、関連する新
聞資料等を収集、整理、分析していく。十分な分析を行い問題点を明確にすることを重視し、
各自が選んだテーマに対する討議や、追加資料の作成、更なる分析を通して、テーマに関す
る理解を深めていく。

Advanced  English 1 

本授業は、アカデミックな英語技能を修得することを目標とする。まず、学術論文その他の英語
資料を読み込み、理解する演習をとおして、英語読解力の向上およびクリティカルシンキング
の訓練を行う。アカデミックライティングにおいては序論、本論、結論の構成に従って書かれた
エッセイをモデルに、与えられた課題、資料を参考に、論理的にまとまった原稿の作成に取り
組む。その作業においては、第一原稿作成、推敲、完成のプロセスを通じて、アカデミックライ
ディングの実践を図る。

Advanced  English 2

本授業は、Advanced English 1の学修内容をベースに、アカデミックな英語技能を更に修得す
ることを目標とする。具体的には、卒業論文作成に役立てることも視野にいれて、選んだ英語
論文等の資料を読み、その内容のポイントの整理、発表、議論といった活動に取り組みなが
ら、総合的な英語力の向上を図る。最終的には、そうして理解を深めたテーマに分析と考察を
加えた小論の作成に取り組み、第一原稿作成から原稿の推敲を経て、小論を完成させる。

専門演習１

本授業は、フィールド調査や文献研究等を行い、経営の主要な概念を用いて企業や地域の課
題に関する考察を行いながら、企業や地域に求められる「グローバル人材」に必要とされる課
題解決力や思考力の基礎を身につけることを目標とする。観光ビジネス、地域の観光振興に
関して、日本が基幹産業の一つとして位置づける「観光」についての現状を把握しながら、これ
までの研究の流れや観光産業の仕組み、地域の観光振興事業などについて理解を深めてい
く。また国際ビジネスに関して、企業の国際展開を中心に現状を把握しながら、これまでの研究
の流れや国際経営について理解を深めていく。

専門演習２

本授業は、「専門演習１」の学びをベースとして、観光ビジネス、地域観光振興、国際ビジネス
に関する理解を一層深めることを目標とする。具体的には、フィールド調査や文献研究、さらに
SWOT分析等の市場分析手法を用いながら、様々なケースに焦点を当てて、個人、グループ
で考察していく。演習を進めていく中で、自らの考えをまとめ、発表するために、参考文献の活
用方法にも慣れ、「専門演習3」以降における、より具体的な研究対象の絞込みにつなげられる
よう授業を展開する。

専門演習３

本授業は、４年次の卒業研究を見据え、専門分野に関する様々な先行研究や文献を読み、理
解を深めるとともに、論文執筆に必要となる情報収集、調査手法、仮説の導出、分析、結果の
まとめなど一連のプロセスについて理解することを目標とする。具体的には、１年間の研究計画
を立て、どのような分野の研究に焦点を当てていくかを明確にする。専門分野に関する文献を
正確に理解・整理しながら、課題を明らかにして、調査研究を進めていく。テーマに対し理論及
び実践の両面から考察を行い、4年次の卒業研究の準備を進めていく。
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専門演習４

本授業は、「専門演習3」で立てた研究計画を精査し、より具体的な研究計画を立てること、及
び研究に必要なデータを収集し課題を整理することを目標とする。「専門演習3」で作成した研
究計画に基づいて、研究対象、研究方法（質的研究、量的研究、もしくは事例研究等）、測定
尺度（要因を図るための質問項目等）もしくは分析概念、調査概要（対象者、場所、時期）等に
ついて整理し、研究計画を固め、初期データの収集を行いながら4年次の「専門演習5、6」に
つなげていく。

専門演習５

本授業は、「専門演習4」までに行ってきた情報収集による初期データの分析結果を発表し、研
究内容の検討と、卒業研究完成に向けて研究計画を修正し、適切に研究を進めていくことを目
標とする。ここでは、各自の卒業研究テーマと初期分析の結果を発表する。教員やメンバーに
よる質疑応答から示唆を得、研究計画を再考し、研究活動に反映させていく。また、データの
分析と発表を通じて、研究内容に関する論理的思考力と、プレゼンテーション力、コミュニケー
ション力を養っていく。

 専門演習６

本授業は、「専門演習5」で精査した研究計画に基づいて研究を進め、その成果を論文として
まとめ発表することで、自己の専門性の一層の深化を図ることを目標とする。4年間の学びや専
門演習で取り組んできた内容を踏まえて研究を進め、その成果を研究論文の形式でまとめあ
げる。研究成果は学内の発表会で発表し、参加者との議論を通して研究の意義や価値を高め
ていく。研究の遂行を通して、専門性を深化させるとともに、研究を通じて得られる主体性や分
析力、課題解決力等に加え、発表を通して、構成力や他者への発信力、質疑応答の能力等、
総合的に能力を涵養する。

（注）

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようと

　する場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとす

　る場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

１　開設する授業科目の数に応じ，適宜枠の数を増やして記入すること。

２　専門職大学等又は専門職学科を設ける大学若しくは短期大学の授業科目であって同時に授業を行う学生数が４０人を超えることを想定

　するものについては，その旨及び当該想定する学生数を「備考」の欄に記入すること。
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大阪成蹊大学学則（案） 

平成15年４月１日制定 

 

第１章 総則 

第１節 目的及び自己点検・評価 

（目的） 

第１条 本学は人間の徳を涵養する成蹊の名を体し、幅広く深い教養と総合的な判断力を備

えた豊かな人間性を培うとともに、深く専門の学芸を教授研究し、実践的な専門教育に重

きを置く大学教育を施し、実社会において知的、道徳的及び応用的能力を展開し得る人材

の育成を目的とする。 

（自己点検・評価） 

第２条 本学は、その教育水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため、

本学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものとする。 

２ 前項の点検及び評価の実施に関する規程は、別に定める。 

第２節 組織 

（学部、学科及び収容定員） 

第３条 本学に、次の学部、学科を置く。 

経営学部 

経営学科 

スポーツマネジメント学科 

芸術学部 

造形芸術学科 

教育学部 

教育学科 

     国際観光学部 

      国際観光学科 

２ 前項の学部、学科における教育研究目的は次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 経営学部 

現代の社会・経済・経営・情報環境におけるビジネスとマネジメントを学び、グロー

バル化・情報化の進展する現代産業社会において、複雑化・多様化する経営上の諸問題

を解決しうる能力を持った人材を育成する。 

学則－1



① 経営学科 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「ビジネスとマネジメント、

及び情報処理に関する基礎的能力とスキル」及び「コミュニケーションに関する基礎

的能力とスキル」を備え、現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材を育成する。 

② スポーツマネジメント学科 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「スポーツ産業に係るビジネ

スとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「コミュニケーションに関する

基礎的能力とスキル」を備え、スポーツ産業における現代の多様な経営課題の解決に

貢献できる人材を育成する。 

 (2) 芸術学部 造形芸術学科 

芸術的教養や芸術的表現能力を育成するとともに、専門領域を超えた幅広い視野と知

識を持ち、社会の要請を敏感に感じ取り社会との関わりにおいてその芸術的感性や表現

能力を生かし、伝統的な造形表現と未来を開く革新的な造形思考との往還の中に現代人

の置かれたさまざまな局面を捉え、未来的な展望のもとに個性豊かな表現の可能性を追

求できるとともに、心豊かな社会の実現に寄与することのできる人材の育成をする。 

(3) 教育学部 教育学科 

時代が求める新しい教育への対応と普遍的な教育の営みとを総合的・専門的に学修し、

未来を切り拓く子どもの「生きる力」を育むことのできる幅広い教養をもった専門職業

人を育成する。 

 (4) 国際観光学部 国際観光学科 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が進む産業及び 

観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「国際

コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、持続可能な観光経営モデル

の創出や地域における観光政策・観光振興、グローバル市場を視野に入れた国際ビジネ

スの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営課

題の解決に貢献できる人材を育成する。 

３ 前項の各学部に置く学科、入学定員、編入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 入学定員 第3年次編入学定員 収容定員 

経営学部 経営学科 110 1 442

スポーツマネジメント学科 110 1 442

計 220 2 884
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芸術学部 造形芸術学科 190 1 762

教育学部 教育学科 初等教育専攻 140 5 570

中等教育専攻 60 0 240

計 200 5 810

国際観光学部 国際観光学科 80 2 324

合計 690 10 2,780

（大学院） 

第３条の２ 本学に、大学院を置く。 

２ 大学院に関する学則は、別に定める。 

（図書館） 

第４条 本学に、図書館を置く。 

２ 図書館に関し必要な事項は、別に定める。 

（保健センター） 

第５条 本学に、保健センターを置く。 

２ 保健センターに関し必要な事項は、別に定める。 

（事務） 

第６条 本学に事務組織を置く。 

２ 事務組織に関し必要な事項は、別に定める。 

第３節 教職員組織 

（教職員） 

第７条 本学に学長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置く。ただし、教育研究上

の組織編制として適切と認められる場合は、准教授、助教又は助手を置かないことができ

る。 

２ 本学に、前項のほか、副学長、学部長、講師、技術職員その他必要な職員を置くことが

できる。 

（職務） 

第８条 学長は、本学を代表し校務を掌り、所属教職員を統括する。教授は、専攻分野につ

いて、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力及び実績を有する者であって、

学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。准教授は、専攻分野について、

教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力及び実績を有する者であって、学生を教授

し、その研究を指導し、又は研究に従事する。助教は、専攻分野について、教育上、研究
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上又は実務上の知識及び能力を有する者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又

は研究に従事する。助手は、その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業

務に従事する。講師は教授又は准教授に準ずる職務に従事する。 

２ その他の事務職員の職務については、別に定める。 

第４節 評議会及び教授会 

（評議会） 

第９条 本学に、本学の教育研究に関する重要事項を審議するため評議会を置く。 

２ 評議会に関し必要な事項は、別に定める。 

（教授会） 

第10条 学部に、学部の教育研究に関する重要事項を審議するため教授会を置く。 

２ 教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

第２章 学部通則 

第１節 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第11条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

（学期） 

第12条 学年を、次の２学期に分ける。 

前学期 ４月１日から９月30日まで 

後学期 10月１日から翌年３月31日まで 

（休業日） 

第13条 休業日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(3) 本学園の創立記念日（４月20日） 

(4) 春期休業日（３月１日から３月31日まで） 

(5) 夏期休業日（７月21日から８月31日まで） 

(6) 冬期休業日（12月24日から翌年１月６日まで） 

２ 必要がある場合は、学長は、前項の休業日を臨時に変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

第２節 修業年限及び在学期間 

（修業年限） 

学則－4



第14条 本学の修業年限は、４年とする。 

２ 在学期間は、８年を超えることはできない。ただし、第20条第１項、第21条第１項及

び第22条第１項の規定により入学を許可された者は、それぞれの在学すべき年数の２倍

に相当する年数を超えて在学することはできない。 

第３節 入学、編入学、再入学、休学、復学、転学、退学、除籍及び復籍等 

（入学時期） 

第15条 入学時期は学年の始めから30日以内とする。ただし、転入学及び再入学について

は、学期の始めとすることができる。 

（入学資格） 

第16条 学部に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれ

に相当する学校教育を修了した者を含む。） 

(3) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部

科学大臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧

規程による大学入学資格検定（以下「旧検定」という。）に合格した者を含む。） 

(8) 学校教育法第90条第２項の規定により大学に入学した者であって、本学において、

大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(9) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で、18歳に達したもの 

（入学の出願） 

第17条 本学に入学を志願する者は、入学志願票に別に定める書類及び第54条に定める検

定料を添えて願い出なければならない。 

（入学者の選考） 
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第18条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第19条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受け、入学しようとするものは、所定の

期日までに、所定の書類を提出するとともに、所定の入学手続料を納付しなければならな

い。 

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

（編入学） 

第20条 次の各号の一に該当する者で、本学へ編入学を志願する者があるときは、選考の

上、学長は相当の年次に入学を許可することがある。 

(1) 高等専門学校又は短期大学（外国の短期大学を含む。）を卒業した者 

(2) 大学（外国の大学を含む。）を卒業した者又は学校教育法第104条第４項の規定によ

り学士の学位を授与された者 

(3) 他の大学（外国の大学を含む。）に２年以上在学し、所定の単位を修得した者 

(4) その他法令により大学の途中年次に入学できるものと認められている者 

２ 前項の規定により、編入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い

については、当該学部の教授会の審議を経て、学部長が決定する。 

（再入学） 

第21条 やむを得ない事由により本学を退学した者で、同一学科に再入学を志願する者が

あるときは、選考の上、学長は相当年次に再入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により、再入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い

については、当該学部の教授会の審議を経て、学長が決定する。 

（転入学） 

第22条 他の大学（外国の大学を含む。）に在学している者で、本学への転入学を志願す

る者があるときは、選考の上、学長は相当年次に入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により、転入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い

については、当該学部の教授会の審議を経て、学長が決定する。 

（転学部及び転学科） 

第23条 他の学部に転学部を志願する者は、転学部先の学部教授会の審議を経て、学長が

許可することがある。 

２ 他の学科に転学科を志願する者は、学部教授会の審議を経て、学長が許可することがあ

る。 
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３ 第１項及び第２項の規定により、転学部又は転学科を許可された者の既に履修した授業

科目及び単位数の取扱いについては、新たに所属することとなる学部の教授会の審議を経

て、学部長が決定する。 

（準用） 

第24条 第17条、第18条及び第19条の規定は、第20条、第21条及び第22条の規定により入

学するものに準用する。 

（休学） 

第25条 学生は、疾病その他正当な事由により２月以上修学することができないときは、

学長の許可を得て休学することができる。 

２ 疾病のため就学することが適当でないと認められる者については、学長が休学を命ずる

ことができる。 

（休学期間） 

第26条 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、１年を限度と

して休学期間の延長を認めることができるが、通算３年を超えることはできない。 

２ 休学期間は、第14条に定める在学期間に算入しない。 

（復学） 

第27条 休学期間中に、その事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することがで

きる。 

（転学） 

第28条 他の大学に、入学又は転入学を志願しようとする者は、学長の許可を受けなけれ

ばならない。 

（留学） 

第29条 外国の大学又は短期大学で修学することを志願する者は、学長の許可を得て留学

することができる。 

２ 前項により留学した期間は、第14条の定める修業年限に含めることができる。 

３ 第１項による留学期間中に履修した授業科目について修得した単位の取扱いは、第39

条第２項の規定を準用する。 

（退学） 

第30条 退学をしようとする者は、学長の許可を得なければならない。 

（除籍） 

第31条 次の各号の一に該当する者は、当該学部の教授会の審議を経て、学長が除籍する。 
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(1) 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

(2) 第14条第２項に定める在学年限を越えた者 

(3) 第26条に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

(4) 長期間にわたり行方不明で修学できない者 

（復籍） 

第32条 前条(1)により除籍となった者が復籍を希望する場合は、学長の許可を得て復籍す

ることができる。 

第４節 教育課程及び履修方法等 

（教育課程の編成方針） 

第33条 本学は、学部及び学科の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し、

体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、学部の学科に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広

く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮するもの

とする。 

（教育課程の編成方法等） 

第34条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年

次に配当して編成するものとする。 

２ 授業科目及びその単位数並びに履修方法については、別に定める。 

（授業の方法等） 

第35条 授業は、講義、演習、実験、実習、若しくは実技のいずれかにより又はこれらの

併用により行うものとする。 

（単位） 

第36条 授業科目の単位の計算方法は、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内

容をもって構成することを標準とし、次の基準によるものとする。 

(1) 講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で別に定める時間の授業を

もって１単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で別に定める時間の

授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規程にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目についてはこれ

らの学修の成果を評価して単位を与えることができる。 

（単位の授与） 
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第37条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、担当教員が所定の単位を与える。 

（他の学部の授業科目の履修等） 

第38条 教育上有益と認められるときは、学生は、他の学部の授業科目を履修し、その単

位を修得することができる。 

２ 他の学部の授業科目の履修に関し必要な事項は、別に定める。 

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第39条 教育上有益と認めるときは、学生が他の大学又は短期大学において、履修した授

業科目について修得した単位は60単位を超えない範囲で本学における授業科目の履修に

より修得したものとみなすことができる。但し、保育士に関する授業科目については30

単位以内とする。 

２ 前項の規定は、外国の大学又は短期大学に留学し修得した場合に準用する。 

３ 他の大学又は短期大学における授業科目の履修に関し必要な事項は、別に定める。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第40条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該学部の教授会の審議を経て、当該

学部長が本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、前条第１項により本学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとする。但し、保育士に関する

授業科目については30単位以内とする。 

３ 大学以外の教育施設等における学修に関し必要な事項は、別に定める。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第41条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学（外国

の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単位を、入学

後の本学における授業科目の履修とみなし単位を与えることができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する学

修を、学部教授会の審議を経て、学長が本学における授業科目の履修とみなし単位を与え

ることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、編入学及び転

入学の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、合わせて60単位

を超えないものとする。但し、保育士に関する授業科目については30単位以内とする。 

４ 既修得単位等の認定に関し必要な事項は、別に定める。 
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（成績の評価） 

第42条 成績評価は、秀・優・良・可及び不可をもって表し、可以上を合格とする。 

（教育職員免許状） 

第43条 教育職員免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和

24年法律第147号）及び教育職員免許法施行規則（昭和29年文部省令第26号）に定める

所定の単位を修得しなければならない。 

２ 本学において当該所要資格を取得できる教育職員免許状の種類及び教科は、別表のとお

りとする。 

（司書教諭資格） 

第43条の２ 司書教諭の資格を取得しようとする者は、小学校教諭、中学校教諭もしくは

高等学校教諭のいずれかの免許状授与に必要な所定の単位の修得のほか、学校図書館法

（昭和28年法律第185号）及び学校図書館司書教諭講習規程（昭和29年文部省令第21号）

に定める所定の単位を修得しなければならない。 

（保育士資格） 

第43条の３ 教育学部の学生で保育士資格を取得しようとする者は、児童福祉法（昭和22

年法律第164号）及び児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）に定める所定の単

位を修得しなければならない。 

（博物館学芸員資格） 

第44条 本学において博物館法（昭和26年法律第285号）同法施行規則（昭和30年文部省

令第24号）に規定する博物館に関する科目及び別に定める科目の単位を取得した者には、

学芸員の資格証明書を授与する。 

第５節 卒業及び学位 

（卒業） 

第45条 本学に第14条の規定による修業年限以上在学し、次に掲げる単位数を修得した者

については、当該学部の教授会の審議を経て、学長が卒業を認定する。 

経営学部 経営学科 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 36単位以上 124単位以上 

専門科目 学部共通専門科目 24単位以上 

学科別専門科目 54単位以上 

自由枠 大学共通科目若しくは 10単位以上 
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専門科目 

経営学部 スポーツマネジメント学科 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 36単位以上 124単位以上 

専門科目 学部共通専門科目 24単位以上 

学科別専門科目 54単位以上 

自由枠 大学共通科目若しくは

専門科目 

10単位以上 

芸術学部 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 36単位以上 124単位以上 

専門科目 学部共通科目 

 

34単位以上 

コース別科目 34単位以上 

学部共通科目若しくは

コース別科目 

10単位以上 

自由枠 大学共通科目若しくは

専門科目 

10単位以上 

教育学部 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 36単位以上 124単位以上 

専門科目 専門基礎科目 48単位以上 

専門選択科目 10単位以上 

実践研究科目 20単位以上 

自由枠 大学共通科目若しくは

専門科目 

10単位以上 

国際観光学部  

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 36単位以上 124単位以上 

専門科目 学部専門科目 78単位以上 

学則－11



自由枠 大学共通科目もしくは

専門科目 

10単位以上 

（学位） 

第46条 卒業した者には、学士の学位を授与する。 

２ 学位の授与等に関し必要な事項は、別に定める。 

第６節 賞罰 

（表彰） 

第47条 優秀な学業成績を修め又は模範となる行為のあった学生に対しては、当該学部の

教授会の審議を経て学長が表彰することができる。 

（懲戒） 

第48条 学生が、本学の諸規則及び諸指示を守らないときは、別に定めるところにより、

学長が懲戒する。 

２ 懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

３ 前項の懲戒のうち、退学については、次の各号に該当する者に対して行うことができる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 正当な理由なくして出席が常でない者 

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

第７節 研究生、聴講生、科目等履修生、単位互換履修生及び外国人留学生 

（研究生） 

第49条 本学において、特別の専門事項について研究することを志願する者があるときは、

本学の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することが

できる。 

２ 研究生に関し必要な事項は、別に定める。 

（聴講生） 

第50条 本学において、特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、本学

の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することができ

る。 

２ 聴講生に関し必要な事項は、別に定める。 

（科目等履修生） 

第51条 本学の学生以外の者で、一又は複数の授業科目について履修することを志願する

者について、本学の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入
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学を許可し、単位を与えることができる。 

２ 科目等履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

（単位互換履修生） 

第52条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。以下この項において「他

の大学等」という。）の学生で、本学において授業科目を履修することを志願する者があ

るときは、当該他の大学等との協議に基づき、単位互換履修生として、入学を許可するこ

とができる。 

２ 単位互換履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

（外国人留学生） 

第53条 外国人で、本学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願す

る者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することができる。 

２ 外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

第８節 入学検定料、入学金及び授業料等 

（入学検定料） 

第54条 本学への入学志願者は、別に定める入学検定料を納めなければならない。 

（入学金、授業料及び教育充実費） 

第55条 入学金及び授業料並びに教育充実費（以下、「授業料等」という。）の額は次の

とおりとする。 

種別 年額 

経営学部 芸術学部 教育学部 国際観光学部 

入学金 250,000円 200,000円 250,000円 250,000 円

授業料 795,000円 1,272,000円 870,000円 963,000 円

教育充実費 197,000円 197,000円 310,000円 197,000 円

２ 外国人留学生、科目等履修生及び研究生の入学検定料、入学金及び授業料等については、

別に定める。 

（授業料等の納期） 

第56条 入学金の納期は、入学時とし、授業料等の納期は、各年度に係わる授業料等につ

いては前期及び後期の２期に区分して行うものとし、それぞれの期において納入する額は

年額の２分の１に相当する額とする。 

２ 授業料等の納期は、前期分にあたっては４月30日まで、後期分にあたっては10月２日
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までに納入しなければならない。 

３ 本学において特別の事情があると認められた者は、前項の規定にかかわらず分納又は延

納を認めるものとする。 

４ 前項の分納又は延納の期限等については、別に定める。 

（その他の納付金） 

第57条 実験実習費その他必要な費用は別に徴収する。 

（復学等の場合の授業料等） 

第58条 学年の中途において復学した者の授業料等の額は、授業料等の年額の12分の１に

相当する額に復学の日の属する月から当該学期末までの月数を乗じた額とし、これを復学

した日の属する月に納入しなければならない。 

（休学の場合の授業料等） 

第59条 休学期間中の授業料等は免除する。 

２ 前期又は後期の中途で休学した者は、休学許可された月の翌月から復学した月の前月ま

での授業料等を免除する。 

３ 休学者は、休学期間中の在籍料を納付しなければならない。 

在籍料 年額 30,000円 

（退学等の場合の授業料等） 

第60条 退学、転学する者は、その当該期までの授業料等は全額を納入しなければならな

い。 

（授業料等の免除） 

第61条 経済的理由により授業料等の納入が困難と認められる者、休学中の者、その他特

別の理由があると認められる者に対しては、授業料等の全額若しくは一部を免除し、又は

授業料等を分納して納入させることができる。 

２ 授業料等の減免等に関し必要な事項は別に定める。 

第９節 公開講座 

（公開講座） 

第62条 地域社会の教育と文化・芸術の向上に資するため、必要に応じて公開講座を開設

する。 

附 則 

１ この学則は、平成15年４月１日から施行する。 

２ ただし、平成15年度、16年度においては、芸術学部は第３条第２項の第３年次編入学
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定員にかかわらず、３年次に220名の入学生を受け入れることができる。 

附 則（平成17年４月１日） 

１ この学則は、平成17年４月１日から施行し、平成17年度入学生から適用する。 

２ 平成15年度、16年度入学生については、従前の例による。 

附 則（平成18年４月１日） 

改正 平成24年３月23日 

１ この学則は、平成18年４月１日から施行し、平成18年度入学生から適用する。 

２ 平成15年度、16年度、17年度入学生については、従前の例による。 

（学科の存続に関する経過措置） 

大阪成蹊大学 芸術学部美術・工芸学科、デザイン学科は改正後の第３条の規定にかか

わらず、当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとす

る。 

（教職課程の存続に関する経過措置） 

大阪成蹊大学 芸術学部美術・工芸学科、デザイン学科は改正後の第43条の規定にか

かわらず、当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものと

する。 

附 則（平成18年11月16日） 

この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年１月24日） 

この学則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年４月１日） 

この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年11月17日） 

この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月15日） 

この学則は、平成23年４月１日から施行する。 

改正後の学則第３条の規定は、平成23年度の入学生及び編入学生から適用する。 

附 則（平成22年７月20日） 

この学則は、平成22年９月１日から施行する。 

附 則（平成22年９月21日） 

この学則は、平成23年４月１日から施行し、平成23年度入学生から適用する。 
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附 則（平成24年２月23日） 

この学則は、平成24年４月１日から施行する。ただし、第45条については、平成24年度

の入学生及び平成26年度の編入学生から適用する。 

附 則（平成24年３月23日） 

この学則は、平成24年４月１日から施行する。 

平成18年４月１日附則の２（学科の存続に関する経過措置）（教職課程に関する経過措

置）については、平成24年３月22日現在、当該学科に在学する者がいなくなるため、平成

24年３月31日をもって解除する。 

附 則（平成24年３月23日） 

この学則は、平成24年４月１日から施行する。ただし、第59条第３項については、平成

24年度の入学生及び編入学生から適用する。 

附 則（平成25年３月26日） 

１ この学則は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 第３条に規定する芸術学部情報デザイン学科、環境デザイン学科及び美術学科の学生定

員は、同条に係わらず、平成26年度から平成28年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

 

年度 芸術学部 合計 

情報デザイン学科 環境デザイン学科 美術学科 

入学定員第3年

次編入

学定員 

収容定

員 

入学定

員 

第3年

次編入

学定員 

収容定

員 

入学定

員 

第3年

次編入

学定員 

収容定

員 

平成26年度 97 0 315 30 0 169 30 0 138 622

平成27年度 97 0 334 30 0 150 30 0 130 614

平成28年度 97 0 361 30 0 135 30 0 125 621

附 則（平成25年３月26日） 

この学則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年２月20日） 

この学則は、平成27年４月１日から施行し、平成27年度入学生から適用する。 

附 則（平成26年３月27日） 

１ この学則は、平成27年４月１日から施行し、平成27年度入学生から適用する。 

２ 平成26年度以前の入学生については、なお従前の例による。 
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（学科の存続に関する経過措置） 

大阪成蹊大学芸術学部情報デザイン学科、環境デザイン学科及び美術学科は改正後の第

３条の規定にかかわらず、当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、

存続するものとする。 

（教職課程の存続に関する経過措置） 

大阪成蹊大学芸術学部情報デザイン学科、環境デザイン学科及び美術学科は改正後の第

43条の規定にかかわらず、当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、

存続するものとする。 

３ 第３条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定に係わらず、平成27年度か

ら平成29年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

学部 学科 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

マネジメント学部 マネジメント学科 820 760 740

芸術学部 情報デザイン学科 237 167 97

環境デザイン学科 120 75 30

美術学科 100 65 30

造形芸術学科 177 354 531

計 634 661 688

教育学部 教育学科 220 350 420

合計 1674 1771 1908

附 則（平成26年11月20日） 

この学則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年２月19日） 

この学則は、平成27年４月１日から施行する。ただし、第45条については、平成27年度

の入学生から適用する。 

附 則（平成27年３月26日） 

１ この学則は、平成28年４月１日から施行し、平成28年度入学生から適用する。 

２ 第３条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成28年度

から平成30年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

学部 学科 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

マネジメント学部 マネジメント学科 670 560 450
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スポーツマネジメント学

科 

90 180 270

計 760 740 720

芸術学部 情報デザイン学科 167 97 0

環境デザイン学科 75 30 0

美術学科 65 30 0

造形芸術学科 354 531 708

計 661 688 708

教育学部 教育学科 350 480 500

合計 1771 1908 1928

附 則（平成27年５月28日） 

（施行期日等） 

１ この学則は、平成27年９月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の第55条の規定は、平成28年度入学生からの教育学部教育充実

費について適用する。 

附 則（平成28年３月24日） 

１ この学則は、平成28年４月１日から施行し、平成28年度入学生から適用する。 

附 則（平成29年２月23日） 

１ この学則は、平成30年４月１日から施行する。 

２ 第３条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成30年度

から平成32年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

学部 学科 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

マネジメント

学部 

マネジメント学科 431 322 302

スポーツマネジメント学科 291 402 422

国際観光ビジネス学科 60 120 182

計 782 844 906

芸術学部 造形芸術学科 709 710 710

教育学部 教育学科 初等教育専攻 495 490 490

中等教育専攻 60 120 180

計 555 610 670
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合計 2046 2164 2286

附 則（平成30年２月22日） 

この学則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年４月19日） 

１ この学則は、平成31年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の第55条の規定は、平成31年度入学生からの授業料について適

用する。 

附 則（平成30年11月22日） 

１ この学則は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 第３条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成31年度

から平成33年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

学部 学科 平成31年度 平成32年度 平成33年度 

マネジメント学部 マネジメント学科 322 302 282

スポーツマネジメント学科 402 422 442

国際観光ビジネス学科 120 182 244

計 844 906 968

芸術学部 造形芸術学科 723 736 749

教育学部 教育学科 初等教育専攻 490 490 490

中等教育専攻 120 180 240

計 610 670 730

合計 2177 2312 2447

附 則（平成31年１月24日） 

この学則は、平成31年４月１日から施行し、平成31年度入学生から適用する。 

附 則（平成31年３月28日） 

この学則は、平成31年４月１日から施行し、平成31年度入学生から適用する。 

附 則（令和２年２月27日） 

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 名称変更については、令和２年度在学生から適用する。 

３ 第３条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず令和２年度から

令和４年度まではそれぞれ次のとおりとする。 
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学部 学科 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

経営学部 経営学科 342 362 402

スポーツマネジメント学科 422 442 442

国際観光ビジネス学科 202 284 304

計 966 1088 1148

芸術学部 造形芸術学科 736 749 762

教育学部 教育学科 初等教育専攻 510 530 550

中等教育専攻 180 240 240

計 690 770 790

合計 2392 2607 2700

４ 第43条第２項の別表に関しては令和２年度入学生から適用する。 

附 則（令和３年〇月○○日） 

１ この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和3年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

(学科の存続に関する経過措置) 

大阪成蹊大学経営学部国際観光ビジネス学科は、改正後の第３条の規定にかかわらず、

当該学科に在籍する者が当該学科に在籍しなくなるまでの間、存続するものとする。 

(教職課程の存続に関する経過措置) 

大阪成蹊大学経営学部国際観光ビジネス学科は、改正後の第43条の規定にかかわらず、

当該学科に在籍する者が当該学科に在籍しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 経営学部国際観光ビジネス学科の３年次編入については、第３条の規定にかかわらず令

和６年度より募集停止する。 

４ 第３条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず令和４年度から

令和６年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

 

学部 

学科 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

経営学部 経営学科 402 442 442

スポーツマネジメント学科 442 442 442

国際観光ビジネス学科 224 164 82

計 1,068 1,048 966
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芸術学部 造形芸術学科 762 762 762

教育学部 教育学科 初等教育専攻 550 570 570

  中等教育専攻 240 240 240

計 790 810 810

国際観光学部 国際観光学科 80 160 242

合計  2,700 2,780 2,780

別表（学則第43条第２項） 

取得できる教員免許状の種類 

学部・学科 教育職員免許状の種類 免許教科 

経営学部 

経営学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

芸術学部 

造形芸術学科 

中学校教諭一種免許状 美術 

高等学校教諭一種免許状 美術 

教育学部   

 教育学科 初等教育専攻 幼稚園教諭一種免許状 

小学校教諭一種免許状 

  

中等教育専攻 中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

英語、保健体育 

特別支援学校教諭一種免許状（知的

障害者） 

特別支援学校教諭一種免許状（肢体

不自由者） 

特別支援学校教諭一種免許状（病弱

者） 
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学則の変更事項を記載した書類 

① 変更の事由 

ア 経営学部国際観光ビジネス学科（入学定員80人、3年次編入学定員2人）を募集停止する。 

イ 大阪成蹊大学に国際観光学部国際観光学科（入学定員80人、3年次編入学定員2人）を設置する。 

ウ 上記はいずれも令和4年度からの変更とする。ただし、経営学部国際観光ビジネス学科の3年次編

入（入学定員2人）は令和6年度から募集停止する。 

 

② 変更点 

ア 経営学部国際観光ビジネス学科に係る項目を削除する。また、国際観光学部国際観光学科の設置

に伴い、当該学部・学科を置くこと及びその教育研究目的を追加する。（第3条第1項及び第2項） 

イ 経営学部国際観光ビジネス学科の募集停止、国際観光学部国際観光学科の設置に伴い、入学定員、

3年次編入学定員及び収容定員を変更する。（第3条第3項） 

ウ 経営学部国際観光ビジネス学科に係る項目を削除する。また、国際観光学部国際観光学科の設置

に伴い、当該学科の科目区分及び卒業必要単位数を明示する。（第45条） 

エ 経営学部国際観光ビジネス学科に係る項目を削除する。また、国際観光学部国際観光学科の設置

に伴い、当該学科の入学金、授業料、教育充実費を明示する。（第55条） 

オ 経営学部国際観光ビジネス学科の令和3年度以前の入学生に関する経過措置について明示する。 
経営学部国際観光ビジネス学科の3年次編入の募集停止の時期について明示する。 

令和6年度までの学年進行に伴う各学科の収容定員の推移について明示する。（附則） 
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大
阪
成
蹊

大
学
学

則
 

新
旧

対
照

表
 
改

正
後
（

案
）

 
現

行
 

大
阪
成
蹊

大
学

学
則

 
大

阪
成
蹊

大
学
学

則
 

平
成

15
年
４

月
１
日

制
定

 
平

成
15

年
４
月

１
日

制
定

 

（
１
条
か

ら
第
２

条
ま

で
略

）
 

（
１

条
か

ら
第
２

条
ま

で
略

）
 

 
 

（
学
部
、

学
科
及

び
収
容

定
員
）

 
（

学
部
、

学
科
及

び
収

容
定
員

）
 

第
３
条
 

本
学
に

、
次

の
学
部
、

学
科

を
置
く
。

 
第

３
条
 

本
学

に
、

次
の

学
部
、

学
科

を
置
く

。
 

経
営
学
部

 
経

営
学
部

 

経
営
学
科

 
経

営
学
科

 

ス
ポ
ー
ツ

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
学

科
 

ス
ポ

ー
ツ

マ
ネ
ジ

メ
ン

ト
学

科
 

（
削
除
）

 
国

際
観
光

ビ
ジ
ネ

ス
学

科
 

芸
術
学
部

 
芸

術
学
部

 

造
形
芸
術

学
科

 
造

形
芸
術

学
科

 

教
育
学
部

 
教

育
学
部

 

教
育
学
科

 
教

育
学
科

 

 
 
 
 

 
国
際

観
光
学

部
 

（
新

設
）

 

国
際
観
光

学
科

 
 

２
 

前
項

の
学
部

、
学
科

に
お

け
る
教
育

研
究

目
的
は
次

の
各
号

に
掲
げ

る
と
お

り
と

す
る
。

 
２

 
前
項

の
学
部

、
学
科

に
お
け

る
教

育
研
究
目

的
は

次
の
各

号
に
掲

げ
る
と

お
り
と
す

る
。

 

（
(1

)①
か
ら

②
ま
で

略
）

 
（

(1
)①

か
ら

②
ま

で
略
）

 

（
削
除
）

 
③

 
国
際

観
光

ビ
ジ

ネ
ス

学
科

 

 
現

代
の
社

会
・

経
済
・

経
営
・

情
報

環
境

の
下
で

求
め

ら
れ
る

「
グ

ロ
ー

バ
ル

化
が

進
む

産
業

及
び
観

光
関

連
産

業
に

係
る
ビ

ジ
ネ
ス

と
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
に
関

す
る
基

礎
的

能
力

と
ス

キ
ル
」

及
び

「
国

際
コ

ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ
ン

に
関
す
る

基
礎
的

能
力
と

ス
キ

ル
」

を
備

え
、
グ

ロ
ー

バ
ル

化
が

進
む
産

業
及
び

観
光

関
連
産
業

に
お
け

る
現
代

の
多

様
な

経
営

課
題
の

解
決

に
貢

献
で

き
る
人

材
を
育

成
す

る
。
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（
(2

)か
ら

(3
)ま

で
略
）

 
（

(2
)か

ら
(3

)ま
で

略
）

 

(4
) 

 国
際
観
光

学
部

 
国

際
観

光
学
科

 
（

新
設
）

 

現
代
の
社

会
・

経
済
・

経
営

・
情

報
環
境

の
下
で

求
め
ら

れ
る
「

グ
ロ
ー

バ
ル
化

が
進

む
産
業
及

び
観
光

関
連
産

業
に
係

る
ビ
ジ

ネ
ス
と

マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

に
関
す

る
基
礎

的
能
力

と
ス
キ
ル

」
及
び

「
国
際

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
関

す
る
基
礎

的
能
力

と
ス
キ

ル
」
を

備
え
、
持
続

可
能

な
観
光

経
営
モ

デ
ル
の

創
出
や

地
域
に

お
け

る
観
光

政
策
・
観

光
振
興

、

グ
ロ
ー
バ

ル
市
場

を
視
野

に
入
れ

た
国
際

ビ
ジ

ネ
ス
の

展
開
な

ど
、

グ
ロ

ー
バ
ル

化
が
進

む
産
業
及

び
観
光

関
連
産

業
に
お

け
る
現

代
の
多

様
な

経
営
課
題

の
解
決

に
貢
献

で
き
る

人
材
を
育

成
す
る

。
 

 

３
 

前
項

の
各
学

部
に

置
く
学

科
、
入
学

定
員

、
編
入
学

定
員
及

び
収
容

定
員
は

、
次

の
と
お

り
と
す
る

。
 

３
 
前
項

の
各
学

部
に
置

く
学

科
、
入
学

定
員

、
編
入

学
定
員

及
び
収

容
定
員
は

、
次
の

と
お

り
と

す
る

。
 

学
部

 
学

科
 

入
学
定
員

 
第

3年
次

編
入

学
定

員
 

収
容

定
員

 

経
営
学
部

 
経

営
学
科

 
11

0
1 

44
2

ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰﾂ

ﾏ
ﾈｼ
ﾞ
ﾒﾝ
ﾄ学

科
 

11
0

1 
44

2

計
 

22
0

2 
88

4

芸
術
学
部

 
造

形
芸
術

学
科

 
19

0
1 

76
2

教
育
学
部

 
教

育
学
科

 
初

等
教
育

専
攻

 
14

0
5 

57
0

中
等

教
育

専
攻

 
60

0 
24

0
計

 
20

0
5 

81
0

国
際
観
光

学
部

 国
際

観
光

学
科

 
80

2 
32

4

合
計

 
69

0
10

 
2,

78
0

 

学
部

 
学

科
 

入
学
定
員

 
第

3年
次

編
入
学
定

員
 

収
容
定
員

 

経
営

学
部

 
経

営
学
科

 
11

0
1 

44
2

ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰﾂ

ﾏ
ﾈｼ
ﾞ
ﾒﾝ
ﾄ学

科
 

11
0

1 
44

2

国
際
観
光

ビ
ジ

ネ
ス
学
科

 
80

2 
32

4

計
 

30
0

4 
1,

20
8

芸
術

学
部

 
造

形
芸
術

学
科

 
19

0
1 

76
2

教
育

学
部

 
教

育
学
科

 
初

等
教
育

専
攻

 
14

0
5 

57
0

中
等
教
育

専
攻

 
60

0 
24

0

計
 

20
0

5 
81

0

合
計

 
69

0
10

 
2,

78
0

 

 
 

（
４
条
か

ら
第
４

４
条

ま
で

略
）

 
（

４
条
か

ら
第
４

４
条

ま
で
略

）
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（
卒
業
）

 
（

卒
業
）

 

第
45

条
 
本
学

に
第

14
条

の
規
定

に
よ

る
修
業
年

限
以
上

在
学
し

、
次
に

掲
げ
る

単
位

数
を

修

得
し
た
者

に
つ
い

て
は
、
当

該
学

部
の
教

授
会
の

審
議
を

経
て

、
学

長
が
卒

業
を

認
定
す

る
。 

第
45

条
 
本
学

に
第

14
条

の
規
定

に
よ

る
修
業
年

限
以
上

在
学

し
、
次
に

掲
げ

る
単

位
数
を

修

得
し

た
者

に
つ
い

て
は

、
当
該

学
部
の

教
授
会
の

審
議
を

経
て

、
学

長
が
卒

業
を

認
定
す

る
。 

（
中
略
）

 
（

中
略
）

 

（
削
除
）

 
経

営
学
部

 
国
際

観
光

ビ
ジ

ネ
ス

学
科

 

（
中
略
）

 
（

中
略
）

 

国
際
観
光

学
部

 
国

際
観

光
学

科
 

（
新

設
）

 

 

科
目
区
分

 
卒

業
必
要

単
位
数

 

大
学
共
通

科
目

 3
6単

位
以
上

 
12

4単
位

以
上

 

専
門
科
目

 
学

部
専
門

科
目

 
78

単
位

以
上

 

自
由
枠

 
大

学
共
通

科
目

も
し
く
は

専
門
科
目

 

10
単

位
以
上

 

 

 
 

（
４
６
条

か
ら
第

５
４

条
ま

で
略

）
 

（
４

６
条

か
ら
第

５
４

条
ま
で

略
）

 

 
 

（
入
学
金

、
授
業

料
及
び

教
育
充

実
費
）

 
（

入
学
金

、
授
業

料
及

び
教
育

充
実

費
）

 

第
55

条
 
入
学

金
及
び

授
業

料
並

び
に
教

育
充

実
費
（

以
下

、
「

授
業
料

等
」
と
い
う

。
）
の

額
は
次
の

と
お
り

と
す
る

。
 

第
55

条
 
入
学

金
及

び
授

業
料
並

び
に

教
育
充

実
費
（

以
下

、
「

授
業
料

等
」
と

い
う

。
）
の

額
は

次
の

と
お
り

と
す

る
。

 

種
別

 
年

額
 

経
営
学
部

 
芸

術
学
部

 
教

育
学
部

 
国

際
観
光

学
部

 

入
学
金

 
25

0,
00

0円
20

0,
00

0円
 

25
0,

00
0円

25
0,

00
0
円

授
業
料

 
79

5,
00

0円
1,

27
2,

00
0円

 
87

0,
00

0円
96

3,
00

0
円

教
育
充
実

費
 

19
7,

00
0円

19
7,

00
0円

 
31

0,
00

0円
19

7,
00

0
円

 

種
別

 
年

額
 

経
営
学
部

 
芸

術
学
部

 
教

育
学
部

 

経
営

学
科

、
ｽ
ﾎﾟ

ｰ

ﾂ
ﾏ
ﾈ
ｼﾞ
ﾒ
ﾝﾄ
学

科
 

国
際
観
光

ビ
ジ

ネ
ス
学
科

 

入
学

金
 

25
0,

00
0円

25
0,

00
0円

20
0,

00
0円

25
0,

00
0円

授
業

料
 

79
5,

00
0円

96
3,

00
0円

1,
27

2,
00

0円
87

0,
00

0円

教
育

充
実

費
 

19
7,

00
0円

19
7,

00
0円

19
7,

00
0円

31
0,

00
0円
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（
以
下
、

略
）

 
（

以
下
、

略
）

 

 
 

附
 
則
（

令
和
３

年
〇
月

○
○

日
）

 
（

新
設
）

 

１
 
こ
の

学
則
は

、
令
和

４
年

４
月
１
日

か
ら

施
行
す
る

。
 

２
 
令
和

3年
度

以
前
の

入
学
生

に
つ

い
て
は
、

な
お

従
前
の
例

に
よ
る

。
 

(学
科

の
存
続

に
関

す
る

経
過
措

置
) 

大
阪
成
蹊

大
学
経

営
学
部

国
際
観

光
ビ
ジ

ネ
ス
学

科
は

、
改

正
後

の
第

３
条
の

規
定

に
か

か
わ
ら
ず

、
当
該

学
科
に

在
籍
す

る
者
が

当
該
学

科
に

在
籍
し
な

く
な
る

ま
で
の

間
、
存

続
す
る
も

の
と
す

る
。

 

(教
職

課
程
の

存
続

に
関

す
る
経

過
措

置
) 

大
阪
成
蹊

大
学
経

営
学
部

国
際
観

光
ビ
ジ

ネ
ス
学

科
は

、
改
正

後
の

第
43

条
の

規
定
に

か

か
わ
ら
ず

、
当
該

学
科
に

在
籍
す

る
者
が

当
該
学

科
に

在
籍
し
な

く
な
る

ま
で
の

間
、
存

続
す
る
も

の
と
す

る
。

 

３
 
経
営

学
部
国

際
観
光

ビ
ジ

ネ
ス
学
科

の
３

年
次
編
入

に
つ
い

て
は
、

第
３
条

の
規

定
に
か

か
わ
ら
ず

令
和
６

年
度

よ
り
募

集
停

止
す

る
。

 

 

４
 
第
３

条
に
規

定
す
る

各
学

部
、
学
科

の
収

容
定
員
は

、
同
条

の
規
定

に
か
か

わ
ら

ず
令
和

４
年
度
か

ら
令
和

６
年
度

ま
で

は
そ

れ
ぞ

れ
次
の

と
お

り
と

す
る

。
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学
部

 

学
科

 
令

和
4 

年
度

 

令
和

5 

年
度

 

令
和

6 

年
度

 

経
営
学
部

 
経

営
学
科

 
40

2
44

2 
44

2

ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰﾂ

ﾏ
ﾈｼ
ﾞ
ﾒﾝ
ﾄ学

科
 

44
2

44
2 

44
2

国
際

観
光

ビ
ジ
ネ

ス
学

科
 

22
4

16
4 

82

計
 

1,
06

8
1,

04
8 

96
6

芸
術
学
部

 
造

形
芸
術

学
科

 
76

2
76

2 
76

2

教
育
学
部

 
教

育
 

学
科

 

初
等
教
育

専
攻

 
55

0
57

0 
57

0

 
中

等
教
育

専
攻

 
24

0
24

0 
24

0

計
 

79
0

81
0 

81
0

国
際
観
光

学
部

 
国

際
観
光

学
科

 
80

16
0 

24
2

合
計

 
 

2,
70

0
2,

78
0 

2,
78

0

 

（
以
下
、

略
）
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大阪成蹊大学教授会規程 

平成15年４月１日制定 

 

第１条 この規程は、大阪成蹊大学学則（平成15年４月１日）第10条第２項の規定に基づ

き、大阪成蹊大学の学部に置く教授会の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 教授会は、学部長及び専任の教授をもって組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該学部長が必要と認めたときは、准教授その他の教員を加

えることができる。 

（審議事項） 

第３条 教授会は、学長が次に掲げる教育研究に関する事項について決定を行うにあたり審

議し意見を述べるものとする。 

(1) 学部学生の入学及び卒業に関すること。 

(2) 学部学生の学位の授与に関すること。 

(3) その他学部の教育研究に関する重要な事項 

（運営等） 

第４条 学部長は、教授会を主宰しその議長となる。ただし、学部長に事故があるときは、

学部長の指名した教授が議長となる。 

２ 専門的な事項を審議するため、教授会に専門委員会を置くことができる。 

（定足数） 

第５条 教授会は、構成員の過半数の出席がなければ開会することができない。 

（議決） 

第６条 教授会の議事は、出席した者の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決す

るところによる。 

（学長の出席） 

第７条 学長は、必要に応じ、教授会に出席するものとする。 

（構成員以外の者の出席） 

第８条 学部長が必要と認めた場合は、構成員以外の者を教授会に出席させることができる。 

（事務） 

第９条 教授会の事務は、総務部において処理する。 

附 則 
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この規程は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年９月20日） 

この規程は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月23日） 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月24日） 

この規程は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年11月20日） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年10月19日） 

この規程は、平成29年10月19日から施行する。 
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設置の趣旨等を記載した書類 
 
１．設置の趣旨及び必要性 
【設置の趣旨及び必要性】 
わが国では、平成 15(2003)年の観光立国宣言を契機として観光振興を国策の最重要項目

の一つとして位置づけ、それを実現するために様々なインバウンド施策を積極的に推進し

てきた。「ビジット・ジャパン事業」の取組み以降、訪日外客数の増加が始まり、特に平成

23(2011)年以降、急激に訪日外客数が増加してきた。平成 27(2015)年末には訪日外国人が

約 2,000 万人となり、経済発展の著しいアジア諸国の台頭、令和 2(2020)年に予定されてい

た東京オリンピック・パラリンピックといった国家的イベントの開催決定等を勘案し、訪日

外国人受け入れ目標は令和 2 年(2020)年に 4,000 万人、令和 12(2030)年に 6,000 万人へと

上方修正されることとなった。その後、平成 31(2019)年 1 月から 12 月における訪日外客数

は約 3,200 万人となっていることからもわかるように、順調に訪日外客数は増加してきた。

また国土交通省観光庁による観光統計の「訪日外国人消費動向調査 2019 年全国調査結果

（確報）」によると、令和元(2019)年の訪日外国人旅行消費額は過去最高の約 4.8 兆円を記

録して、1.1 兆円であった平成 24(2012)年以降、7 年連続で対前年増を記録していることか

らも、わが国におけるインバウンド需要の急激な成長を確認することができる。一方で、わ

が国においては観光経営人材や企業のグローバル化に対応できる人材の育成が不十分ある

ことがしばしば指摘されてきたところであり、現国際観光ビジネス学科において平成

30(2018)年度の開設以降、こうした人材育成に注力してきたところである。 
さて、令和 2(2020)年における新型コロナウイルス感染拡大に伴う国境封鎖や行動制限は、

世界規模でかつてない影響を社会に及ぼした。中でも「観光」は、その経済波及効果の大き

さと広域性から、我が国の経済回復のきっかけとなる代表的な産業であることが改めて認

識されたところである。観光庁「旅行・観光消費動向調査 2019 年年間値（確報）」にある

ように、日本人国内宿泊旅行・日本人国内日帰り旅行額の合計は約 22 兆円に上り、訪日外

国人旅行者の旅行消費額 4.8 兆円を大きく上回っていることからも、今後、インバウンド需

要の回復にある程度の時間が必要となる場合であっても、まず国内の旅行・観光を活性する

ことが日本の観光業の未来にとって極めて重要であることがわかる。また、日本政策投資銀

行・公益財団法人日本交通公社「訪日外国人旅行者の意向調査」によると、アフターコロナ

において旅行したい国や地域に関する調査では、日本への旅行がアジア居住者の間で第 1
位、欧米豪居住者の間で第 2 位となり、世界中で多くの人々が日本を再び訪れたいと思っ

ていることが明らかとなっている。従来より旅行者の約 6 割がリピーターであることから

わかるように、リピート率が高いのも日本の大きな特徴で、国境の往来が緩和されるにつれ

て、これまで以上のインバウンド需要が期待されている。こうしたことから分かるのは、新

しい観光のあり方を模索しながら、国内の需要喚起から始め、来るインバウンド需要の回復
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期に向けて十分な準備をすることが非常に重要だということである。令和 2(2020)年 12 月

に公表された観光戦略実行推進会議「感染拡大防止と観光需要回復のための政策プラン」に

よると、感染拡大防止策の徹底を大前提にして、当面の観光需要の回復を担う日本人国内旅

行の需要を強力に喚起しつつ、本格的なインバウンド回復に備えた取組みを進めることと

なった。そのなかでは、「国内外の観光客を惹きつける滞在コンテンツ充実」として、地域

に残る縦割りの打破と地域に眠る観光資源の磨き上げ、高付加価値・滞在型コンテンツの造

成、デジタル技術を活用したコンテンツ磨き上げや、「観光地の受入環境整備」として観光

地等における多言語対応、最先端技術を活用したストレスフリーな旅行の実現、また事業者

間での連携・協業による収益性の拡大、公共施設の魅力と収益力を向上するための民間活力

の導入など、既存の観光様態における様々な変革の必要性が掲げられている。安全・安心な

観光には、デジタル化等技術革新や事業者の生産性向上が不可欠であり、アフターコロナに

おいては「新しい観光」の構築が求められる。同時に、SDGｓに代表される地球環境への対

応や DＸ（デジタルトランスフォーメーション）といったヒト・モノ・カネ・情報の国境を

越えた移動や進展が急速な社会においては、国際ビジネス感覚、問題解決力、コミュニケー

ション力、そして、多様な国際社会への理解と寛容さ等を備えた「グローバル人材」への需

要がこれまで以上に高くなることが見込まれる。 
そこで、かかる社会変化が生じ人材ニーズがひっ迫する今だからこそ、昭和 42(1967)年

に日本で初めて観光を冠した学科を併設の短期大学に立ち上げ、本学における観光ビジネ

ス及び国際ビジネスにおける人材育成を含めて 55年の観光教育の伝統と実績を有する本学

園が「国際観光学部」を創設することの意義は極めて大きい。多様な国の人々との交流を通

じて、企業、自治体、政府機関、国際機関等の持続可能な事業展開の実現に貢献できる人材

の育成をめざして、国際観光学部を設置する。 
 

【養成する人材像、教育上の目的】 
大阪成蹊学園の建学の精神「桃李不言下自成蹊」および行動指針「忠恕」に基づき、国際

観光学部では、社会の変化や時代の要請に応えるべく、現代の社会・経済・経営・情報環境

の下で求められる「グローバル化が進む産業及び観光関連産業に係るビジネスとマネジメ

ントに関する基礎的能力とスキル」及び「国際コミュニケーションに関する基礎的能力とス

キル」を備え、持続可能な観光経営モデルの創出や地域における観光政策・観光振興、グロ

ーバル市場を視野に入れた国際ビジネスの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関

連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材を育成することを目的とす

る。 
 
【ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）】 
大阪成蹊学園の建学の精神「桃李不言下自成蹊」および行動指針「忠恕」に基づき、「人

間力」のある人材育成をめざすものとして、本学部におけるディプロマ・ポリシー（卒業認
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定・学位授与の方針）を以下の通り定める。「確かな専門性」に掲げる各領域の専門的な能

力を育成する科目群等は【資料 1】の通りである。また多彩な PBL やフィールドワーク等

を通じて、「社会で実践する力」「協働できる素養」「忠恕の心」を育んでいく（【資料 1】「国

際観光学部国際観光学科におけるカリキュラム・マップ」参照）。 
 
ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 
概要 
国際観光学部国際観光学科では、卒業要件単位の取得を通して、以下に示す「確かな

専門性」「社会で実践する力」「協働できる素養」「忠恕の心」を身につけた学生に対し、

社会で活躍できる「人間力」を備えたものとみなし、学士の学位を授与する。特に学士

には、幅広い分野・領域で高い専門性を発揮するための確かな知識や技能、実践力が求

められる。また、知識や技能だけでなく、社会人として活躍するための、自ら課題を発

見し、解決していこうとする姿勢や、様々な人と協力して物事に取り組むことのできる

素養を必要とする。 
 
確かな専門性 
１．現代社会におけるマネジメント（経営資源の管理と活用）及びビジネス（業務の設

計と運用）の仕組みを理解できる。 
２．観光関連産業やグローバル産業、地域における組織・企業活動の職務を遂行するた

めに必要な専門知識や事業遂行のための技能を身につけ、職務に係る問題解決のため

にその専門性を応用できる。 
（１）次世代観光経営：観光関連産業及び地域の事業体における経営に関し、コロナ後

における観光動向を予測し、新しい時代の観光を企画、調査、提案することができる。 
（２）事業別観光経営：事業別観光産業の経営に関し、企業特性や仕組みを理解し、事

業内容の調査、分析、戦略等の立案ができる。 
（３）観光政策：国や自治体等の保有する観光資源の魅力を発信し、交流人口の拡大を

図るための政策の目的、構想、戦略等を理解し、課題解決の提案ができる。 
（４）地域振興：自治体、観光産業、住民等の連携による地域活性化のための事業、戦

略等を企画立案し、地域の経済活動の結果について調査、分析することができる。 
（５）国際事業展開：グローバル企業の事業経営について海外への事業展開のための商

品開発、流通、マーケティング、販売等の企画、調査、分析ができる。 
（６）地域・文化理解：国際機関の活動の仕組みや役割を把握するとともに、各国の地

理的特徴や多様な文化への理解を深め、グローバル企業や観光産業の活動、観光政策や

観光振興に応用することができる。 
（７）国際コミュニケーション能力：言語をツールとして使いこなし、言語および文化

的背景の異なる相手との関係を築き、観光関連産業やグローバル産業、地域等において
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協働することができる。 
３．観光関連産業やグローバル産業、地域における事業体の環境適応性を理解し、適切

に組織化し、システムを有効に活用し、顧客に対するサービスの品質を維持・向上させ

ることができる。 
 
社会で実践する力 
４．課題発見にあたり、必要な情報を収集・分析・活用することができる。 
５．課題解決に向けて方策を企画・立案することができる。 
６．課題解決に主体的に取り組む意欲を持ち続け、積極的にかかわることができる。 
７．諦めずに、最後までやり遂げることができる。 

 
協働できる素養 
８．自己の意見を正確に伝える、他者の意見を聴く等のコミュニケーションができる。 
９．社会や企業・組織の中で、協調、協働でき、役割を果たすことができる。 

 
忠恕の心 
１０．常に誠をつくし、ひとの立場に立って考え、行動することができる。 

 
【中心的な学問分野】 
本学部では、グローバル市場や国際観光市場の拡大、グローバル産業や観光関連産業の振

興、地域の観光振興についての研究など、国際ビジネス及び観光ビジネス、地域の観光振興

などにおける経営学を中心的な学問分野とする。産業界および各自治体、国際機関等との連

携を広くめざしながら、経営学の学問体系に立脚した教育研究を展開する。 
  
２．学部・学科等の特色 
平成 17(2005)年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」における「3 高等

教育の多様な機能と個性・特色の明確化」では、高等教育のうち特に大学は、7 つの機能（1.
世界的研究・教育拠点 2.高度専門職業人養成 3.幅広い職業人養成 4.総合的教養教育 

5.特定の専門的分野（芸術、体育等）の教育・研究 6.地域の生涯学習機会の拠点 7.社会

貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等））を併有し、各大学は保有する機能や比重

を選択しながら、個性・特色を明確化することで機能別に分化していくことが示されている。 

本学部は、上記機能のうち「3.幅広い職業人養成」「4.総合的教養教育」「7.社会貢献機能」

の機能を重点的に担い、以下の特色を発揮する。 
 

（１）グローバル化が進む産業及び観光関連産業等における職業人養成 
観光教育に関する長年の伝統と実績を生かし、観光ビジネス、国際ビジネス、地域の観光
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振興を経営学の視点から捉えながら、わが国における観光事業の活性化と新たな創造、一層

のグローバル化に寄与することのできる人材の養成機能を担う。そのために、国際的な教育

研究、実務の経験に富む教員構成を図るとともに、国連世界観光機関（UNWTO）や ANA
総合研究所、各近隣自治体等との連携により、国際機関、企業・自治体等の先端的な取組み

に触れることのできる様々な機会を充実する。特に、国連世界観光機関の賛助会員校として

の役割を活かして、国際的なセミナー・イベント、研究会等への参加を積極的に推進し、世

界の最前線の潮流・動向を常にキャッチアップする環境を整える。こうした様々な連携を通

じて得た情報や知見などは、教育研究活動への還元を図り、また新たな産官学連携の価値創

造へと結び付けていく。 
 

（２）総合的教養教育 
本学の建学の精神「桃李不言下自成蹊」を体現する「人間力」のある人材となるよう、ま

たグローバル化や科学技術の急速な進展などの社会の激しい変化に対応できる広い視野と

社会性を養うよう、多様な分野における基礎的な教養を身につけるとともに、初年次を中心

に、基礎的なリテラシーやコンピテンシー、コミュニケーション能力、アカデミックスキル

と、社会で生じている事象への問題意識と思考力を養うことのできる総合的教養教育を展

開する。 
 
（３）社会貢献機能 
国連世界観光機関との連携による特別講義や、元国連大使など国際経験豊かなゲスト講

師による特別リレー講義、様々な企業・自治体等との連携による教育研究活動を通じて、国

内外における社会的・経済的諸課題への興味・関心と理解を深めていくこととなる。こうし

た産官学連携による教育研究を通じては、企業・自治体等の抱えている実際の諸課題・問題

意識や必要とする人材の把握・共有に努め、相互理解と連携を深めながら社会課題の解決を

図る取組みと必要な人材の育成について、ともに実現をめざしていくことで社会貢献機能

を果たしていく。 
 
３．学部・学科の名称及び学位の名称 
【学部・学科の名称】 
 本学部・学科の教育目的や教育課程等の編成目的は、「グローバル化が進む産業及び観光

関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「国際コミュニ

ケーションに関する基礎的能力とスキル」を養い、「持続可能な観光経営モデルの創出や地

域における観光政策・観光振興、グローバル市場を視野に入れた国際ビジネスの展開など、

グローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献で

きる人材を育成すること」にある。また組織的に取り組む研究の領域とその中心となる学問

分野は、観光ビジネスや地域の観光振興、国際ビジネスを対象とする経営学である。 
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以上のように、教育目的の中心が観光ビジネス、国際ビジネス、地域の観光振興に係る専

門性の修得であることを踏まえ、こうした学部・学科の特性を明確に表わす名称となるよう、

学部の名称を「国際観光学部」、学科の名称を「国際観光学科」とする。  
 
【学位の名称】 
本学部・学科においては上記のとおり、観光ビジネス、国際ビジネス、地域の観光振興を

経営学の観点から捉え、その教育研究を展開していくこととなるため、学位を「学士（経営

学）」とする。 
 
【英訳名称】  
国際的な通用性に留意し、学部、学科、学位の英訳名称を以下のとおりとする。 
学部名：Faculty of Global Tourism & Management 
学科名：Department of Global Tourism & Management 
学位名：Bachelor of Management    

 
４．教育課程の編成の考え方及び特色 
【教育課程編成の基本的方針と科目区分】 
本学では、ディプロマ・ポリシーを達成するための教育課程編成の方針として、大学全体

のカリキュラム・ポリシーと各学部・学科のカリキュラム・ポリシーを「教育課程の編成」

「教育方法の特色」「学修成果と評価」から構成している。本学部においても、大学全体の

カリキュラム・ポリシーを踏まえて、以下のとおり教育課程編成の方針を定める。 
 

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 
概要 
教育目的に掲げる「人間力」を備えた人材を育成するために、系統的な教育課程を編

成する。また、教育効果を最大限に高められるように、授業の形式を問わずアクティブ

ラーニングを推進する。学修成果と評価については、授業科目ごとにシラバスにおいて

養うべき力、到達目標、成績評価の観点と方法、尺度を明記し、客観的に学修成果を測

り、評価できるようにする。 
 

教育課程の編成 
本学部の教育課程は「大学共通科目」、「専門科目」の 2 つの科目群で構成する。 
「大学共通科目」では、「初年次科目」「外国語科目」「教養科目」「キャリア科目」を

開講する。「初年次科目」は、「学びの基礎」「文章と表現」「情報リテラシー」「外国語」

「留学生科目」から構成し、大学での学びの基礎や社会人としての基本的な能力を身に

つける。「外国語科目」は、「英語基礎」「英語演習」「英語表現」「総合英語」により英
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語の基礎的なコミュニケーションに必要な 4 技能の基礎を身につける。また、フラン

ス語、中国語、韓国語についても入門科目を開講する。「教養科目」は、「人間と智」「国

際社会と日本」「科学と環境」「地域と文化」「健康とスポーツ」の科目群で構成し、人

間性や自己を取り巻く環境に対する深い関心と理解力を身につけられるようにする。

「キャリア科目」では、「学部横断型プロジェクト」「キャリア」の 2 つの科目群で、課

題解決能力や職業選択の能力、高い職業意識、社会人としての職業上の適性・能力を身

につけられるようにする。 
「学部専門科目」は、「専門基礎科目」「専門基幹科目」「専門展開科目」「コミュニケ

ーション科目」「専門演習科目」の 5 つの科目群で構成する。「専門基礎科目」では、経

営学の基礎を固めながら、観光ビジネス、観光まちづくり、国際ビジネスにおいて必要

となる専門性の基礎を身につけることのできる科目を中心に開講する。また、国際的な

視野を広げることのできる科目として、特別リレー講義や短期の海外研修科目を開講

する。「専門基幹科目」では、基礎科目での学びを基盤に、世界の地域や国内外の社会

情勢・経済情勢、国際的な経営の在り方を俯瞰する科目や、観光産業を中心に先進事例

の動向と課題を探求する科目、観光振興によるまちづくりに必要となる専門性を深め

ることのできる科目を開講する。「専門展開科目」では、より具体的な企業の経営戦略

やデータ分析、マーケティング活動に関して理解を深める科目や地域における多様な

ツーリズム・組織について理解を深める科目を開講する。「コミュニケーション科目」

では、将来の職業ニーズを見据えても必須となる国際コミュニケーションの能力を養

う科目を開講し、海外研修や他の専門科目とも連動しながら、英語によるビジネス・コ

ミュニケーションや論文等の作成能力を養う。「専門演習科目」では、2 年次から卒業

論文の完成に至るまでの 3 年間をかけて、少人数のゼミ形式での指導教員の研究指導

の下、各自の研究テーマを明確にして、調査・研究を重ねていき、4 年間の終わりには、

学修の集大成として卒業論文の作成と発表を行う。 
 

教育方法の特色 

本学部の授業は「講義」「演習」「実習」で構成し、すべての授業において「アクティ

ブラーニング」を展開する。「講義」では、教員の一方向的な授業ではなく、教員と学

生、学生同士の双方向のやり取りを重視した授業を展開する。「演習」「実習」では、グ

ループやペアで協力しながら課題に取り組む授業や、学外に出て、社会の人々との関わ

りの中で学びを深めていく授業、自治体、企業、団体などと連携して、実際の社会で起

きている様々な課題の解決に取り組む授業などを展開する。また、学修の成果を振り返

りながら、成長を実感したり、課題を明らかにしたりできる授業も展開する。いずれの

授業においても、一人ひとりの学修状況を丁寧に把握しながら、きめ細かな指導を行う。 
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学修成果と評価 

学修成果の評価は、本学の「人間力」教育の目的に沿って、「人間力」を構成する個

別の能力や技能を身につけることができたかを測ることで行う。具体的には、授業科目

ごとにシラバスにて養うべき力、到達目標、成績評価の観点と方法、尺度等を明記し、

客観的に学修成果を測り、評価できるようにする。また、学生のジェネリックスキルの

測定にあたっては外部試験を活用して客観的に把握できるようにする。 
 
【科目区分の科目構成とその理由】 
 上述のカリキュラム・ポリシーに則り、具体的な教育課程を以下のとおり編成する。 
（１）大学共通科目 

大学共通科目は、学部の別なく履修する全学共通の科目区分であり、「初年次科目」

「外国語科目」「教養科目」「キャリア科目」の 4 つの科目区分を設ける。4 年間の学

修の基礎となるアカデミックスキルや基礎的な外国語コミュニケーション能力、様々な

学問・社会的事象に対する知的好奇心と教養知、実際の社会課題に対する課題解決能力

を涵養する。 
 

①初年次科目 
初年次科目は、「学びの基礎」「文章と表現」「情報リテラシー」の 3 つの科目群で

構成する。各科目群の概要は以下のとおりとし、「学びの基礎」「文章と表現」より必

修 2 単位を含む 6 単位以上、「情報リテラシー」から必修 2 単位を含む 2 単位以上を

修得することを卒業要件とする。 
 
「学びの基礎」 
本学の建学の精神とめざす人材像、大学生としての基本的な学びの態度、アカデミック

スキルなどを身につける科目として、「成蹊基礎演習」を 1 年次に開講する。 
 
「文章と表現」 
様々な社会課題や SDGs ターゲットを題材にして、調査・研究、議論、発表を繰り返し

ながら、知的探究の態度、調査・研究、議論、レポート、プレゼンテーションなどの基礎

を身につける科目として、「スタディスキルズ」を 1 年次に開講する。 
 
「情報リテラシー」 

4 年間の学びや社会生活においても不可欠なコンピュータ操作の基礎的な技能である

文書作成、プレゼンテーション、表計算、データベース等の活用、及びインターネットに

よる情報通信の技能等を身につける科目として、「情報リテラシー」を 1 年次に開講する。  
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②外国語 
外国語は、わが国の地理的近接性及び国際社会の情勢を考慮して「英語」「中国語」「フ

ランス語」「韓国語」で構成し、英語に関しては、「英語基礎」「英語演習」「英語表現」｢総

合英語｣、中国語、フランス語、韓国語に関しては「中国語入門」「フランス語入門」「韓

国語入門」を開講する。また、「海外短期語学研修」を 1 年次から 3 年次にかけて開講す

る。「留学生科目」は、留学生が日本で学び、生活する上で必要不可欠な日本語の技能を

身につける科目として、「日本語演習」及び「総合日本語」を 1 年次から 4 年次にかけて

開講する。「外国語」から 8 単位以上（留学生においては「日本語演習」4 単位以上を含

む）を修得することを卒業要件とする。 
 
③教養科目  
教養科目は、ア．人の理解と論理的な思考方法の会得、イ．社会の在り様についての理

解、ウ．感銘・感動する感性の醸成と知的好奇心の喚起をめざすものとして、「人間と智」

「国際社会と日本」「科学と環境」「地域と文化」「健康とスポーツ」の 5 つのテーマ別の

科目群により構成する。「人間と智」及び「国際社会と日本」より各 4 単位以上、「科学と

環境」「地域と文化」「健康とスポーツ」より 4 単位以上を含む、合計 12 単位以上を修得

することを卒業要件とする。なお、4 年間を通じて配当することとし、年次に限定される

ことなく履修できるよう配慮する。 
 
「人間と智」 
人間の在り様と、智の在り様、そして智の源泉となる論理的な思考方法を知ることによ

り、知識基盤社会で生きる教養を身につける科目として、「人間と文学」「人間と宗教」「人

間と哲学」「人間と芸術」「教育学入門」「現代倫理」「心理学概論」「考古学」「日本史概説」

「外国史概説」「AI 入門」を開講する。 
 
「国際社会と日本」  

  現代社会の仕組みと国際社会の在り様とを捉え、グローバル社会で生きる教養を身に

つける科目として、「日本国憲法」「国際関係論」「人権と社会」「社会学概論」「多文化共

生社会」「現代と社会福祉」「ジェンダー論」「現代社会と政治」「現代社会と経済」「現代

社会と法」を開講する。 
 
「科学と環境」  

  科学の発展と地球環境の変化についてのトピックを知り、科学的知識を受け止める素

養と感性を身につける科目として、｢生命と科学｣「地球環境問題｣「暮らしの科学」「現代

と科学」を開講する。 
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「地域と文化」  

  地域の文化的、歴史的産物への理解と、それを育み支えてきた人々への共感を育む科目

として、「大阪の風土と文化」「京都の文化と芸術」を開講する。 
 
「健康とスポーツ」 

  健康な精神と肉体を培うとともに、健康的な生活を送る態度を身につける科目として、

「スポーツ演習」及び「健康科学」を開講する。 
 
④キャリア科目 
キャリア科目では、企業や自治体等の抱える課題に対して、社会人と学生同士が協働し、

プロジェクトを動かしながら解決を図ることで、他者と協働して課題を解決する力を身

につける「学部横断型プロジェクト」と、自己分析を経て、将来の夢や目標を立て、自分

の生き方を描く力を身につける「キャリア」の 2 つの科目群から構成する。「学部横断型

プロジェクト」として、2 年次に「学外連携 PBL」「地域連携 PBL」、「キャリア」として

3 年次より「キャリアプランニング」「仕事とキャリア」「仕事とキャリア演習」を開講す

る。また、職場体験・就業体験を通じて職業意識の醸成を図るために、2 年次・3 年次に

「ビジネス・インターンシップ」を開講する。以上のうち、「学部横断型プロジェクト」

より 2 単位以上、「キャリア」より 4 単位以上を含む、合計 6 単位以上を修得することを

卒業要件とする。 
 
  以上、「大学共通科目」においては、「初年次科目」から必修 4 単位を含む 8 単位以上、

「外国語科目」から 8 単位以上、「教養科目」から 12 単位以上、「キャリア科目」から 6
単位以上を満たし、合計 36 単位以上の修得を卒業要件とする。 

 
（２）専門科目  
学部の専門科目は「専門基礎科目」「専門基幹科目」「専門展開科目」「コミュニケーショ

ン科目」「専門演習科目」の 5 つの科目区分から構成する。 
 
①専門基礎科目 
「専門基礎科目」は、経営学の基礎的な専門性を固め、観光ビジネス、観光まちづくり、

国際ビジネスに関する専門導入となる科目を主に配置しており、1 年次から 2 年次にかけ

て開講する。そのうち、「経営学入門」「マーケティング入門」「国際観光概論」を必修と

する。また、本学の教員がコーディネーターを務め、国連大使経験者など国際・観光分野

のフロントランナーとともに知見を獲得していく「特別リレー講義」の開講や、カナダで

の 3 週間の語学留学・ホームステイを行う「短期海外研修」など、特色ある科目を開講し
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積極的な履修を推奨する。このほか、「会計学入門」「経営統計入門」などの入門科目や「観

光政策論」「観光資源論」「国際経営総論」「国際機関論」などの概論科目を開講し、合計

で 18 単位以上を修得することを卒業要件とする。 
 
②専門基幹科目 
「専門基幹科目」は、「専門基礎科目」での学びを基礎として、世界の地域や国内外の

社会情勢・経済情勢、国際的な経営の在り方を俯瞰する科目や、観光産業を中心に先進事

例の動向と課題を探求する科目、観光振興によるまちづくりに必要となる専門性を深め

ることのできる科目を主に配置しており、2 年次から 3 年次にかけて開講する。国連世界

観光機関（UNWTO）と連携して行う授業「国際観光研究特別科目」を開講し、必修とす

る。また経営学部と合同で開講する「経営特論」は、SDGs ターゲットをテーマに多彩な

講師を招聘する公開講座「未来展望セミナー」の内容と連動しながら探究を深める科目で

あり、積極的な履修を推奨する。「専門インターンシップ」も 2 年次・3 年次の時期に経

験できるよう開講し、なるべく早期から実際の企業等の実務を経験する機会を設けてい

る。このほか「ミクロ経済学」「開発経済学」「商法」などの経済学・法学関連の科目や、

「欧米地域研究」「オーストラリア地域研究」などの地域研究を行う科目を含み、観光ビ

ジネス、観光まちづくり、国際ビジネスに関連する基幹科目を開講することとし、合計で

24 単位以上を修得することを卒業要件とする。 
 

③専門展開科目 
「専門展開科目」は、より具体的な企業の経営戦略やデータ分析、マーケティング活動

に関して理解を深める科目や地域における多様なツーリズム・組織について理解を深め

る科目を主に配置しており、3 年次から 4 年次にかけて開講する。「イノベーション&商

品開発」「消費者行動論」「Global Marketing」「ブランド・マネジメント」「ビジネスデー

タ分析」「競争戦略論」など企業や自治体等における経営実務を意識することのできる科

目や、「世界遺産論特殊講義」「アジア市場と日本」「文化財論」「NPO・NGO 論」など国

内外の市場や観光資源に視野を広げることできる科目を開講する。本学部教員の履修指

導のもと、学生が個々の進路や学修における関心・課題意識に基づいて履修することので

きる科目区分であり、合計で 16 単位以上を修得することを卒業要件とする。 
 
④コミュニケーション科目 
 「コミュニケーション科目」は、国際コミュニケーションや海外情報の処理に必要とな

る英語の 4 技能をバランスよく修得し、ビジネスの現場での応用的なビジネスコンテキ

ストに対する理解や会話のスキル、卒論等でのアカデミックライティングのスキルの向

上を主な目標とする科目を配置している。「Academic English」「Conversation Skills」
「English for Business」「Advanced English」を開講し、合計で 4 単位以上の修得を卒
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業要件とする。 
 
⑤専門演習科目 
「専門演習科目」は、2 年次から 4 年次の卒業論文の完成に至るまでの 3 年間を通し

て、各指導教員の研究指導の下で、専門科目の系統的な学修を省察するとともに、個々の

研究テーマを明確にし、具体的な事象の調査・分析や課題解決を図りながらその専門性を

一層深める科目であり、少人数制の演習科目として「専門演習」を開講し、全て必修とす

る。 
 
以上、「学部専門科目」においては、「専門基礎科目」から 18 単位、「専門基幹科目」か

ら 24 単位以上、「専門展開科目」から 16 単位以上、「コミュニケーション科目」から 4
単位以上、「専門演習科目」から 14 単位以上を満たし、合計で 78 単位以上の修得を卒業

要件とする。 
 

（３）自由枠 
上記科目区分の別なく、個々の興味、関心及び卒業論文のテーマ等を勘案し、指導教員が

適宜履修指導を行いながら、研究対象とする専門領域に近い科目や自身の知的関心に応じ

た科目を履修することとして、10 単位以上の修得を卒業要件とする。 
 
以上、各科目区分の設定及び各目的に応じた科目の開講、配当年次の設定、必修科目を含

めた卒業要件の設定の下、本学部の人材養成の目的に照らして必要な能力を修得すること

ができるよう教育課程を編成している。とりわけ、ディプロマ・ポリシーにおける「確かな

専門性」に記載の知識・技能として示している「（１）次世代観光経営：観光関連産業及び

地域の事業体における経営に関し、コロナ後における観光動向を予測し、新しい時代の観光

を企画、調査、提案することができる」「（２）事業別観光経営：事業別観光産業の経営に

関し、企業特性や仕組みを理解し、事業内容の調査、分析、戦略等の立案ができる」「（３）

観光政策：国や自治体等の保有する観光資源の魅力を発信し、交流人口の拡大を図るための

政策の目的、構想、戦略等を理解し、課題解決の提案ができる」「（４）地域振興：自治体、

観光産業、住民等の連携による地域活性化のための事業、戦略等を企画立案し、地域の経済

活動の結果について調査、分析することができる」「（５）国際事業展開：グローバル企業

の事業経営について海外への事業展開のための商品開発、流通、マーケティング、販売等の

企画、調査、分析することができる」「（６）地域・文化理解：国際機関の活動の仕組みや

役割を把握するとともに、各国の地理的特徴や多様な文化への理解を深め、グローバル企業

や観光産業の活動、観光政策や観光振興に応用することができる」「（７）国際コミュニケ

ーション能力：英語をツールとして使いこなし、言語および文化的背景の異なる相手との関

係を築き、グローバル産業や観光関連産業において協働することができる」の 7 つのテー
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マとの対応等については、カリキュラム・マップのとおりであり、適切な科目対応となって

いる（再掲：【資料 1】「国際観光学部国際観光学科におけるカリキュラム・マップ」参照）。 
 

５．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 
【教育方法について】 
授業の内容に応じた授業の方法について、講義系科目においては、教員のみが言葉を発す、

一方的な授業とならないよう、全授業において、双方向授業を実施する。学生が自分の考え

を話す機会、学生同士で意見を交換する機会等を十分に確保し、能動的、主体的な学修を行

うことができる授業を徹底する。また、実習・演習系科目では、学内外での各授業の取組み

において、学生同士あるいは学外の人々と協働しながら、専門性を一層深められるようにす

る。各授業方法に適した学生数として、講義系科目は 1 クラス 80 名以下での開講、演習及

び実習系科目は 1 クラス 30 名以下での開講を原則とし、履修者多数の場合は適宜クラス数

増や担当者増して対応する。その他、1 年次において、「初年次科目」として開講される「成

蹊基礎演習」「スタディスキルズ」では、学部専任教員がクラス担当となり、1 クラスあた

り約 25 人程度の少人数で開講する。また、2 年次以降に開講される「専門演習 1」から「専

門演習 6」は、各専任教員の専門分野及び、学生が選択する研究テーマに応じ受講すること

となるため、2 年次以降、1 ゼミ当たり 10～15 人程度に調整を行い、少人数での指導を行

う。特に、これら少人数の科目においては、学修指導・支援、学生生活指導・支援、キャリ

ア支援等、授業担当教員がアドバイザー教員として日常的な支援を幅広く行う。また、英語

に関する科目は、習熟度等にも配慮しながら約 20 名程度の少人数でのクラス編成を原則と

する。 
 配当年次については、専門の学びの基礎となる「専門基礎科目」を 1・2 年次、専門性の

基幹となる「専門基幹科目」を 2・3 年次、専門性を更に深める「専門展開科目」を 3・4 年

次に配当する一方、少人数の演習形式である「専門演習科目」を 2 年次から 4 年次まで配

当する。また大学共通科目の「外国語科目」と専門科目の「コミュニケーション科目」の履

修を通じて、4 年間の段階的な学修のもと英語 4 技能をバランスよく身につけていくことの

できる配当年次として科目を配置している。 
 
【卒業要件について】 
「大学共通科目」のうち、「初年次科目」においては、「学びの基礎」「文章と表現」の 4

科目より、必修 2 単位を含む 6 単位以上、「情報リテラシー」の 3 科目より必修 2 単位を含

む 2 単位以上を修得することとして、大学での学びの基礎を身につけるとともに、「外国語」

から 8 単位以上の修得を卒業要件とすることで基礎的な語学力を身につける。また、「教養

科目」においては、広く教養を身につけることができるよう、「人間と智」より 4 単位以上、

「国際社会と日本」より 4 単位以上、「科学と環境」「地域と文化」「健康とスポーツ」より

4 単位以上を修得することとする。また、他者と協働して課題を解決する力や、自己分析を
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経て、将来の夢や目標を立て、自分の生き方を描く力を身につけることができるよう、「キ

ャリア科目」のうち「学部横断型プロジェクト」より 2 単位以上、「キャリア」より 4 単位

以上を修得することとする。以上の要件を満たし、「大学共通科目」より合計 36 単位以上の

修得を卒業要件とする。 
次に、「専門科目」のうち、経営学の基本的な考え方と、観光ビジネス、観光まちづくり、

国際ビジネスに係る専門性の基礎を身につけるため、「専門基礎科目」より「経営学入門」

「マーケティング入門」「国際観光概論」を必修科目とし、14 科目より 18 単位以上を修得

することとする。「専門基幹科目」では、「国際観光研究特別科目」を必修として、国連世界

観光機関（UNWTO）との連携のもと過去・現在・未来の国際情勢の変化や観光経営に関す

る国際的な動向について知見を得ることができるようにする。専任教員の履修指導のもと、

後述する 3 つの履修モデルを参考にしながら 28 科目より 24 単位以上の修得を卒業要件と

することで、必要とされる専門性の基幹を確実に身につける。こうした基礎・基幹の修得を

基盤として、「専門展開科目」では卒業研究のテーマや卒業後のキャリアを見据えて、14 科

目より 16 単位以上を修得することとする。さらに、「コミュニケーション科目」では、ビジ

ネスの現場での応用的なビジネスコンテキストに対する理解や会話のスキル、卒論等での

アカデミックライティングのスキルの向上をめざすものとして 9 科目より 4 単位以上を修

得することとする。 
こうした専門科目の体系的な履修と並行して、2 年次から卒業論文の完成に至るまでの 3

年間をかけて、連続して開講する「専門演習科目」の 14 単位を必修とすることで、専門科

目の系統的な学修の省察を図り、また、少人数ゼミ形式での授業形態による学修を通して各

自の専門性を一層深められるようにする。なお、学位論文については 4 年次の「専門演習

5・6」で論文作成指導を行うが、特に、後期に本格的に卒業論文の執筆、制作を進めていく

ため、これらに必要な学修時間等を考慮して、「専門演習 6」の単位数については 4 単位と

している。 
以上、上記の要件を満たし、「学部専門科目」より合計 78 単位以上の修得を卒業要件とす

る。 
また、上記の科目区分の別なく、個々の興味、関心及び卒業論文のテーマ等を勘案し、指

導教員が適宜履修指導を行いながら、研究対象とする専門領域に近い科目や自身の知的関

心に応じた科目を履修することとして、10 単位以上の修得を卒業要件とする。 
 
【具体的な人材像と履修モデル】 
本学部の目的は、現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が

進む産業及び観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」

及び「国際コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、持続可能な観光経営

モデルの創出や地域における観光政策・観光振興、グローバル市場を視野に入れた国際ビジ

ネスの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営課
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題の解決に貢献できる人材を育成することである。こうした人材をめざす上で、卒業後の自

己のキャリア像や、専門的な学び・多様な学修経験のなかで生じる興味・関心の深まりにも

対応して履修指導を行うことになる。上記の教育目的に即し、観光ビジネスに係る人材とし

て「日本の観光産業を取り巻く様々な情勢の変化に対応し、持続的な発展が可能な新しい観

光事業を実現できる人材」、観光まちづくりに係る人材として「地域における観光資源を発

掘し、磨き上げ、持続可能なモデルとして地域振興・地域活性を実現できる人材」、国際ビ

ジネスに係る人材として「観光をはじめとする様々な産業において、世界に視野を広げ、多

様な国の人々・国際機関との連携による国際事業の展開を実現できる人材」の 3 つのめざ

すべき将来像と履修モデルを作成している（【資料 2】「国際観光学部国際観光学科における

履修モデル」参照）。 
 
【履修指導について】 
 入学時のオリエンテーションにおいて、本学の教育理念の理解を図るとともに、国際観光

学部国際観光学科の教育目標を説明する。さらに、入学時や各セメスター開始前の履修ガイ

ダンスにおいて、シラバス、学生便覧等を用いて履修方法を説明するとともに、先述の履修

モデルを示しながら履修指導を行う。履修指導に際して用いる資料等の概要は以下のとお

りである。 
（１）シラバス 
学生が授業内容を十分把握した上で、履修計画を立てることができるように、全科目のシ

ラバスを作成し、各科目の概要等についての説明を履修ガイダンス時に行う。シラバスは、

授業で養うべき力と到達目標、講義概要、授業方法、授業計画と授業時間外の学習課題、成

績評価の方法・評価の割合（試験、レポート、授業内課題などの項目を挙げ、割合を明示）、

使用教科書等、参考文献等、履修上の注意、オフィスアワー等について記載する。 
 
（２）学生便覧 
本学に在学するにあたっての必要事項を学生便覧としてまとめて、入学時に配付し、新入

生オリエンテーションで説明する。また、在学生には 3 月の学内オリエンテーション時等

において必要事項を適宜説明する。 
 
（３）履修ガイダンス 
入学時の学内オリエンテーション時に履修ガイダンスを行い、各科目概要や履修登録、成

績評価及び単位認定の方法等の解説・指導を行う。また、各セメスターの開始前にも、履修

ガイダンスを実施する。 
 
（４）オフィスアワー 
専任教員は、学生からの学業や学生生活についての質問、履修の相談等に応じるためにオ
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フィスアワーを設定し、学生に周知を図る。またオフィスアワー以外の時間帯でも、可能な

限り学生に対応する体制をとる。 
 
【CAP 制について】 

1 単位につき予習・復習等の自己学習を含め 45 時間の学習を必要とすることから、学生

の十分な学習時間を確保することを目的に、履修登録には制限を設け、1 学期 22 単位を上

限とする。ただし、上記の履修登録の上限設定にかかわらず、直前の学期に 20 単位以上を

修得し、直前の学期の GPA が 3.0 以上である者については、上限を超えて１学期 26 単位

まで履修科目の登録を認めることができることとする。 
 

【他大学における授業科目の履修等についての考え方】 
 大阪成蹊学園三大学単位互換制度及び大学コンソーシアム大阪単位互換制度に基づき、

協定を結んでいる他の大学が提供する授業科目を履修し、修得した単位が 60 単位を超えな

い範囲で、学部の卒業に必要な単位として認定する。 
 
６．編入学定員を設定する場合の具体的計画 
ア．既修得単位の認定方法 

3 年次に編入学定員 2 人を設定する。編入学志願者及び編入学を許可された者に関し、必

要な事項を定めるものとしてとして「大阪成蹊大学編入学規程」を定めており、単位認定に

あたっては、学部教授会の審議を経て学長がこれを行うこととしている。同分野とみなされ

る科目においては、大学共通科目で 36 単位、専門科目のうち専門基礎科目で 18 単位、専

門基幹科目で 2 単位、コミュニケーション科目で 2 単位、専門演習科目で 4 単位までを単

位認定することができるものとする。審議にあたっては必要に応じて、授業内容を判断する

ことができる資料（シラバス、教科書等）の提出を求める。 
 

イ．履修指導方法 
編入学生の履修指導にあたっては、編入学生用の履修モデルを作成し、各年次の履修ガイ

ダンスにおいて履修指導を行うこととする（【資料 3】「国際観光学部国際観光学科履修モデ

ル（3 年次編入学生）」参照）。 
 

ウ．教育上の配慮等 
 編入学生に対しては、4 月当初に行われるオリエンテーションや各種ガイダンスに参加す

ることとし、スムーズに大学生活に入れるよう配慮する。履修登録では、担当教員が個別に

取得単位の確認と本人の興味・関心及び将来の進路を丁寧にヒアリングし、必要な履修指導

を行う。また語学に関連する科目の履修に関しては、習熟度を測り適切なクラスでの受講と

なるよう配慮する。授業開始後も、教務部、学生部等と連携して授業の出席状況や履修状況
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の把握に努め、適切な指導を行うこととする。 
 
７．企業実習や海外語学研修など学外実習を実施する場合の具体的計画 
【インターンシップ】 
専門科目では、企業等へのインターンシップを行う科目として「専門インターンシッ

プ」を開講する。履修希望者に対して、学修状況や将来の希望するキャリア等に基づき選

考を行い、さらに学生との面談等を経て、キャリア教育委員会において協議の上、研修先

企業を決定する。研修先企業が決定した後に、学生は原則として事前研修（12 時間）と現

場での研修（原則 70 時間）を行い、終了後には事後研修（12 時間）の上、成果報告会を

開催することとする。成績評価は、事前事後の研修レポート（15％）、研修先企業による

評価書（60％）、成果報告会でのプレゼンテーション（15％）、事前事後学習への取り組み

度（10％）により評価する。なお、各年のインターンシップの参加者数は 40 人程度を想

定しているが、現時点で 20 社の受入予定企業にて十分な実習先を確保している（【資料

4】「専門インターンシップ受入れ企業等一覧」参照）。今後も、長年に亘り国際観光関連

で連携実績のある企業等や、全学共通のインターンシップ先として近年開拓を進めている

企業等との間でも学部教育との連携を図り、一層のインターンシップ先の充実に努める。 
  
【海外研修】 
１年次から、海外でのホームステイ・語学研修の経験を積むことができるよう「短期海

外研修」を開講する。カナダのブリティッシュコロンビア州バンクーバーにおいて、ホー

ムステイ先・研修先での3週間にわたる生活と語学学習、専門テーマに係る調査活動等を

通じ、英語力、特に日常生活における会話力の向上や異文化への理解、海外での国際ビジ

ネス・観光ビジネス等への理解を深めることをめざす。なお研修先は、本学教職員が現地

を訪問し、教員、教育内容、教育方法、施設・設備、現地スタッフ、生活環境、ホームス

テイ先等の状況から教育の質や生活面での安全性を担保できるよう確認したものであり、

現国際観光ビジネス学科において、令和元(2019)年4月入学者より派遣を計画していた

VGCインターナショナル・カレッジである。当該語学学校は、外国語の教育内容と教員の

質の両者において世界的な評価も高く、個々の学生へのきめ細やかなケアを行っており、

多様な国籍・年齢の学生が学びあっている。本学部の教育目的や海外研修の趣旨を十分に

理解して、海外研修前の事前授業やプレイスメントテスト等への協力、授業での日本人比

率を抑える措置など、教育効果を高めるための工夫につき連携することとしている。ま

た、ホームステイ先は、(株)ISSに手配を依頼し、学生とホームステイ先とのマッチングに

対する本学の要望に配慮して選定され、緊急時の対応に関しても十分な連携を行うことが

できるようにしている。 
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（１）研修施設名・所在地 
VGCインターナショナル・カレッジ（①Hastings Campus：411 West Hastings St, 

Vancouver, BC V6B 1L4, ②Granville Campus：535 Granville St. Vancouver, BC V6C 
1X6West Hastings Street, Vancouver, BC V6C 1B4）は、平成15(2003)年に設立された老

舗の語学学校であり、VGCの全校生徒数は約400名で、マーケティングやプロモーショ

ン、施設、管理、カリキュラム、教師の資格、学生向けサービスなど厳しい審査を通過し

た学校のみが登録を許されるLanguages CanadaやBritish Colombia EQA（Education 
Quality Assurance）などから認定・認可を受けている。 
 
（２）実施時期・期間 
１年次夏季（8月上旬から9月下旬）に、3週間の研修を実施することとしている。なお

状況に応じて、当該期間内で3週間ずつ、2グループを2期に分けて実施する。 
 
（３）参加学生数 
原則として全員が参加するものとして約80人を想定している。 
 

（４）受入れ先との連携 
本学は、（株）IＳＳと委託契約を締結し、バンクーバーのVGCインターナショナル・カ

レッジでの本学の学生の受入れと、ホームステイのコーディネートを委託し、連携体制を

明確にして、学生への十分なサポート・安全配慮を行うようにしている。 
 
（５）事前・事後の学修 
原則として全員が参加することとしているが、5月末時点で最終的な参加者を確定す

る。参加者確定後、事前学修として、カナダ・バンクーバーに関する基礎知識を身につけ

る。また、この間にグループ分けを行い、グループリーダーを決定し、トラブル発生時等

に備えて相互支援の仕組みを構築する。帰国後は、事後学修として、「現地調査結果報告

書」の作成のほか、研修中の自身の気づき等についてまとめた「研修報告書」を作成し、

プレゼンテーションを行う。こうした事前・事後の学修を含めた海外研修を通して、早期

の海外体験と、国際コミュニケーション力の修得、以後の学生生活における学修目標の明

確化と学修意欲の醸成を図っていく。 
 
（６）緊急時の対応について 
海外及び国内における事故等緊急時対応マニュアルを作成し、緊急時の対応を明確にし

て備えるほか、(株)ISSが有する24時間対応が可能な緊急時相談ダイヤルを設けるととも

に、現地オフィスを介して緊急事態に迅速に対応できる体制とする。 
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（７）成績評価体制及び単位認定方法 
研修先での筆記試験、レポート及び「現地調査結果報告書」により成績評価を行い、単

位を認定する。 
 
（８）渡航が困難な場合の対応 
 短期海外研修が何らかの理由で催行不可の場合、まず代替プログラムとして1年生の夏

に1週間程度のオンラインプログラム研修を提供する。提携先は、アイルランドの国立ダ

ブリンシティ大学付属語学学校で、当該機関が提供する1日3時間（計15時間）の語学レッ

スン（オープンクラス）と1時間x3回のスペシャルレクチャー（クローズドクラス）を受

講する。このレッスンは自宅での受講が可能であるが、自宅での受講が困難な学生に対し

ては、大学内でのオンラインプログラムの受講を可能にする。2年次に進級後も海外への

渡航が困難な場合には、オンラインプログラムに加え、約1週間の国内留学プログラムを

提供する計画である。これは、1回50分の英会話レッスン（対面）を5回程度、その他、バ

ーチャルインターンシップ、バーチャルツアーの他、国際交流セッションなどを近畿圏の

ホテルで実施するものである。なお上記のうちオンラインプログラムは(株)ISS、国内留学

プログラムはHIS大阪支店との連携のもと催行する計画である。 
 
８．取得可能な資格 
学部の教育課程を履修することで取得可能な資格は次のとおりである。 

（１）高等学校教諭一種免許状（商業） 
国家資格であり、資格の取得が可能だが、卒業要件単位に含まれる科目のほか、教職関連

科目の履修が必要となる。 
 
（２）学校図書館司書教諭資格 
国家資格であり、資格の取得が可能だが、高等学校教諭一種免許状を取得の上、所定の科

目履修が必要である。なお資格取得が卒業の必須条件ではない。 
 
９．入学者選抜の概要 
本学では、建学の精神である「桃李不言下自成蹊」に表わされる、徳があり、人に慕われ、

信頼されるような「人間力」を備えた人材の育成を目標としており、これを具現化するもの

として、大学全体のディプロマ・ポリシーと各学部・学科のディプロマ・ポリシーを「確か

な専門性」「社会で実践する力」「協働できる素養」「忠恕の心」から構成し、育成する人材

像を定めている。また、ディプロマ・ポリシーを達成するための教育課程編成の方針として、

大学全体のカリキュラム・ポリシーと各学部・学科のカリキュラム・ポリシーを「教育課程

の編成」「教育方法の特色」「学修成果と評価」から構成している。こうした教育目的や育成

する人材像、教育課程編成の方針を踏まえ、入学者受入れの方針として、大学全体のアドミ
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ッション・ポリシーと各学部・学科のアドミッション・ポリシーを、「関心・意欲」「知識・

技能」「思考・判断・表現」「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」で構成してお

り、本学部においても同様の構成をとりながら以下のとおりアドミッション・ポリシーを定

める。 
 

アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針） 
教育目的 
現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が進む産業及び

観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「国際

コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、持続可能な観光経営モデル

の創出や地域における観光政策・観光振興、グローバル市場を視野に入れた国際ビジネ

スの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営

課題の解決に貢献できる人材を育成することを教育目的とする。 
 

入学者に求めるもの 
本学部では、入学後の教育を踏まえ、以下のような人の入学を求める。 

１．関心・意欲 
（１）大阪成蹊大学の建学の精神とそれに基づく教育目的を理解し、「人間力」を備え

た人に成長しようという意欲を持っている。 
（２）将来、実践的な英語力やグローバルな視点を武器に、グローバル産業や観光関連

産業、地域で活躍し、産業や地域の発展に貢献したいという意欲を持っている。 
２．知識・技能 
（３）高等学校で履修する教科について、内容を理解し、基本的な知識を身につけてい

る。 
（４）現代の社会に関する基本的な知識や基礎的な英語力を身につけている。 
３．思考・判断・表現 
（５）他者の意図を適切に理解し、自分の考えをわかりやすく表現することができる。 
（６）グローバル産業や観光関連産業を取り巻く様々な事象について論理的に考える

ことができる。 
４．主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度 
（７）多様な人々とも協働しながら、主体的に学びを深めていこうという態度を身につ

けている。 
 
上記アドミッション・ポリシーを満たす入学者を選抜するにあたり、一人ひとりの特性に

応じて、受験生を多面的に評価できるよう入学試験として、総合型選抜入試、学校推薦型選

抜入試、一般選抜入試、大学入学共通テスト利用入試、特別入試（社会人・帰国生徒・外国
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人留学生）等を実施する。 
 

【総合型選抜入試】 
学力試験のみでは測ることのできない適性について、面接試験と各種書類等を組み合わ

せた審査を中心に、受験者の基礎学力や資質・能力の習熟度、入学後の学修の継続性を評価

する。入学後や将来のビジョンを明確に持ち、主体的に学修に打ち込むことのできる人材を

選抜することを目的とする。募集人員を 7 人とする。 
 
【学校推薦型選抜入試】 
在学時の学習状況や活動状況が優れており、出身高等学校長が推薦する受験者について、

受験者の基礎学力や資質・能力の習熟度、入学後の学修の継続性を評価する。学習や各種活

動に懸命に取り組み、基礎学力のみならず学習や各種活動に対する主体性や協調性、積極性

を有する人材を選抜することを目的とする。募集人員を 26 人とする。 
 
【一般選抜入試】 
本学独自の学力試験を実施し、各教科の習熟度から学力を評価する。受験する教科の数や

種類、判定の方法等の選択を可能にする等、受験者の強みを最大限に生かすことのできる入

試として、全国から広く優秀な人材を募集し、選抜することを目的とする。募集人員を 35
人とする。 
 
【大学入学共通テスト利用入試】 
大学入学共通テストの成績をもとに、各教科の習熟度から学力を評価する。受験者の負担

を軽減しながら受験の機会を増やし、全国から広く優秀な人材を募集し、選抜することを目

的とする。募集人員を 9 人とする。 
 
【特別入試（社会人、帰国生徒、外国人留学生）】 
特別入試は、社会人、帰国生徒、外国人留学生等を受験者として実施するものであり、面

接、書類審査（履歴書、学業成績証明書、入学志望理由書）により合否を判定する。募集人

員は 3 人とする。 
なお出願資格にあっては、それぞれ以下のように定める。 
 
社会人の出願資格は「入学年４月１日に満 25 歳に達している者で、社会人経験を有する

者」で、かつ次の①・②・③のいずれかに該当する者とする。 
① 高等学校もしくは中等教育学校を卒業した者、及び入学年 3 月卒業見込みの者 
② 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者、及び入学年 3 月修了見込みの者 
③ 学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力が
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あると認められる者、及び入学年 3 月 31 日までにこれに該当する見込みの者 
 
帰国生徒の出願資格は「入学年 3 月 31 日に満 18 歳に達している者で、日本国籍を有し、

外国の高等学校に 2 年以上学んだ者」で、かつ次の①・②・③・④のいずれかに該当する者

とする。 
① 外国において、高等学校またはこれと同等の学校に在学し、入学前年 4 月 1 日から入学

年 3 月 31 日までに修了、または修了見込みの者 
② 外国の学校教育を受け、帰国後日本の高等学校に編入学し、入学年 3 月 31 日までに卒

業見込みの者、原則として帰国後 1 年未満の者 
③ 文部科学大臣が高等学校課程相当と指定した在外教育施設の当該課程を修了した者及

び入学年 3 月 31 日までに修了見込みの者 
④ 文部科学大臣が指定した者（国際バカロレア資格等を有する者） 
  
外国人留学生の出願資格は、次の①・②・③のいずれかに該当し、かつ A・B・C・D・E

の条件を充たす者。ただし、A 日程に限り D の代わりに F の条件を充たす者も可とする。 
① 外国において、外国の学校教育に基づく 12 年の課程を修了した者、および 2021 年 3 月

31 日までに修了見込みの者。 
② 外国において、外国の学校教育に基づく 12 年の課程を修了した者と同等以上の学力が

あると認められる者、および 2021 年 3 月 31 日までにこれに該当する者。 
③ 文部科学大臣が指定した者（国際バカロレア資格等を有する者）。 
 A：日本国籍を有さず、日本に滞在して学業に専念できる者。 
 B：出願時の在留資格が「留学」の者。 
 C：2021 年 4 月 1 日に満 18 歳に達している者。 
 D：「2019 年度または 2020 年度日本留学試験」の教科「日本語（読解）、（聴解・聴読

解）」400 点満点のうち 220 点以上得点している者、または日本語能力試験 N2 以上を取

得した者。 
 E： IELTS、TOEIC®L&R Test、TOEFL iBT®テストのいずれか 1 つを受験した者。

ただし、出願する入試の試験日からさかのぼって 2 年以内に受験したものに限る。 
 F： 2020 年度日本留学試験（第 1 回）の教科「日本語」、もしくは日本語能力試験（2020
年度 7 月試験）のいずれかに出願した者。 
なお、留学生の受け入れに際しては、必ず保証人を確認した上で、学費の支払いに係る

仕送り状況や生活費について確認する。入学後も、留学生支援センターが定期的な面談を

実施して生活状況や学修状況、仕送りの状況等を把握し、学部専任教員と随時共有し、適

切な指導・支援を徹底する。 
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１０．教員組織の編成の考え方及び特色 
本学部の教員組織は 14 人の専任教員で編成する。主に学部専門科目において、経営・経

済に関する基礎的な専門科目や、国際観光経営、観光まちづくり、国際ビジネスの領域にお

ける専門科目を主に担当する専任教員 10 人、大学共通科目や学部専門科目において、国際

文化・異文化理解、英語コミュニケーションに関する科目を主に担当する教員 4 人で構成

する。このうち、博士の学位を有する教員 7 人、修士の学位を有する教員 6 人であり、観光

関連産業やグローバル企業等における実務経験の豊富な教員も複数配置している。学部専

門科目 71 科目のうち 50 科目で、各科目の専門性に応じた本学部の専任教員を配置すると

ともに、その他の科目についても、専門性に応じて客員教授等を配置するなどして、適切な

教員を配置する。「専門基礎科目」における総論・概論系の科目や特別リレー講義科目、「専

門基幹科目」における地域研究科目や特論科目、国連世界観光機関（UNWTO）との連携科

目、「専門展開科目」における様々な各論科目や特殊講義科目、「コミュニケーション科目」

において開講する各期の科目の主担当クラスなど、各科目区分のコアとなる科目に教授・准

教授を配置している。各教員の担当科目数においては、集中を除いて通年 14 コマ以下とな

るようにし、教育研究活動、学生指導を含めた公務について適切に対応できるよう配慮する。 
そして、本学部は観光ビジネス、観光まちづくり、国際ビジネスの領域における経営学を

中心的な学問分野とするため、国際観光市場の拡大と観光関連産業の振興、国内の観光振興

や地域活性化、グローバル市場やグローバル産業の発展などを主な研究対象とする教員を

配置している。研究体制については、個人研究室を備え、共同研究や学長裁量経費による研

究支援の体制も整えており、各自が専門性を存分に発揮して研究を進めていくことができ

るようにしている。 
年齢構成については、開設時において 30 代が 3 人、40 代が 2 人（学年進行 2 年目にさ

らに 1 人）、50 代が 3 人、60 代が 5 人となっている。本学では、教員の定年を 65 歳と定め

ているが、特別招聘教員就業規則により 65 歳を超えた教員の雇用を可能としている。専任

教員のうち、開設時及び完成年度までに定年を迎える教員 4 人については特別招聘教員と

して、完成年度まで継続して雇用することとする（【資料 5】「大阪成蹊学園定年規程」、【資

料 6】「大阪成蹊学園特別招聘教員就業規則」参照）。なお、同分野の適格な教育研究能力を

有する教員配置となるよう、当該分野の優れた教育研究業績を持つ教員の公募の継続的な

実施とともに、若手・中堅の専任教員の教育研究実績の積み上げにも力を入れながら、後任

となる専任教員の育成・採用に努め、本学部の継続的な教育研究にあって支障が生じないよ

う対応する。 

 
１１．施設、設備等の整備計画 
ア．校地、運動場の整備計画 
本学部の設置に伴う校地及び運動場の用地の整備については、既存学部等と校地を共用

する。校地面積は、116,129.16 ㎡で、相川キャンパス（大阪市東淀川区）25,422.79 ㎡、第
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2 グラウンド 9,613.20 ㎡、茨木校地（茨木市彩都あさぎ）67,458.00 ㎡、多目的グラウンド

（大津市北比良）4,175.17 ㎡、セミナーハウス（大津市和邇）9,460.00 ㎡である。中心校

地である相川キャンパスには、校舎 37,858.14 ㎡、体育館 2,357.27 ㎡等の主要施設を整備

しているほか、北館の南側にはサンパティオと呼ぶ芝生の憩いの場や西館の前面にテラス

を設け、学生同士が談笑できるスペース（約 2,500 ㎡）を用意している。茨木校地は、課外

活動のグラウンドとして活用しており、また、セミナーハウスは、学生の厚生補導施設とし

て活用している。 
 
イ．校舎等の施設の整備計画  
本学部の入学定員は現国際観光ビジネス学科と同様の 80 人としており、施設、設備の新

たな整備は必要としない。届出前と比較して「専門科目」において開講科目の充実を図って

いるが、専門科目の開講計画は【資料 7】のとおりであり、時間割等の計画上の支障はない

（【資料 7】「国際観光学部国際観光学科時間割等計画」参照）。平成 31(2019)年 3 月に竣工

した新棟「グローバル館」では、演習室 18 室、語学学習施設 1 室（既存の語学学習施設 1
室の移転）を設けており、その内訳は 25 人教室を 4 部屋、41 人教室を 6 部屋、60 人教室

を 2 部屋、72 人教室を 1 部屋、144 人教室を 2 部屋、99 人教室を 3 部屋（240 人教室 1 部

屋に変形可）となっている。様々な授業形態・授業規模に対応する教室サイズの設定と全て

の授業でアクティブラーニング型授業を実現するための可動式の机・椅子等の機器・備品の

充実を図っている。なおグローバル館の1階には平成30(2018)年度より英語教育センター、

令和元(2019)年度より国際交流センターを開設・常設し、英語の堪能な日本人職員及びネイ

ティブ教員が常駐することとしている。年間を通じて、正課教育と連動した課外の個別・グ

ループでの英語指導や、海外研修・留学の準備に対するサポート、英語・国際交流に関する

イベントの開催、学内外の大会・コンペティションの挑戦に向けた指導など、様々なサポー

トができるよう施設・設備、教職員を配置しており、今後も様々に環境整備をしていきなが

ら一層の充実をめざすこととしている。 
また、令和元(2019)年度から令和 2(2020)年度にかけて、教室や研究室、食堂等、キャン

パス全館に Wi-Fi 設備を導入するとともに、教員一人ひとりに Zoom アカウントを配布し

た。令和 3(2021)年度入学生からは学生に一人一台 PC の保有を推奨するなどしており、

BYOD による演習授業やハイブリッド授業などをより効果的に展開するための教育環境を

整えているところである。令和 2(2020)年度には、学生への貸出用ノートパソコン、タブレ

ット PC を 500 台新たに配備し、必要に応じて貸与・サポートする体制を整えた。 
図書館棟及び南館に設けている「ラーニングコモンズ」は、課外での学習のためのオープ

ンなラーニングスペースとして、学修相談スタッフの配置やタブレット端末の貸出機能の

充実、読書会の開催や SPI 対策講座など様々な学修ニーズに対応する講座の開催、図書館

との連携による読書コンクール・ビブリオバトルに向けたサポートなどの機能を充実して

おり、今後もこれらの学修支援サービス、スタッフ配置等の充実を図りながら学修支援機能
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の充実を図っていく。 
また、専任教員 12 人に個人研究室を整備し、英語教育を担当する 2 名の助教には教育研

究上の配慮から共同の研究室を整備している。 
 
ウ．図書等の資料及び図書館の整備計画 
【図書館閲覧室、閲覧席数、レファレンスルーム、情報検索方法等】 
図書館棟 4、5 階及び地下 1 階の図書館の面積は 1,730.14 ㎡で閲覧席数 180 席（AV・ 

PC ブース 20 席、グループ閲覧席 140 席、ブラウジング 20 席含む）、収納可能冊数 320,000
冊となっている。大学全体で図書 317,327 冊、学術雑誌 13,577 種を有しており、その他視

聴覚資料等がある。また、図書館ネットワーク整備の一環として図書館システム「E-
CatsLibrary」を導入しており、利用者が、オンライン蔵書目録 WebOPAC により、図書館

内外から迅速な蔵書検索が行える環境を整備している。NACSIS-CAT/ILL（目録所在情報

サービス）にも参加しており、他大学との相互協力も積極的に行っている。 
館内に設置している PC はすべて学内 LAN に接続しており、常設のデスクトップ PC は

勿論のこと、館内の限られたスペースを有効活用すべく、ワイヤレス LAN 環境を整え、学

内 LAN に接続可能なノート PC にて情報検索等を行える環境も整備している。 
開館時間については利用者のニーズを考慮し、授業期間中については平日 8 時 50 分から

20 時まで、土曜日は 8 時 50 分から 17 時までとしている。また、授業のない夏期休業、冬

期休業などの休業期間中は平日 8 時 50 分から 18 時 30 分まで、土曜日は休館としている。 
 
【図書・資料の整備】 
本学部の教育研究に関連する図書の種類、冊数は、経済学関連 2,091 冊、経営学関連 2,649

冊、経営管理関連 4,323 冊、財政政策関連 210 冊、マーケティング関連 914 冊、広告・宣

伝関連 803 冊、観光事業・ツーリズム関連 324 冊、運輸・交通関連 716 冊などとなってい

る。また、本学部の設置に伴い、関連する電子図書を 256 冊購入している。これら図書は、

本学部の教育研究を構成する各分野の、入門書から応用的なもの、理論から実践的なもの、

古典から最新の学術図書まで幅広く網羅しており、本学部における教育研究活動に資する

よう整備している。 
 
【デジタルデータベース、電子ジャーナル等の整備計画】 
近年の学術研究にあっては情報の速報性が特に重要な条件であると考えており、電子ジ

ャーナル、及びデータベースを導入し、キャンパス内のどこからでも、学術雑誌やデータベ

ースを利用することを可能にしている。現在、電子ジャーナルは、個別タイトル契約、およ

びデータベース Academic OneFire にて、9,848 タイトルの電子ジャーナルのフルテキスト

を閲覧することが可能である。デジタルデータベースについては現在、図書館内に限らず、

学内 LAN に接続しているパソコンであれば利用可能な、新聞・雑誌記事アーカイブ「聞蔵
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Ⅱビジュアル」「日経テレコン」「官報情報検索サービス」、オンライン辞書・事典検索

「JapanKnowledge Lib」を契約している。 
 
【他の大学図書館等との協力】 
他大学の図書館との協力等については、私立大学図書館協会の西地区部会阪神地区協議

会に所属し、他大学の図書館と、相互利用や、総会、研究会・研修会を通じ、連携を密にす

るとともに研修･情報交換を活発に行っている。 
 

１２．管理運営 
教学面の管理運営は、学長のガバナンスの下、大学評議会及び学部教授会を中心に行う。

大学評議会は必要に応じて適宜開催しており、学部の教授会は月 1 回の開催（毎月第 3 木

曜日開催）を原則とするほか、入試判定等で臨時に開催することもある。具体的な審議事項

及び委員の構成は以下のとおりである。 
 
【大学評議会】 
以下、大阪成蹊大学評議会規程より抜粋 
（審議事項） 
第 2 条 評議会は、学長の諮問に応じ次の各号に掲げる教育研究に関する重要事項を審

議する。 
（１）学則その他重要な規則の制定又は改廃に関すること。 
（２）学生の身分に関すること。 
（３）学部その他の機関の連絡調整に関すること。 
（４）その他の重要事項 
（組織） 
第 3 条 評議会は、次の各号に掲げる評議員で組織する。 

（１）学長 
（２）学長推薦による理事会選出理事 2 名 
（３）副学長 
（４）学部長 
（５）学長が指名した教員 各学部 2 名 計 6 名 
（６）総務本部長 
 
【教授会】 
以下、大阪成蹊大学教授会規程より抜粋 
（組織） 
第 2 条 教授会は、学部長及び専任の教授をもって組織する。 
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2 前項の規定にかかわらず、当該学部長が必要と認めたときは、准教授その他の教員を

加えることができる。 
（審議事項） 
第 3 条 教授会は、学長が次に掲げる教育研究に関する事項について決定を行うにあた

り審議し意見を述べるものとする。 
（１）学部学生の入学及び卒業に関すること。 
（２）学部学生の学位の授与に関すること。 
（３）その他学部の教育研究に関する重要な事項 
 
【その他の委員会等】 
 学部運営を円滑にするため、教授会に各種委員会を設置している。専任教員は最低 1 つ

の委員会に所属し、諸案件の審議検討、報告、連絡を行っている。各種委員会は以下のとお

りである。 
（１）運営協議会      教授会、教員会議の案件の整理と審議検討 
（２）FD 委員会            学部教育改善に関わる案件の審議検討 
（３）教務委員会      学籍に関する案件及び教育課程に関する案件の審議検討 
（４）学生委員会      厚生補導等に関する案件の審議検討 
（５）学生支援委員会    学修支援等に関する案件の審議検討 
（６）留学生委員会     留学生の厚生等に関する案件の審議検討 
（７）就職委員会      就職、進路指導に関する案件の審議検討 
（８）入試委員会      入学試験に関する案件の審議検討 
（９）入試広報委員会    学生募集に関する案件の審議検討 
（１０）自己点検委員会   自己点検評価に関する案件の審議検討 
（１１）キャリア教育委員会 キャリア支援に関する案件の審議検討 
（１２）初年次教育委員会  初年次教育に関する案件の審議検討 
（１３）高大連携委員会   高大連携に関する案件の審議検討 
（１４）国際交流委員会   国際交流に関する案件の審議検討 
（１５）資格審査委員会   教員の採用、昇進、再採用に関する案件の審議検討 
  
１３．自己点検・評価 
【大阪成蹊大学自己点検評価委員会】 
 本学における自己点検・評価の実施体制は、自己点検評価委員会が中心となり、定期的に

自己点検・評価活動を行っている。自己点検評価委員会の構成は以下である。 
（１）学長 
（２）副学長 
（３）学部長 
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（４）学部長から推薦された者 各 1 名 計 3 名 
（５）総務部、入試広報部、教務部、学生部、就職部、教育研究支援部の長 
（６）その他、学長が指名する者 若干名 
 
本学の自己点検評価委員会は、事務部門の職員からも委員が選出され、教職協働で自己点

検評価に取り組むこととしている。また、学生評価委員を設けるなどして、学生目線での点

検機会を設けている。なお、平成 29(2017)年度には日本高等教育評価機構による大学機関

別認証評価を受審し､平成 30(2018)年 3 月 6 日付で『日本高等教育評価機構が定める大学評

価基準を満たしている』ものと認定された。 
 

【学部自己点検評価委員会】 
学部においても自己点検評価委員会を開催することとしており、以下の構成としている。 

（１）学部長 
（２）学科長 
（３）学部長が推薦した者 若干名 
（４）総務部長 
 
自己点検及び評価の基本方針を定め、学部ごとに自己点検・評価を行い、その結果を大学

自己点検評価委員会へ報告することとしている。 
 
自己点検評価結果は、自己点検評価報告書にまとめ、学生、教員及び職員に周知するとと

もに、大学ホームページへの掲載等により、広く外部に公表する。また、教職員は、点検評

価結果をもとに、それぞれの立場から、課題を明確にして改善に取り組む。さらに、点検評

価結果は、以後策定する事業計画等において達成すべき目標を設定する際に活用するとと

もに、教員研修（FD 活動）や職員研修（SD 活動）において取り上げ、授業や業務の改善

に努めることとしている。 
 
１４．情報の公表 
本学では、教育研究活動等の状況をホームページ等で公表し、学内外の関係者に広く周知

している。下記に列記する項目を中心に、適切な情報の発信に努めている。 
（大学ホームページ TOP ページ URL：https://univ.osaka-seikei.jp） 
 
ア．大学の教育研究上の目的に関すること 
学則をホームページで公表すると共に、建学の精神「桃李不言下自成蹊」及び行動指針「忠

恕」について掲載している（TOP＞大学紹介＞建学の精神）。また、建学の精神及び行動指

針については、学校案内への記載はもとより、新入生及びその保護者に対し、毎年解説文を
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配布し周知を図っている。さらに各学部の教育目的も、ホームページで公表するとともに、

学生に配布する履修ガイドに全文を掲載している（TOP＞大学紹介＞教育研究上の目的と

3 つのポリシー）。 
 

 
イ．教育研究上の基本組織に関すること 
学部、学科等教育研究の基本組織とその目的について、ホームページに公表し、学内外に

広く周知している（TOP＞大学紹介＞組織図）（TOP＞大学紹介＞教育研究上の目的と 3 つ

のポリシー）。 
 
ウ．教員組織、教員の数並びに各教員の有する学位及び業績に関すること 
教員数データとして、専任教員数、職位、年齢構成、専任教員と非常勤講師比率、教員一

人あたりの学生数等をホームページで公表し、学内外に広く周知している（TOP＞情報公開

＞教員数データ（専任教員数、専任教員と非常勤教員の比率、教員一人当たりの学生数））。

また、ホームページにおいて、各教員の学位や業績等を公開している（TOP＞大学紹介＞教

員紹介）。 
 
エ．入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修

了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
入学者に関する受入方針（TOP＞大学紹介＞教育研究上の目的と 3 つのポリシー）及び

入学定員、収容定員、在学者数、卒業者数（TOP＞情報公開＞学生数データ（定員数、現員

数、社会人学生数、卒業者数）、進路状況・就職実績（TOP＞就職・キャリア＞就職実績）

（TOP＞情報公開＞就職関連データ）等をホームページに公表している。併せて、学生募集

要項を発行し広く学内外に公表している。また、大学案内を発行し、大学に関する情報を、

オープンキャンパスや入試説明会並びに高校訪問時において積極的に配付している。 
 
オ．授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
シラバスをホームページに掲載し、シラバスは、授業で養うべき力と到達目標、講義概要、

授業方法、授業計画と授業時間外の学習課題、成績評価の方法・評価の割合（試験、レポー

ト、授業内課題などの項目を挙げ、割合を明示）、使用教科書等、参考文献等、履修上の注

意、オフィスアワー等を学内外に広く公表している（TOP＞学部・大学院＞シラバス）。ま

た、履修の手引きと授業概要を発行し、授業科目、授業の方法及び年間の授業の計画等につ

いて学生・教職員に周知徹底している。 
 
カ．学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
学修の成果に係る評価については、成績評価、卒業認定、学位授与の基準についてはホー

設置の趣旨（本文）－30



 

ムページにて公表するとともに、履修の手引きに掲載し、履修ガイダンスにおいて学生に周

知徹底している（TOP＞学部・大学院＞学部ページ＞教育課程について）。 
 
キ．校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
キャンパスの概要、運動施設の概要、休息を行う環境、課外活動施設等についてホームペ

ージに公表している（TOP＞大学紹介＞キャンパスマップ）（TOP＞キャンパスライフ・学

生支援＞学生向け施設紹介）。また、学生便覧を発行し、図書館の利用案内、情報機器施設

等利用案内を掲載し、オリエンテーションで学生に周知徹底している。 
 
ク．授業料、入学料その他、大学が徴収する費用に関すること 
授業料、入学料及び教育充実費、学研災付帯賠償責任保険（付帯賠償）その他大学が徴収

する費用に関しては、ホームページに公表している（TOP＞学部・大学院＞学部ページ＞学

費・入学金等について）。また、学生募集要項を発行し、入学検定料、授業料等大学が徴収

する費用について周知している。 
 
ケ．大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援についてホームページに公表し、学生

及び学外者に周知している（TOP＞キャンパスライフ・学生支援＞学生相談）。学生の健康

診断・健康相談については保健センターにおいて実施し、様々な悩みの相談については、臨

床心理士によるカウンセリングも実施している。なお、学生への就学支援、就職支援、学生

生活支援については学生便覧に掲載するとともにオリエンテーションにおいて学生に周知

徹底している。 
 
コ．その他 
（１）学則等各種規程 
学則についてはホームページ及び学生便覧に掲載し公表している（TOP＞情報公開＞学

則）。履修規程は履修の手引きに掲載し学生に周知している。その他、学生生活規程、学生

表彰規程、奨学金規程、図書館利用規程、学生会会則等については学生便覧に掲載し学生に

周知している。 
 
（２）設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書 
大阪成蹊大学設置認可申請書をはじめ、各学部等の設置認可申請書や届出書類、履行状況

報告書等をホームページにて適切に公表している（TOP＞情報公開＞設置認可等申請及び

履行状況報告書について）。 
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（３）自己点検評価・認証評価 
過年度の自己評価報告書および認証評価結果はホームページにて適切に公表している

（TOP＞情報公開＞自己点検評価・認証評価）。 
 
１５．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 
【授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究に実施に関する計画】 
授業内容の改善をはじめとする教育力の向上は、大学の最も基本的な課題であるとの認

識から、教育内容の改善に取り組む組織として、学部ごとに FD 委員会を設置し、学生によ

る授業評価アンケートの実施、授業成果報告書の作成、定期的な教員研修会の開催等を実施

している。また、平成 26(2014)年度より全学的な教学課題への対応を図るため、総長、学

長を筆頭に学部長、学科長等をメンバーとした教学強化推進会議を毎月開催し、教育課程、

授業方法、授業評価の 3 項目に関して審議検討してきた。平成 27(2015)年度以降は、高等

教育研究所を立ち上げるとともに、同じく総長、学長を筆頭とした教学改革会議を中心にし

て、全学的な教育改革を遂行している。教学改革会議においては、現在 20 におよぶ教学改

革プロジェクトを立ち上げているが、令和 4(2022)年度以降も継続して全学的な教学改革を

進めるとともに、各プロジェクトの改革の推進に要する組織的な研修をプロジェクトごと

にも実施していく予定である。 
 

【大学職員に必要な知識・技能の修得と、必要な能力及び資質を向上させる研修等】 

 本学では、全学 SD 研修会の開催や、高等教育政策を担当する文部科学省職員等による研

修会の開催などのほか、所属する部署ごとに専門性を修得する部署別研修を実施し、大学職

員に必要な高等教育政策、大学運営等に関する基本的な知識・技能の修得や、本学の教育改

革の取組みに対する理解の深化、部署別の専門性の強化に対して、組織的な取組みを実施し

ており、令和 4(2022)年度以降も継続して全学的な SD の推進に取り組んでいく予定である。 
 
１６．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 
ア．教育課程内の取組み 
本学部では、各自のキャリアデザインの意識を高め、早期に将来の展望を考えられるよう

に、入学前に実施の入学前研修からキャリア教育を開始する。入学前研修、初年次科目、正

課授業のキャリア科目、インターンシップ等での職業体験、その他の様々な科目による PBL
等を通じて、社会的・職業的自立に向けて必要なリテラシー、コンピテンシー、ディグニテ

ィを養っていく。 
入学前研修は入学前に複数の課題を通じて自身のキャリアを考えるなどし、入学後スム

ーズに学業に入り、また生活面での不適合を起こさないようにする。入学後は、初年次科目

のなかで、社会人に求められる考え方や態度、行動につき考える機会を設けるとともに、近

年の社会課題や SDGs ターゲットを題材にして社会の実際を捉える視点を養っていく。ま
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た、2 年次の大学共通科目「学外連携 PBL」の授業では、企業と連携し、社会的・職業的自

立に必要なコンピテンシーを身につけられるようにする。また、入学から卒業まで、全ての

学期において、専任教員が少人数の学生を担当するゼミナール形式の科目を設定している

が、その指導のなかでもキャリアに関する考え方や、問題解決力、コミュニケーション力な

ど社会人に必要な力を身につけていくように指導する。さらに、2・3 年次の専門科目に「専

門インターンシップ」を設けており、就業体験を通して職業意識の醸成と社会人としての意

識の向上を図る。 
以上の科目を中心として、社会的・職業的自立に必要な資質・能力を確実に身につけられ

るようにするほか、産学連携等学外連携授業も盛んに行い、PBL やアクティブラーニング

の手法を積極的に用い、企業人との交流や各種プロジェクトの計画、実施等の経験、また成

果報告会を通じて、学生同士が刺激し合いながら、自身の成長の実感を得られるような授業

を行う。 
 
イ．教育課程外の取組み 
大学入学時点では、大学生活についてのガイダンスを実施し、部活動やサークル活動の積

極的な参加を勧め、学生生活の充実を図る。資格取得支援にも力を入れ、語学では TOEIC、

GTEC など、日商簿記検定、旅行業務取扱管理者対策講座、ホテル・マネジメント技能検

定、世界遺産検定、他に秘書技能検定、販売士検定など、多様な選択に応えられる資格取得

対策講座を開設する。また、平成 28(2016)年度よりラーニングコモンズを設置し、授業時

間外における自主学習を促進するとともに、近年では公務員 Pass プログラムやキャリア基

礎講座などを開講して正課外でのキャリアに関する学習プログラムを充実している。この

ほか、就業意識を養う就職ガイダンスや学内企業セミナーの開催、個別のキャリア・カウン

セリングや模擬面接の実施、就職に関する情報の個別提供等を精力的に行うことによって、

学生の人間形成とキャリア形成の両面を支える。 
英語教育や国際交流に関するプログラムは、英語教育センター、国際交流センターが実施

しており、大学間で実施される英語スピーチコンテストや留学プログラムの案内、センター

内でのイベントを通じて英語の理解を深める活動等を活発に行っている。特に本学部では、

個別指導として、1 年次は全員が授業外にネイティブ教員の指導を少人数で受講でき、2 年

次以降も継続してサポートプログラムを活用できることとしている。 
 
ウ．適切な体制の整備 
主な所管の事務部門となる「就職部」「教育研究支援センター」「ラーニングコモンズセン

ター」等との緊密な連携をもとに、学生の社会的及び職業的な自立に必要な能力の養成に努

めていく。教育研究支援センターでは資格取得の講習会等の実施を担当する。また、就職部

の系統的かつ横断的な就活サポート体制に加え、ゼミ担当教員がアドバイザーとして教育

課程内・外の取組みに際して手厚い個別相談対応及び指導を行う体制をとり、学生一人ひと

設置の趣旨（本文）－33



 

りの適性を見極めてその適性に応じた親身な指導を行う。その目的は生涯を通じた持続的

な就業力の養成にあり、学生の豊かな人間形成とキャリア設計に貢献する。 
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を
つ

く
し

、
ひ

と
の

立
場

に
立

っ
て

考
え

、
行

動
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

1
年

生
2

年
生

3
年

生
4

年
生

専 門 展 開 科 目 専 門 基 礎 科 目 大 学 共 通 科 目
教 養

【
建
学
の
精
神
】
桃
李
不
言
下
自
成
蹊
【
行
動
指
針
】
忠
恕
（
夫
子
の
道
は
忠
恕
の
み
）

M
IC

E
＆

イ
ベ

ン
ト

企
画

論

行
政

学
概

論

比
較

文
化

論

ア
ジ

ア
市

場
と

日
本

公
園

・
景

観
論

旅
行

業
取

扱
管

理
者

演
習

R
e
s
e
a
rc

h
 &

 P
re

s
e
n

ta
ti
o
n

1
R

e
s
e
a
rc

h
 &

 P
re

s
e
n

ta
ti
o
n

2

ホ
テ

ル
・

ブ
ラ

イ
ダ

ル
経

営
論

ホ
ス

ピ
タ

リ
テ

ィ
と

異
文

化
理

解

A
c
a
d

e
m

ic
 E

n
g
lis

h
1

ブ
ラ

ン
ド

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

消
費

者
行

動
論

世
界

遺
産

論
特

殊
講

義
文

化
財

論

専
門

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

ビ
ジ

ネ
ス

デ
ー

タ
分

析

N
P

O
/
N

G
O

論

商
法

職
業

指
導

競
争

戦
略

論

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
入

門
経

営
統

計
入

門

国
際

経
営

総
論

経
営

学
入

門

会
計

学
入

門
ビ

ジ
ネ

ス
会

計

特
別

リ
レ

ー
講

義

成
蹊

基
礎

演
習

1
成

蹊
基

礎
演

習
2

ス
タ

デ
ィ

ス
キ

ル
ズ

1
ス

タ
デ

ィ
ス

キ
ル

ズ
2

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
1

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
2

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
3

英
語

基
礎

Ⅰ
英

語
基

礎
Ⅱ

英
語

演
習

Ⅰ
英

語
演

習
Ⅱ

英
語

演
習

Ⅲ
英

語
演

習
Ⅳ

英
語

表
現

Ⅰ
英

語
表

現
Ⅱ

英
語

表
現

Ⅲ
総

合
英

語
A

総
合

英
語

B
総

合
英

語
C

海
外

短
期

語
学

研
修

中
国

語
入

門
Ｉ

中
国

語
入

門
II 

フ
ラ

ン
ス

語
入

門
I

フ
ラ

ン
ス

語
入

門
II

韓
国

語
入

門
I

韓
国

語
入

門
Ⅱ

【
留

学
生

科
目

】
日

本
語

演
習

1
日

本
語

演
習

2
日

本
語

演
習

3
日

本
語

演
習

４
総

合
日

本
語

【
人

間
と

智
】

人
間

と
文

学
人

間
と

宗
教

人
間

と
哲

学
人

間
と

芸
術

教
育

学
入

門
現

代
倫

理
心

理
学

概
論

考
古

学
日

本
史

概
説

外
国

史
概

説
A

I入
門

【
国

際
社

会
と

日
本

】
日

本
国

憲
法

国
際

関
係

論
人

権
と

社
会

社
会

学
概

論
多

文
化

共
生

社
会

現
代

と
社

会
福

祉
ジ

ェ
ン

ダ
ー

論
現

代
社

会
と

政
治

現
代

社
会

と
経

済
現

代
社

会
と

法
【

科
学

と
環

境
】

生
命

と
科

学
地

球
環

境
問

題
暮

ら
し

の
科

学
現

代
と

科
学

【
地

域
と

文
化

】
大

阪
の

風
土

と
文

化
京

都
の

文
化

と
芸

術
【

健
康

と
ス

ポ
ー

ツ
】

ス
ポ

ー
ツ

演
習

I 
ス

ポ
ー

ツ
演

習
II 

健
康

科
学

初 年 次 外 国 語

専
門

演
習

1
専

門
演

習
2

専
門

演
習

3
専

門
演

習
4

専
門

演
習

5
専

門
演

習
6

キ ャ リ ア

学
外

連
携

P
B

L
地

域
連

携
P

B
L
 

キ
ャ

リ
ア

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

演
習

ビ
ジ

ネ
ス

・
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
１

ビ
ジ

ネ
ス

・
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
２

ミ
ク

ロ
経

済
学

欧
米

地
域

研
究

C
o
n

v
e
rs

a
ti
o
n

 S
k
ill

s
 A

観
光

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
＆

商
品

開
発

航
空

・
運

輸
事

業
論

専 門 基 幹 科 目

人
文

地
理

旅
行

ビ
ジ

ネ
ス

論

短
期

海
外

研
修

国
際

観
光

概
論

観
光

政
策

論
観

光
資

源
論

国
際

機
関

論

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
地

域
研

究

経
営

特
論

Ⅰ
経

営
特

論
Ⅱ

レ
ベ

ニ
ュ

ー
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

サ
ー

ビ
ス

＆
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

A
c
a
d

e
m

ic
 E

n
g
lis

h
２

C
o
n

v
e
rs

a
ti
o
n

 S
k
ill

s
 B

E
n

g
lis

h
 f

o
r 

B
u

s
in

e
s
s
 2

C
o
n

v
e
rs

a
ti
o
n

 S
k
ill

s
 C

A
d

v
a
n

c
e
d

 E
n

g
lis

h
1

A
d

v
a
n

c
e
d

 E
n

g
lis

h
 2

コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン 科 目

フ
ィ

ー
ル

ド
リ

サ
ー

チ

地
域

観
光

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
１

観
光

ま
ち

づ
く

り
論

国
際

経
営

戦
略

論
国

際
貿

易
論

開
発

経
済

学

財
務

諸
表

論

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
２

G
lo

b
a
l 
M

a
rk

e
ti
n

g

専 門 演 習

科 目

【
D

P
2

(1
)次

世
代

観
光

経
営

】

【
D

P
2

(2
)事

業
別

観
光

経
営

】

【
D

P
2

(３
)観

光
政

策
】

【
D

P
2

(５
)国

際
事

業
展

開
】

【
D

P
2

(７
)国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

】

【
D

P
2

(６
)地

域
・

文
化

理
解

】

【
D

P
1

・
D

P
3

】

【
D

P
1

・
D

P
3

】

【
D

P
2

(７
)国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

】

【
D

P
2

(６
)地

域
・

文
化

理
解

】

【
D

P
2

(1
)次

世
代

観
光

経
営

】

【
D

P
2

(５
)国

際
事

業
展

開
】

【
D

P
2

(３
)観

光
政

策
】

【
D

P
1

・
D

P
3

】

【
D

P
2

(2
)事

業
別

観
光

経
営

】

【
D

P
2

(４
)地

域
振

興
】

【
D

P
2

(４
)地

域
振

興
】

【
D

P
2

(６
)地

域
・

文
化

理
解

】

【
D

P
2

(７
)国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

】

【
D

P
2

(６
)地

域
・

文
化

理
解

】

【
D

P
2

(３
)観

光
政

策
】

【
D

P
2

(４
)地

域
振

興
】

【
D

P
2

(５
)国

際
事

業
展

開
】

【
D

P
2

(1
)次

世
代

観
光

経
営

】 【
D

P
1

・
D

P
3

】

【
D

P
８

】
【

D
P

９
】

【
D

P
1

0
】

【
D

P
８

】
【

D
P

９
】

【
D

P
1

0
】

【
D

P
4

】
【

D
P

5
】

【
D

P
6

】
【

D
P

7
】

【
D

P
2

(７
)国

際
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

】

【
D

P
2

(６
)地

域
・

文
化

理
解

】

【
D

P
1

-D
P

1
0

の
統

合
的

涵
養

】

【
D

P
2

(1
)次

世
代

観
光

経
営

】

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
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国
際

観
光

学
部

国
際

観
光

学
科

に
お

け
る

履
修

モ
デ

ル

履
修

モ
デ

ル
①

　
（
国

際
観

光
）
「
日

本
の

観
光

産
業

を
取

り
巻

く
様

々
な

情
勢

の
変

化
に

対
応

し
、

持
続

的
な

発
展

が
可

能
な

新
し

い
観

光
事

業
を

実
現

で
き

る
人

材
」

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

ア
ジ

ア
市

場
と

日
本

比
較

文
化

論
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＆
商

品
開

発

世
界

遺
産

論
特

殊
講

義
G

lo
ba

l 
M

ar
ke

ti
ng

ブ
ラ

ン
ド

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

消
費

者
行

動
論

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
　

2

欧
米

地
域

研
究

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
地

域
研

究
ホ

ス
ピ

タ
リ

テ
ィ

と
異

文
化

理
解

M
IC

E
&
イ

ベ
ン

ト
企

画
論

ホ
テ

ル
・
ブ

ラ
イ

ダ
ル

経
営

論
レ

ベ
ニ

ュ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

＊

フ
ィ

ー
ル

ド
リ

サ
ー

チ
観

光
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論

専
門

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

航
空

・
運

輸
事

業
論

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
 1

サ
ー

ビ
ス

＆
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー

経
営

学
入

門
＊

国
際

観
光

概
論

＊
旅

行
ビ

ジ
ネ

ス
論

特
別

リ
レ

ー
講

義

ビ
ジ

ネ
ス

会
計

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
入

門
＊

人
文

地
理

短
期

海
外

研
修

国
際

経
営

総
論

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科

目

（
4
単

位
）

C
o
nv

er
sa

ti
o
n 

S
ki

lls
 A

C
o
nv

er
sa

ti
o
n 

S
ki

lls
 B

E
ng

lis
h 

fo
r 

B
us

in
es

s 
1

E
ng

lis
h 

fo
r 

B
us

in
es

s 
2

A
dv

an
ce

d 
E
ng

lis
h 

1
A

dv
an

ce
d 

E
ng

lis
h 

2
6

専
門

演
習

科
目

（
1
4
単

位
）

専
門

演
習

１
専

門
演

習
２

専
門

演
習

３
専

門
演

習
４

専
門

演
習

５
専

門
演

習
６

1
4

成
蹊

基
礎

演
習

1
成

蹊
基

礎
演

習
2

ス
タ

デ
ィ

ー
ス

キ
ル

ズ
１

ス
タ

デ
ィ

ー
ス

キ
ル

ズ
２

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
１

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
２

英
語

基
礎

Ⅰ
英

語
基

礎
Ⅱ

英
語

演
習

Ⅲ
英

語
演

習
Ⅳ

英
語

演
習

Ⅰ
英

語
演

習
Ⅱ

英
語

表
現

Ⅰ
英

語
表

現
Ⅱ

英
語

表
現

Ⅲ

総
合

英
語

A
総

合
英

語
B

総
合

英
語

C

人
間

と
智

（
４

単
位

）
外

国
史

概
説

A
I入

門

国
際

社
会

と
日

本

（
４

単
位

）
多

文
化

共
生

社
会

ジ
ェ

ン
ダ

ー
論

そ
の

他

（
４

単
位

）
地

球
環

境
問

題
京

都
の

文
化

と
芸

術

キ
ャ

リ
ア

科
目

（
６

単
位

）
学

外
連

携
P

B
L

キ
ャ

リ
ア

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

演
習

8

2
1

2
1

1
9

1
9

1
8

1
2

9
5

1
2
4

1
2

1
2

単
位

数

1
6

2
6

1
8

1
2

単
位

数

1
年

次
2
年

次
3
年

次
4
年

次

専
門

展
開

科
目

（
1
6
単

位
）

専
門

基
幹

科
目

（
2
4
単

位
）

専
門

基
礎

科
目

（
1
8
単

位
）

大 学 共 通 科 目

初
年

次
科

目

（
８

単
位

）

外
国

語
科

目

　
（
８

単
位

）

学 部 専 門 科 目

設置の趣旨（資料）－3
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履
修

モ
デ

ル
②

　
（
観

光
ま

ち
づ

く
り

）
「
地

域
に

お
け

る
観

光
資

源
を

発
掘

し
、

磨
き

上
げ

、
持

続
可

能
な

モ
デ

ル
と

し
て

地
域

振
興

・
地

域
活

性
を

実
現

で
き

る
人

材
」

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

世
界

遺
産

論
特

殊
講

義
比

較
文

化
論

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
＆

商
品

開
発

N
P

O
・
N

G
O

論

消
費

者
行

動
論

文
化

財
論

ブ
ラ

ン
ド

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
行

政
学

概
論

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
　

2

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

＊
地

域
観

光
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
ホ

ス
ピ

タ
リ

テ
ィ

と
異

文
化

理
解

M
IC

E
&
イ

ベ
ン

ト
企

画
論

観
光

ま
ち

づ
く
り

論
観

光
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論
経

営
特

論
Ⅰ

経
営

特
論

Ⅱ

フ
ィ

ー
ル

ド
リ

サ
ー

チ
公

園
・
景

観
論

専
門

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
 1

経
営

学
入

門
＊

国
際

観
光

概
論

＊
観

光
資

源
論

観
光

政
策

論

ビ
ジ

ネ
ス

会
計

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
入

門
＊

旅
行

ビ
ジ

ネ
ス

論
特

別
リ

レ
ー

講
義

人
文

地
理

短
期

海
外

研
修

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科

目

（
4
単

位
）

C
o
n
ve

rs
at

io
n
 S

ki
lls

 A
C

o
n
ve

rs
at

io
n
 S

ki
lls

 B
E
n
gl

is
h
 f
o
r 

B
u
si

n
e
ss

 1
E
n
gl

is
h
 f
o
r 

B
u
si

n
e
ss

 2
4

専
門

演
習

科
目

（
1
4
単

位
）

専
門

演
習

１
専

門
演

習
２

専
門

演
習

３
専

門
演

習
４

専
門

演
習

５
専

門
演

習
６

14

成
蹊

基
礎

演
習

1
成

蹊
基

礎
演

習
2

ス
タ

デ
ィ

ー
ス

キ
ル

ズ
１

ス
タ

デ
ィ

ー
ス

キ
ル

ズ
２

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
１

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
２

英
語

基
礎

Ⅰ
英

語
基

礎
Ⅱ

英
語

演
習

Ⅲ
英

語
演

習
Ⅳ

英
語

演
習

Ⅰ
英

語
演

習
Ⅱ

英
語

表
現

Ⅰ
英

語
表

現
Ⅱ

総
合

英
語

A
総

合
英

語
B

人
間

と
智

（
４

単
位

）
日

本
史

概
説

考
古

学

国
際

社
会

と
日

本

（
４

単
位

）
現

代
社

会
と

経
済

多
文

化
共

生
社

会

そ
の

他

（
４

単
位

）
京

都
の

文
化

と
芸

術
大

阪
の

風
土

と
文

化

キ
ャ

リ
ア

科
目

（
６

単
位

）
学

外
連

携
P

B
L

地
域

連
携

P
B

L
キ

ャ
リ

ア
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
演

習
10

19
17

19
21

21
15

6
6

1
2
4

10 1224 20

単
位

数

18 12

単
位

数

1
年

次
2
年

次
3
年

次
4
年

次

専
門

展
開

科
目

（
1
6
単

位
）

専
門

基
礎

科
目

(1
8
単

位
）

大 学 共 通 科 目

初
年

次
科

目

（
８

単
位

）

外
国

語
科

目

（
８

単
位

）

専
門

基
幹

科
目

(2
4
単

位
）

学 部 専 門 科 目

設置の趣旨（資料）－4



履
修

モ
デ

ル
③

　
（
国

際
ビ

ジ
ネ

ス
）
「
観

光
を

は
じ

め
と

す
る

様
々

な
産

業
に

お
い

て
、

世
界

に
視

野
を

広
げ

、
多

様
な

国
の

人
々

・
国

際
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

国
際

事
業

の
展

開
を

実
現

で
き

る
人

材
」

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

ア
ジ

ア
市

場
と

日
本

競
争

戦
略

論
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＆
商

品
開

発
N

P
O

・
N

G
O

論

消
費

者
行

動
論

G
lo

ba
l 
M

ar
ke

ti
ng

ブ
ラ

ン
ド

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
ビ

ジ
ネ

ス
デ

ー
タ

分
析

ミ
ク

ロ
経

済
学

レ
ベ

ニ
ュ

ー
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
経

営
特

論
Ⅰ

経
営

特
論

Ⅱ

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

＊
国

際
貿

易
論

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
財

務
諸

表
論

国
際

経
営

戦
略

論
開

発
経

済
学

サ
ー

ビ
ス

＆
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー

専
門

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

経
営

学
入

門
＊

国
際

観
光

概
論

＊
国

際
機

関
論

特
別

リ
レ

ー
講

義

ビ
ジ

ネ
ス

会
計

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
入

門
＊

会
計

学
入

門
国

際
経

営
総

論

人
文

地
理

経
営

統
計

入
門

短
期

海
外

研
修

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科

目

（
4
単

位
）

C
o
nv

er
sa

ti
o
n 

S
ki

lls
 A

C
o
nv

er
sa

ti
o
n 

S
ki

lls
 B

E
ng

lis
h 

fo
r 

B
us

in
es

s 
1

E
ng

lis
h 

fo
r 

B
us

in
es

s 
2

A
dv

an
ce

d 
E
ng

lis
h 

1
A

dv
an

ce
d 

E
ng

lis
h 

2
6

専
門

演
習

科
目

（
1
4
単

位
）

専
門

演
習

１
専

門
演

習
２

専
門

演
習

３
専

門
演

習
４

専
門

演
習

５
専

門
演

習
６

1
4

成
蹊

基
礎

演
習

1
成

蹊
基

礎
演

習
2

ス
タ

デ
ィ

ス
キ

ル
ズ

１
ス

タ
デ

ィ
ス

キ
ル

ズ
２

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
１

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
２

英
語

基
礎

Ⅰ
英

語
基

礎
Ⅱ

英
語

演
習

Ⅲ
英

語
演

習
Ⅳ

英
語

演
習

Ⅰ
英

語
演

習
Ⅱ

英
語

表
現

Ⅰ
英

語
表

現
Ⅱ

総
合

英
語

A
総

合
英

語
B

人
間

と
智

（
４

単
位

）
外

国
史

概
説

A
I入

門

国
際

社
会

と
日

本

（
４

単
位

）
多

文
化

共
生

社
会

ジ
ェ

ン
ダ

ー
論

そ
の

他

（
４

単
位

）
地

球
環

境
問

題
大

阪
の

風
土

と
文

化

キ
ャ

リ
ア

科
目

（
６

単
位

）
学

外
連

携
P

B
L

キ
ャ

リ
ア

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

演
習

2
1

1
9

1
9

1
5

1
9

1
7

7
7

1
2
4

1
6

2
2

1
2

1
0

1
2 82
4

単
位

数

単
位

数

1
年

次
2
年

次

大 学 共 通 科 目

初
年

次
科

目

（
８

単
位

）

外
国

語
科

目

（
８

単
位

）

専
門

基
幹

科
目

（
2
4
単

位
）

3
年

次
4
年

次

専
門

展
開

科
目

（
1
6
単

位
）

専
門

基
礎

科
目

（
1
8
単

位
）

学 部 専 門 科 目

設置の趣旨（資料）－5



国
際

観
光

学
部

国
際

観
光

学
科

に
お

け
る

履
修

モ
デ

ル
（
3
年

次
編

入
学

生
）

履
修

モ
デ

ル
①

　
（
国

際
観

光
）
「
日

本
の

観
光

産
業

を
取

り
巻

く
様

々
な

情
勢

の
変

化
に

対
応

し
、

持
続

的
な

発
展

が
可

能
な

新
し

い
観

光
事

業
を

実
現

で
き

る
人

材
」

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

世
界

遺
産

論
特

殊
講

義
G

lo
b
al

 M
ar

ke
ti
n
g

ア
ジ

ア
市

場
と

日
本

比
較

文
化

論

消
費

者
行

動
論

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
＆

商
品

開
発

ブ
ラ

ン
ド

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
　

2

欧
米

地
域

研
究

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
地

域
研

究

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
レ

ベ
ニ

ュ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

ホ
テ

ル
・
ブ

ラ
イ

ダ
ル

経
営

論
航

空
・
運

輸
事

業
論

フ
ィ

ー
ル

ド
リ

サ
ー

チ
ツ

ー
リ

ズ
ム

研
究

 1

ホ
ス

ピ
タ

リ
テ

ィ
と

異
文

化
理

解
観

光
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

＊
M

IC
E
&
イ

ベ
ン

ト
企

画
論

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科

目

（
4
単

位
）

E
n
gl

is
h
 f

o
r 

B
u
si

n
e
ss

 1
E
n
gl

is
h
 f

o
r 

B
u
si

n
e
ss

 2
2

専
門

演
習

科
目

（
1
4
単

位
）

専
門

演
習

３
専

門
演

習
４

専
門

演
習

５
専

門
演

習
６

1
0

人
間

と
智

（
４

単
位

）
多

文
化

共
生

社
会

国
際

社
会

と
日

本

（
４

単
位

）
京

都
の

文
化

と
芸

術

そ
の

他

（
４

単
位

）

キ
ャ

リ
ア

科
目

（
６

単
位

）
キ

ャ
リ

ア
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
演

習
6

21
21

14
6

6
2

単
位

数

1
6

大 学 共 通 科 目

初
年

次
科

目

（
８

単
位

）

外
国

語
科

目

（
８

単
位

）

4
年

次

2
4 4

単
位

数

1
年

次
2
年

次
3
年

次

学 部 専 門 科 目

専
門

展
開

科
目

（
1
6
単

位
）

専
門

基
幹

科
目

（
2
4
単

位
）

専
門

基
礎

科
目

（
1
8
単

位
）

設置の趣旨（資料）－6
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履
修

モ
デ

ル
②

　
（
観

光
ま

ち
づ

く
り

・
編

入
学

生
）
「
地

域
に

お
け

る
観

光
資

源
を

発
掘

し
、

磨
き

上
げ

、
持

続
可

能
な

モ
デ

ル
と

し
て

地
域

振
興

・
地

域
活

性
を

実
現

で
き

る
人

材
」

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

世
界

遺
産

論
特

殊
講

義
比

較
文

化
論

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
＆

商
品

開
発

ビ
ジ

ネ
ス

デ
ー

タ
分

析

ブ
ラ

ン
ド

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
行

政
学

概
論

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
　

2
N

P
O

・
N

G
O

論

文
化

財
論

ホ
ス

ピ
タ

リ
テ

ィ
と

異
文

化
理

解
M

IC
E
&
イ

ベ
ン

ト
企

画
論

観
光

ま
ち

づ
く
り

論
地

域
観

光
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

フ
ィ

ー
ル

ド
リ

サ
ー

チ
観

光
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

＊
ツ

ー
リ

ズ
ム

研
究

 1

専
門

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

公
園

・
景

観
論

R
e
s
e
a
r
c
h
 
&
 
P
r
e
s
e
n
t
a
t
i
o
n
 
1

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

科
目

（
4
単

位
）

E
n
gl

is
h
 f
o
r 

B
u
si

n
e
ss

 1
E
n
gl

is
h
 f
o
r 

B
u
si

n
e
ss

 2
2

専
門

演
習

科
目

（
1
4
単

位
）

専
門

演
習

３
専

門
演

習
４

専
門

演
習

５
専

門
演

習
６

10

人
間

と
智

（
４

単
位

）
考

古
学

国
際

社
会

と
日

本
（
４

単
位

）

そ
の

他
（
４

単
位

）
大

阪
の

風
土

と
文

化

キ
ャ

リ
ア

科
目

（
６

単
位

）
キ

ャ
リ

ア
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
演

習
6

21
21

10
10

6
2

単
位

数

学 部 専 門 科 目

1
年

次
2
年

次

大 学 共 通 科 目

初
年

次
科

目
（
８

単
位

）

外
国

語
科

目
（
８

単
位

）

専
門

展
開

科
目

（
1
6
単

位
）

専
門

基
幹

科
目

（
2
4
単

位
）

専
門

基
礎

科
目

（
1
8
単

位
）

単
位

数

18 22 4

3
年

次
4
年

次

設置の趣旨（資料）－7



履
修

モ
デ

ル
③

　
（
国

際
ビ

ジ
ネ

ス
・
編

入
学

生
）
「
観

光
を

は
じ

め
と

す
る

様
々

な
産

業
に

お
い

て
、

世
界

に
視

野
を

広
げ

、
多

様
な

国
の

人
々

・
国

際
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

国
際

事
業

の
展

開
を

実
現

で
き

る
人

材
」

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

ア
ジ

ア
市

場
と

日
本

競
争

戦
略

論
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＆
商

品
開

発
比

較
文

化
論

消
費

者
行

動
論

G
lo

b
al

 M
ar

ke
ti
n
g

ブ
ラ

ン
ド

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
N

P
O

・
N

G
O

論

ビ
ジ

ネ
ス

デ
ー

タ
分

析

経
営

特
論

Ⅰ
経

営
特

論
Ⅱ

国
際

経
営

戦
略

論
財

務
諸

表
論

開
発

経
済

学
国

際
貿

易
論

ミ
ク

ロ
経

済
学

サ
ー

ビ
ス

＆
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

＊
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

地
域

研
究

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科

目

（
4
単

位
）

E
n
gl

is
h
 f
o
r 

B
u
si

n
e
ss

 1
E
n
gl

is
h
 f
o
r 

B
u
si

n
e
ss

 2
2

専
門

演
習

科
目

（
1
4
単

位
）

専
門

演
習

３
専

門
演

習
４

専
門

演
習

５
専

門
演

習
６

10

人
間

と
智

（
４

単
位

）
A

I入
門

国
際

社
会

と
日

本

（
４

単
位

）
多

文
化

共
生

社
会

そ
の

他

（
４

単
位

）

キ
ャ

リ
ア

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

仕
事

と
キ

ャ
リ

ア
仕

事
と

キ
ャ

リ
ア

演
習

21
21

10
10

6
2

単
位

数

18 22 4 6

単
位

数

学 部 専 門 科 目

1
年

次
2
年

次

初
年

次
科

目

（
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インターンシップ実習予定先一覧

事業所等名 所在地 受入可能人数

茨木市 大阪府茨木市駅前三丁目8番13号 2

豊中市 大阪府豊中市中桜塚3丁目1番1号 3

川西市 兵庫県川西市中央町12番1号 5

(株)読売旅行 大阪市北区野崎町5-8 1

(株)ツーリストジャパン         大阪府高槻市白梅町4-1 西武高槻店4階 1

株式会社コングレ 大阪市中央区淡路町3-6-13 3

(株)ロイヤルホテル 大阪市北区中之島 5-3-68 2

ホテルロイヤルクラシック大阪 大阪府大阪市中央区難波4丁目3-25 1

(株)共立メンテナンス 東京都千代田区外神田2-18-8 3

CKTS㈱ 大阪府泉佐野市泉州空港北1番地 航空会社北ビル3階 3

(株)エフネス 大阪市中央区淡路町3-6-3 御堂筋MTRビル11階 1

ミズノ株式会社 大阪市住之江区南港北1-12-35 3

(株)ディ・ライツ 大阪市北区南森町2-2-9 1

北おおさか信用金庫 大阪府茨木市西駅前町9番32号 2

(株)内田洋行 東京都 中央区 新川 2丁目4番7号 1

(株)関西マツダ 大阪府大阪市浪速区桜川1-3-25 2

(株)スズキ自販近畿 大阪府豊中市服部寿町3丁目16-11 1

(株)グルメ杵屋 大阪府大阪市都島区東野田町2丁目1-38 3

(株)阪急オアシス 大阪府豊中市岡上の町2丁目2番3号 5

(株)ベアフォスターホールディングス 大阪府大阪市北区曽根崎2-5-10 4

合計 47人
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○大阪成蹊学園定年規程 
昭和44年4月1日 

制定 
 

第1条 大阪成蹊学園(以下「学園」という。)に勤務する専任教職員の定年は、次のとおり

とする。 
(1) 大学並びに短期大学の教授、准教授、講師及び助教は、満65歳とする。 
(2) 高等学校の教諭は、満62歳とする。 
(3) 幼稚園の教諭は、満60歳とする。 
(4) 事務職員、技術職員、校務員及び養護教諭は、満62歳とする。 
(5) 大学並びに短期大学において、副学長、学部長、学長補佐、学科長の役職にある教

員のうち、副学長、学部長にあっては、その教員の定年退職日の翌日から起算して、2
年を超えない範囲内で、また、学長補佐、学科長にあっては、その教員の定年退職日

の翌日から起算して、1年を超えない範囲内で期限を定め、それぞれの当該役職に従事

するために定年期限を延長することができる。但しいずれの場合も70歳を超えること

はできない。 
 

第2条 退職時期は、定年に達した日の属する年度末とする。なお、延長された期限が到

来する前に、延長事由が存しなくなった場合の退職時期は、当該年度末とする。 
 
第3条 学園の役員であって常勤する者については、この規程を適用しない。 
 
第4条 「大阪成蹊大学及びびわこ成蹊スポーツ大学の教員任期に関する規程」及び「大

阪成蹊短期大学の教員任期制に関する規程」に定める任期期間の途中であっても、学園

定年規程を優先して適用する。 
 

附 則 
平成17年3月31日現在学園に専任技術職員及び校務員として在籍している者(平成15年

度開設の大学設置申請において採用予定の者で平成17年4月1日以降に勤務する者を含

む。)は下記の規程を適用する。 
(1) 技術職員及び校務員は、満67歳とする。 
 

附 則 
この規程は、昭和44年4月1日から施行する。 
 

附 則(昭和47年4月1日) 
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この規程は、昭和47年4月1日から施行する。 
 

附 則(昭和63年4月1日) 
この規程は、昭和63年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成4年4月1日) 
この規程は、平成4年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成15年4月1日) 
この規程は、平成15年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成17年3月18日) 
この規程は、平成17年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成18年12月21日) 
この規程は、平成19年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成21年12月15日) 
この規程は、平成22年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成22年9月21日) 
この規程は、平成23年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成28年2月25日) 
この規程は、平成28年3月1日から施行する。 
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○大阪成蹊学園特別招聘教員就業規則 
平成21年1月22日 

制定 
 

(目的) 
第1条 この規程は、大阪成蹊大学、びわこ成蹊スポーツ大学及び大阪成蹊短期大学(以下

「本学」という。)の特別招聘に任用する教員(以下「特別招聘教員」という。)に関し、

必要な事項を定めることを目的とする。 
2 この規程及びこれに付随する諸規程に定められていない事項については、労働基準法、

「大阪成蹊学園就業規則」の定めによる。ただし特定の招聘教員について異なる定めを

した場合はこの限りではない。 
 

(定義) 
第2条 特別招聘教員とは、国内外において顕著な業績、高度の専門的学識又は技能を有

する者で、本学において教育研究に従事する教員として、大阪成蹊学園定年規程にかか

わらず外部から招聘し、期間を定めて雇用する教員をいう。また、外部招聘以外に、本

学教員として在籍し、顕著な教育研究上の業績を有する者や、本学の教育研究活動の進

展に寄与すると認められる者が、本学を退職した場合、教育研究業務に著しく支障があ

ると認められる場合は、退職後、特別招聘教員として、招聘する場合があり、いずれも

任期制教員の適用外とする。 
 

(採用) 
第3条 特別招聘教員の招聘は、「大学教員資格審査等委員会」の審議結果を踏まえて、学

長が理事長に上申し、理事長が決定する。 
 

(雇用契約書) 
第4条 学園は特別招聘教員の採用に際しては、次の各号に掲げる事項を記載した雇用契

約書を取り交わすものとする。 
(1) 雇用契約期間に関する事項 
(2) 就業の場所及び従事する業務に関する事項 
(3) 始業及び就業の時刻、休憩時間、休日及び休暇に関する事項 
(4) 給与に関する事項 
(5) 退職に関する事項 
(6) 安全・衛生に関する事項 
(7) 私学共済加入等に関する事項 
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(雇用期間) 
第5条 特別招聘教員の雇用期間は、原則満年齢70歳に達する年度末までを限度に、1年毎

の契約更新を行う。ただし、学部等の設置や教職課程認定等官公庁への申請等において、

必要な要件を満たす専任教員等の確保が困難な場合に限り、満70歳を超えた特別招聘教

員の採用ができることとする。その場合も、1年毎の契約更新を行うが、学部等の完成年

度の年度末までを限度とする。 
2 前項の更新の可否は当法人の経営状況、教員の勤務成績及び勤務態度等によって理事

長が決定する。 
3 更新後の雇用期間は4月1日から翌年3月31日までとする。 
4 契約更新をしない場合は、契約期間満了日の30日前までに当該教員に通知する。 

ただし、契約期間満了後に更新しないことをあらかじめ通知している場合は、この限

りではない。 
 

(教員の階層) 
第6条 特別招聘教員は、原則として教授職とする。 
 

(勤務時間) 
第7条 勤務時間は休憩時間を除き、1週間に40時間を超えないものとする。 

始業時刻及び終業時刻は、次のとおりとする。 
始業時刻 午前8時50分 
終業時刻 午後5時20分 
休憩時間は、1時間とする。 

2 業務の都合、勤務場所等により、前項と異なる定めをすることができる。 
また、休憩時間の配分は、勤務場所等によって所属長がこれを定める。 
 

(出退勤記録) 
第8条 特別招聘教員は、各人が毎日始業開始時刻及び終業時刻を勤務時間等の自己確認

記録表に記録して就業を明らかにする。 
 

(遅刻、早退、欠勤等) 
第9条 遅刻、早退又は欠勤するときは、事由を具して届出て、業務に支障を来たさぬよ

うにすること。 
2 病気欠勤が7日以上に及ぶときは医師の診断書を添付するものとする。 
 

(休日) 
第10条 特別招聘教員の休日は、次のとおりとする。 
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(1) 土日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日 
(2) 12月29日から翌年の1月3日まで 
(3) 学園創立記念日(4月20日) 
 
(休日出勤) 

第11条 業務の都合上必要とする場合は、休日に勤務させることがある。この場合は原則

として他の日に振替休日を取るものとする。 
 

(有給休暇) 
第12条 特別招聘教員には、労働基準法に定める年次有給休暇(以下「年休」という)日数

を与える。 
2 前1項の年休は、その願いがあっても業務運営上支障があると認めた場合は他の時季に

変更することがある。 
3 年休は1日又は半日を単位として請求することができる。 
4 第1項により、10日以上年休を付与される場合、5日を超える部分については、各労働

組合等との間で協定を締結したときは、その労使協定に定める時季に計画的に取得させ

ることとする。 
5 年休は、これを次年度に繰り越すことができる。ただし請求期限は2年とする。 
 

(服務規律) 
第13条 服務規律は「大阪成蹊学園就業規則」第19条に準ずるものとする。 
 
第14条 特別招聘教員は次の各号のいずれかに該当する行為をしてはならない。 

(1) 理事長の許可を受けないで、在籍のまま他事業に従事し、または労務に服すること。 
(2) 学園の名誉または信用を傷つけるような行為をすること。 
(3) 業務上の機密事項または学園が不利益となる事項をもらすこと。 
(4) 職務上の権限を超え、または専断的な行為をすること。 
(5) 学園内での政治活動、宗教活動その他教育に直接関係のない活動を理事長の許可を

得ずに行うこと。 
(6) 学園の内外を問わず職員として体面を傷つける行為をすること。 
 
(給与) 

第15条 特別招聘教員の給与は年俸制とし、その者の学歴及び業績評価等を勘案し個別に

定める。 
2 月額支給額は、年俸額の12分の1を支給する。 
3 月額で支給する給与の計算期間は当月1日から月末までとする。 
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4 給与は、毎月21日に支給する。21日が休日に当たる場合は、その前日に支給する。 
5 採用する月において、その月の雇用期間が1ヶ月に満たない場合は、当該月度の勤務日

数を基に日割計算を行う。 
6 通勤費以外の手当並びに退職金は支給しない。 
7 通勤費は「大阪成蹊学園給与規程」第17条及び第18条の規程を準用し支給する。 
 
第16条 給与は通貨で所得税、社会保険料その他法令で定められたもの等を控除して本人

が指定する銀行口座に振り込み支給する。 
 
第17条 特別招聘教員採用にあたっての提出書類は「大阪成蹊学園就業規則」第26条の規

程を準用する。 
 
第18条 特別招聘教員が雇用契約期間の途中において契約を解約し、退職しようとすると

きは、1ヶ月前までに所属長を経て退職願いを理事長宛提出するものとする。 
 
第19条 次の各号の一に該当するときは、その教員の雇用契約は解約とし、特別招聘教員

としての身分を失う。 
(1) 雇用契約の途中で、解約を申し出て承認されたとき。 
(2) 「大阪成蹊学園就業規則」第49条第2項別表第1により解雇されたとき。 
(3) 更新時、雇用契約の合意に至らなかったとき。 
 
(解約) 

第20条 特別招聘教員が次の各号のいずれかに該当するときは雇用契約を解約する。 
(1) 雇用契約期間満了で学園からの再契約の意思表示がなかったとき。 
(2) 死亡したとき。 
(3) 精神又は身体の障害については、適正な雇用管理を行ない、雇用の継続に配慮して

もなおその障害により業務に耐えられないと認められたとき。 
(4) 勤務態度または能力・適正が著しく劣るとき、及び注意・指導を受けて直らないと

き。 
(5) 第13条及び第14条の服務規程に違反したとき。 
(6) 無断欠勤が14日に及んだとき。 
(7) 成年被後見人または被保佐人になったとき。 
(8) 禁固刑以上の刑に処せられたとき。 
(9) 事業の運営上止むを得ない事情又は天変地異、その他これに準ずる止むを得ない事

情により、事業の継続が不可能になったとき。 
(10) その他、「大阪成蹊学園就業規則」第49条第2項別表第1に規定する非違行為のいず
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れかに該当するとき。 
 
(解約の予告) 

第21条 契約を解約するときには、30日前に予告するかまたは30日分の平均賃金を支給す

る。平均賃金を支給したときは、その日数を予告すべき日数より減ずる。 
ただし、前条1号から3号による場合はこの限りではない。 
 

(解約の制限) 
第22条 次の場合は解約をしない。ただし、行政官庁の認定を受けた場合は、この限りで

はない。 
(1) 業務上の負傷、疾病により就業できない期間及びその後の30日間。 
(2) 女性については産前6週間(多胎妊娠の場合は14週間)、産後8週間内の当該休業期間

中及びその後30日間。 
 
(解約の特例) 

第23条 第20条9号及び10号に該当するときは第21条の規程にかかわらず、即時解約する。 
 

(退職後の責務) 
第24条 退職又は解雇された特別招聘教員は、在職中に知りえた秘密を他に漏らしてはな

らない。 
 

(病者の就業禁止) 
第25条 学園は特別招聘教員が、次の各号のいずれかに該当するときは、医師の判断によ

り就業を禁止する。 
(1) 法定伝染病にかかっている場合 
(2) 著しく伝染の危険がある疾病にかかっている場合 
(3) 前各号の擬似患者または就業により疾病が悪化する恐れのある場合 
(4) その他の疾病で就業が不適当と認められた場合 
 
(安全及び衛生) 

第26条 特別招聘教員は、安全、衛生及び健康確保について、関係法令ほか、学園の指示

を守るとともに、学園が行う定期健康診断の受診、その他安全衛生に関する措置に互い

に協力しなければならない。 
 

(医師の指示) 
第27条 公衆衛生上、医師が予防医学的措置を必要と認めたときは、特別招聘教員は医師
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の指示に従う。 
 

(業務上の災害補償) 
第28条 特別招聘教員が業務上負傷し、又は疾病にかかった場合は、労働者災害補償保険

法の規定するところにより補償を受ける。 
2 前項の補償が行われるときは、学園は労働基準法上の補償の責を免れる。 
 
第29条 この規程の改廃は理事会にて行う。 
 

附 則 
この規則は、平成21年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成22年7月20日) 
この規則は、平成22年7月20日から施行する。 
 

附 則(平成23年2月15日) 
この規則は、平成23年4月1日より施行する。 
 

附 則(平成24年11月22日) 
この規則は、平成24年12月1日から施行する。 
 

附 則(平成27年4月23日) 
この規則は、平成27年4月23日から施行する。 
 

附 則(平成27年9月24日) 
この規則は、平成27年9月24日から施行する。 
 

附 則(平成29年4月27日) 
この規則は、平成29年4月27日から施行する。 
 

附 則(平成31年1月24日) 
この規則は、平成31年4月1日より施行する。 

 

設置の趣旨（資料）－17



南
雄

司
 

坂
井

純
子

  

国
際

観
光

学
部

国
際

観
光

学
科

時
間

割
等

計
画

（
前

期
）

学
年

授
業

科
目

名
担

当
者

名
教

室
学

年
授

業
科

目
名

担
当

者
名

教
室

学
年

授
業

科
目

名
担

当
者

名
教

室
学

年
授

業
科

目
名

担
当

者
名

教
室

学
年

授
業

科
目

名
担

当
者

名
教

室

１
・

２
会

計
学

入
門

笠
岡

恵
理

子
G

42
２

・
３

ミ
ク

ロ
経

済
学

本
間

哲
也

G
41

１
・

２
国

際
機

関
論

杉
田

米
行

52
5

２
・

３
年

観
光

ま
ち

づ
く

り
論

原
田

弘
之

G
21

2
専

門
演

習
１

中
野

毅
42

5

３
・

４
ツ

ー
リ

ズ
ム

研
究

２
金

蘭
正

52
0

２
・

３
Re

se
ar

ch
 &

 P
re

se
nt

at
io

n1
デ

イ
ヴ

ィ
ス

恵
美

G
21

２
・

３
ホ

テ
ル

・
ブ

ラ
イ

ダ
ル

経
営

論
島

雅
則

G
22

２
・

３
開

発
経

済
学

本
間

哲
也

52
5

2
専

門
演

習
１

金
蘭

正
53

6

2
専

門
演

習
１

本
間

哲
也

53
5

2
専

門
演

習
１

西
釜

義
勝

41
4

３
・

４
世

界
遺

産
特

殊
講

義
松

田
充

史
大

塚
正

博
G

42
２

・
３

国
際

観
光

研
究

特
別

科
目

国
枝

よ
し

み
G

41
１

・
２

旅
行

ビ
ジ

ネ
ス

論
松

田
充

史
G

31
２

・
３

旅
行

業
務

取
扱

管
理

者
演

習
松

田
充

史
G

31
２

・
３

En
gl

is
h 

fo
r B

us
in

es
s1

坂
井

純
子

G
42

３
・

４
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＆
商

品
開

発
西

釜
義

勝
30

3P
C

３
・

４
ブ

ラ
ン

ド
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

中
野

毅
G

11
３

・
４

ア
ジ

ア
市

場
と

日
本

平
賀

富
一

G
32

２
・

３
経

営
特

論
Ⅰ

平
賀

富
一

53
8

4
専

門
演

習
5

松
田

充
史

３
・

４
Ad

va
nc

ed
 E

ng
lis

h1
21

0
3

専
門

演
習

3
松

田
充

史

2
Ac

ad
em

ic
 E

ng
lis

h1
  

坂
井

純
子

G
24

4
専

門
演

習
5

金
蘭

正
３

・
４

職
業

指
導

G
14

3
専

門
演

習
3

金
蘭

正

2
Ac

ad
em

ic
 E

ng
lis

h1
  

デ
ィ

ヴ
ィ

ス
恵

美
G

25
4

専
門

演
習

5
中

井
郷

之
２

・
３

Re
se

ar
ch

 &
 P

re
se

nt
at

io
n1

デ
イ

ヴ
ィ

ス
恵

美
G

21
3

専
門

演
習

3
中

井
郷

之

4
専

門
演

習
5

平
賀

富
一

3
専

門
演

習
3

平
賀

富
一

4
専

門
演

習
5

国
枝

よ
し

み
3

専
門

演
習

3
国

枝
よ

し
み

4
専

門
演

習
5

西
釜

義
勝

3
専

門
演

習
3

西
釜

義
勝

１
・

２
観

光
資

源
論

原
田

弘
之

52
2

１
・

２
ビ

ジ
ネ

ス
会

計
笠

岡
恵

理
子

G
22

２
・

３
フ

ィ
ー

ル
ド

リ
サ

ー
チ

原
田

弘
之

30
1P

C
２

・
３

欧
米

地
域

研
究

東
出

加
奈

子

杉
田

米
行

G
41

２
・

３
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

西
釜

義
勝

20
5P

C

２
・

３
ホ

ス
ピ

タ
リ

テ
ィ

と
異

文
化

理
解

金
蘭

正
20

1
2

Ac
ad

em
ic

 E
ng

lis
h1

坂
井

純
子

G
24

１
・

２
人

文
地

理
小

島
大

輔
G

32
３

・
４

Co
nv

er
sa

tio
n 

Sk
ill

sC
ジ

ョ
ン

ス
ト

ン
G

25
１

・
２

経
営

学
入

門
西

釜
義

勝
52

0

2
Ac

ad
em

ic
 E

ng
lis

h1
デ

ィ
ヴ

ィ
ス

恵
美

G
25

２
・

３
国

際
経

営
戦

略
論

平
賀

富
一

52
2

２
・

３
Co

nv
er

sa
tio

n 
Sk

ill
sA

フ
ロ

ン
ク

G
34

３
・

４
消

費
者

行
動

論
中

井
郷

之

国
枝

よ
し

み
G

22

1
短

期
海

外
研

修
デ

イ
ヴ

ィ
ス

恵
美

G
22

２
・

３
専

門
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ

松
田

充
史

島
雅

則
中

野
毅

本
間

哲
也

３
０

０

５
(１

６
：

５
０

～
１

８
：

３
０

)

集
中木 金火 水月

30
1P

C
20

5P
C

20
3P

C
21

3P
C

30
3P

C
20

3P
C

40
2P

C
30

1P
C

１
限

（
８

：
５

０
～

１
０

：
３

０
）

２
（

１
０

：
４

０
～

１
２

：
２

０
）

３
（

１
３

：
１

０
～

１
４

：
５

０
）

４
（

１
５

：
０

０
～

１
６

：
４

０
）

設置の趣旨（資料）－18

yamauchi-y
テキスト ボックス


yamauchi-y
テキスト ボックス
【資料７】



坂
井

純
子

 

国
際

観
光

学
部

国
際

観
光

学
科

時
間

割
等

計
画

（
後

期
）

学
年

授
業

科
目

名
担

当
者

名
教

室
学

年
授

業
科

目
名

担
当

者
名

教
室

学
年

授
業

科
目

名
担

当
者

名
教

室
学

年
授

業
科

目
名

担
当

者
名

教
室

学
年

授
業

科
目

名
担

当
者

名
教

室

１
・

２
観

光
政

策
論

原
田

弘
之

G
42

２
・

３
サ

ー
ビ

ス
＆

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

三
浦

玉
緒

20
5P

C
３

・
４

行
政

学
概

論
大

島
博

文
G

31
１

・
２

経
営

統
計

入
門

海
野

大
52

5

３
・

４
比

較
文

化
論

東
出

加
奈

子
G

43
３

・
４

N
PO

・
N

G
O

論
杉

田
米

行
G

41
２

・
３

Re
se

ar
ch

 &
 P

re
se

nt
at

io
n2

デ
ィ

ヴ
ィ

ス
恵

美
G

13

２
・

３
地

域
観

光
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
松

田
充

史
G

41
２

・
３

ツ
ー

リ
ズ

ム
研

究
１

東
出

加
奈

子
中

井
郷

之
52

0
１

・
２

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
入

門
中

井
秀

樹
52

5
２

・
３

国
際

貿
易

論
杉

田
米

行
52

5
２

・
３

Re
se

ar
ch

 &
 P

re
se

nt
at

io
n2

デ
ィ

ヴ
ィ

ス
恵

美
G

13

２
・

３
公

園
・

景
観

論
原

田
弘

之
G

11

３
・

４
競

争
戦

略
論

西
釜

義
勝

52
0

１
・

２
国

際
観

光
概

論
金

蘭
正

G
43

２
・

３
航

空
・

運
輸

事
業

論
中

野
毅

52
2

２
・

３
商

法
橋

谷
聡

一
G

25
3

専
門

演
習

４
松

田
充

史
4

専
門

演
習

6
松

田
充

史

２
・

３
経

営
特

論
Ⅱ

平
賀

富
一

20
1

2
Ac

ad
em

ic
 E

ng
lis

h2
 

坂
井

純
子

G
24

３
・

４
G

ro
ba

l m
ar

ke
tin

g
国

枝
よ

し
み

G
33

3
専

門
演

習
４

金
蘭

正
4

専
門

演
習

6
金

蘭
正

2
Ac

ad
em

ic
 E

ng
lis

h2
 

デ
ィ

ヴ
ィ

ス
恵

美
G

25
２

・
３

Co
nv

er
sa

tio
n 

Sk
ill

sB
フ

ロ
ン

ク
G

35
3

専
門

演
習

４
中

井
郷

之
4

専
門

演
習

6
中

井
郷

之

3
専

門
演

習
４

平
賀

富
一

4
専

門
演

習
6

平
賀

富
一

3
専

門
演

習
４

国
枝

よ
し

み
4

専
門

演
習

6
国

枝
よ

し
み

3
専

門
演

習
４

西
釜

義
勝

4
専

門
演

習
6

西
釜

義
勝

２
・

３
レ

ベ
ニ

ュ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

島
雅

則
G

22
３

・
４

ビ
ジ

ネ
ス

デ
ー

タ
分

析
海

野
大

20
5P

C
２

・
３

En
gl

is
h 

fo
r B

us
in

es
s2

坂
井

純
子

G
41

３
・

４
Ad

va
nc

ed
 E

ng
lis

h2
21

0
２

・
３

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
地

域
研

究
国

枝
よ

し
み

G
41

２
・

３
財

務
諸

表
論

笠
岡

恵
理

子
21

1
２

・
３

観
光

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

金
蘭

正
G

22

１
・

２
国

際
経

営
総

論
平

賀
富

一
G

41
2

Ac
ad

em
ic

 E
ng

lis
h2

坂
井

純
子

G
24

２
・

３
M

IC
E＆

イ
ベ

ン
ト

企
画

論
松

田
充

史
G

21
2

専
門

演
習

２
中

野
毅

42
4

１
・

２
特

別
リ

レ
ー

講
義

平
賀

富
一

52
2

2
Ac

ad
em

ic
 E

ng
lis

h2
 

デ
ィ

ヴ
ィ

ス
恵

美
G

25
2

専
門

演
習

２
金

蘭
正

20
3P

C
３

・
４

文
化

財
論

原
田

弘
之

53
8

2
専

門
演

習
２

本
間

哲
也

21
3P

C

2
専

門
演

習
２

西
釜

義
勝

30
1P

C

集
中

２
・

３
専

門
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ

松
田

充
史

島
雅

則
中

野
毅

本
間

哲
也

３
０

０

５
(１

６
：

５
０

～
１

８
：

３
０

)

20
5P

C
20

3P
C

30
1P

C
30

3P
C

40
2P

C

１
（

８
：

５
０

～
１

０
：

３
０

）
２

（
１

０
：

４
０

～
１

２
：

２
０

）
３

（
１

３
：

１
０

～
１

４
：

５
０

）
４

（
１

５
：

０
０

～
１

６
：

４
０

）

20
5P

C
20

3P
C

30
3P

C
40

2P
C

金水 木月 火

設置の趣旨（資料）－19



学生の確保の見通し等を記載した書類 目次 
 
（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 
①学生の確保の見通し                               
ア．定員充足の見込み                                    …p.2 
イ．定員充足の根拠となる客観的なデータの概要                        …p.4 
ウ．学生納付金の設定の考え方                                                      …p.7 

 
②学生確保に向けた具体的な取組状況                             …p.8 

 
（２）人材需要の動向等社会の要請 
①人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）                   …p.9 
②上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 …p.10 

 

学生確保（本文）－1



 

 

 
学生の確保の見通し等を記載した書類 
 
（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 
①学生の確保の見通し 
ア．定員充足の見込み 

大阪成蹊大学は、平成 15(2003)年に開学して以来、建学の精神「桃李不言下自成蹊（徳
が高く、尊敬される人物のもとには徳を慕って人々が集まってくるという意味）」に基づき、
「幅広く深い教養と総合的な判断力を備えた豊かな人間性を培うとともに、深く専門の学
芸を教授研究し、実践的な専門教育に重きを置く大学教育を施し、実社会において知的、道
徳的及び応用的能力を展開し得る人材の育成（大阪成蹊大学学則第 1 条）」を目的として、
専門性と人間力を兼ね備えた多くの人材を輩出してきた。教育の質の保証や特色化に係る
全学的な改革を様々に推進してきた結果、現経営学部国際観光ビジネス学科における志願
者数の推移は【図表 1】のとおりとなっており、平成 30(2018)年の開設以来一定の志願倍
率を維持していることがわかる。 

 
国土交通省観光庁による平成 15(2003)年の「ビジット・ジャパン事業」の取組み以降、

訪日外客数の増加が始まり、特に平成 23(2011)年以降、急激に訪日外客数が増加してきた。
平成 27(2015)年末には訪日外国人が約 2,000 万人となり、経済発展の著しいアジア諸国の
台頭、令和 2(2020)年に予定されていた東京オリンピック・パラリンピックといった国家的
イベントの開催決定等を勘案し、訪日外国人受け入れ目標は令和 2 年(2020)年に 4,000 万
人、令和 12(2030)年に 6,000 万人へと上方修正されることとなった。その後、平成 31(2019)
年 1 月から 12 月における訪日外客数は約 3,200 万人となっていることからもわかるよう
に、順調に訪日外客数は増加してきた。また国土交通省観光庁による観光統計の「訪日外国
人消費動向調査 2019 年全国調査結果（確報）」によると、令和元(2019)年の訪日外国人旅
行消費額は過去最高の約 4.8 兆円を記録して、1.1 兆円であった平成 24(2012)年以降、7 年
連続で対前年増を記録していることからも、わが国におけるインバウンド需要の急激な成
長を確認することができる。一方で、観光経営人材や企業のグローバル化に対応できる人材
の育成は不十分あることがしばしば指摘されてきた。そして、こうしたインバウンド需要の
拡大や急速なグローバル化のなかでめざされていた人材像とその需要は、今後さらに変化
していくことが予測される。 

観光庁「旅行・観光消費動向調査 2019 年年間値（確報）」によれば、日本人国内宿泊旅
行・日本人国内日帰り旅行額の合計は約 22 兆円に上り、訪日外国人旅行者の旅行消費額 4.8
兆円を大きく上回る結果となった。今後、インバウンド需要の回復にある程度の時間が必要
となる場合であっても、まず国内の旅行・観光を活性することが日本の観光業の未来にとっ
て極めて重要である。また、日本政策投資銀行・公益財団法人日本交通公社「訪日外国人旅
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行者の意向調査」によると、アフターコロナにおいて旅行したい国や地域に関する調査では、
日本への旅行がアジア居住者の間で第 1 位、欧米豪居住者の間で第 2 位となり、世界中で
多くの人々が日本を再び訪れたいと思っていることが明らかとなっている。従来より旅行
者の約 6 割がリピーターであることからわかるように、リピート率が高いのも日本の大き
な特徴で、国境の往来が緩和されるにつれて、これまで以上のインバウンド需要が期待され
ている。こうしたことから分かるのは、新しい観光のあり方を模索しながら、国内の需要喚
起から始め、来るインバウンド需要の回復期に向けて十分な準備をすることが非常に重要
だということである。令和 2(2020)年 12 月に公表された観光戦略実行推進会議「感染拡大
防止と観光需要回復のための政策プラン」によると、感染拡大防止策の徹底を大前提にして、
当面の観光需要の回復を担う日本人国内旅行の需要を強力に喚起しつつ、本格的なインバ
ウンド回復に備えた取組みを進めることとなった。そのなかでは、「国内外の観光客を惹き
つける滞在コンテンツ充実」として、地域に残る縦割りの打破と地域に眠る観光資源の磨き
上げ、高付加価値・滞在型コンテンツの造成、デジタル技術を活用したコンテンツ磨き上げ
や、「観光地の受入環境整備」として観光地等における多言語対応、最先端技術を活用した
ストレスフリーな旅行の実現、また事業者間での連携・協業による収益性の拡大、公共施設
の魅力と収益力を向上するための民間活力の導入など、既存の観光様態における様々な変
革の必要性が掲げられている。現下の状況で、こうした変革を担うことのできる国際観光人
材は、観光関連産業をはじめとする企業や自治体において十分に育っているとは言い難く、
今後極めて人材需要が高まる分野であると考えられる。 
 

上記の、開設以降の進学ニーズや社会における人材要請の急速な高まりを鑑みて、国際観
光学部を新たに立ち上げ、入学者確保の見通しと、専任教員数、教室等の施設・設備の状況、
きめ細かい学生指導等を可能にするクラス編成等を勘案して、現国際観光ビジネス学科と
同様に入学定員を 80 人とする。入学定員充足の根拠は、冒頭にて記載の現国際観光ビジネ
ス学科の近年の募集状況【図表 1】に加え、全国の私立大学の同規模大学の志願動向【図表
2】、大阪府の私立大学の志願動向【図表 3】、全国の私立大学の同系統学部の志願動向【図
表 4】、大阪府の 18 歳人口の推移に伴う令和 12(2030)年度の志願者傾向の予測（p.6 にて記
載）、近隣等競合校の募集状況【図表 6】【図表 7】、併設の大阪成蹊女子高等学校から現国際
観光ビジネス学科への進学者数の推移【図表 8】、そして収容定員の変更を予定する令和
4(2022)年度入学者募集において大学進学時期を迎える高校 2 年生に対してその進学希望を
明らかにするために実施したアンケート調査の結果【資料 1】等としている。 

全国の私立大学のうち、本学と同規模となる入学定員が 600 人以上 800 人未満の大学の
進学状況の推移は【図表 2】のとおりとなっており、志願倍率は順調に推移し、平成 29(2017)
年度以降は入学定員を安定的に充足していることがわかる。さらに、大阪府に所在する学部
（私立大学）の進学状況の推移は【図表 3】のとおりとなっており、10 倍前後の志願倍率を
維持しながら、毎年入学定員を安定的に充足していることがわかる。大阪府に所在する学部
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（私立大学）への令和 2(2020)年度の志願倍率は 11.78 倍となり、同調査における地域分類
のなかでは最も高い志願倍率となった。また長期的な定員充足の見通しを明らかにするも
のとして、大阪府の 18 歳人口は令和 2(2020)年度の 81,797 人から令和 12(2030)年度の
71,375 人へと推移することが見込まれているが、現下の志願状況や次に記載の高校生の進
学希望を明らかにするアンケート調査の結果等に対してこうした 18 歳人口の減少率を考慮
しても、長期的に一定の志願者数を確保できることが見込まれる。 

より詳細な進学ニーズを把握し、学部設置後の定員充足の見通し等を明らかにすること
を目的として、令和 4(2022)年度入学者募集において大学進学時期を迎える高校 2 年生に対
してその進学希望を明らかにするアンケート調査を実施した。計 94 校 16,601 人から回答
を得、「問 1 あなたは大阪成蹊大学の以下の学部・学科・専攻へ進学したいと思いますか（あ
てはまるもの 1 つにマーク）」という設問に対して「国際観光学部国際観光学科（仮称・設
置構想中）へ進学したい」と回答した人数は 417 人となっており、計画する入学定員を超
える結果となっている。こうした調査結果は、令和 4(2022)年度以降、各学部等において安
定して定員を充足する見込みがあることを明らかにするものである（【資料 1】株式会社 高
等教育総合研究所「大阪成蹊大学 令和 4 年度の収容定員増に係るニーズアセスメント調査
報告書」参照）。 

 
これらを含め、詳細な定員充足の見込みは「イ．定員充足の根拠となる客観的なデータの

概要」に記載のとおりである。学部設置後の入学定員は充足の見込みとともに、教育研究環
境の充実と質の担保を可能にするものとして設定するものである。今後も、教育研究活動の
充実を図り、入試改革・学生募集活動にも一層の力を入れ、志願者・入学者の継続的な確保
に努め、安定した学生確保を行っていく。なお、この学部設置後の入学定員は後に示すとお
り、客観的データに基づき算出したものであることから確実に充足する見込みであるとと
もに、大阪府の 18 歳人口の推移と志願傾向の推移予測が示すよう、長期的かつ安定的に学
生を確保できる見通しである。 
 
イ．定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

国際観光学部は、現在の経営学部国際観光ビジネス学科を基礎として設置するものであ
り、入学定員も現在と同規模の 80 人を予定している。国際観光学部の基礎となる経営学部
国際観光ビジネス学科の開設以来の募集状況は【図表 1（再掲）】のとおりである。とりわ
け経営的な観点から「観光」を捉えて学ぶことのできる学科が近隣の大学に少なく、2 度の
留学や英語の個別指導を通じて、グローバルな視点と語学力を備えたビジネス人材をめざ
すことのできる教育内容に対する評価と進学ニーズの高まりは当初の想定を上回るもので
あった。令和 3(2021)年度には志願倍率を下げることとなったものの、開設以来一定の支持
を得ているなかで今回の学部を設置するものと考えている。 
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現在、日本の基幹産業に位置づけられる観光業が大きな転換点を迎えており、持続可能な
新たな観光ビジネスモデルを構築することのできる人材の育成が急務となっているところ、
今年度の志願者数の変動が本年度限りのものであるのか、また新たな設置を予定している
学部に対してはどの程度の進学ニーズがあるのか、学部設置後のより詳細な高校生の進学
動向を明らかにする目的でアンケート調査を実施した。アンケートの実施にあたっては、調
査を依頼する高校を次の条件で抽出している。 

①令和２(2020)年度入試において、本学への志願者或いは入学者の実績がある高校 
②主に大阪北部等に所在する本学への通学に便利な高校 
 
①については、本学所有のデータにより抽出し、②については、高校の所在地が大阪府北

部各市等及び、大阪市、京都市、兵庫県（神戸市以東）とした。上記の条件を満たした高校
94 校の高校生 16,601 人から回答を得た。なお調査にあたっては公平性を担保するために、
第三者機関である株式会社高等教育総合研究所に調査・分析を依頼した。 

調査にあたっては、学部・学科等の名称、開設年度、養成する人材像、想定する主な進路、
設置場所（アクセス）、学生納付金、競合する大学及び学部の名称等を中心に、高校生が当
該アンケートに回答するにあたって必要な情報を明示し、実施している。また、前述のとお
り、他の学科の収容定員変更に際しても進学希望アンケート調査を実施しているが、回答者
である高校生の負担への配慮及び、正確な進学希望者数を把握するために回答の重複を排
除することを目的として同一のアンケート用紙を使用している。 

調査の結果、問 1 の設問において「国際観光学部国際観光学科（仮称・設置構想中）へ進
学したい」と回答した高校生は 417 人となった。単に観光サービスの従事者ではなく、ア
ンケート内の人材像に示した本学部の育成する人材像「現代の社会・経済・経営・情報環境
の下で求められる『グローバル化が進む産業及び観光関連産業に係るビジネスとマネジメ
ントに関する基礎的能力とスキル』及び『国際コミュニケーションに関する基礎的能力とス
キル』を備え、持続可能な観光経営モデルの創出や地域における観光政策・観光振興、グロ
ーバル市場を視野に入れた国際ビジネスの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関
連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材」という教育目的に対する
共感や、観光産業・グローバル産業の新たな発展を担うことのできる人材の重要性に対する
認識を持ち、留学・海外研修を契機とするグローバル人材をめざす学びに対する関心を強く
持っていることが推察される。国際観光学部の計画する入学定員 80 人に対して約 5.2 倍と
なる回答を得ており、学部設置後の入学定員を充足できる根拠となる調査結果であった（再
掲：【資料 1】株式会社 高等教育総合研究所「大阪成蹊大学 令和 4 年度の収容定員増に係
るニーズアセスメント調査報告書」参照）。 
 
 こうした調査結果も踏まえながら、全国的な動向等についても明らかにしていきたい。平
成 28(2016)年度から令和 2(2020)年度の各年度における私立大学への全国的な進学状況に
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ついて、日本私立学校振興・共済事業団によって公表された「私立大学・短期大学等入学志
願動向」をもとに確認する。 
 まず、全国の私立大学のうち、本学と同規模にあたる「入学定員が 600 人以上 800 人未
満」の大学の志願動向は【図表 2（再掲）】のとおりであり、平成 28(2016)年度に 43 校、
令和 2(2020)年度には 47 校あり、志願倍率は上昇を続けながら、平成 29(2017)年度以降入
学定員を安定的に充足していることがわかる。 
 また、同資料によると、本学の所在する大阪府に設置されている学部（私立大学）の志願
動向は【図表 3（再掲）】のとおりであり、平成 28(2016)年度に 153 学部、令和 2(2020)年
度に 165 学部あるが、10 倍前後の志願倍率を維持しながら、毎年入学定員を安定的に充足
していることがわかる。大阪府に所在する学部（私立大学）への令和 2(2020)年度の志願倍
率は 11.78 倍となり、同調査における地域分類のなかでは最も高い志願倍率となった。 
 さらに、同資料によると、全国の私立大学における、本学部と同系統の学部である経営学
部の志願者数は【図表 4（再掲）】のとおりである。この 5 年間で約 8 万人の増加があるこ
とからも、学問分野としての進学ニーズの高まりが伺える。 

このように、大学の規模、所在する地域、学部の系統のいずれの観点から見ても、本学部
と同様の条件を満たす私立大学への進学希望の高まりが確認される。 
  

次に、本学の所在地である大阪府における 18 歳人口の推移をもとに、より長期的な志願
者の動向を確認する。リクルート進学総研が令和 2（2020）年 1 月にマーケットリポートと
して公表した「18 歳人口予測 大学・短期大学・専門学校進学率 地元残留率の動向 近畿版
-滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県-」によれば、大阪府において、令和
3(2021)年度入試の対象となった令和 2(2020)年度の 18 歳人口は 81,797 人であり、さらに
10 年後にあたる令和 13(2031)年度入試の対象となる令和 12(2030)年度の 18 歳人口は
71,375 人となることが見込まれている。令和 2(2020)年度の大阪府の 18 歳人口 81,797 人
のうち約 0.3％にあたる 251 人が、令和 3(2021)年度入試における現国際観光ビジネス学科
への志願者数であるが、人口に対する志願率を基にして令和 12(2030)年度入試の志願者数
を算出すると、214 人の志願者数が推計される（【資料 2】「18 歳人口予測（全体：近畿：
2019～2031 年）」（抜刷）出典：リクルート進学総研「18 歳人口予測 大学・短期大学・専
門学校進学率 地元残留率の動向 近畿版-滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌
山県-」参照）。こうした推計に加え、先述した全国の 600 人以上 800 人未満の規模の私立
大学や大阪府所在の学部、同系統である全国の経営学部における安定した募集状況と、先述
の高校 2 年生を対象とする進学希望調査の結果等を踏まえると、より長期的かつ安定的な
志願者及び入学者の確保が見込まれる。 
 
 次に競合校の状況について確認する。本学では毎年、新入生に対してアンケート調査を実
施しており、同調査のなかで本学以外の大学のオープンキャンパスへの参加状況を明らか
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にしている。現国際観光ビジネス学科は経営学部に設置されており、また学士（経営学）の
学位を授与しているが、国際観光学部においても経営学を中心的な学問分野とし、学士（経
営学）の学位を授与するものである。令和 2(2020)年度における本学経営学部の新入生アン
ケート調査によって得られた、本学以外の大学のオープンキャンパスへの参加状況は【図表
5】のとおりである。上位 10 校のうち 9 校が本学経営学部と同系統の学問分野を扱う学部・
学科を設置しており、いずれも本学の所在する大阪府及び近隣の府県の大学であることが
わかる。また、これら 9 校の学部・学科における令和 2(2020)年度入試の募集状況は【図表
6】のとおりであり、近隣のいずれの競合大学においても一定の志願者数を確保しているこ
とがわかる。また、9 校の合計では、入学定員 4,073 人に対して志願者数が 76,901 人、入
学者数が 4,157 人、入学定員充足率が 1.02 倍となっており、本学部の競合校全体を俯瞰し
てみても募集状況は極めて安定していることがわかる。 
 
 さらに、同様の名称の学部という観点から見れば「国際観光学部」の名称の学部を有する
大学は全国に 3 校あり、また観光をフィールドとする学びを擁する学科等を持つという観
点から見た場合に該当する近隣の大学は他に 5 校が確認される。各校の令和 2(2020)年度募
集状況は【図表 7】のとおりであり、いずれも一定の志願者を確保していることがわかる。
また、8 校の合計では、入学定員 1,211 人に対して志願者数が 12,432 人、入学者数が 1,305
人、入学定員充足率が 1.07 倍となっており、本学部の競合校全体を俯瞰してみても募集状
況は極めて安定していることがわかる。 
 

また、併設の大阪成蹊女子高等学校の普通科には国際観光レーンがあり、2 年次以降、国
際的な視座から観光分野に関連した学習を行う機会を用意している。併設高校から国際観
光ビジネス学科への内部進学者数の推移は【図表 8】のとおりであり、年度によって若干の
ばらつきがあるものの近年では 10 人前後から 20 人前後が入学している。今後も国際観光・
国際経営分野の学びへの興味・関心を醸成するよう高大連携を一層推進することで、国際観
光学部への一定数の内部進学者数を見込むことができる。 
 

以上のとおり、現国際観光ビジネス学科の直近 4 ヵ年の募集状況や近隣等高等学校の高
校生に対する進学希望アンケート調査の実施結果、本学国際観光学部と同様の条件を満た
す私立大学への進学希望の高まり、18 歳人口の推移をもとに予想される令和 13(2031)年度
入試における本学国際観光学部の志願者数の予測、近隣等競合校における令和 2(2020)年度
入試の募集状況、併設の高校からの内部進学の状況等を踏まえると、国際観光学部の入学定
員 80 人を安定的に充足することが見込まれる。 
 
ウ．学生納付金の設定の考え方 

国際観光学部の学生納付金は、現国際観光ビジネス学科と同様に、入学金 25 万円、授業
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料等 116 万円、初年度納付金 141 万円を基本としている。競合する学部等における学生納
付金は【図表 9】のとおりであり、他校に比しても適切な金額であると考えている。 
 
②学生確保に向けた具体的な取組状況 

本学園では平成 22(2010)年度から現理事長が就任し、経営陣を刷新するとともに、学園
の諸改革に着手した。特に、学生募集については、組織の整備（募集本部、入試企画部、入
試広報部、入試事務部、広報部の設置）、陣容強化（担当理事制、本部長職、2 部長制の導
入）、募集要員の増員、教職協働組織の立上げ（理事長、学長をはじめ、教職員幹部が全員
参加する募集強化対策会議を月 1 回の定例開催）等募集業務全般の見直しを行った。その
結果として、本学及び併設の大学、短期大学の入学定員及び、志願者数、入学者数は【図表
10】のとおり推移しており、各種改革の成果が着実に上がっていることがわかる。なお近年
では、学力の３要素を踏まえた受験者に分かりやすいアドミッション・ポリシーへの改訂や、
人間力・学力の３要素を多面的に測るための面接票・面接方法の開発、面接評価担当者への
FD 研修の充実、各評価書類における評価方法・評価の観点の明確化など、全学的な入試改
革を様々に進めており、今後も一層の入試改革に取り組んでいきたいと考えている。 
 

上記の募集状況は以下の学生確保に向けた各取組みの成果であると考えている。 
―高校訪問 
 前述のとおり、組織の整備や担当役員の配置、募集担当者の増員等と教職協働組織の立上
げ等により、近隣高校への訪問等募集活動を強化した。高校訪問は、教員と職員が連携して
行い、訪問機会を増やしながら、学部の学びや入試方法等の説明を丁寧に行うことで、本学
に対する理解を深めている。 
 
―オープンキャンパス 
 本学では、例年 3 月から 12 月まで合計 12 回のオープンキャンパスを開催して、高校生
の本学に対する理解を深めている。毎回学部等ごとに模擬授業等工夫をこらした様々なイ
ベントを実施している。また、大学の施設設備等を知る機会としてキャンパスツアーを企画
したり、受験に際しての学習のポイント等を解説したり、多様な受験機会を活用できるよう
個別の入試相談を開催する等している。 
 
―進学相談会 
 例年 3 月から翌年 2 月にかけて実施される広告代理店等の企画する進学相談会に参加し
ている。大阪、京都、兵庫を中心に奈良、和歌山や中国・四国地方等近畿圏以外の入学実績
のある地域にも参加して受験生獲得をめざしている。 
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―学校内入試説明会 
 高校内で開催される入試説明会へも積極的に参加している。高校から本学へ直接要望の
ある場合と広告代理店が企画する場合があるが、いずれにおいても丁寧な入試説明を行っ
ている。 
 
―高校教員対象入試説明会 
 高校の進路指導担当教員を本学に招き、高校生への指導の一助となるように本学の教育
の特長や教育改革の成果、入試制度全般の説明のほか学校見学会などを実施し、本学への理
解を深めていただく機会を設けている。 
 
―ホームページ、大学案内等 
高校生の 7 割以上がスマートフォンから学校情報の閲覧を行っている状況を踏まえ、平成
28(2016)年 7 月に大阪成蹊大学のホームページをスマートフォン対応とするとともに、教
育トピックスを即時に発信できる仕様に変更し、本学に興味を持つ高校生や保護者等に対
して適切かつスピーディーに必要な情報を提供できるようにした。 
 また、大学案内や学部パンフレットを作成し、高校の進路指導部への送付や、オープンキ
ャンパス、進学相談会等における高校生への配布等をしている。さらに、受験関連企業等が
発行する受験情報誌にも積極的に参画し、多様な媒体を通じて情報の発信に努めている。 
 
―併設高校への説明会 
 併設高校の生徒や教員の本学に対する理解を深めることを目的とする説明会を例年実施
している。生徒に対しては、ミニオープンキャンパスの形式で、各学部等の模擬授業を行う
などして、本学の学びに対する理解を深めながら進学意識の醸成を図っている。また、各学
部等の学びの専門性を生かした講座を定期的に開講する等して、高大連携の一層の強化を
図っている。高校教員に対しては、各学部等の教育内容等に関する説明会を開催して、意見
交換も取り入れながら相互の理解を深めることとしている。 
 

以上のとおり、様々な機会や媒体を活用して高校生や保護者、高校教員等の本学に対する
理解を深める取組みを行っており、次年度以降においても一層精力的に学生確保に向けた
取組みを展開する予定である。 
 
（２）人材需要の動向等社会の要請 
①人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が進む産業及び観光
関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「国際コミュニ
ケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、持続可能な観光経営モデルの創出や地域
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における観光政策・観光振興、グローバル市場を視野に入れた国際ビジネスの展開など、グ
ローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献でき
る人材を育成する。 
 
②上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 
社会的な人材需要の動向 

国土交通省観光庁による平成 15(2003)年の「ビジット・ジャパン事業」の取組み以降、
訪日外客数の増加が始まり、特に平成 23(2011)年以降、急激に訪日外客数が増加してきた。
平成 27(2015)年末には訪日外国人が約 2,000 万人となり、経済発展の著しいアジア諸国の
台頭、令和 2 年(2020)年の東京オリンピック・パラリンピックといった国家的イベントの
開催決定等を勘案し、訪日外国人受け入れ目標は令和 2 年(2020)年に 4,000 万人、令和
12(2030)年に 6,000 万人へと上方修正されることとなった（【資料 3】明日の日本を支える
観光ビジョン構想会議「明日の日本を支える観光ビジョン―世界が訪れたくなる日本へ―」
（平成 28 年 3 月 30 日）（抜刷）参照）。その後、平成 31(2019)年 1 月から 12 月における
訪日外客数は約 3,200 万人となり、順調に訪日外客数は増加してきた。また国土交通省観光
庁による観光統計の速報値「訪日外国人消費動向調査 2019 年全国調査結果（確報）」によ
ると、令和元(2019)年の訪日外国人旅行消費額は過去最高の約 4.8 兆円を記録して、1.1 兆
円であった平成 24(2012)年以降、7 年連続で対前年増を記録していることからも、わが国
におけるインバウンド需要の大きさが見て取れる。 
 これまで市場規模の拡大が続き、観光産業が我が国の基幹産業となるなか、観光経営人材
の不足は大きな課題のままであった。平成 28(2016)年版の「観光白書」では、「我が国の観
光系大学の学科等における教育内容による分類」を示しており、我が国の大学では、人文・
社会科学系等を中心とした学科が多く、経営系の学科は全体的に少ないことを指摘してい
る（【資料 4】観光庁「平成 28 年版観光白書」（抜刷）参照）。同白書では、「質の高い観光
サービスを支える観光産業の革新」に向けて、「質の高い観光サービスを提供するためには、
観光産業の品質向上・生産性の高い国際競争力のある産業への変革」が必要だが、「宿泊業、
旅行業などは、インバウンド市場の急速な拡大等の変化に応えられておらず、人材育成も不
十分」であるとし、「観光産業を革新し、国際競争力を高め、我が国の基幹産業」にするた
めの施策の一つに、「産業界ニーズを踏まえた観光経営人材の育成・強化」を掲げている。
こうした問題意識から、平成 29(2017)年に「産学連携による実務人材育成ワーキンググル
ープ」が立ち上げられ、平成 30(2018)年 3 月に報告書が公表された。大学における観光産
業を支える人材育成に必要なことを提示する本報告書では、求められる観光人材像として、
①変化やニーズを分析できる人材、②新しい価値を創造できる人材、③地域の魅力を伝え、
活用できる人材の 3 点が示され、教育課程に盛り込むべき要素として①グローバル、②ロ
ーカル、③経営、④情報、⑤係数感覚、⑥ホスピタリティの 6 点が示された。前述の観光白
書の記述と併せて、こうした状況からは、我が国の観光関連産業において、とりわけ経営の
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専門性を有した人材の育成が急務となっていることが明らかである。 
また、観光関連産業に限らず、グローバル化に対応できるビジネス人材の需要もまた長年

に亘り高まっていたところである。一般社団法人日本経済団体連合会は、平成 21(2009)年
には既に「グローバル人材の育成に向けた提言」を発表しているが、そのなかで「グローバ
ル人材」とは、「日本企業の事業活動のグローバル化を担い、グローバルビジネスで活躍す
る（本社の）日本人及び外国人人材」と定義している。提言では、同団体が実施したアンケ
ート調査から、「事業活動のグローバル化に対応した人事戦略の方向性」として、約 40％の
企業が「海外赴任を前提とした日本人の採用・育成を拡充」することを考えていることを示
している。平成 26(2014)年 5 月に発表された同団体の「グローバルに活躍できるマネジャ
ーの確保・育成に向けた取り組み」では、海外事業がグループ全体の成長の牽引役となり、
海外拠点の戦略的重要性がますます高まっていると述べられる一方で、企業の多くがグロ
ーバルに活躍できるマネジャーをいかに確保・育成していくかが重要な課題と認識しなが
らも、9 割以上の企業が現状、予想ともにグローバルに活躍できる日本人が不足しているこ
とを課題として示している。更に、同団体は、平成 27(2015)年 3 月に「グローバル人材の
育成・活用に向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」を公表したが、経団連会
員企業 1,314 社及び地方別経済団体加盟企業を対象にした調査によって明らかとなった「グ
ローバル事業で活躍する人材に求められる素質、知識・能力」は【図表 11】のとおりであ
り、海外との社会・文化、価値観の差異に対する理解や、外国語によるコミュニケーション
力を持ち、マネジメント力とチャレンジ精神を持った人材が求められていることが分かる。 

平成 29(2017)年 7 月には総務省より「グローバル人材育成の推進に関する政策評価書」
が公表された。グローバル人材の主要な需要者である海外進出企業 4,932 社を対象に実施
した意識調査の結果を掲載しているが、約 7 割の企業で海外事業に必要な人材が不足又は
どちらかといえば不足していると回答しており、グローバル人材にあてはまる新卒採用者
について大企業では約 6 割の企業がここ 10 年で増加又はやや増加していると回答する一
方、中小企業では約 3 割の企業が回答するに留まっているなど、人材の供給が十分に追い
ついていないことがわかる。また、新卒採用者のグローバル人材としての評価は、「語学力・
コミュニケーション能力」については約 6 割の企業がここ 10 年で向上又はやや向上してい
ると回答している一方、「異文化理解の精神」については約 5 割の企業、「主体性・積極性」
については約 3 割の企業にとどまっている。さらに、大学に求める取組みについては、「海
外留学の促進」が 49.7%、「異文化理解に関する授業の拡充」が 48.1%、「ディベート等の対
話型の授業の拡充」が 46.5%、「英語授業の拡充」が 42.4%、「外国人留学生・教員の受入れ
による学内国際化」が 36.3%の順に高く、海外留学の有無や語学力の涵養のみならず、異文
化理解やディベートなど多様な文化を持つ人々とのコミュニケーション能力の涵養に関す
る教育も期待されていることがわかる（【資料 5】総務省「グローバル人材育成の推進に関
する政策評価書」（平成 29 年 7 月）（抜刷）参照）。 

本学部では、1 年次にカナダでの語学留学・ホームステイを 3 週間経験し、3 年次に英語
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圏の国を中心に語学や専門の学び、インターンシップ等を目的にする留学・ホームステイに
も挑戦できるよう教育課程や留学支援体制を充実するほか、グローバルビジネス人材とし
て活躍するために必要となる語学力を養うための教育課程と指導体制を大きな特色として
おり、多くの企業が持つグローバル人材ニーズに応えることのできる教育目的、教育内容を
有していると考えている。そして、先述した昨今のインバウンドの拡大は、我が国の企業に
対して、従来のような生産能力の増強と輸出拡大による海外進出に見て取れるようなグロ
ーバル戦略とともに、内なるグローバル化によるインバウンド型のグローバル戦略の必要
性を突きつけるものであり、経営学を学問の中心に据え、国際ビジネスと観光ビジネス、地
域観光振興などに関する経営学の専門性を深めていくことのできる本学部の教育課程は、
企業で活躍できるグローバル人材を育成していく上で、大きな強みであると考えている。 
 

さて、こうしたインバウンド需要の拡大や急速なグローバル化のなかでめざされていた
人材像とその需要は、今後どのように変化していくのだろうか。観光庁「旅行・観光消費動
向調査 2019 年年間値（確報）」によれば、日本人国内宿泊旅行・日本人国内日帰り旅行額の
合計は約 22 兆円に上り、訪日外国人旅行者の旅行消費額 4.8 兆円を大きく上回る結果とな
った。今後、インバウンド需要の回復にある程度の時間が必要となる場合であっても、まず
国内の旅行・観光を活性することが日本の観光業の未来にとって極めて重要である。また、
日本政策投資銀行・公益財団法人日本交通公社「訪日外国人旅行者の意向調査」によると、
アフターコロナにおいて旅行したい国や地域に関する調査では、日本への旅行がアジア居
住者の間で第 1 位、欧米豪居住者の間で第 2 位となり、世界中で多くの人々が日本を再び
訪れたいと思っていることが明らかとなっている。従来より旅行者の約 6 割がリピーター
であることからわかるように、リピート率が高いのも日本の大きな特徴で、国境の往来が緩
和されるにつれて、これまで以上のインバウンド需要が期待されている。こうしたことから
分かるのは、新しい観光のあり方を模索しながら、国内の需要喚起から始め、来るインバウ
ンド需要の回復期に向けて十分な準備をすることが非常に重要だということである（【資料
6】日本政策投資銀行・公益財団法人日本交通公社「DBJ・JTBF アジア・欧米豪 訪日外国
人旅行者の意向調査」（2020 年 8 月 18 日）（抜刷）参照）。令和 2(2020)年 12 月に公表され
た観光戦略実行推進会議「感染拡大防止と観光需要回復のための政策プラン」によると、感
染拡大防止策の徹底を大前提にして、当面の観光需要の回復を担う日本人国内旅行の需要
を強力に喚起しつつ、本格的なインバウンド回復に備えた取組みを進めることとなった。そ
のなかでは、「国内外の観光客を惹きつける滞在コンテンツ充実」として、地域に残る縦割
りの打破と地域に眠る観光資源の磨き上げ、高付加価値・滞在型コンテンツの造成、デジタ
ル技術を活用したコンテンツ磨き上げや、「観光地の受入環境整備」として観光地等におけ
る多言語対応、最先端技術を活用したストレスフリーな旅行の実現、また事業者間での連
携・協業による収益性の拡大、公共施設の魅力と収益力を向上するための民間活力の導入な
ど、既存の観光様態における様々な変革の必要性が掲げられている（【資料 7】観光庁「感
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染拡大防止と観光需要回復のための政策プラン（概要）」（観光戦略実行推進会議）（抜刷）
参照）。現下の状況で、こうした変革を担うことのできる国際観光人材は、観光関連産業を
はじめとする企業や自治体において十分に育っているとは言い難い。 
 

以上より、訪日外客数の増加を伴う我が国の観光関連産業の活発化や産業のグローバル
化を背景にして、経営学を基礎とした国際ビジネスや観光ビジネス、地域観光振興経営の高
い専門性を有する人材の需要は今後も一層高まってくる。「グローバル化が進む産業及び観
光関連産業におけるビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」と、「国際コミ
ュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備えた本学部における人材の育成は、上記
のとおり社会の要請に応えるものである。 
 
地域的な人材需要の動向 

本学が位置する大阪府では、大阪を新たな成長軌道に乗せるため、概ね令和 2(2020)年ま
での 10 年間の成長目標を掲げて、およそ 3 年から 5 年の短期・中期の具体的な取組方向を
明らかにするものとして、平成 22(2010)年より「大阪の成長戦略」を策定している。社会
経済情勢の変化に応じて、具体的な取組内容について適宜、追加修正を行うなど、基本的な
方向性を堅持しつつも、必要に応じ柔軟に見直しを図っていくものであり、これまでに 2 度
の改訂が図られている。平成 25(2013)年の改訂では、平成 23(2011)年に策定された大阪市
の「大阪市経済成長戦略」と大阪府の「大阪の成長戦略」を、「大阪の成長戦略」に一本化
することが図られた。そして、平成 28(2016)年の改訂では、目標年次である令和 2(2020)
年の大阪・関西の姿（将来像）を明示し、その実現に向けた重点的な課題とその解決に向け
た取組みを一層明確化するものとなった。「成長に向けた課題、施策展開の方向性」として
「内外の集客力強化」「人材力強化・活躍の場づくり」「強みを生かす産業・技術の強化」「ア
ジア活力の取り込み強化・物流人流インフラの活用」「都市の再生」を「成長のための 5 つ
の源泉」と位置づけた。特に、国際ハブ化する関西国際空港、阪神港を拠点としたグローバ
ル市場への挑戦と観光関連産業の活性化により、外需を稼ぎ内需を生み出しながら、大阪
府・大阪市を「価値創造都市」及び「中継都市」とすることが、成長戦略のなかでも特に重
要なテーマとなっている（【資料 8】大阪府・大阪市「大阪の成長戦略（2016 年 12 月版）
（抜刷）」参照）。さらに、平成 30(2018)年 3 月には、インバウンドの増加、雇用環境の変
化、第 4 次産業革命の進展など、大阪を取り巻く社会情勢の大きな変化への対応が求めら
れていること、また、令和 7(2025)年に開催予定の万博や統合型リゾート（IR）などの動き
も具体化してきていることから、新たに重点化を図る分野として、「健康・医療関連産業の
世界的なクラスター形成」「インバウンドの増加を契機としたアジア市場の取り込み強化」
「第 4 次産業革命に対応したイノベーションの促進と生産性向上」「人口の減少と産業構造
の変化に対応した人材強化」の 4 点が示された（【資料 9】大阪府・大阪市「大阪の成長戦
略（2018 年 3 月改訂版）（抜刷）参照）。 
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また時期を同じくして、世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市へ加速し、令和
2(2020)年へ向け大阪を世界にアピールするために、内外から人、モノ、投資等を呼び込む
「強い大阪」と世界に存在感を示す「大阪」の実現を目的として、「大阪都市魅力創造戦略
2020」が策定された。「観光・都市魅力」「文化」「スポーツ」「国際化」の 4 つの分野ごと
に、合わせて 10 の「目指すべき都市像」を設定し、「大阪全体の都市魅力の発展・進化・発
信」「文化・スポーツを活かした都市魅力の創出」「世界有数の国際都市を目指した受入環境
の整備」の 3 つの観点から、計画期間中に重点的に取り組む施策を掲げたものである。「大
阪全体の都市魅力の発展・進化・発信」では、「世界に誇れる自慢の都市」「安全で安心して
楽しめる 24 時間おもてなし都市」「多様な人材が集う観光・MICE 都市」「多様な楽しみ方
ができる周遊・滞在都市」の４つの都市像が示され、重点取組として、世界第一級の文化・
観光拠点形成・発信（夢洲での IR を含む国際観光拠点形成等）や多様な観光資源の発掘・
発信（国内外の人々を惹きつけるキラーコンテンツ創出等）がめざされることとなった（【資
料 10】大阪府・大阪市「大阪都市魅力創造戦略 2020」（抜刷）参照）。なお現在、「大阪都市
魅力創造戦略 2025」の策定がめざされており、「安全で安心して滞在できる 24 時間おもて
なし都市」「大阪ならではの賑わいを創出する都市」「多様な楽しみ方ができる周遊・観光都
市」「世界水準の MICE 都市」などこちらも 10 の「めざす都市像」を掲げて「世界第一級
の文化・観光拠点の進化・発信」や「大阪の強みを生かした魅力創出・発信」「さらなる観
光誘客に向けた取組み」「戦略的な MICE 誘致の推進」などに重点的に取組むことが現時点
で検討されている。フェーズ１としてまず国内の観光需要喚起等に向けた取組みを推進し、
令和 4(2022)年には令和元(2019)年の水準を上回ることをめざし、またフェーズ２では国内
に加えインバウンドも対象とした誘客を促進するなど令和 7(2025)年に向けて取組みを加
速度的に推進していくことがめざされている（【資料 11】大阪府・大阪市「大阪都市魅力創
造戦略 2025（案）」【概要版】（令和 3 年 1 月 25 日）参照）。 
 

また、学部の設置に際して、地域的な人材需要の動向を明らかにするものとして、企業等
への採用意向調査（アンケート）を令和３年 1 月 25 日から 2 月 26 日の間で実施した（【資
料 12】「大阪成蹊大学国際観光学部設置構想についての採用意向アンケート調査報告書」（令
和 3 年 3 月 17 日）参照）。このアンケートは、本学就職部の職員がアンケート用紙を持参
し、企業等の人事担当者に本学に新設する学科の概略を記した案内をもとに、育成する人材
像等を含めた、学科設置の趣旨の説明を行ったうえで実施したものである。調査対象として、
本学の採用実績企業を中心に 43 社を抽出した。アンケートでは、「Ｑ１．大阪成蹊大学国際
観光学部（仮称）の卒業生を採用する可能性はありますか？」との設問に 36 社から「採用
したい」との回答を得、回答を得た人数の合計は 102 人となった。調査を依頼した企業に
対する採用意向の回答率は 83.7%と高く、観光関連産業のほか広く様々な企業に人材需要
があることが明らかとなっている。  
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以上より、本学部の人材養成の目的である現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求め
られる「グローバル化が進む産業及び観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関す
る基礎的能力とスキル」及び「国際コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備
え、グローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢
献できる人材の育成は、上記のとおり社会・地域の要請に応えるものである。 
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【図表1】経営学部国際観光ビジネス学科の募集状況（平成30(2018)年度～令和3(2021)年度） （単位：人）

平成30年度

（2018年度）

平成31年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

令和3年度

（2021年度）

入学定員 60 60 80 80

志願者数 191 287 413 251

志願倍率（倍） 3.1 4.7 5.1 3.1

受験者数 187 276 398 228

合格者数 116 132 177 160

入学者数 61 62 76 74

定員充足率（倍） 1.01 1.03 0.95 0.92

【図表2】全国の私立大学のうち入学定員が600人以上800人未満の大学における進学状況の推移

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

平成31年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

学校数（校） 43 43 45 46 47

志願倍率（倍） 3.73 3.89 4.29 4.65 5.52

入学定員充足率（％） 98.52 103.40 103.64 108.74 108.16

日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向（平成28～令和2年度版）」より作成

【図表3】大阪府に所在する学部（私立大学）の進学状況の推移

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

平成31年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

学部数（学部） 153 156 157 161 165

志願倍率（倍） 9.79 10.32 11.25 12.56 11.78

入学定員充足率（％） 105.91 107.01 104.39 103.56 105.46

日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向（平成28～令和2年度版）」より作成
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【図表4】全国における経営学部への志願者数の推移

日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向（平成28～令和2年度版）」より作成
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【図表5】令和2(2020)年度新入生のオープンキャンパス参加校：上位10校（経営学部）

大学名 参加者数（延べ） 所在地
経営学分野の

学部・学科の有無

追手門学院大学 41人 大阪府 有

大阪学院大学 25人 大阪府 有

太成学院大学 19人 大阪府 有

関西外国語大学 16人 大阪府 無

大阪経済大学 14人 大阪府 有

神戸学院大学 13人 兵庫県 有

阪南大学 13人 大阪府 有

摂南大学 12人 大阪府 有

京都産業大学 11人 京都府 有

近畿大学 11人 大阪府 有
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【図表6】経営学部の競合校における令和2(2020)年度入試の募集状況
（単位：人）

追手門学院大学 経営学部 経営学科 443 8,365 467 1.05

経営学科 280 1,898 296 1.05

ホスピタリティ経営学科 100 449 115 1.15

太成学院大学 経営学部 現代ビジネス学科 60 518 74 1.23

経営学科 330 5,302 317 0.96

ビジネス法学科 180 1,541 181 1.00

神戸学院大学 経営学部 経営学科 340 5,657 351 1.03

阪南大学 経営情報学部 経営情報学科 220 4,365 252 1.14

経営学科 170 4,711 170 1.00

経営情報学科 100 1,715 114 1.14

京都産業大学 経営学部 マネジメント学科 670 12,689 659 0.98

経営学科 425 11,829 425 1.00

商学科 405 8,103 404 0.99

キャリア・マネジメント学科 175 5,654 172 0.98

会計学科 175 4,105 160 0.91

4,073 76,901 4,157 1.02

旺文社「蛍雪時代 2021年度用 大学の真の実力 情報公開BOOK」及び2021年3月時点の各大学ホームページにて公表の数値をもとに作成

合計

大阪学院大学 経営学部

入学者数

摂南大学

大阪経済大学

近畿大学 経営学部

経営学部（第1部）

経営学部

定員充足率（倍）大学名 学部名称 学科 入学定員 志願者数

【図表7】国際観光学部の競合校における令和2(2020)年度入試の募集状況
（単位：人）

東洋大学 国際観光学部 国際観光学科 366 5,244 362 0.98

阪南大学 国際観光学部 国際観光学科 155 3,909 169 1.09

京都外国語大学 国際貢献学部 グローバル観光学科 120 838 133 1.10

国際コミュニケーション学科 70 632

国際観光学科 70 597

神戸国際大学 経済学部 国際文化ビジネス・観光学科 120 420 119 0.99

流通科学大学 人間社会学部 観光学科 70 306 74 1.05

大阪観光大学 観光学部 観光学科 130 249 162 1.24

平安女学院大学 国際観光学部 国際観光学科 110 237 110 1.00

1,211 12,432 1,305 1.07

旺文社「蛍雪時代 2021年度用 大学の真の実力 情報公開BOOK」及び2021年3月時点の各大学ホームページにて公表の数値をもとに作成

大阪国際大学 国際教養学部 1.25176

合計

定員充足率（倍）大学名 学部名称 学科 入学定員 志願者数 入学者数

【図表8】大阪成蹊女子高等学校から経営学部国際観光ビジネス学科への進学者数の推移 （単位：人）

平成29年度

（2017年度）

入学生

平成30年度

（2018年度）

入学生

平成31年度

（2019年度）

入学生

令和2年度

（2020年度）

入学生

令和3年度

（2021年度）

入学生

進学者数 4 22 21 11 21
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【図表9】国際観光学部の競合校における学生納付金一覧
（単位：円）

大学名

大阪成蹊大学 国際観光学部 国際観光学科 250,000 1,160,000 1,410,000

京都外国語大学 国際貢献学部 グローバル観光学科 230,000 1,210,000 1,440,000

平安女学院大学 国際観光学部 国際観光学科 250,000 1,150,000 1,400,000

大阪観光大学 観光学部 観光学科 300,000 1,030,000 1,330,000

国際コミュニケーション学科

国際観光学科

阪南大学 国際観光学部 国際観光学科 210,000 1,080,000 1,290,000

神戸国際大学 経済学部 国際文化ビジネス・観光学科 300,000 930,000 1,230,000

流通科学大学 人間社会学部 観光学科 300,000 970,000 1,270,000

東洋大学 国際観光学部 国際観光学科 250,000 1,000,000 1,250,000

2021年3月時点の各大学ホームページにて公表の数値をもとに作成

大阪国際大学 国際教養学部 280,000 1,051,000 1,331,000

初年度納付金学部名称 学科 入学金 授業料等

 【図表10】大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学の募集状況の推移 （単位：人）

大学名
平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度)

平成25年度
(2013年度)

平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

平成31年度
(2019年度)

令和2年度
(2020年度)

令和3年度
(2021年度)

入学定員 350 350 350 457 477 477 477 597 610 690 690

志願者数 283 457 430 904 893 1,343 1,686 2,084 2,743 3,387 3,181

入学者数 196 327 338 533 497 511 517 657 673 754 772

入学定員充足率（倍） 0.56 0.93 0.96 1.16 1.04 1.07 1.08 1.10 1.10 1.09 1.11

入学定員 270 280 280 280 280 360 360 360 360 360 360

志願者数 777 664 727 887 922 739 657 766 704 925 686

入学者数 330 310 359 351 350 368 374 418 401 405 390

入学定員充足率（倍） 1.22 1.10 1.28 1.25 1.25 1.02 1.03 1.16 1.11 1.12 1.08

入学定員 690 690 690 660 660 760 760 760 760 680 680

志願者数 748 838 861 1,003 989 904 1,178 1,021 970 816 845

入学者数 602 691 720 743 696 744 803 762 739 681 599

入学定員充足率（倍） 0.87 1.00 1.04 1.12 1.05 0.97 1.05 1.00 0.97 1.00 0.88

入学定員 1,310 1,320 1,320 1,397 1,417 1,597 1,597 1,717 1,717 1,730 1,730

志願者数 1,808 1,959 2,018 2,794 2,804 2,986 3,521 3,861 4,417 5,128 4,712

入学者数 1,128 1,328 1,417 1,627 1,543 1,623 1,694 1,836 1,816 1,840 1,761

入学定員充足率（倍） 0.86 1.00 1.07 1.16 1.08 1.01 1.06 1.06 1.05 1.06 1.01

合計

大阪成蹊
短期大学

びわこ成蹊

スポーツ大学

大阪成蹊大学

【図表11】グローバル事業で活躍する人材に求められる素質、知識・能力

一般社団法人日本経済団体連合会「グローバル人材の育成・活用に向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」より作成
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繁栄を考えられる高い公共心、倫理観を持つ

日本文化、日本史、世界史、哲学等に関する知識

（単位：社）
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１．２０２２年度構想についての高校生アンケート調査 概要 

 
大阪成蹊大学が令和 4 年度(2022 年度)に入学定員増を予定する経営学部 経営学科、経営学部 スポー

ツマネジメント学科、教育学部 教育学科 中等教育専攻、教育学部 教育学科 初等教育専攻、芸術学部 
造形芸術学科および設置を予定する国際観光学部 国際観光学科（仮称・設置届出予定）について学生確

保の見通しを測定するために、令和 4 年度に大学進学時期を迎える高校生（令和 2 年度時点で高校 2 年

生）を対象に「大阪成蹊大学 2022 年度構想についての高校生アンケート調査」（無記名式）を実施した。

大阪府を中心とした近畿地方の計 94 校の高校生 16,601 人から回答を得て集計した結果、大阪成蹊大学

の各学部・学科・専攻に対し、以下の結果が得られた。 
大阪成蹊大学の各学部・学科・専攻に入学意向を示した高校生の人数  
※【 】内は 2022 年度に予定する入学定員 

国際観光学部 国際観光学科（仮称・設置構想中） 【 80 名】 417 人 
経営学部 経営学科    【140 名】 720 人 
経営学部 スポーツマネジメント学科  【120 名】 292 人 
教育学部 教育学科 中等教育専攻   【 70 名】 275 人 
教育学部 教育学科 初等教育専攻   【150 名】 409 人 
芸術学部 造形芸術学科    【220 名】 502 人 

 このように、大阪成蹊大学が令和 4 年度に入学定員増を予定する各学部・学科・専攻および設置を予

定する国際観光学部 国際観光学科（仮称）において、全て予定する入学定員を大きく上回る高校生が進

学意向を示す結果となった。 
 

調査対象 

令和 4 年度の大学入試を受験する可能性が最も高い高校生（令和 4 年 3 月卒業予定者）

をアンケートの対象とした。大阪成蹊大学に志願者・入学者が多い大阪府を中心とした

近畿地方の高校にアンケート実施を依頼し、94 校にご協力いただいた。府県別の高校

数、回答を得た高校生の人数は 4 ページの表に示す。 

調査内容 

 大阪成蹊大学が令和 4 年度に入学定員増を予定する各学部・学科・専攻および設

置を予定する国際観光学部 国際観光学科（仮称）への進学意向 
 回答者の基本情報（性別、居住地、関心のある学問分野） 
以上、全 5 問ですべて選択肢式。 

調査時期 令和 3 年 1 月～3 月初旬 

調査・集計 
方法 

アンケート実施の了承が得られた高校に高校生アンケート調査用紙等を必要部数配

付。その上で各校の教職員から調査対象者（令和 2 年度時点の高校 2 年生）にアンケ

ート調査用紙を配布の上、10 分程度の回答時間を設け、その場で回収いただいた。回

収したアンケート調査用紙は各高校から集計担当の株式会社高等教育総合研究所に直

接郵送をいただき、株式会社高等教育総合研究所が集計作業ならびに本報告書を作成

した。 

回収件数 有効回答数 16,601 件 

学生確保（資料）－8
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実施高校の府県別内訳 
   公立 私立 合計 割合 

滋賀県 1 - 1 1.1% 

京都府 1 1 2 2.1% 

大阪府 58 6 64 68.1% 
兵庫県 15 6 21 22.3% 

奈良県 5 - 5 5.3% 

和歌山県 1 - 1 1.1% 

 合計 81 13 94 100.0% 

 割合 86.2% 13.8% 100.0%  
 

 
在籍高校所在地別の回収件数 
   公立 私立 合計 割合 

滋賀県 69 - 69 0.4% 

京都府 233 179 412 2.5% 

大阪府 11,518 1,515 13,033 78.5% 
兵庫県 1,943 406 2,349 14.1% 

奈良県 703 - 703 4.2% 

和歌山県 35 - 35 0.2% 

 合計 14,501 2,100 16,601 100.0% 
 割合 87.4% 12.6% 100.0%  
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２．２０２２年度構想についての高校生アンケート調査 集計結果 
 

※「構成比」（％）はいずれも、小数点第二位を四捨五入。 

 

 

問１・問２は「大阪成蹊大学の概要（国際観光学部 国際観光学科（仮称）を含む）」を確認の上、回答を求めた。 

   

問 1 あなたは大阪成蹊大学の以下の学部・学科・専攻へ進学したいと思いますか。（あてはまるもの 1 つにマーク） 

選択項目 回答数 構成比 

1. 国際観光学部 国際観光学科（仮称・設置構想中）へ進学したい 417 2.5% 

2. 経営学部 経営学科 へ進学したい 720 4.3% 

3. 経営学部 スポーツマネジメント学科 へ進学したい 292 1.8% 

4. 教育学部 教育学科 中等教育専攻 へ進学したい 275 1.7% 

5. 教育学部 教育学科 初等教育専攻 へ進学したい 409 2.5% 

6. 芸術学部 造形芸術学科 へ進学したい 502 3.0% 

7. 上記のいずれの学部・学科・専攻にも進学を希望しない 13,517 81.4% 

 （未回答など） 469 2.8% 

 合計 16,601 100.0% 

 
   

問２は問１で「上記（大阪成蹊大学）のいずれの学部・学科・専攻にも進学を希望しない」とした 13,517 人に回答を求めた。 

   

問 2 あなたが大阪成蹊大学に「進学を希望しない」とした理由をお答えください。（あてはまるものすべてにマーク） 

選択項目 回答数 構成比 

1. 大阪成蹊大学に興味ある学部・学科・専攻はあるが、詳細を知った上で検討したい
から 936 6.9% 

2. 興味・関心のある学部・学科・専攻はないから 3,575 26.4% 

3. 国公立大学への進学を希望しているから 1,244 9.2% 

4. 他の私立大学への進学を希望しているから 4,534 33.5% 

5. 短期大学・専門学校への進学を希望しているから 2,330 17.2% 

6. 就職を希望しているから 704 5.2% 

7. 進路は未定だから 2,135 15.8% 

8. 通学に時間がかかりそうだから 454 3.4% 

9. 学費が高いから 537 4.0% 

10. その他 290 2.1% 

※ 問 2 は複数回答項目のため、回答数は延べ。 

※ 構成比＝各回答数÷13,517 人（問１で「上記（大阪成蹊大学）のいずれの学部・学科・専攻にも進学を希望しない」とした回答者数） 
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問３・４・５は全員に回答を求めた。 

   

問 3 あなたの性別をお答えください。（あてはまるものにマーク）   

選択項目 回答数 構成比 

1. 男性 6,983 42.1% 

2. 女性 9,289 56.0% 

 （未回答など） 329 2.0% 

 合計 16,601 100.0% 
   

問 4 あなたがお住まいの府県をお答えください。（あてはまるもの 1 つにマーク）  

選択項目 回答数 構成比 

1.  大阪府 

2.  兵庫県 

3.  京都府 

4.  滋賀県 

5.  奈良県 

6.  和歌山県 

7.  その他 

  （未回答など） 

12,523 75.4% 

2,480 14.9% 

398 2.4% 

91 0.5% 

699 4.2% 

56 0.3% 

31 0.2% 

323 1.9% 

 合計 16,601 100.0% 
   

問 5 あなたが関心のある学問分野をお答えください。（あてはまるものすべてにマーク） 

選択項目 回答数 構成比 

1. 社会科学（法学・政治学、商学・経営学、経済学、社会学、観光学など） 5,030 30.3% 

2. 教育学・保育学（幼児教育、初等教育、中等教育、保育など） 2,764 16.6% 

3. 芸術学（音楽、デザイン、美術、造形など） 2,547 15.3% 

4. 人文科学（文学、史学、哲学、心理学、外国語学など） 3,097 18.7% 

5. 理学（数学、物理学、化学、生物学など） 1,007 6.1% 

6. 工学（機械工学、電気電子工学、応用化学、建築学など） 1,454 8.8% 

7. 農学（農学、農業経済学、林学、水産学、獣医学など） 695 4.2% 

8. 医学・歯学・薬学 1,078 6.5% 

9. 保健衛生学（看護学、リハビリ学など） 1,950 11.7% 

10. 家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学など） 1,066 6.4% 

11. その他 2,495 15.0% 

※ 問 5 は複数回答項目のため、回答数は延べ。   

※ 各構成比 ＝ 回答数 ÷ 16,601 人（全回答者の人数）   
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３．２０２２年度構想についての高校生アンケート調査 集計結果のポイント 
 

※「構成比」（％）はいずれも、小数点第二位を四捨五入。 

 
Point 
１ 

大阪成蹊大学が令和 4 年度に入学定員増を予定する各学部・学科・専攻および設置予定の

国際観光学科（仮称）で、すべて予定する入学定員を大きく上回る高校生が進学意向を示す。 
 

大阪成蹊大学が令和 4 年度(2022 年度)に入学定員増を予定する各学部・学科・課程および設置予定の

国際観光学部 国際観光学科(仮称)について、学生確保の見通しを測定するために、令和 4 年度に大学進

学時期を迎える高校生（令和 2 年度時点で高校 2 年生）を対象に「大阪成蹊大学 2022 年度構想につい

ての高校生アンケート調査」（無記名式）を実施した。大阪府を中心とする近畿二府四県の高校 94 校に

ご協力をいただき、16,601 人の高校生から回答を得た。 
大阪成蹊大学の各学部・学科・専攻の概要資料を提示の上、進学意向について回答を求めたところ、次

の結果を得た。設置予定の国際観光学部 国際観光学科（仮称・設置構想中）には入学定員 80 名（予定）

に対し 417 人（回答者全体の 2.5%）が進学したいと回答した。また、入学定員増を予定する経営学部 経
営学科には入学定員 140 名（予定）に対し 720 人（同 4.3%）、経営学部 スポーツマネジメント学科には

入学定員 120 名（予定）に対し 292 人（同 1.8%）、教育学部 教育学科 中等教育専攻には入学定員 70 名

（予定）に対し 275 人（同 1.7%）、教育学部 教育学科 初等教育専攻には入学定員 150 名に対し 409 人

（同 2.5%）、芸術学部 造形芸術学科には入学定員 220 名（予定）に対し 502 人（同 3.0%）が進学した

いと回答した。 
このように入学定員増を予定するすべての学科・専攻、設置予定の国際観光学部 国際観光学科（仮称）

において、その入学定員を大きく上回る高校生が進学意向を示す結果となった。 
 

大阪成蹊大学が入学定員増を予定する各学部・学科・専攻および 
設置予定の国際観光学部 国際観光学科(仮称)への進学意向（問１結果より） 

N=全体 16,601 人のうち進学意向を示した回答者 2,615 人 
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Point 
２ 

アンケート実施時点では大阪成蹊大学への進学意向を示さなかったものの、「興味があり 

詳細を知った上で検討」が 936 人おり、今後の広報活動を通して更なる志願者確保が可能。 
 
 大阪成蹊大学が入学定員増を予定する各学部・学科・専攻および設置予定の国際観光学部 国際観光学

科(仮称)について、進学を希望しないとした 13,517 人に対しその理由について回答を求めた。その結果、

「大阪成蹊大学に興味ある学部・学科・専攻はあるが、詳細を知った上で検討したいから」とした高校生

が 936 人（複数回答の結果）。このことから、アンケート調査実施時点では大阪成蹊大学への進学意向を

示さなかったものの、一定の興味を示している層が存在していることは明らかで、今後の広報活動を通し

て更なる志願者確保が可能であると推察される。 
 

大阪成蹊大学が入学定員増を予定する各学部・学科・専攻および 
設置予定の国際観光学部 国際観光学科(仮称)に進学を希望しない理由（問２結果より） 

 

N=問 1 で「～いずれの学部・学科・専攻にも進学を希望しない」とした 13,517 人 

 

 
 

 
Point 
３ 

回答を得た高校生 16,601 人中 6 割近くが女性で、全体の 4 人に 3 人が大阪成蹊地元の大阪

府在住者。興味ある学問分野は社会科学が最多、教育学、芸術学も 15～16%が関心を示す。 
 

高校生アンケート調査で回答を得た高校生について、性別でみると女性が 9,289 人（回答者全体の

56.0%）で男性 6,983 人（同 42.1%）を上回った。居住地別では、大学の所在地である大阪府在住者が

12,523 人（同 75.4%）で最も多く、次いで大阪府に隣接する兵庫県在住者が 2,480 人（同 14.9%）、奈良

県在住者が 699 人（同 4.2%）、京都府在住者が 398 人（同 2.4%）であった。他にも滋賀県や和歌山県な

ど近隣の高校生から回答を得た。関心のある学問分野については、本学の場合、設置予定の国際観光学部 
国際観光学科（仮称）、入学定員増を予定の経営学部 経営学科・経営学部 スポーツマネジメント学科が

含まれる「社会科学」が 5,030 人（同 30.3%）で最も多く、他にも教育学部 教育学科 中等教育専攻・教

育学部 教育学科 初等教育専攻が含まれる「教育学・保育学」が 2,764 人（同 16.6%）、芸術学部 造形芸

術学科が含まれる「芸術学」が 2,547 人（同 15.3%）であった（興味のある学問分野は複数回答の結果）。 
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高校生アンケート調査に回答を示した高校生の属性 すべて N=16,601 人 

性別 ＜問 3 結果より＞ 

 

居住地 ＜問 4 結果より＞ 

 
 

関心のある学問分野 ＜問 5 結果より＞※複数回答の結果 
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1

大阪成蹊大学　
２０２２年度構想についての高校生アンケート調査
（対象：２０２０年度現在、高校２年生の皆さま）

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
　大阪成蹊大学（大阪市東淀川区相川3丁目10-62）は2022(令和4)年度、国際観光学部国際観光学科(仮称・設置構想中)を
開設するとともに、経営学部経営学科およびスポーツマネジメント学科、教育学部教育学科中等教育専攻および初等教育専
攻、芸術学部造形芸術学科の入学定員増を構想しています。そこで本学では2022年度に大学進学時期を迎える現・高校２
年生の皆さまからさまざまなご意見をお聞きし、構想内容に反映したいと考えています。回答いただいた皆さまから得られ
た情報は大阪成蹊大学の2022年度の新学部設置および入学定員増構想に係る統計資料としてのみ活用いたします。
　アンケート調査へのご協力を、よろしくお願いいたします。

※このアンケート調査は大阪成蹊大学から委託された第三者機関（株式会社高等教育総合研究所）が実施しています。
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

記入例を参考にご回答ください。 

問１・問２は別紙リーフレットをご覧いただき、お答えください。

問 1  あなたは大阪成蹊大学の以下の学部・学科・専攻へ進学したいと思いますか。（あてはまるもの1 つにマーク）

        国際観光学部 国際観光学科（仮称・設置構想中）へ進学したい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経営学部 経営学科 へ進学したい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経営学部 スポーツマネジメント学科 へ進学したい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教育学部 教育学科 中等教育専攻 へ進学したい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教育学部 教育学科 初等教育専攻 へ進学したい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

芸術学部 造形芸術学科 へ進学したい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記のいずれの学部・学科・専攻にも進学を希望しない　⇒　以下の問２にお答えください。

    問１で「上記のいずれの学部・学科・専攻にも進学を希望しない」と回答した方は、以下の問２にお答えください。

問 2  あなたが大阪成蹊大学に「進学を希望しない」とした理由をお答えください。 （あてはまるものすべてにマーク）

        大阪成蹊大学に興味ある学部・学科・専攻はあるが、詳細を知った上で検討したいから

興味・関心のある学部・学科・専攻はないから　　　 国公立大学への進学を希望しているから　　　　　　

他の私立大学への進学を希望しているから　　　　　 短期大学・専門学校への進学を希望しているから　　

就職を希望しているから　　　　　　　　　　　　　 進路は未定だから　　　　　　　　　　　　

通学に時間がかかりそうだから　　　　　　　　　　 学費が高いから　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他   

裏面の問３～５にもご回答ください（全員が回答対象）。
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2

本アンケート調査用紙に印刷されている
QRコードは集計時に使用するものです。
個人の特定を目的とするものではありません。

問 3  あなたの性別をお答えください。（あてはまるものにマーク）

        男性 女性

問 4  あなたがお住まいの府県をお答えください。（あてはまるもの1つにマーク） 

        大阪府　 兵庫県　 京都府　 滋賀県　 奈良県　 和歌山県 その他   

問 5  あなたが関心のある学問分野をお答えください。（あてはまるものすべてにマーク）

        社会科学（法学・政治学、商学・経営学、経済学、社会学、観光学など）

教育学・保育学（幼児教育、初等教育、中等教育、保育など）　　　　　　　　　　　　　　　　　

芸術学（音楽、デザイン、美術、造形など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人文科学（文学、史学、哲学、心理学、外国語学など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

理学（数学、物理学、化学、生物学など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工学（機械工学、電気電子工学、応用化学、建築学など）　　　　　　　　　　　　　　　　

農学（農学、農業経済学、林学、水産学、獣医学など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

医学・歯学・薬学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

保健衛生学（看護学、リハビリ学など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

家政学（生活科学、食物学、住居学、被服学など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

質問は以上になります。ご協力をいただき、ありがとうございました。 
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大阪成蹊大学の学びが
さらに充実します。

2022年4月

※1 設置届出予定、計画は予定であり変更の場合があります。

国際観光学部 新設

経営学部 入学定員増
●中等教育専攻 60名 ▶ 70名　●初等教育専攻 140名 ▶ 150名

教育学部 入学定員増

芸術学部 入学定員増
※2 定員変更の認可申請予定、計画は予定であり変更の場合があります。

入学定員 80名

入学定員 200名▶220名※2

●経営学科 110名 ▶ 140名　●スポーツマネジメント学科 110名 ▶ 120名

入学定員 220名▶260名※2

造形芸術学科 190名 ▶ 220名

入学定員 190名▶220名※2

（
仮
称
）

※1 
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志願者・入学者・学生数の増加

高い授業出席率2019年度前期 授業評価アンケート結果
授業満足度が高く、授業内容や学生の成長実感度も高い

教員の授業に対する熱意を感じた

教員は質問・意見交換など、学生の授業参加を促していた

教員は学生が授業マナーを守るよう指導していた

教員は各回の授業テーマや目標、科目全体の中での位置づけを明確に説明し、計画的に授業を進めていた

教員は授業の準備を十分に行っていた

4.15点
4.02点
4.10点
4.09点
4.21点

4.07点/5.00点中全体として、この授業を受けて満足した総合評価

教員は学生の反応や理解に合わせて授業を進めていた

教員は学生が関心を持てるように工夫して授業を進めていた

教員は取り組んだ課題に対して適切なフィードバックをしてくれた

（授業を受け）この分野の専門的知識や技術が身についた

（授業内容が）これから生きていくうえで役立つと思う

3.95点
3.98点
4.05点
4.06点
4.09点

92.6%

2019年度 １年生・前期

就職率 

99.0%

2020年3月卒

大阪成蹊大学での学びに対する
高い満足度 ～卒業時アンケートより～

大阪・京都・神戸方面
からの通学に適した
抜群のアクセス

95.4% 93.0%
※2020年3月卒対象
　（回収率 90.1%）

※スクールバス運行中（①JR京都線吹田駅～阪急京都線相川駅 約7分、②大阪メトロ今里筋線井高野駅～相川キャンパス 約5分）

阪急京都線 約14分

阪急京都線 約25分

阪急神戸線 約25分

乗り換え 約9分

徒歩

約5分
乗り換え 約11分

成長実感度 入学満足度
本学の学びを通して、

あなた自身の成長を実感できましたか？
本学に入学して

良かったと思いますか？

大阪成蹊大学はここ１０年で著しく進化を遂げ、教育内容や学生生活の充実に向けて絶えず改革を進めてまいりました。
その結果、現在では多くの卒業生が「大阪成蹊大学に入学してよかった」、

「大阪成蹊大学での学びを通して、自身の成長を実感できた」と評価する大学となり、志願者数も年々増え続けています。
今後もより一層充実した学びと有意義な学生生活を約束すべく、2026年に向けてさまざまな改革を実行していきます。

改革のスタートとして、2022年に「国際観光学部（仮称）」を新しく開設する予定です※1。
また従来の「教育学部」「経営学部」「芸術学部」の入学定員を増加し※2、さらなる学びの充実を図ります。

ACCESS

0504

02 03

01

入学者数の変化

229人 759人 530人増

志願者数の変化

368人 3,394人

▶

▶

▶

在籍者数の変化

1,303人 2,558人

約3.3
倍

3,026人増 約9.2
倍

1,255人増 約2.0
倍

DATAで見る大阪成蹊大学の進化と高い満足度

大阪成蹊大学について

2009年 2020年
100

500

900

1,300

1,700

2,100

2,500

2,900

3,300

229

759

2,558

（人） 3,394

368

1,303

在籍者
志願者
入学者

注）各年5月1日現在

※1 設置届出予定、計画は予定であり変更の場合があります。 ※2 定員変更の認可申請予定、計画は予定であり変更の場合があります。

大阪梅田

烏丸

神戸三宮

茨木市
阪急京都線
相川駅 大阪成蹊大学

十三
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定員変更の認可申請予定、計画は予定であり変更の場合があります。

経営コース 食ビジネスコース スポーツマネジメント学科公共政策コース

商品開発やマーケティング、経
営戦略などを学び、あらゆる企
業や組織で必要とされる、ビジネ
スの知識とマネジメントの能力を
身につけます。

経営学、食物学、情報学の３領
域からなる文理融合の学びによ
り、あらゆる食関連の分野でマ
ネジメント力を発揮し活躍できる
人材を育成します。

地域や社会の課題を解決する
さまざまなフィールドワークを通じ
てこれからの国や自治体、公共
性の高い企業・団体などに求め
られる「経営的な視点で政策形
成ができる人材」をめざします。

スポーツ関連企業やクラブチー
ム、イベント実行委員会におけ
る経営や企画、管理、運営を学
び、スポーツ産業をはじめ組織
が抱える多様な課題の解決に
貢献できる人材をめざします。

スポーツ
マネジメント
学科

経営学科

● 製造・流通業
● 商社
● 銀行・金融機関

● 国家公務員
● 警察・消防
● 地方公務員

● 食品・飲料メーカー
● 食系卸・小売業
● 外食・中食産業

● スポーツ関連流通業
● スポーツ用品メーカー
● スポーツサービス業

● 卸･小売業
● 公務員
● 教員　など

● 公益企業・団体
● 教員　など

● 農業法人
● 公務員
● 教員　など

● 地域スポーツクラブ
● 一般企業
● 公務員　など

● リテールマーケティング（販売士）2級・3級
● 日商簿記2級・3級
● 実践キャリア実務士Ⓡ

● 上級ビジネス実務士Ⓡ

● 宅地建物取引士
● 行政書士
● 学校図書館司書教諭資格（※1・2）
● メンタルヘルス・マネジメントⓇ検定
● 中学校教諭一種免許状（社会）
● 高等学校教諭一種免許状（公民）
● 高等学校教諭一種免許状（商業）（※3）　など

● 行政書士
● 日商簿記2級・3級
● 宅地建物取引士
● ビジネス実務法務検定Ⓡ2級・3級
● リテールマーケティング（販売士）2級・3級
● 学校図書館司書教諭資格（※1・2）
● 中学校教諭一種免許状（社会）
● 高等学校教諭一種免許状（公民）
● 高等学校教諭一種免許状（商業）（※3）　など

● 食の6次産業化プロデューサー（食Pro.）
● フードコーディネーター2級・3級
● 食品衛生責任者
● リテールマーケティング（販売士）2級・3級
● 日商簿記2級・3級
● 実践キャリア実務士Ⓡ

● 上級ビジネス実務士Ⓡ

● 行政書士
● 学校図書館司書教諭資格（※1・2）
● 中学校教諭一種免許状（社会）
● 高等学校教諭一種免許状（公民）
● 高等学校教諭一種免許状（商業）（※3）　など

● アシスタントマネジャー
● スポーツイベント検定
● リテールマーケティング（販売士）2級・3級
● 日商簿記2級・3級
● 実践キャリア実務士Ⓡ

● 上級ビジネス実務士Ⓡ

● フィットネスクラブ・マネジメント技能士3級
● 学校図書館司書教諭資格（※1・2・4）
● 中学校教諭一種免許状（社会）（※3）
● 高等学校教諭一種免許状（公民）（※3）　など

経営学部
現代の社会・経済・経営・情報環境におけるビジネスとマネジメントを学び、

グローバル化・情報化の進展する現代産業社会において、
複雑化・多様化する経営上の諸問題を解決しうる能力を持った人材を育成します。

類似の学びがある大学・学部

● 追手門学院大学 経営学部　
● 大阪学院大学 経営学部

● 大阪経済大学 経営学部
● 神戸学院大学 経営学部　　

● 摂南大学 経営学部
　　　　　　　　　など

※1 中・高等学校教諭一種免許状いずれかの取得者に限ります。
※2 各コースで定める必修および選択の授業科目を修得した上で、かつそれぞれの免許状·資格取得に必要な授業科目を修得することにより取得できます。
※3 申請中。ただし、文部科学省における審査の結果、予定している教職課程の開設時期が変更となる可能性があります。
※4 申請中。教職課程が認可された場合に取得可能となります。

前期
（入学手続時）

後期
（10月4日まで） 年額

1年次

788,160 496,000 1,284,160

42,160 ー　 42,160

250,000 ー　 250,000
397,500 397,500 795,000
98,500 98,500 197,000

合計

1,019,500参考：2年次以降（年額）

その他納付金

学費等

費目

授業料
教育充実費

入学金

※予定であり変更になる場合があります。 （単位：円）学費

めざす卒業後の進路

めざす資格・技能検定／取得可能な教員免許状・資格

定員増 UP

110名→140名
入学定員増

110名→120名
入学定員増
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地域観光振興
モデル

国際ビジネス
モデル

観光ビジネス
モデル

観光政策の立案、地域におけ
る観光資源の発掘、ツーリズム
による地域活性に興味があり、
将来は地域の観光振興やまち
づくり等に参画したい人。

観光をはじめとするさまざまなグ
ローバル産業において、多様な
国の人々との交流や国際機関
との連携によって、世界に視野
を広げて活躍したい人。

産官学との連携による
専門カリキュラムを用意

観光関連企業や自治体、国際機関な
どと連携したフィールドワーク、プロジェ
クト型授業、各分野のトップ等のゲスト
スピーカーによるリレー講義などが充実

国連世界観光機関（UNWTO）
との連携による国際特別科目
（同機関賛助会員申請中）

国連世界観光機関と連携した特別
授業を開講

徹底した少人数教育

演習や専門ゼミ、語学指導では徹底
した少人数教育を実施

実務・研究の
先端を走る教員陣

長年にわたり観光産業や自治体、国
際機関、研究所などで研究実績を
積んだ教員陣が集結

新棟グローバル館での
充実した学び

新棟グローバル館の「英語教育セン
ター」ではネイティブ教員らが常駐し、
学びをサポート

旅行、航空、ホテル、イベント等、
ホスピタリティマインドを持って
多様な人 と々の交流を生み出し
ながらこれからの観光業界で活
躍したい人。

国際観光
学科

● TOEICⓇテスト
● TOEFLⓇテスト
● 実用英語技能検定

● 日商簿記２級・３級
● 旅行業務取扱管理者（国内・総合）
● 旅程管理主任者（国内・総合）

● 貿易実務検定
● 宅地建物取引士
● 観光実務士Ⓡ

● ホテル・マネジメント技能検定
● 学校図書館司書教諭資格（※1・2・3）
● 高等学校教諭一種免許状（商業）（※4）　など

国際観光学部
現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が進む産業及び観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」
及び「国際コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、持続可能な観光経営モデルの創出や地域における観光振興経営、グローバル市場を
視野に入れた国際ビジネスの展開など、グローバル化が進む産業及び観光関連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材を育成します。

類似の学びがある大学・学部

● 大阪国際大学 国際教養学部
● 阪南大学 国際観光学部

● 大阪観光大学 観光学部、国際交流学部
● 平安女学院大学 国際観光学部　　　など

※1 高等学校教諭一種免許状の取得者に限ります。
※2 学科で定める必修および選択の授業科目を修得した上で、かつそれぞれの免許状·資格取得に必要な授業科目を修得することにより取得できます。
※3 申請中。教職課程が認可された場合に取得可能となります。
※4 申請中。ただし、文部科学省における審査の結果、予定している教職課程の開設時期が変更となる可能性があります。

前期
（入学手続時）

後期
（10月4日まで） 年額

1年次

872,160 580,000 1,452,160

42,160 ー　 42,160

250,000 ー　 250,000
481,500 481,500 963,000
98,500 98,500 197,000

合計

1,187,500参考：2年次以降（年額）

その他納付金

学費等

費目

授業料
教育充実費

入学金

※予定であり変更になる場合があります。

● 航空・鉄道業
● 宿泊業
● 商社・金融・保険業
● メーカー・卸・小売業

● マスコミ・広報・イベント関連業
● 専門職（通訳など）
● 公務員
● 教員　など

地域の観光政策や
観光振興に

関わる仕事をめざす人

在学中に短期・長期の2度の留学を経験する
「STEP留学」にもチャレンジできる！

観光産業に関わる
仕事をめざす人

海外とのビジネスや
国際交流・国際機関に
関わる仕事をめざす人

（単位：円） めざす卒業後の進路学費

めざす資格・技能検定／取得可能な教員免許状・資格

新設新設新設

1.

2.

3.

4.

5.

ウィズコロナ社会、ポストコロナ社会 ―
どのような未来であっても、「観光」は日本の未来にとって非常に大切な産業です。
将来、多くの観光人材が日本国内、そして世界のさまざまな国や地域で必要となります。
国際観光学部での学びが、日本の観光の未来を切り拓きます。

国際観光学部の特色

NEW

80名
入学定員 新設

設置届出予定、計画は予定であり変更の場合があります。

（
仮
称
）
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英語教育コース

中等教育専攻

初等教育コース 幼児教育コース保健体育教育コース

中学校・高等学校における英語
教育の改革に対応できる英語力
と指導力、外国人とのコミュニ
ケーション能力や国際理解など、
グローバル社会に必要な力を備
えた英語教員をめざします。

小学校の教育内容に即した教
育理論と実践的な指導法を学
び、学校体験活動や実習を通じ
て“現場で通用する指導力”を
磨きます。

運動や健康、安全についての正
しい理解に基づく体育授業での
指導力、運動を通じたコミュニ
ケーション能力や他者理解など、
健康社会の実現に必要な力を備
えた保健体育教員をめざします。

多彩な講義や実技演習、豊富
な実習を通じて、幼児教育・保
育を学究的に学ぶとともに、教
員・保育士として専門的な力量
を身につけます。

教育学科

めざす卒業後の進路
● 中学校教員（英語）
● 高等学校教員（英語）
● 小学校教員

● 中学校教員（保健体育）
● 高等学校教員（保健体育）
● 小学校教員
● 消防士・警察官

● 小学校教員
● 幼稚園教員
● 小学校事務職員

● 幼稚園教員
● 保育士

● 英語教育関連企業
● 公務員　など

● フィットネス
● 教育関連企業　
● スポーツ関連企業
● 公務員　など

● 公務員
● 教育関連企業　など

● 公務員
● 教育関連企業　など

めざす資格・技能検定／取得可能な教員免許状・資格
●中学校教諭一種免許状（英語）
●高等学校教諭一種免許状（英語）
●特別支援学校教諭一種免許状（※1・2）
●小学校教諭一種免許状（※1）
●学校図書館司書教諭資格（※1・3）
●社会福祉主事（任用資格）（※4）
●TOEICⓇテスト　など 

●中学校教諭一種免許状（保健体育）
●高等学校教諭一種免許状（保健体育）
●特別支援学校教諭一種免許状（※1・2）
●小学校教諭一種免許状（※1）
●学校図書館司書教諭資格（※1・3）
●社会福祉主事（任用資格）（※4）　など

●小学校教諭一種免許状
●幼稚園教諭一種免許状
●特別支援学校教諭一種免許状（※1・2）
●保育士資格（※1）
●学校図書館司書教諭資格（※1・3）
●社会福祉主事（任用資格）（※4）　など

●幼稚園教諭一種免許状
●保育士資格
●特別支援学校教諭一種免許状（※1・2）
●小学校教諭一種免許状（※1）
●学校図書館司書教諭資格（※1・3）
●社会福祉主事（任用資格）（※4）　など

教育学部
時代が求める新しい教育への対応と普遍的な教育の営みとを総合的・専門的に学修し、

未来を切り拓く子どもの「生きる力」を育むことのできる幅広い教養をもった専門職業人を育成します。

前期
（入学手続時）

後期
（10月4日まで） 年額

1年次

882,160 590,000 1,472,160

42,160 ー　 42,160

250,000 ー　 250,000
435,000 435,000 870,000
155,000 155,000 310,000

合計

1,207,500参考：2年次以降（年額）

その他納付金

学費等

費目

授業料
教育充実費

入学金

※予定であり変更になる場合があります。

初等教育専攻

※1 各コースで定める必修および選択の授業科目を修得した上で、
　　かつそれぞれの免許状·資格取得に必要な授業科目を修得することにより取得できます。
※2 特別支援教育領域は、知的障害者・肢体不自由者・病弱者です。
※3 小・中・高等学校教諭一種免許状いずれかの取得者に限ります。　
※4 本学で指定科目を履修し、当該職務に就いたときに発効する資格です。

※ 2年次以降上記のほかに研修費等が必要です。　
※ 中等教育専攻 英語教育コースは上記のほかに実習費（1万円）が必要です。

定員変更の認可申請予定、計画は予定であり変更の場合があります。

大阪府・大阪市の
教員採用試験合格率が
全体平均の約2倍！

2020年度大阪府・大阪市の教員採用試験で受験者全体の
平均合格率の約2倍の６７％を達成！

大阪成蹊大学 全体平均

67％ 33％

TOPICS1

約
倍2

幼稚園教員・保育士志望者の就職率が
3年連続１００％を達成！

TOPICS2

（単位：円）学費

定員増 UP

入学定員
140名→150名

入学定員
60名→70名

200名→220名
入学定員増

類似の学びがある大学・学部

● 大和大学 教育学部
● 四天王寺大学 教育学部

● 桃山教育大学 教育学部
● 佛教大学 教育学部

● 大谷大学 教育学部
　　　　　　　　　 など

※講師採用を含む 100%
3年連続

受験者の3人に2人が合格！

●

小学校教員志望者の
就職率が3年連続
100％を達成！

●
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マンガ・デジタル
アートコース

ゲーム･
アプリケーションコース

バーチャルメディア・
ボイスクリエイターコース

アニメーション・
キャラクターデザインコース

造形芸術
学科

● マンガ家
● イラストレーター
● デザイン事務所

● キャラクターデザイナー
● アニメーション制作会社
● 映像制作会社

● ゲームクリエイター
● イラストレーター
● ソフトウェア開発会社

● イベント会社
● 広告代理店
● テレビ・ラジオ局・
　インターネット放送局

● ゲームデザイナー
● グッズデザイナー
● 教員　など

● ゲーム制作会社
● 教員　など

● アプリデザイナー
● ゲームプランナー
● 教員　など

● PR会社
● マネジメント会社
● 映像制作会社　など

● 二級･木造建築士 受験資格（※1）
● Adobe PhotoshopⓇ検定（※2）
● Adobe IllustratorⓇ検定

● Webクリエイター検定（※2・3）
● CAD検定（※1）
● インテリアコーディネーター（※1）

● 色彩検定Ⓡ

● 博物館学芸員
● 学校図書館司書教諭資格（※4・5）

● 中学校教諭一種免許状（美術）
● 高等学校教諭一種免許状（美術）  など

芸術学部
芸術的教養や芸術的表現能力を育成するとともに、専門領域を超えた幅広い視野と知識を持ち、社会の要請を敏感に感じ取り社会との関わりにおいて
その芸術的感性や表現能力を生かし、伝統的な造形表現と未来を開く革新的な造形思考との往還の中に現代人の置かれたさまざまな局面を捉え、

未来的な展望のもとに個性豊かな表現の可能性を追求できるとともに、心豊かな社会の実現に寄与することのできる人材の育成をします。

※1 インテリア・プロダクトデザインコースのみ対象となります。　
※2ファッション・コスチュームデザインコースは対象外です。　
※3 インテリア・プロダクトデザインコースは対象外です。
※4 中・高等学校教諭一種免許状いずれかの取得者に限ります。　
※5 各コースで定める必修および選択の授業科目を修得した上で、かつそれぞれの免許状·資格取得に必要な授業科目を修得することにより取得できます。

前期
（入学手続時）

後期
（10月4日まで） 年額

1年次

976,660 734,500 1,711,160

42,160 ー　 42,160

200,000 ー　 200,000
636,000 636,000 1,272,000
98,500 98,500 197,000

合計

1,496,500参考：2年次以降（年額）

その他納付金

学費等

費目

授業料
教育充実費

入学金

※予定であり変更になる場合があります。

● 広告代理店
● メーカー
● 制作会社
● デザイン事務所

● イラストレーター
● 絵本作家
● キャラクターデザイナー
● ゲームデザイナー

● ファッションデザイン会社
● コスチューム製作会社
● アパレルメーカー

● インテリアデザイナー
● プロダクトデザイナー
● 建築設計士

● 印刷会社
● 出版社
● 教員　など

● デザイン事務所
● 作家
● 教員　など

● 劇団舞台衣装製作
● テキスタイルメーカー
● 教員　など

● 家具・プロダクトメーカー
● 建築関連メーカー
● インテリア・雑貨ショップ
　　　　　　　など

ビジュアル
デザインコース

ファッション・コスチューム
デザインコース

インテリア・プロダクト
デザインコース

イラストレーション・
美術コース

（単位：円）

めざす卒業後の進路

めざす卒業後の進路

学費

めざす資格・技能検定／取得可能な教員免許状・資格

定員増 UP

190名→220名
入学定員増

定員変更の認可申請予定、計画は予定であり変更の場合があります。

類似の学びがある大学・学部

● 京都芸術大学 芸術学部
● 大阪芸術大学 芸術学部

● 京都精華大学 芸術学部、デザイン学部、マンガ学部
● 嵯峨美術大学 芸術学部 ● 近畿大学 文芸学部 芸術学科　など
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2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年

⼈数 197,547 195,001 190,286 185,178 181,531 175,417 179,067 179,636 178,463 174,576 174,133 171,669 168,568
指数 100.0 98.7 96.3 93.7 91.9 88.8 90.6 90.9 90.3 88.4 88.1 86.9 85.3
⼈数 14,350 14,535 14,328 14,007 13,774 13,316 13,765 13,817 13,893 13,684 13,695 13,489 13,319
指数 100.0 101.3 99.8 97.6 96.0 92.8 95.9 96.3 96.8 95.4 95.4 94.0 92.8
⼈数 24,095 23,646 23,145 22,734 22,309 22,185 22,478 21,793 21,594 21,117 21,067 20,742 20,118
指数 100.0 98.1 96.1 94.4 92.6 92.1 93.3 90.4 89.6 87.6 87.4 86.1 83.5
⼈数 83,004 81,797 79,549 77,384 75,832 72,712 74,358 74,725 74,153 72,766 72,519 71,375 70,320
指数 100.0 98.5 95.8 93.2 91.4 87.6 89.6 90.0 89.3 87.7 87.4 86.0 84.7
⼈数 53,233 52,305 51,482 49,765 49,057 47,247 48,208 49,327 49,295 47,929 48,151 47,413 46,441
指数 100.0 98.3 96.7 93.5 92.2 88.8 90.6 92.7 92.6 90.0 90.5 89.1 87.2
⼈数 13,375 13,435 12,973 12,681 12,433 12,027 12,320 12,044 11,584 11,458 11,207 11,071 10,997
指数 100.0 100.4 97.0 94.8 93.0 89.9 92.1 90.0 86.6 85.7 83.8 82.8 82.2
⼈数 9,490 9,283 8,809 8,607 8,126 7,930 7,938 7,930 7,944 7,622 7,494 7,579 7,373
指数 100.0 97.8 92.8 90.7 85.6 83.6 83.6 83.6 83.7 80.3 79.0 79.9 77.7

⼈数 1,174,801 1,167,348 1,141,140 1,121,276 1,097,105 1,061,961 1,089,005 1,093,565 1,085,011 1,068,978 1,066,720 1,048,177 1,033,386

指数 100.0 99.4 97.1 95.4 93.4 90.4 92.7 93.1 92.4 91.0 90.8 89.2 88.0

奈良

和歌⼭

全国

近畿

滋賀

京都

⼤阪

兵庫

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
（指数）（18歳⼈⼝︓⼈）

滋賀 京都 ⼤阪 兵庫 奈良 和歌⼭ 近畿=2019年を100とした値

18歳⼈⼝予測（全体︓近畿︓2019〜2031年） 

■2019年197,547⼈→2031年168,568⼈（28,979⼈減少）

・近畿エリアは13年間で28,979⼈・14.7%減少し、全国の減少率12.0%を2.7ポイント上回る。
・2024年に175,417⼈まで減少し、2026年までに4,219⼈増加するが、その後再び減少に転じ

る。
・減少率が⾼いのは、和歌⼭県（2019年⽐較22.3％）。
・減少数が多いのは、⼤阪府（2019年83,004⼈→2031年70,320⼈、12,684⼈減少）。

※データ元︓2019~2021年＝平成28~30年度（2016~2018年度） 学校基本調査 確報値／2022~2031年＝令和元年度（2019年度）学校基本調査 速報値

【資料２】
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明日の日本を支える 

観光ビジョン 
 

 
― 世界が訪れたくなる日本へ ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２８年３月３０日 

明日の日本を支える観光ビジョン構想会議  

【資料３】 
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「観光先進国」に向けて 
 

 

安倍内閣の発足から３年。戦略的なビザ緩和、免税制度の拡充、出入国管理体制

の充実、航空ネットワークの拡大など、大胆な「改革」に取り組み続けてきた。 

この間、訪日外国人旅行者数は２倍以上の約 2000万人に達し、その消費額も３倍

以上となり、自動車部品産業の輸出総額に匹敵する約３.５兆円に達した。 

今年に入っても外国人旅行者数は引き続き増加しており、各月の過去最高記録を

更新し続けている。 

 

我が国は、自然・文化・気候・食という観光振興に必要な４つの条件を兼ね備え

た、世界でも数少ない国の一つであり、これらの豊富な観光資源を真に開花させる

ことにより、裾野の広い観光を一億総活躍の場とすることが可能である。 

観光は、まさに「地方創生」への切り札、GDP600兆円達成への成長戦略の柱。 

国を挙げて、観光を我が国の基幹産業へと成長させ、「観光先進国」という新た

な挑戦に踏み切る覚悟が必要である。 

 

このため、従来の政府目標を大幅に前倒しし、かつ、質の高い観光交流を加速さ

せるべく、以下の新たな目標に向かって進んでいくこととする。 

★訪日外国人旅行者数  2020年：4000万人   2030年：6000万人 

       （従来目標：2020年 2000万人、2030年 3000万人） 

 ★訪日外国人旅行消費額  2020年：８兆円   2030年：15兆円 
       （従来目標：2000万人が訪れる年に４兆円） 

 ★地方部（三大都市圏以外）での外国人延べ宿泊者数 

2020年：7000万人泊  2030年：１億 3000万人泊 

 ★外国人リピーター数  2020年：2400万人   2030年：3600万人 

 ★日本人国内旅行消費額  2020年：21兆円    2030年：22兆円 

 

 めざせ！観光先進国。すなわち、全国津々浦々その土地ごとに、日常的に外国人

旅行者をもてなし、我が国を舞台とした活発な異文化交流が育まれる、真に世界へ

開かれた国。 

 そこでは、次々と新たなサービスの創造やイノベーションが起こり、地域の産

業・経済の足腰が強化されるといった好循環が創出される。 

 

そのためには、まず、我が国の豊富で多様な観光資源を、誇りを持って磨き上

げ、その価値を日本人にも外国人にも分かりやすく伝えていく必要がある。そし

て、観光の力で、地域に雇用を生み出し、人を育て、国際競争力のある生産性の高

い観光産業へと変革していく必要がある。さらに、CIQや宿泊施設、通信・交通・決
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済等といった受入環境整備を早急に進める必要がある。あわせて、高齢者や障がい

者等を含めた、すべての旅行者が「旅の喜び」を実感できるような社会を築いてい

く必要がある。 

 

これらを踏まえ、「観光ビジョン」においては、「観光は、真に我が国の成長戦

略と地方創生の大きな柱である」との認識の下、以下の３つの視点を柱とし、１０

の改革をとりまとめた。 

「観光先進国」の実現に向け、政府一丸、官民を挙げて、常に先手を打って攻め

ていく。 

 

視点１ 観光資源の魅力を極め、地方創生の礎に 

視点２ 観光産業を革新し、国際競争力を高め、我が国の基幹産業に 

視点３ すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に 
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「観光先進国」 への 「３つの視点」 と 「１０の改革」 
 
 
視点１ 観光資源の魅力を極め、地方創生の礎に  
 
■「魅力ある公的施設」を、ひろく国民、そして世界に開放 

  ― 「技」の粋がつくされた日本ならではの空間を世界に ― 

◯ 赤坂や京都の迎賓館をはじめ、我が国の歴史や文化に溢れる公的施設を、大胆に、一般向けに公開・

開放し、観光の呼び水とします。 

 
■「文化財」を、「保存優先」から観光客目線での「理解促進」、そして「活用」へ 

  ― 「とっておいた文化財」を「とっておきの文化財」に ― 

◯ 2020年までに、文化財を核とする観光拠点を全国で 200整備、わかりやすい多言語解説など 1000事

業を展開し、集中的に支援を強化します。 

 
■「国立公園」を、世界水準の「ナショナルパーク」へ 

  ― 世界中から休日をすごしにくる上質感あふれる空間に ― 

◯ 2020年を目標に、全国５箇所の公園について、保護すべき区域と観光活用する区域を明確化し、充

実した滞在アクティビティなど、民間の力も活かし、体験・活用型の空間へと生まれ変わらせます。 

 

■おもな観光地で「景観計画」をつくり、美しい街並みへ 

― ひと目見れば忘れない、ひと目見ただけで場所がわかる景観に ― 

◯ 2020年を目途に、原則として全都道府県・全国の半数の市区町村で、「景観計画」を策定します。 

◯ 外国人旅行者向け周遊ルートには、専門家チームを国から派遣し、景観を徹底改善します。 

 

 
視点２ 観光産業を革新し、国際競争力を高め、我が国の基幹産業に  
 

■古い規制を見直し、生産性を大切にする観光産業へ 

◯ 60年以上経過した規制・制度の抜本見直し（通訳案内士、ランドオペレーター、旅行業など）のほ

か、トップレベルの経営人材育成、民泊ルールの整備、宿泊業の生産性向上などを、総合パッケージ

で推進・支援します。 

 

■あたらしい市場を開拓し、長期滞在と消費拡大を同時に実現 

◯ 欧州・米国・豪州や富裕層などをターゲットにしたプロモーション、戦略的なビザ緩和、首都圏にお

けるビジネスジェットの受入環境の改善を実施します。 

○ MICE誘致・開催の支援体制を抜本的に改善し、世界で戦える日本の MICEへと成長させます。 
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■疲弊した温泉街や地方都市を、未来発想の経営で再生・活性化 

◯ 2020年までに、世界水準の DMO（Destination Management/Marketing Organization）を、全国で

100形成します。 

◯ 観光地再生・活性化ファンド、規制緩和などを駆使し、民間の力を最大限活用した安定的・継続的な

「観光まちづくり」を実現します。 

 

 

視点３ すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に  
 
■ソフトインフラを飛躍的に改善し、世界一快適な滞在を実現 

◯ 世界最高水準の技術活用により、出入国審査の風景を一変させます。 

○ 無料 Wi-Fi環境の整備促進や一回の認証手続で利用できる環境の整備、SIMカードとの相互補完利

用、多言語翻訳システム、個人のニーズに合わせた観光情報の配信など最適なサービス提供基盤の社

会実装化、新幹線や高速バス等における海外からのインターネット予約可能化、JRも含めた東京 23

区内の駅ナンバリングの完成などにより、ストレスフリーな通信や交通の利用環境を実現します。 

○ 主要な商業施設や宿泊施設、観光スポットにおける「100％のクレジットカード決済対応」および

「100％の決済端末の IC対応」、３メガバンクにおける海外発行カード対応 ATMの設置計画の大半の

大幅な前倒し要請（2020年→2018年）などにより、キャッシュレス観光を実現させます。 

◯ 2020年までに、訪日外国人が特に多い地域を中心に、外国人患者受入体制が整備された医療機関

を、現在の５倍にあたる 100箇所で整備します。 

○ 「ユニバーサルデザイン 2020」を策定し、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契

機に、観光地や交通機関において、より高い水準のユニバーサルデザイン化と心のバリアフリーを推

進します。 

 

■「地方創生回廊」を完備し、全国どこへでも快適な旅行を実現 

  ― 隅から隅まで日本の旅を楽しめるように ― 

◯ 外国人向け「ジャパン・レールパス」を、訪日前だけでなく日本到着後でも購入可能にします。 

◯ 新幹線開業やコンセッション空港運営等と連動し、観光地へのアクセス交通の充実を図ります。 

 

■「働きかた」と「休みかた」を改革し、躍動感あふれる社会を実現 

  ― 国民一人ひとりが「仕事も」「休日も」楽しめるように ― 

◯ 2020年までに、年次有給休暇の取得率を 70％（2014年：47.6％）へと向上させます。 

◯ 休暇取得の分散化のため産業界に対し奨励を行うとともに、経済的インセンティブ付与の仕組みの導

入を目指します。 
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新たな目標への挑戦  

 

訪日外国人旅行者数 

○ 観光先進国という新たなステージへ進むためには、2020年に 2000万人とい

う目標に満足することなく、さらなる高みを目指す必要がある。 

このため、訪日外国人旅行者数については、2020年には約２倍となる 4000

万人、2030年には約３倍となる 6000万人を目指す。 

 

訪日外国人旅行消費額 

○ 観光立国の推進は我が国経済成長の大きな鍵であり、消費の増大により地域

への経済効果を高め、GDP600兆円への貢献を図ることが重要である。 

訪日外国人旅行消費額については、ビジョン施策の実施で訪日外国人旅行

者の滞在日数を増加させること等により、2020年には１人当たり単価を 20万

円という大台にのせ、消費額全体では 2015年の２倍を超える８兆円とする。

また、2030年には１人当たり単価を次の節目である 25万円に到達させ、消費

額全体でも 2015年の４倍を超える 15兆円を目指す。 

 

地方部での外国人延べ宿泊者数 

○ 観光を地方創生につなげていくためには、地方部への外国人旅行者の訪問を

増大させていくことが必要である。地方部（三大都市圏以外）の外国人延べ宿

泊者数の地方部比率の増加傾向を今後も維持し、2020年には 50％まで高める

とともに、2030年には三大都市圏との比率を逆転させ、地方部を 60％とする

ことを目指す。 

このため、地方部での外国人延べ宿泊者数については、2020年には 2015年

の３倍近い増加となる 7000万人泊、2030年には５倍を超える１億 3000万人

泊を目指す。 

（注）地方部とは、三大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫

県）以外の地域をいう。 

 

外国人リピーター数 

○ 我が国の観光の魅力を高め、質の向上を図ることにより、訪日外国人旅行

者の満足度を高め、リピーターを増加させることが重要である。 

このため、外国人リピーター数について、訪日客数全体の増加に匹敵する伸
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びを達成すべく、2020年は現在の約２倍となる 2400万人、2030年は約３倍

となる 3600万人を目指す。 

 

日本人国内旅行消費額 

○ 我が国の観光消費額は、日本人国内旅行が占める割合が高く、国内旅行を

促進し、地域への経済効果をより一層高めることが重要である。今後人口減少

が予測される中でも国内旅行が縮小しないよう、ビジョン施策によって日本人

が国内旅行に行く回数を増やしていただくこと等で国内旅行消費額の維持に努

めることとし、2020年は最近５年間の平均値（約 20兆円）から約５％増の 21

兆円、2030年は約 10％増の 22兆円を目指す。 

 

これらのほか、民間で調査されている国家ブランド指数を活用し、日本が相対的

に弱い点について改善を図っていく。 
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やマップの作成等を行い、外国人旅行者の積極的な受入れに取り組んだ。
その結果、2014年（平成26年）1～9月における外国人宿泊者数は前年同期比で4倍に増加し、

売上は20％増加した。

事例　団体客から個人客へのシフトによるサービスの品質向上　～時音の宿	湯主一條（宮城県）～
時音の宿  湯主一條（宮城県）では、団体客の減少傾向を受け、サービス品質を向上させて高

級旅館として個人客を取り込むこととした。食材の仕入・在庫管理及び備品管理の徹底により、
経費を削減した。また、時差出退勤、休憩時間の分散による労働力配分の効率化も実施した。

その結果、サービスの質を向上させながらも、食材仕入原価を10％引き下げ、増収増益を
達成し、従業員の賃金は1.5倍に上昇した。

（2）人材育成
宿泊業の変革を進めていくためには、訪日外国人旅行者の受入環境の整備や、マーケティング、

経営高度化等の課題に適切に対応できる経営者、従業員等の人材育成が急務であり、これは、地域
での観光地経営など、観光産業全体についての課題でもある。

トップレベルの観光経営を担う人材を育成する大学院、地域観光の中核を担う人材を育成する大
学観光学部、即戦力となる地域の実践的な観光人材を育成する専修学校等といった3層構造により、
観光産業の担い手を育成していくことが求められる。しかしながら、我が国では、トップレベルの
経営者から地域の実践的な観光人材まで、必要な人材を輩出するプログラムが不十分である。

我が国の大学の観光系学部・学科については、学部数、学科数、定員数は、いずれも頭打ちの傾
向が見られる（図表Ⅱ-24）。また、卒業生の進路で見ると、観光関連産業への就職率は16.7％（2014
年度（平成26年度）観光庁調査）に低迷している。このような傾向は、我が国の大学のカリキュラ
ムが海外の観光系の大学等とは異なり、人文科学、社会科学を中心としたもの等が多く、経営人材
の育成など、観光産業界が求める人材を輩出するという観点で見ると十分ではないこと（図表Ⅱ
-25）が一因と考えられ、観光産業界が求める人材ニーズを把握し、産学連携により、「高等教育機関」
として体系的なカリキュラムを構築していく必要がある（図表Ⅱ-26）。

平
成
27
年
度　
観
光
の
状
況

　　図表Ⅱ-24　　　観光系大学数、学科数、定員数
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資料：文部科学省資料より観光庁作成
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　　図表Ⅱ-25　　　観光系大学における教育内容の現状

日本（n=134） 中国（n=66）

韓国（n=51） 台湾（n=100）

教育分野の国際比較（日本・中国・韓国・台湾）

人文・社会科学系
人文科学・社会科学という既存の学
問領域を土台にし、観光という現象を
学ぶ
（文化人類学、地理学、歴史学等）

地域づくり系
都市等の計画論や政策論のアプロー
チで地域政策や地域づくりについて
学ぶ（都市工学、まちづくり、地域政
策等）

ホスピタリティ系
接遇教育を重視し、資格取得など、
卒業後にすぐに役立つ実務を学ぶ

経営系
観光を実学の面から捉え、その経営
について学ぶ

※ｎは高等教育機関の数

人文・社会

科学系
35％

地域づくり系, 
23％

ホスピタリティ系
23％

経営系
19％

人文・社会科学系
8％

地域づくり系
5％

ホスピタリティ系
12％

経営系
76％

ホスピタリティ系
40％経営系

60％

人文・社会科学系
8％

地域づくり系
1％

ホスピタリティ系
42％

経営系
48％

資料：2010年度（平成22年度）観光庁調査事業「東アジア圏の観光における国際競争力に関する調査」

　　図表Ⅱ-26　　　観光系学部・学科卒業生

観光関連企業が新卒採用時に重視する項目

観光関連産業への就職率は１６．７％
※平成26年度観光庁調査による（58校へアンケート調査を実施）

卒業生の進路（平成25年度）

大手旅行会社が採用時に観光系学部生を
意識しない主な理由
・ 人物本位で採用しているから
・ 幅広い人材確保のため、特定学部を意識しない
・ 観光系学部での学業が即戦力とはいえないため
・ 観光系学部の考え方と販売スタッフの資質は別

（出典：「旅行会社と観光系学部・学科の教育連携に関する

考察」矢嶋 敏朗 2013年）

*

＊資料：玉川大学「平成25年度�観光教育に関する学長・学部長会議�アンケート報告書」
　　　　（委員に対するアンケート）に基づき観光庁作成
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2 グローバル人材の確保状況等に関する企業の意識調査 

（要旨） 

本政策評価では、第2期計画に基づき取り組まれている、グローバル人材育

成に関する施策の効果を把握するため、グローバル人材の主要な需要者であ

る海外進出企業4,932社（「海外進出企業総覧会社別編2015年刊」（株式会社東

洋経済新報社）に掲載された全ての海外進出企業）を対象に、実際のグロー

バル人材の確保状況等に関する意識調査を実施した。 

調査の有効回答数は980社（ＷＥＢによるオンライン調査912社、実地調査

68社）となっており、調査結果の主な概要については、以下のとおりである。 

（グローバル人材の確保状況） 

① 海外事業に必要な人材については、約7割の企業（690社）が不足又はど

ちらかといえば不足していると回答しており、海外事業に必要な人材は依

然として不足している状況となっている。 

② 海外事業に必要な人材の採用状況（複数回答）については、「国内のノウ

ハウのある日本人（中途採用）」が638社（65.1％）と最も多く、次いで、

「国内の日本人の新卒者」が584社（59.6％）、「国内の外国人」が364社

（37.1％）、「海外の外国人」が315社（32.1％）などとなっている。 

（新卒採用者のグローバル人材としての評価） 

③ 「グローバル人材」に当てはまる新卒採用者については、約5割の企業（496

社）がここ10年間で増加又はやや増加していると回答しているが、企業規

模別（大企業677社、中小企業303社）（注）でみると、大企業では、約6割の

企業（406社）が増加又はやや増加していると回答しているのに対し、中小

企業では、約3割の企業（90社）にとどまっている。 

④ 「グローバル人材」の3要素別にみると、ⅰ）語学力・コミュニケーショ

ン能力については、約6割の企業（605社）が向上又はやや向上していると

回答している一方、ⅱ）異文化理解の精神については、約5割の企業（493

社）、ⅲ）主体性・積極性については、約3割の企業（319社）にとどまって

おり、相対的には、異文化理解の精神及び主体性・積極性について、より

一層の向上が必要であることがうかがわれる。 

 なお、語学力・コミュニケーション能力については、大企業では約7割の

企業（485社）が向上又はやや向上していると回答しているのに対し、中小

企業では約4割の企業（120社）にとどまっている。 

（大学に求める取組内容） 

⑤ 企業が「グローバル人材」の育成のために大学に求める取組（複数回答）

については、「海外留学の促進」が487社（49.7％）と最も多く、次いで、

「異文化理解に関する授業の拡充」が471社（48.1％）、「ディベート等の対

話型の授業の拡充」が456社（46.5％）、「英語授業の拡充」が416社（42.4％）、

「外国人留学生・教員の受入れによる学内国際化」が356社（36.3％）など
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となっており、海外留学や語学力に関するものに限らず、異文化理解やデ

ィベートに関するものなど多岐にわたっている。 

⑥ 大学に各取組を求める理由として、ⅰ）海外留学の促進については、異

文化理解力や海外赴任にも耐え得る経験を積むには留学が最も適当であ

る、ⅱ）異文化理解に関する授業については、現地の習慣、文化、価値観

などを理解し、そこで活動できることが重要である、ⅲ）ディベート等の

対話型の授業については、企業が主体性や積極性を持つ人材を育てる上で

重要であるなどの意見がみられた。 

（理想的な留学期間） 

⑦ 企業が大学に求める取組のうち最上位に挙げられている海外留学につい

て、その理想的な留学期間に関する企業側の回答をみると、「1年以上」が

462社（47.1％）と最も多く、次いで、「6か月以上1年未満」が347社（35.4％）

となっており、約8割の企業（809社）が6か月以上の長期間の留学期間が理

想的であると回答している。 

⑧ 1年以上の長期間の留学を求める理由としては、ⅰ）語学力の習得のみな

らず、現地の国民性や異文化の理解、国際的な視野拡大を図るためには、

最低でも1年の留学期間は必要である、ⅱ）これまでの留学経験者の採用面

接では、留学期間が長い者ほど、語学力はもちろんのこと、留学経験が業

務に生かされていると感じる、ⅲ）1年以上の長期留学経験者は数週間の留

学経験者と比べ、多様な価値観を受容するといった経験の幅に違いを感じ

るなどの意見がみられた。 

（注） 本意識調査では、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）における中小企業者

の定義等を踏まえ、大企業は連結従業員数301人以上、中小企業は同300人以下の企

業とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生確保（資料）－37



0
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DBJ・JTBF  アジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査
（2020年度 新型コロナ影響度 特別調査）

2020年8月18日
株式会社日本政策投資銀行
公益財団法人日本交通公社

～新型コロナ終息後の海外旅行意向は強く、日本の人気は変わらず高い～
～安全・安心を徹底し、日本の「清潔さ」を更なる強みに～

１．(株)日本政策投資銀行は2012年より継続的に「アジア８地域・訪日外国人旅行者の意向調査」を公表し、
2015年からは（公財）日本交通公社と共同で本調査を実施している。今般、世界的に感染拡大が見ら
れる新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という。）が外国人旅行者の海外旅行意向に与えた影
響を調査すべく、アジア・欧米豪12地域（注）の海外旅行経験者6,266人を対象としたインターネットによ
る緊急アンケート調査を2020年6月2日～6月12日に実施した。

２．今後6か月間における海外旅行のハードルは長距離移動であるほど高く、2020年6月以降に海外訪問を行
うと回答した割合はアジア、欧米豪ともに20%を切っている。また、海外訪問実施予定者であっても新型コロ
ナへの不安を抱いており、特にアジアは強い不安を抱いている。

３．海外観光旅行の検討を再開するタイミング」としては、 「抗ウイルス薬の開発など、新型コロナの脅威が消滅し
てから」、「渡航希望先の安全宣言後」、「自国の出国制限措置の解除後」という回答が多く、訪日外国人
旅行者数が従前通りに戻るには相応の時間を要するであろう。

４．一方、新型コロナの流行終息後における海外旅行の意向は、アジアで86%、欧米豪で74%と強い。また、
新型コロナ終息後に海外観光旅行をしたい理由としては「海外旅行が好きだから」という回答の他、アジアを
中心に「リラックスや癒やしを得たいから」、「海外で体験したいことがあるから」という回答が多い上、新型コロナ
終息後の海外観光旅行において、予算が増加し、滞在日数が長期化するという回答が相対的に多い。

５．そして、新型コロナ終息後に観光旅行したい国・地域として、日本はアジアではトップ、欧米豪でも2位の人気
であり、新型コロナ感染拡大前から変わらず日本人気は高い。一方で、新型コロナ終息後の訪日旅行全般
に期待したいこととしては「衛生面における配慮、清潔さ、消毒などのウイルス対策全般の継続」がアジア・欧米
豪ともにトップであり、特にアジアからのウイルス対策全般に対する期待は高い。

６．また、新型コロナは旅行者の旅行形態や同行者に関する意向にも変化を与えた。希望する旅行形態として、
所謂3密が想起されやすいフルパッケージツアー（航空券と宿泊施設がセットになったパック旅行に食事・観
光・添乗員や現地ガイドが含まれているもの）は新型コロナ拡大前よりも人気が落ちる一方で、ダイナミック
パッケージ（航空券と宿泊施設のみがセットになったパック旅行）の人気が高まっている。同行者についても、
行動履歴がわかる「配偶者・恋人」や「自分の子供」の選択率がより高くなっている。

７．他の国・地域と比較すると、日本は多言語対応に対する評価は低く、また、台湾等と比較すると新型コロナの
被害が少ない国と評価されているとは言い難い。一方で、「買い物」、「食事」、「治安のよさ」等に加え、「清潔
さ」が高く評価されている。

８．これらの結果を踏まえ、新型コロナ終息後の高い海外旅行意向およびアジアを中心とした日本人気を捉まえる
ためには、ウイルス対策全般の継続などの安全・安心に関する取り組みを徹底し、「清潔さ」という日本の強み
を一層活かすことが重要であろう。その上で、特に新型コロナへの不安度が高いアジアに対して、それぞれの言
語で正確な情報発信を行うとともに、高単価かつ長期滞在を求める訪日外国人旅行者の取り込みに繋げる
べく、リラックスや癒やしおよび体験型観光といった旅行者のニーズを満たすための準備を今の段階から進めるこ
とが重要であろう。

（注）調査対象は、韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、アメリカ、オーストラリア、イギリス、
フランスの12地域

（株）日本政策投資銀行（DBJ） 浅井健之、内藤桂子、内藤貴子、片岡真己
（公財）日本交通公社（JTBF） 柿島あかね、塩谷英生、武智玖海人

【資料６】 
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（7）新型コロナ終息後に観光旅行したい国・地域（p.45）

 新型コロナ終息後においても、海外観光旅行先としての日本人気は引き続き高く、アジア居住者ではトップ
(56%)、欧米豪居住者でも2位(24%)の人気となっている。

※ 2019年度通常調査（2019年6月25日～7月8日実施。以下、「通常調査」という。）において、日本の選
択率は、アジア居住者55%（１位）、欧米豪居住者39%（６位）であった。

（上位20の国・地域で降順ソート）
56%

30%
23%

19%
17%

16%
15%

14%
12%

11%
11%

10%
9%
9%
9%
9%

8%
8%
8%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日本
韓国
台湾
タイ

シンガポール
オーストラリア

ニュージーランド
中国本土

スイス
香港

マレーシア
イギリス
フランス
アメリカ

ベトナム
ハワイ
ドイツ

イタリア
カナダ

インドネシア

28%
24%

20%
19%

17%
17%

16%
14%
14%

13%
12%
12%
12%
12%
11%

9%
9%
8%
8%
8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

アメリカ
日本
カナダ

イギリス
オーストラリア

フランス
イタリア
ドイツ

ニュージーランド
その他欧州諸国

タイ
スイス

スペイン
シンガポール

ハワイ
香港

ベトナム
オーストリア
マレーシア

メキシコ

アジア居住者（n=3,822）

欧米豪居住者（n=1,840）

新型コロナの流行終息後に、観光旅行したい国・地域※2 （回答はあてはまるもの全て）

（上位20の国・地域で降順ソート）

「旅行したい国・地域」と「回答者の国・地域」または「近隣国」が同じ場合、当該国・地域の回答はサンプル数から除いている。※2

海外観光旅
行希望者※1

新型コロナ終息後の海外観光旅行について「（したいと）思わない」を選択した対象者および次に海外観光旅行の検討を再開するタイミングについて
「現在の状況からは海外旅行の検討再開は考えられない」と回答した対象者を除く全員から回答を得た。

※1

学生確保（資料）－39



感
染
拡
大
防
止
と観
光
需
要
回
復
の
た
め
の
政
策
プ
ラ
ン
（
概
要
）

観
光
に
は
全
国
で
約
90
0万
人
も
の
方
が
従
事
。雇
用
の
維
持
と事
業
の
継
続
が
極
め
て
重
要
。

今
後
は
、感
染
拡
大
防
止
策
の
徹
底
を
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に
、当
面
の
観
光
需
要
の
回
復
を
担
う日
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人
国
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行
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力
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つ
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格
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な
イ
ン
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ウ
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ド回
復
に
備
え
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組
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進
め
る
。

ま
ず
は
感
染
拡
大
防
止
策
の
徹
底
。そ
の
上
で
、G
o
To
トラ
ベ
ル
事
業
を
延
長
し、
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョン
等
を
普
及
させ
つ
つ
、国
内
の
観
光
需
要
を
喚
起
。

併
せ
て
、本
格
的
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
回
復
に
向
け
、国
の
支
援
に
よ
る
ホ
テ
ル
、旅
館
、観
光
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等
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再
生
、魅
力
的
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滞
在
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テ
ン
ツ
造
成
、観
光
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環
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備
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感
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状
況
等
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見
極
め
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で
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バ
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階
的
復
活
の
取
組
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進
す
る
。

(2
)国
の
支
援
に
よ
る
ホ
テ
ル
、
旅
館
、
観
光
街
等
の
再
生

(5
)国
内
外
の
感
染
状
況
等
を
見
極
め
た
上
で
の

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
段
階
的
復
活

(4
)観
光
地
等
の
受
入
環
境
整
備

•観
光
施
設
を
再
生
し
、
さ
ら
に
地
域
全
体
で
魅
力
と
収
益
力
を
高
め
る
た
め
、
新
た
な
補
助
制
度
を
創

設
、
融
資
制
度
を
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に
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充
し
て
、
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で
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力
に
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援
。
具
体
的
に
は
、

•①
観
光
施
設
全
体
が
再
生
で
き
る
よ
う
な
施
設
改
修
に
対
す
る
補
助
制
度
（
負
担
割
合
:1
/
2
）
と
、

経
営
革
新
等
の
専
門
家
に
よ
る
支
援
制
度
を
創
設
す
る
と
と
も
に
融
資
制
度
を
大
幅
に
拡
充
。

•②
地
域
の
観
光
ま
ち
づ
く
り
の
取
組
と
連
携
し
た
廃
屋
の
撤
去
等
に
つ
い
て
も
新
た
に
支
援
し
、
一
挙

に
観
光
地
と
し
て
の
景
観
を
改
善
。

•③
事
業
承
継
や
事
業
統
合
、
宿
泊
事
業
者
間
等
で
の
連
携
・
協
業
を
支
援
し
、
宿
の
収
益
性
を
改
善
、

魅
力
を
向
上
。

•④
公
共
施
設
の
魅
力
と
収
益
力
を
向
上
す
べ
く
、
こ
れ
ら
の
施
設
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お
い
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民
間
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力
を
導
入
す
る
場

合
の
施
設
改
修
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支
援
。

•観
光
地
等
に
お
け
る
多
言
語
対
応
、
無
料
W
i-
F
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の
整
備
等
の

促
進

•最
先
端
技
術
を
活
用
し
た
ス
ト
レ
ス
フ
リ
ー
な
旅
行
の
実
現

•観
光
地
等
に
お
け
る
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
面
か
ら
の
バ
リ
ア
フ

リ
ー
の
促
進

(3
)国
内
外
の
観
光
客
を
惹
き
つ
け
る
滞
在
コ
ン
テ
ン
ツ
充
実

•地
域
に
残
る
縦
割
り
の
打
破
と
地
域
に
眠
る
観
光
資
源
の
磨
き
上
げ

•ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト
や
ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
等
の
高
付
加
価
値
・
滞
在
型
コ
ン
テ
ン
ツ
の
造
成

•城
や
社
寺
、
古
民
家
、
グ
ラ
ン
ピ
ン
グ
等
の
個
性
あ
る
宿
泊
施
設
整
備

•上
質
な
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
観
光
客
誘
致
の
た
め
の
環
境
整
備

•デ
ジ
タ
ル
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術
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用
し
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磨
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の
感
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況
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極
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染
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ラ
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が
国
の
観
光
資
源
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含
む
多
様
な
魅
力
や
安
全
・
安
心
へ
の
取
組
に
関

す
る
情
報
等
の
発
信
に
よ
る
訪
日
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ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施

(1
)感
染
拡
大
防
止
策
の
徹
底
と
G
o
T
o
ト
ラ
ベ
ル
事
業
の
延
長
等

○
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
等
の
普
及

•企
業
と
地
域
双
方
の
環
境
整
備
や
、
マ
ッ
チ

ン
グ
実
施
に
よ
る
企
業
と
地
域
の
継
続
的
な

関
係
性
の
構
築

○
G
o
To
ト
ラ
ベ
ル
事
業
の
延
長

•例
え
ば
、
中
小
事
業
者
、
被
災
地
な
ど
観
光
需
要
の
回
復
が
遅
れ

て
い
る
事
業
者
・
地
域
へ
配
慮
し
つ
つ
、
G
o
T
o
ト
ラ
ベ
ル
を
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長
、
感
染
状
況
を
踏
ま
え
て
適
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に
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用

○
感
染
拡
大
防
止
策
の
徹
底

•事
業
者
と
旅
行
者
双
方
の
感
染
拡
大
防
止
策
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実
な

実
施
（
業
種
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ガ
イ
ド
ラ
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ン
、
新
た
な
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等
）

•G
o
T
o
ト
ラ
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け
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感
染
拡
大
防
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別
紙
１

【資料７】 
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感
染

拡
大

防
止

策
の

徹
底

業
種
別
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

宿
泊
・
旅
行
業
者
等
の
観
光
関
連
事
業
者
が
作
成
し
た
感
染
拡
大
予
防
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
実
施
の
徹
底
を
お
願
い
。

「
新
し
い
旅
の
エ
チ
ケ
ッ
ト
」
の
更
な
る
利
用
者
へ
の
周
知
を
実
施
。

観
光
地
、
宿
泊
事
業
者
等
へ
の
感
染
拡
大
防
止
策
の
導
入
を
支
援
。

G
o
To
ト
ラ
ベ
ル
事
業
に
お
い
て
、
登
録
宿
泊
施
設
の
感
染
拡
大
防
止
策
の
実
地
調
査
を
実
施
。
引
き
続
き
感
染
拡

大
防
止
策
の
徹
底
を
図
る
。

旅
行
者
向
け
「
新
し
い
旅
の
エ
チ
ケ
ッ
ト
」

【
宿
泊
関
係
業
界
】

作
成
主
体
：
日
本
ホ
テ
ル
協
会
、
全
国
旅
館
ホ
テ
ル

生
活
衛
生
同
業
組
合
連
合
会
、
日
本
旅
館
協
会
、

全
日
本
シ
テ
ィ
ホ
テ
ル
連
盟

【
旅
行
関
係
業
界
】

作
成
主
体
：
日
本
旅
行
業
協
会
、
全
国
旅
行
業
協
会

【
貸
切
バ
ス
】

作
成
主
体
：
貸
切
バ
ス
旅
行
連
絡
会
（
日
本
バ
ス

協
会
、
日
本
旅
行
業
協
会
、
全
国
旅
行
業
協
会
）

【
タ
ク
シ
ー
】

作
成
主
体
：
全
国
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー
連
合
会
等

・
業
界
団
体
が
感
染
症
専
門
家
に
助
言
を
受

け
な
が
ら
作
成
。
(国
は
指
導
・
助
言
)

・
最
新
の
状
況
・
知
見
等
に
対
応
し
て
随

時
見
直
し
て
い
く
。

・
各
エ
リ
ア
・
場
面
ご
と
に
お
け
る
留
意
点
、

対
策
等
を
規
定
。

・
旅
行
者
視
点
で
の
感
染
防
止
の
留
意
点
等
を
ま
と
め
た
「
新
し
い
旅
の
エ
チ
ケ
ッ

ト
」
（
発
行
元
：
旅
行
連
絡
会
※
、
協
力
：
国
土
交
通
省
・
観
光
庁
）
を
公
表
・
周
知
。

※
旅
行
連
絡
会
・
・
・
交
通
機
関
や
宿
泊
・
観
光
施
設
等
の
旅
行
関
係
業
界
の
業
界
団
体
等
で
構
成

（
例
）

1

感
染
拡
大
防
止
策
の
支
援

サ
ー
モ
グ
ラ
フ
ィ
ー
に
よ
る

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

非
接
触
体
温
計
の
導
入

換
気
設
備
の
導
入
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G
o 

To
 ト

ラ
ベ

ル
事

業
の

延
長

と適
切

な
運

用
事
業
者
と
旅
行
者
の
双
方
に
お
い
て
感
染
拡
大
防
止
策
を
徹
底
し
つ
つ
、
G
o
To
ト
ラ
ベ
ル
事
業
を
延
長
し
、
感
染
状

況
を
踏
ま
え
つ
つ
適
切
に
運
用
し
な
が
ら
、
国
内
旅
行
需
要
の
本
格
的
回
復
に
結
び
つ
け
る
。

そ
の
際
、
例
え
ば
、
中
小
事
業
者
、
被
災
地
な
ど
観
光
需
要
の
回
復
が
遅
れ
て
い
る
事
業
者
・
地
域
へ
の
配
慮
を
行
う

と
と
も
に
、
平
日
へ
の
旅
行
需
要
の
分
散
化
策
を
講
ず
る
。

65
％

支
払
額

35
％

旅
行
代
金
割
引

15
％

地
域
共
通
クー
ポ
ン

・旅
行
先
の

都
道

府
県

＋
隣

接
都

道
府

県
の
土
産
物
店
、飲
食
店
、観
光
施
設
、

ア
クテ
ィビ
テ
ィ、
交
通
機
関
な
どに
お
い
て
、旅

行
期

間
中
に
限
って
使
用
可
能

・1
枚
1,
00
0円
単
位
で
発
行
す
る
紙
クー
ポ
ン（
商
品
券
）
と電
子
クー
ポ
ン

国
の
支
援
額
（
計
50
%
）

宿
泊
・日
帰
り旅
行
代
金
(1
00
%
)

総 額 の

総 額 の
総 額 の

〇
Go
To
トラ
ベ
ル
事
業
に
お
け
る
利
用
実
績

期
間

：
7月

２
２

日
～

１
１

月
１

５
日

利
用

人
泊

数
：

少
な

くと
も

約
５

，
２

６
０

万
人

泊
※
一
部
推
計
値
含
む

割
引

支
援

額
：

少
な

くと
も

約
２

，
５

０
９

億
円

※
一
部
推
計
値
含
む

地
域

共
通

ク
ー

ポ
ン

付
与

額
：

少
な

くと
も

約
５

７
１

億
円

※
10
月
１
日
～
12
月
１
日
の
実
績

2
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ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
等
の
促
進
の
た
め
、
企
業
（
送
り
手
）
に
つ
い
て
は
社
内
規
定
整
備
等
、
地
域
（
受
け
手
）
に
つ
い

て
は
W
i-
F
i環
境
の
整
備
等
、
企
業
（
送
り
手
）
・
地
域
（
受
け
手
）
双
方
の
環
境
整
備
や
休
暇
取
得
促
進
を
進
め
る
。

ま
た
、
送
り
手
と
受
け
手
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
こ
と
で
企
業
と
地
域
の
継
続
的
な
関
係
性
を
構
築
す
る
。
ま
ず
は
企

業
に
よ
る
試
行
的
な
取
組
と
し
て
2
0
2
0
年
度
中
に
少
な
く
と
も
1
0
件
の
事
例
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
国
立
公
園
等

に
お
い
て
は
2
0
2
0
年
度
中
に
2
0
0
箇
所
以
上
で
受
入
環
境
整
備
等
を
支
援
す
る
。

ワ
ー

ケ
ー

シ
ョン

等
の

促
進

の
た

め
の

企
業

と地
域

双
方

の
環

境
整

備

地
域

（
受

け
手

）
企
業
（
送
り
手
）

●
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョン
等
に
対
応
した

環
境
整
備

●
旅
行
者
、企
業
経
営
者
等
に

対
す
る
普
及
啓
発

旅
行

会
社

●
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョン
等
関
係
の
旅
行
商
品
の
造
成
支
援

●
企
業
(送
り手
)と
地
域
(受
け
手
)を
対
象
とし
た
モ
デ
ル
事
業

ワー
ケ
ー
シ
ョン
等
を普
及
させ
る
こと
で
、感
染
リス
クを
軽
減
しつ
つ
、

よ
り多
くの
旅
行
機
会
を
創
出
し、
旅
行
需
要
の
平
準
化
を図
る

ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
体
制
整
備
の
た
め
の
改
修
プ
ラ
ン
作
成
支
援

W
i-
F
iの
整
備
や
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
環
境
整
備

＜
宿
泊
施
設
に
お
け
る
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
等
促
進
に
向
け
た
環
境
整
備
＞

取
組
の
全
体
像

ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
等
の
環
境
整
備

3

学生確保（資料）－44



国
の

支
援

に
よ

る
ホ

テ
ル

、旅
館

、観
光

街
等

の
再

生
観
光
施
設
を
再
生
し
、
更
に
地
域
全
体
で
魅
力
と
収
益
力
を
高
め
る
た
め
、
新
た
な
補
助
制
度
を
創
設
、
融
資
制
度
を

大
幅
に
拡
充
し
て
、
観
光
施
設
全
体
が
再
生
で
き
る
よ
う
な
施
設
改
修
や
廃
屋
の
撤
去
等
を
短
期
集
中
で
強
力
に
支
援
。

公
共
施
設
へ
の

カ
フ
ェ
等
の
併
設

宿
泊
施
設
、
飲
食
店
、
土
産
物
店
等
の
地
域
の
観
光
施
設
全
体

が
上
質
な
滞
在
環
境
等
を
実
現
で
き
る
よ
う
、
施
設
改
修
補
助

(負
担
割
合
:1
/
2
)を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
宿
泊
施
設
の
経
営

革
新
等
に
つ
い
て
の
専
門
家
の
支
援
を
受
け
ら
れ
る
支
援
制
度
、

融
資
制
度
を
大
幅
に
拡
充
。

観
光
拠
点
の
再
生

観
光
施
設
全
体
の
上
質
な
滞
在
環
境
実
現

廃
屋
の
撤
去
等
に
よ
る
観
光
地
と
し
て
の
景
観
改
善

宿
泊
事
業
者
を
核
と
し
た
複
数
事
業
者
に
よ
る
連
携
・
協
業
等
の
促
進

公
共
施
設
へ
の
民
間
活
力
の
導
入
促
進

（
地
域
等
が
、
以
下
を
含
む
内
容
の
観
光
拠
点
の
再
生
計
画
を
策
定
）

地
域
全
体
の
魅
力
を
高
め
る
た
め
、
地
域
の
観
光
ま
ち
づ
く
り
の
取

組
と
連
携
し
た
廃
屋
の
撤
去
等
に
つ
い
て
新
た
に
支
援
し
、
一
挙
に

観
光
地
と
し
て
の
景
観
を
改
善
。

宿
の
事
業
承
継
や
統
合
、
複
数
宿
が
一
つ
の
ホ

テ
ル
と
し
て
運
営
す
る
取
組
や
、
飲
食
施
設
の

共
有
と
い
っ
た
複
数
の
宿
等
が
連
携
し
た
取
組
、

他
の
事
業
者
と
連
携
し
た
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
創

出
を
支
援
し
、
宿
の
魅
力
と
収
益
力
を
向
上
。

公
共
施
設
（
国
立
公
園
内
の
施
設
、
文

化
施
設
等
）
へ
民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
導
入

を
促
進
す
べ
く
、
民
間
活
力
を
導
入
す

る
場
合
の
施
設
改
修
を
支
援
し
、
こ
れ

ら
の
施
設
の
魅
力
と
収
益
力
を
向
上
。

小
規
模
宿
泊
事
業
者
の
協
業

（
分
散
型
ホ
テ
ル
）

4
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地
域
に
残
る
縦
割
り
打
破
と
地
域
に
眠
る
観
光
資
源
の
磨
き
上
げ

観
光
事
業
者
や
観
光
地
域
づ
く
り
法
人
（
D
M
O
）
と
、
交
通
事
業
、
漁
業
、
農
業
、
地
場
産
業
な
ど
の
多
様
な
関
係

者
が
連
携
し
、
地
域
に
眠
る
観
光
資
源
を
磨
き
上
げ
る
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
で
、
観
光
需
要
の
回
復
・
地
域
経
済

の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
地
域
に
残
る
縦
割
り
を
打
破
し
、
観
光
地
の
整
備
を
進
め
る
た
め
の
体
制
を
強

化
す
る
。

5

観
光
客
が
立
ち
入
り
づ
ら
い

漁
業
現
場
の
体
験
ツ
ア
ー
を

造
成

通
常
は
船
が
運
航
し
て
い
な
い
時

間
帯
で
、
無
人
島
の
貸
切
ナ
イ
ト

ツ
ア
ー
や
サ
ン
ラ
イ
ズ
ツ
ア
ー
を

実
施

地
元
野
菜
の
植
え
付
け
・

収
穫
体
験
を
通
じ
て
田
舎
の

ス
ロ
ー
ラ
イ
フ
を
体
験

一
般
公
開
さ
れ
て
い
な
い
工
場

見
学
や
家
具
職
人
に
直
接
教
え

て
も
ら
え
る
ス
ク
ー
ル
を
実
施

施
策
イ
メ
ー
ジ

漁
業
×
観
光

交
通
×
観
光

製
造
業
×
観
光

農
業
×
観
光
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ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト
等
の
長
期
滞
在
型
コ
ン
テ
ン
ツ
の
造
成
等

ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト

自
然
、
文
化
、
食
な
ど
の
観
光
資
源
を
高
付
加
価
値
・
長
期
滞
在
型
コ
ン
テ
ン
ツ
に
磨
き
上
げ
る
取
組
を
推
進
。

特
に
、
自
然
を
活
用
し
た
コ
ン
テ
ン
ツ
（
ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト
、
ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
）
や
ナ
イ
ト
タ
イ
ム

関
係
等
の
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
を
図
る
。

併
せ
て
、
観
光
地
域
づ
く
り
法
人
（
D
M
O
）
の
育
成
や
外
国
語
に
も
対
応
可
能
な
ガ
イ
ド
育
成
等
も
実
施
。

ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

３
密
を
避
け
つ
つ
、
日
本
の
豊
か
な
自
然
・

文
化
等
を
体
験
で
き
る
ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー

ツ
ー
リ
ズ
ム
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
新
た
な

訪
日
の
き
っ
か
け
を
創
出
し
、
地
方
部
に
お

け
る
消
費
機
会
を
拡
大
。

ナ
イ
ト
タ
イ
ム
等
の
活
用

夜
間
・
早
朝
に
お
い
て
、
地
域
の
観

光
資
源
を
フ
ル
活
用
す
る
と
と
も
に
、

そ
の
回
遊
性
を
高
め
、
訪
日
外
国
人

旅
行
消
費
額
の
増
加
や
更
な
る
長
期

滞
在
に
繋
げ
る
。

e
B
ik
e
を
活
用
し
た
グ
リ
ー
ン

シ
ー
ズ
ン
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ

夜
間
の
星
空
鑑
賞

早
朝
の
山
伏
体
験

体
験
コ
ン
テ
ン
ツ
例

体
験
コ
ン
テ
ン
ツ
例

体
験
コ
ン
テ
ン
ツ
例

上
質
な
ス
キ
ー
場
の
整
備
、

多
言
語
対
応
、
長
期
滞
在
で

き
る
域
内
の
コ
ン
テ
ン
ツ
造

成
を
一
体
的
に
推
進
。

ス
ノ
ー
シ
ュ
ー
ト
レ
ッ
キ
ン
グ

6
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城
や
社
寺
、
古
民
家
、
グ
ラ
ン
ピ
ン
グ
等
の
個
性
あ
る
宿
泊
施
設
整
備

城
泊
・
寺
泊

城
や
社
寺
、
農
山
漁
村
の
古
民
家
等
の
宿
泊
施
設
と
し
て
の
活
用
や
国
立
公
園
に
お
け
る
グ
ラ
ン
ピ
ン
グ
を
推
進
し
、

各
地
に
個
性
あ
る
宿
泊
施
設
を
整
備
。

農
泊

グ
ラ
ン
ピ
ン
グ

○
国
立
公
園

・
自
然
景
観
や
文
化
、
地
域
の
食
材
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
等
と
組

み
合
わ
せ
た
グ
ラ
ン
ピ
ン
グ
を
推
進
。

○
古
民
家
等
を
活
用
し
た
宿
泊
施
設

・
古
民
家
、
農
家
民
宿
な
ど
、
農
泊
ら
し
い
魅
力
的
な
宿
泊
施

設
を
改
修
・
整
備
。

古
民
家

農
家
民
宿

○
城
・
社
寺
を
活
用
し
た
ユ
ニ
ー
ク
な
体
験
型
宿
泊
コ
ン
テ
ン
ツ
滞
在
体
験

・
全
国
に
点
在
す
る
城
・
社
寺
は
地
域
の
重
要
な
歴
史
的
資
源
で
あ
り
、
海
外
で
は
城
・
宮
殿
・
修
道
院
を
活
用
し
た
宿
泊
施
設
が
人
気
。

・
城
・
社
寺
を
日
本
な
ら
で
は
の
文
化
が
体
験
出
来
る
宿
泊
施
設
と
し
て
活
用
す
る
。

7
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上
質
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
観
光
サ
ー
ビ
ス
の
創
出

戦
略
の
検
討

上
質
な
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
観
光
客
誘
致
の
た
め
、
対
応
で
き
る
人
材
を
含
め
て
、
宿
泊
や
体
験
コ
ン
テ
ン
ツ
な
ど
の

環
境
整
備
、
ビ
ジ
ネ
ス
ジ
ェ
ッ
ト
の
利
用
環
境
改
善
等
を
推
進
す
る
。
有
識
者
委
員
会
を
開
催
し
て
戦
略
を
検
討
し
、

必
要
な
施
策
を
と
り
ま
と
め
る
。

人
材
育
成

〇
｢上
質
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
観
光
サ
ー
ビ
ス
創
出
に
向
け
た

観
光
戦
略
検
討
委
員
会
」
｢上
質
な
観
光
地
整
備
実
行
チ
ー
ム
」

＜
検
討
内
容
＞

①
上
質
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
観
光
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
旅
行
者
ニ
ー
ズ

の
把
握
と
誘
致
の
方
向
性

②
上
質
な
宿
泊
施
設
の
誘
致
・
整
備
促
進

③
上
質
な
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
の
造
成

④
上
質
な
旅
行
環
境
を
一
貫
し
て
提
供
す
る
た
め
の

施
策
（
人
材
確
保
・
育
成
、
快
適
な
移
動
環
境
等
）

必
要
な
施
策
の
と
り
ま
と
め

世
界
中
の
旅
行
者
を
惹
き
つ
け
る
上
質
な
観
光
体
験
を
実
現
す
る

た
め
の
一
体
的
な
取
り
組
み
を
官
民
挙
げ
て
迅
速
か
つ
強
力
に
推

進
す
る
戦
略
を
検
討
。

R
2
.1
0
月
開
催
の
第
1
回
委
員
会
の
様
子

○
上
質
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
向
け
た
宿
泊
施
設
等

へ
の
専
門
家
派
遣

○
上
質
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
観
光
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
向
け
た

ガ
イ
ド
の
育
成

育
成
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
モ
デ
ル
の
作
成
、

基
礎
的
な
研
修
、
ガ
イ
ド
が
活
躍
で

き
る
環
境
づ
く
り
の
検
討
を
実
施
。

体
験
コ
ン
テ
ン
ツ
な
ど
の
環
境
整
備

ビ
ジ
ネ
ス
ジ
ェ
ッ
ト
利
用
環
境
の
改
善

上
質
な
宿
泊
施
設
等
の
従
事
者
が
備
え
る
べ
き
知
識

・
教
養
等
を
身
に
付
け
る
べ
く
、
専
門
家
を
派
遣
し
、

研
修
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
。

諸
手
続
の
改
善
、
ビ
ジ
ネ
ス
ジ
ェ
ッ
ト
関
連

施
設
の
整
備
、
柔
軟
な
受
入
体
制
の
確
保
等

を
実
施
。

上
質
な
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
観
光
客
を
満
足

さ
せ
る
国
内
の
文
化
資
源
や
自
然
資
源
を
活

用
し
た
日
本
な
ら
で
は
の
体
験
コ
ン
テ
ン
ツ

を
磨
き
上
げ
る
。

8
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観
光
地
等
に
お
け
る
多
言
語
対
応
、
無
料
W
i-
F
iの
整
備
等
の
促
進

多
言
語
対
応

無
料
W
i-
F
i整
備

■
デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ
の
整
備

■
案
内
標
識
の
多
言
語
化

多
言
語
解
説

■
分
か
り
や
す
く
魅
力
的
な

多
言
語
解
説
の
整
備

観
光
地
や
国
立
公
園
、
文
化
財
、
文
化
施
設
、
公
共
交
通
機
関
等
に
お
け
る
多
言
語
対
応
、
無
料
W
i-
F
iの
整
備
等
、

快
適
に
旅
行
で
き
る
受
入
環
境
の
整
備
を
実
施
。

1
0
0
の
主
要
観
光
地
に
つ
い
て
は
、
2
0
2
0
年
度
中
に
、
多
言
語
表
示
の
充
実
・
改
善
、
外
国
人
観
光
案
内
所
の
整
備

等
を
実
現
。
世
界
文
化
遺
産
、
国
立
公
園
を
含
む
約
1
5
0
地
域
に
つ
い
て
は
、
2
0
2
0
年
度
中
に
、
多
言
語
解
説
文
作

成
を
実
現
。

9
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最
先
端
技
術
を
活
用
し
た
ス
ト
レ
ス
フ
リ
ー
な
旅
行
の
実
現

観
光
地
・
空
港
で
の
顔
認
証
技
術
の
活
用

非
接
触
で
の
旅
行
の
実
現
の
た
め
の
観
光
地
や
空
港
で
の
顔
認
証
技
術
等
の
活
用
や
、
三
密
回
避
の
た
め
の
空
港
で

の
バ
イ
オ
カ
ー
ト
の
活
用
や
自
動
手
荷
物
預
機
の
拡
充
な
ど
の
旅
客
手
続
き
の
自
動
化
（
F
A
S
T
T
R
A
V
E
L
）
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
旅
行
な
ど
の
実
現
の
た
め
の
先
進
的
な
決
済
環
境
の
整
備
等
、
最
先
端
技
術
を
活
用
し
、
よ
り
一
層

ス
ト
レ
ス
フ
リ
ー
な
旅
行
を
実
現
。

バ
イ
オ
カ
ー
ト
を
導
入
し
、
顔
写
真
と
指
紋
を
前
倒

し
で
取
得
す
る
こ
と
で
審
査
待
ち
時
間
を
短
縮
で
き
、

三
密
回
避
を
実
現
。

顔
認
証
ゲ
ー
ト
の
導
入
や
、
顔
認
証
を
利
用
した

観
光
地
で
の
手
ぶ
ら決
済
に
よ
り
、
非
接
触
で
の
旅
行
を
実
現
。

バ
イ
オ
カ
ー
ト
の
活
用

顔
認
証
ゲ
ー
ト

10

自
動
手
荷
物
預
機
の
拡
充 手
続
き
を
旅
客
自
ら
実
施
す

る
こ
と
で
待
ち
時
間
を
短
縮

で
き
、
非
接
触
を
実
現
。
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観
光
地
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

観
光
地
や
公
共
交
通
機
関
等
に
お
い
て
、
段
差
の
解
消
や
ノ
ン
ス
テ
ッ
プ
バ
ス
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
タ
ク
シ
ー
、

新
幹
線
の
車
椅
子
用
フ
リ
ー
ス
ペ
ー
ス
の
導
入
な
ど
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
を
推
進
す
る
。

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
に
取
り
組
む
観
光
施
設
を
認
定
す
る
制
度
を
創
設
し
、
情
報
発
信
を
強
化
す
る
等
し
て
、
ユ
ニ

バ
ー
サ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
を
推
進
す
る
。

交
通
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

法
面
を
削
り
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
（
1
1
人
乗
り
）

及
び
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
敷
設

整
備

前
整

備
後

【
整
備
事
例
】

【
整
備
事
例
】

観
光
地
等
に
お
け
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
促
進

ノン
ス
テ
ップ
バ
ス

ス
ロー
プ

ユニ
バー
サル
デザ
イン
タク
シー

エ
レ
ベ
ー
ター

11

観
光
施
設
を
認
定
す
る
制
度
と
情
報
発
信

モ
ニ
タ
ー
ツ
ア
ー
の
実
施
に
よ
る

認
定
制
度
の
認
知
度
向
上

宿
泊
施
設

飲
食
店

観
光
案
内
所

心
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
認
定

バ
リ
ア
フ
リ
ー
認
定
制
度
に
よ
る

情
報
発
信
強
化
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国
内
外
の
感
染
状
況
等
を
見
極
め
た
上
で
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
段
階
的
復
活

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
つ
い
て
は
、
国
内
外
の
感
染
状
況
等
を
見
極
め
つ
つ
、
段
階
的
回
復
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
必
要

が
あ
る
。
我
が
国
の
安
全
・
安
心
へ
の
取
組
に
関
す
る
情
報
や
地
域
の
魅
力
の
発
信
を
通
じ
て
今
後
の
訪
日
意
欲
の
喚

起
を
図
り
、
2
0
3
0
年
6
0
0
0
万
人
の
誘
客
に
つ
な
げ
る
。

■
国

内
外

の
感

染
状

況
等

を
見

極
め

つ
つ

、感
染

状
況

が
落

ち
着

い
て

い
る

国
・地

域
か

ら、
主

催
者

が
ビジ

ネ
ス

トラ
ック

に
準

じた
防

疫
措

置
を

徹
底

した
形

で
の

管
理

さ
れ

た
小

規
模

分
散

型
パ

ッケ
ー

ジ
ツ

ア
ー

を
試

行
的

に
実

施
。

○
感
染
状
況
が
落
ち
着
い
て
い
る
国
・地
域
か
らの
受
入

○
ビジ
ネ
ス
トラ
ック
に
準
じた
防
疫
措
置
を
徹
底

（
専
用
車
で
の
移
動
、一
般
客
との
接
触
回
避
、P
CR
検
査
実
施
等
）

○
感
染
症
や
旅
行
業
に
精
通
す
る
専
門
家
の
意
見
も
踏
ま
え
、

ツア
ー
を
選
定

○
密
を
避
け
た
ポ
ス
トコ
ロナ
に
相
応
しい
観
光
メニ
ュー
を
発
掘

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
段
階
的
回
復
に
向
け
た

小
規
模
分
散
型
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ツ
ア
ー
の
実
施

コ
ロ
ナ
禍
を
経
た
旅
行
需
要
の
変
化
に
対
応
し
た

訪
日
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
実
施

安
全
・安
心
情
報
の
発
信

地
域
の
観
光
資
源
の
魅
力
の
発
信

実
証

事
業

イ
メ

ー
ジ

感
染
防
止
対
策
を
徹
底
し
つ
つ
、
管
理
さ
れ
た
小
規
模
分
散
型
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ツ
ア
ー

・
出
国
前
P
C
R
検
査

・
出
国
前
検
査
証
明
の
取
得

・
接
触
確
認
ア
プ
リ
の

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
等

密
を
避
け
た
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に
相
応
し
い
観
光
メ
ニ
ュ
ー
を
優
先
的
に
選
定

12

■
我

が
国

の
多

様
な

観
光

資
源

の
魅

力
や

安
全

・安
心

へ
の

取
組

に
関

す
る

情
報

の
発

信
等

に
よ

り、
訪

日
旅

行
に

対
す

る
不

安
を

払
しょ

くし
つ

つ
、コ

ロ
ナ

禍
を

経
た

旅
行

需
要

の
変

化
に

対
応

した
訪

日
プ

ロ
モ

ー
シ

ョン
を

実
施

。
○
日
本
政
府
観
光
局
（
JN
TO
）
に
よ
る
デ
ジ
タル
マ
ー
ケ
テ
ィン
グ

活
用

○
地
方
送
客
を
促
す
地
域
の
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
の
発
信
強
化

○
JN
TO
の
ウェ
ブ
サ
イト
、ア
プ
リ等
を通
じた
安
全
安
心
情
報
の
発
信

○
オ
リパ
ラを
機
に
訪
問
す
る
海
外
メデ
ィア
に
対
して
の
働
き
か
け

○
在
外
公
館
に
よ
る
S
N
S
を
含
む
オ
ン
ラ
イ
ン
媒
体
で
の

情
報
発
信
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大
阪
の
成
長
戦
略

（
2
0
16年
12
月
版
）

（
2
0
16年
12
月
版
）

2
0
16年
12
月

大
阪
府
・大
阪
市

（
平
成
28
年
）

【資料４】 

 

【資料８】  
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基
本
的
な
考
え
方

○
「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」は
、⼤
阪
を
新
た
な
成
⻑
軌
道
に
乗
せ
る
た
め
、概
ね
20
20
年
ま
で
の
10
年
間
の
成
⻑
⽬
標

を
掲
げ
、そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
の
短
期
・中
期
（
3~
5年
）
の
具
体
的
な
取
組
⽅
向
を
明
らか
に
す
る
こと
を
ね
らい
と

して
、平
成
22
年
（
20
10
年
）
12
月
に
策
定
した
も
の
。

その
後
、東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま
え
た
点
検
・強
化
、大
阪
府
・大
阪
市
の
全
体
最
適
化
を
図
る
観
点
か
ら

平
成
25
年
（
2
0
13年
）
1⽉
に
改
訂
を
⾏
って
い
る
。

（
平
成
22
年
（
2
0
10年
）
12
⽉
の
策
定
時
の
課
題
意
識
は
参
考
資
料
１
、平
成
25
年
（
2
0
13年
）
1月
の
点
検
・強
化
時
の

課
題
意
識
は
参
考
資
料
２
を
参
照
）

「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」と
は

○
その
主
体
や
内
容
は
多
岐
に
わ
た
る
も
の
で
あ
り、
大
阪
府
・大
阪
市
とし
て
取
り組
む
べ
き
施
策
・事
業
だ
け
で
は
な
く、

法
制
度
の
改
⾰
や
創
設
な
ど国
とし
て
取
り組
む
べ
き
こと
、関

⻄
全
体
で
連
携
して
取
り組
む
べ
き
こと
、他
の
⾃
治
体

や
⺠
間
企
業
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
広
く府
⺠
・市
⺠
に
取
り組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
こと
な
どを
含
ん
で
い
る
。

そ
の
意
味
で
は
、⼤
阪
が
成
⻑
を
実
現
す
る
た
め
の
戦
略
とし
て
、関
係
各
⽅
⾯
に
共
有
して
い
た
だ
くこ
とを
期
待
す
る
、

い
わ
ば
提
言
書
で
も
あ
る
。

○
この
戦
略
を
通
じて
、規
制
・制
度
の
改
⾰
な
ど、
これ
ま
で
の
「仕
組
み
」を
⼤
き
く転
換
し、
⺠
間
の
活
動
を
後
押
しす

る
環
境
を
整
備
す
る
こと
に
よ
って
、国
・府
・市
町
村
・⺠
間
企
業
等
が
取
組
の
⽅
向
性
を
共
有
し、
とも
に
取
組
を
進

め
、⼤
阪
の
成
⻑
を
実
現
して
い
く。
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基
本
的
な
考
え
方

○
「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」は
、「
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
応
じて
、具
体
的
な
取
組
内
容
に
つ
い
て
適
宜
、追

加
・修
正
を
⾏
うな
ど、
基
本
的
な
⽅
向
性
を
堅
持
しつ
つ
も
、必
要
に
応
じ柔
軟
に
⾒
直
しを
図
って
い
く」
こと
と

して
い
る
。

○
成
⻑
戦
略
の
策
定
か
ら4
年
、府
市
の
戦
略
⼀
本
化
か
ら2
年
を
経
過
。こ
の
間
、国
の
「⽇
本
再
興
戦
略
」改

訂
2
0
14の
策
定
や
、国
に
お
け
る
国
家
戦
略
特
区
制
度
の
創
設
な
ど、
⼤
阪
の
成
⻑
に
も
影
響
を
与
え
る
状

況
の
変
化
が
あ
った
。

○
これ
ま
で
の
進
捗
状
況
とし
て
は
、関

⻄
イノ
ベ
ー
シ
ョン
国
際
戦
略
総
合
特
区
・関
⻄
圏
の
国
家
戦
略
特
区
の

成
⻑
戦
略
改
訂
の
趣
旨
[2
0
15年
２
⽉
時
点
]

○
これ
ま
で
の
進
捗
状
況
とし
て
は
、関

⻄
イノ
ベ
ー
シ
ョン
国
際
戦
略
総
合
特
区
・関
⻄
圏
の
国
家
戦
略
特
区
の

指
定
、関
空
の
Ｌ
Ｃ
Ｃ
拠
点
化
・貨
物
ハ
ブ
化
の
進
展
、市
内
を
中
⼼
とし
た
活
発
な
⺠
間
開
発
な
ど、
成
⻑

に
向
け
て
明
る
い
兆
しが
⾒
え
つ
つ
あ
る
が
、⼤
阪
が
確
か
な
成
⻑
軌
道
に
乗
る
に
は
、残
され
た
課
題
も
多
く、

未
だ
道
半
ば
と認
識
。

○
これ
らの
状
況
を
踏
ま
え
、2
02
0年
に
向
け
て
⼤
阪
の
成
⻑
を
よ
り確
実
な
も
の
とす
る
た
め
、「
⼤
阪
の
成
⻑
戦

略
」の
改
訂
を
⾏
う。
改
訂
は
、こ
れ
ま
で
の
基
本
的
な
考
え
⽅
は
踏
襲
しつ
つ
、⽬
標
年
次
で
あ
る
20
20
年
の

⼤
阪
・関
⻄
の
姿
（
将
来
像
）
を
示
す
とと
も
に
、そ
の
実
現
に
向
け
て
重
点
的
な
課
題
に
つ
い
て
取
組
み
を
強

化
す
る
こと
とし
た
。

2
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好
循
環

相
乗
効
果

⼤
阪
・関
⻄
が
め
ざ
す
べ
き
姿

~
2
0
20年
の
⼤
阪
・関
⻄
の
姿
(将
来
像
)~

中
継
都
市

世
界
と日
本
各
地
を
結
ぶ
玄
関
口
とし
て
、

ヒト
・モ
ノ・
カネ
が
集
散
し、

⽇
本
の
成
⻑
を
け
ん
引
す
る
都
市

価
値
創
造
(ﾊ
ｲｴ
ﾝﾄ
ﾞ)
都
市

強
み
を
持
つ
産
業
、多
様
な
分
野
で
活
躍

す
る
⼈
材
が
⽣
ま
れ
育
ち
、集
い
、交
流
し、

新
た
な
価
値
を
生
み
出
す
都
市

⽇
本
の
成
⻑
を
け
ん
引
す
る
東
⻄
⼆
極
の
⼀
極
とし
て

世
界
で
存
在
感
を
発
揮
す
る
都
市

内
外
か
ら
信
頼
さ
れ
る
安
全
・安
心
の
確
保

人
が
集
う

充
実
した
イン
フラ

魅
⼒
的
な
環
境

誰
も
が
活
躍

成
⻑
を
支
え
、け
ん

引
す
る
多
様
な
人
材

が
育
ち
、集
い
、活

躍
す
る
都
市

観
光
や
ビジ
ネ
ス
に

お
け
る
⼈
と物
の
流

れ
を
支
え
る
イン
フラ

環
境
(空
港
・港

湾
・道
路
・鉄
道

等
）
が
整
備
され
た

都
市

新
た
な
都
市
魅
⼒
と、

大
阪
の
歴
史
、文
化

や
ホ
ス
ピタ
リテ
ィ*
な
ど

の
魅
⼒
が
あ
い
ま
って
、

国
内
外
か
ら人
を
惹
き

つ
け
る
都
市

強
い
産
業
・技
術

将
来
性
の
あ
る
産

業
・技
術
の
創
出

や
海
外
展
開
が
進

み
、イ
ノベ
ー
シ
ョン

が
生
ま
れ
る
国
際

競
争
⼒
の
あ
る
都

市

ビジ
ネ
ス
が
しや
す

い
環
境
と身
近
に

み
どり
を
実
感
で
き

る
空
間
で
、住
み

た
い
、働
き
た
い

都
市

内
外
か
ら
信
頼
さ
れ
る
安
全
・安
心
の
確
保

災
害
に
対
す
る
強
さと
しな
や
か
さを
持
ち
、治
安
も
向
上

*ホ
ス
ピタ
リテ
ィ：
も
て
な
し。
も
て
な
しの
心
。
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○
「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」で
は
、⼤
阪
・関
⻄
が
め
ざ
す
べ
き
都
市
像
とし
て
、「
ハ
イエ
ン
ド*
都
市
（
高
付
加
価
値
を
創

出
す
る
都
市
）
」「
中
継
都
市
（
ア
ジ
ア
・世
界
と⽇
本
各
地
を
結
び
、集
積
・交
流
・分
配
機
能
を
発
揮
す
る
都

市
）
」を
掲
げ
、こ
れ
ま
で
取
組
み
を
進
め
て
き
た
。

○
この
間
、総
合
特
区
・国
家
戦
略
特
区
の
指
定
、関
空
の
LC
C拠
点
化
、⺠
間
都
市
開
発
の
活
発
化
な
どの
進
展
が

⾒
られ
た
が
、2
0
20年
に
お
け
る
成
⻑
⽬
標
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、な
お
⼀
層
の
取
組
み
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

○
その
た
め
、2
0
15年
2月
の
改
訂
で
は
、成

⻑
へ
の
取
組
み
強
化
を
進
め
る
上
で
オ
ー
ル
大
阪
で
共
有
を
図
る
ビジ
ョン

とし
て
、
「ハ
イエ
ンド
都
市
」「
中
継
都
市
」を
め
ざ
す
取
組
み
を
進
め
た
先
に
あ
る
、2
02
0年
に
⼤
阪
・関
⻄
が
到
達
す

べ
き
将
来
像
を
「⽇
本
の
成
⻑
を
け
ん
引
す
る
東
⻄
⼆
極
の
⼀
極
とし
て
世
界
で
存
在
感
を
発
揮
す
る
都
市
」と
設
定
し

た
。

○
この
将
来
像
の
実
現
の
た
め
に
は
、

・特
区
の
活
用
な
ど、
世
界
最
高
水
準
の
ビジ
ネ
ス
環
境
の
創
出

⼤
阪
・関
⻄
が
め
ざ
す
べ
き
姿

~
2
0
20年
の
⼤
阪
・関
⻄
の
姿
(将
来
像
)~

・特
区
の
活
用
な
ど、
世
界
最
高
水
準
の
ビジ
ネ
ス
環
境
の
創
出

・2
0
20年
五
輪
に
向
け
た
取
組
み
や
統
合
型
リゾ
ー
ト施
設
（
IR
）
の
⽴
地
に
向
け
た
取
組
み
、大
阪
らし
い
都
市

魅
⼒
の
向
上
な
どに
よ
る
、世
界
か
らの
集
客
機
能
の
強
化

・英
語
教
育
の
充
実
な
ど、
世
界
に
通
用
す
る
グ
ロー
バ
ル
人
材
の
育
成
・呼
び
込
み

・医
療
・健
康
関
連
分
野
や
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
な
ど、
世
界
的
な
イノ
ベ
ー
シ
ョン
を
⽣
み
出
す
成
⻑
分
野
の
創
出

・海
外
展
開
や
成
⻑
分
野
へ
の
参
⼊
な
ど、
グ
ロー
バ
ル
市
場
で
果
敢
に
チ
ャレ
ン
ジ
す
る
中
小
企
業
の
支
援

・関
空
・阪
神
港
な
ど、
世
界
との
窓
口
とな
る
イン
フラ
の
強
化

・う
め
き
た
2期
や
御
堂
筋
、中
之
島
な
ど、
世
界
を
惹
き
つ
け
る
街
づ
くり

な
ど、
世
界
で
存
在
感
を
発
揮
す
る
た
め
の
大
阪
・関
⻄
の
「強
み
」を
磨
き
、つ
な
げ
、発
信
して
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。

○
ま
た
、持
続
可
能
な
成
⻑
を
実
現
して
い
くた
め
の
基
盤
とし
て
、南
海
トラ
フ巨
大
地
震
へ
の
対
応
な
ど、
内
外
か
ら信

頼
され
る
安
全
・安
心
の
確
保
が
不
可
⽋
で
あ
る
。

3
*:
高
品
質
で
あ
る
こと
か
ら付
加
価
値
の
大
き
な
も
の
。
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○
実
質
成
⻑
率

年
平
均
２
％
以
上

◇
成
⻑
戦
略
の
主
な
取
組
み
（
総
合
特
区
、観
光
振
興
、産
業
振
興
等
）
に
よ
る
GR
P（
域
内
総
生
産
）
押
し上
げ

効
果
な
どを
も
とに
して
目
標
とし
て
設
定

○
雇
用
創
出

年
平
均
１
万
⼈
以
上

◇
成
⻑
戦
略
の
主
な
取
組
み
（
総
合
特
区
、観
光
振
興
、産
業
振
興
等
）
に
よ
る
直
接
雇
⽤
創
出
効
果
な
どを
も
とに

目
標
とし
て
設
定

○
来
阪
外
国
人

2
0
20年
に
年
間
1,
3
00
万
人
が
大
阪
に

◇
国
目
標
(4
,0
00
万
人
へ
倍
増
)に
あ
わ
せ
、こ
れ
ま
で
の
目
標
6
50
万
人
の
2倍
に
設
定
(⼤
阪
都
市
魅
⼒
創
造
戦
略
2
0
20よ
り）

○
貨
物
取
扱
量

2
0
20年
に
関
空
1
23
万
トン

(2
0
09年
度
⽐
60
万
トン
増
）
、

阪
神
港
5
90
万
T
EU

⼤
阪
・関
⻄
が
め
ざ
す
べ
き
姿

〜
成
⻑
⽬
標
〜

成
⻑
⽬
標

（
概
ね
2
0
20年
ま
で
を
⽬
途
）

阪
神
港
5
90
万
T
EU
*1
(2
0
08年
⽐
1
90
万
TE
U増
）

◇
関
空
は
関
空
３
空
港
懇
談
会
需
要
予
測
を
参
考
に
独
⾃
設
定
、阪
神
港
は
国
際
コン
テ
ナ
戦
略
港
湾
の
計
画
書
よ
り

これ
ま
で
の
実
績

実
質
成
⻑
率

雇
用
創
出

来
阪
外
国
人

貨
物
取
扱
量
(関
空
)
貨
物
取
扱
量
(阪
神
港
)

目
標

年
平
均

+
2.
0%
以
上

年
平
均

1万
人
以
上

1,
3
00
万
人

1
23
万
ト
ン

(6
0万
ト
ン
増
)

5
90
万
TE
U
※
1

(1
90
万
TE
U
増
)

2
0
15年

―
+
0.
7万
人
*2

7
16
万
人

70
万
トン

4
09
万
TE
U

2
0
14年

+
0.
0%

(早
期
推
計
）

+
0.
9万
人
*2

3
76
万
人

74
万
トン

4
22
万
TE
U

2
0
13年

+
1.
1%

+
7.
6万
人
*2

2
63
万
人

67
万
トン

4
24
万
TE
U

2
0
12年

-0
.4
%

▲
2.
1万
人
*2

2
03
万
人

69
万
トン

4
19
万
TE
U

2
0
11年

+
1.
9%

+
1
0.7
万
人
*2

1
58
万
人

71
万
トン

4
27
万
TE
U

2
0
10年

+
1.
9%

▲
1.
7万
人
*2

2
35
万
人

75
万
トン

4
00
万
TE
U

*1
:2
0フ
ィー
トコ
ン
テ
ナ
を
1単
位
とし
て
、港
湾
が
取
り扱
え
る
貨
物
量
を
表
す
単
位
*2
:代
替
とし
て
府
内
就
業
者
の
変
化
を
記
載
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成
⻑
に
向
け
た
課
題
、施
策
展
開
の
⽅
向
性

〜
課
題
〜

「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」（
H2
5.1
版
）
で
、⼤
阪
の
⻑
期
低
落
を
も
た
らし
た
要
因
・課
題
とさ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
は
、

「デ
ー
タで
⾒
る
「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」」
（
20
14
年
7月
）
に
お
い
て
、現
状
を
分
析
し、
20
20
年
に
向
け
た
今
後
の

課
題
を
提
示
した
。

今
後
の
⼤
阪
の
成
⻑
を
確
実
な
も
の
とす
る
た
め
、こ
れ
らの
課
題
に
対
応
す
べ
く取
組
み
の
強
化
を
⾏
う。

要
因
・課
題

現
状
分
析
か
ら
み
た
今
後
の
課
題
（
抜
粋
）

閉
鎖
性
・特
異
性

グ
ロー
バ
ル
⼈
材
の
育
成
・呼
び
込
み
、外
国
⼈
⾼
度
⼈
材
の
就
業
・⽣
活
環
境
改
善

中
間
所
得
層
の
減
少

労
働
意
欲
を
⾼
め
る
仕
組
み
、⼥
性
や
⾼
齢
者
の
就
業
促
進

課
題
を
抱
え
る
医
療
・福
祉
分
野

医
療
福
祉
分
野
の
⼈
材
育
成
・マ
ッチ
ング
、世
界
有
数
の
ライ
フイ
ノベ
ー
シ
ョン
拠
点
形
成

総
合
性
と⾃
由
度
に
⽋
く経
済
政
策

国
家
戦
略
特
区
で
の
規
制
緩
和
を
通
じ、
ｲﾉ
ﾍﾞ
ｰｼ
ｮﾝ
を⽣
み
出
す
企
業
・⼈
材
を
集
め
る

新
興
市
場
へ
の
乗
り遅
れ

企
業
の
グ
ロー
バ
ル
市
場
へ
の
挑
戦
をサ
ポ
ー
ト。
海
外
か
ら大
阪
へ
の
投
資
呼
び
込
み

社
会
資
本
の
形
成
・活
⽤
不
全

関
空
ア
クセ
ス
の
改
善
、関
空
・阪
神
港
の
機
能
強
化
、リ
ニア
中
央
新
幹
線
の
全
線
同
時
開

業
に
向
け
た
取
組
み

⼤
都
市
圏
制
度
の
限
界

府
内
市
町
村
や
関
⻄
各
都
市
との
更
な
る
連
携
に
よる
観
光
資
源
の
発
掘
や
都
市
魅
⼒
創
造

新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
社
会
づ
くり

「安
全
」「
安
定
」「
適
正
価
格
」の
エネ
ル
ギ
ー
供
給
体
制
確
⽴
、新
エネ
産
業
の
振
興

国
⼟
構
造
の
東
⻄
⼆
極
化

東
⻄
⼆
極
の
⼀
極
で
あ
る
⼤
阪
・関
⻄
とし
て
防
災
へ
の
対
応
の
着
実
な
推
進

都
心
の
再
生

「う
め
き
た
２
期
」の
まち
づ
くり
等
に
よ
り、
都
⼼
部
を成

⻑
をけ
ん
引
す
る
中
核
拠
点
に

※
「デ
ー
タで
⾒
る
「⼤
阪
の
成
⻑
戦
略
」(
2
0
14年
7月
)」
よ
り作
成

4
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価
値
創
造
都
市

（
ハ
イエ
ンド
都
市
）

中
継
都
市

（
世
界
と日
本
各
地
の
結
節
点
）

成
⻑
に
向
け
た
課
題
、施
策
展
開
の
方
向
性

〜
概
念
図
〜

⼤
阪
の
成
⻑
・⽇
本
の
成
⻑
に
向
け
て
「外
需
を
稼
ぐ」
「内
需
を
⽣
み
出
す
」

め
ざ
す
姿
「⽇
本
の
成
⻑
を
け
ん
引
す
る
東
⻄
⼆
極
の
⼀
極
とし
て

世
界
で
存
在
感
を
発
揮
す
る
都
市
」

⼈
材
・技
術
の
競
争
⼒
を
⾼
め
る

人
・企
業
を
集
め
る

ア
ジ
ア
の
活
⼒
を
取
り込
む

※
成
⻑
戦
略
策
定
時

(平
成
22
年
12
月
）

の
目
指
す
べ
き
方
向
性

の
考
え
方
に
つ
い
て
は

参
考
資
料
1を
参
照

集
客
⼒

⼈
材
⼒

産
業
・技
術
⼒

物
流
⼈
流
イン
フラ

都
市
の
再
生

強
み
を
磨
く

⼤
阪
・関
⻄
が
持
つ

強
み
に
よ
り、
次
な
る

成
⻑
の
⼀
⼿
へ

強
み
を
つ
な
げ
る

広
域
的
な
「大
阪

都
市
圏
」と
して
総

合
⼒
を
発
揮

強
み
を
発
信
す
る

⼤
阪
の
都
市
⼒
・ブ

ラン
ド⼒
の
向
上
を

図
る

成
⻑
の
た
め
の
5つ
の
源
泉

⼈
材
・技
術
の
競
争
⼒
を
⾼
め
る

人
・企
業
を
集
め
る

ア
ジ
ア
の
活
⼒
を
取
り込
む

2
0
15年
2⽉
の
改
訂
に
お
け
る
、さ
らな
る
成
⻑
に
向
け
た
基
本
的
な
視
点
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成
⻑
に
向
け
た
課
題
、施
策
展
開
の
⽅
向
性

〜
５
つ
の
源
泉
毎
の
⽅
向
性
〜

1.
内
外
の
集
客
⼒
強
化

☞
2
0
20年
五
輪
に
向
け
都
市
魅
⼒
の
取
組
み
を
戦
略
的
に
展
開
、I
Rの
⽴
地
に
向
け
た
取
組
み

☞
関
⻄
の
各
都
市
が
持
つ
強
み
を
パ
ッケ
ー
ジ
ング
した
魅
⼒
の
打
ち
出
し

☞
大
阪
全
体
の
都
市
魅
⼒
の
発
展
・進
化
・発
信
、文
化
・ス
ポ
ー
ツを
活
か
した
都
市
魅
⼒
の
創
出
、

観
光
客
の
受
入
環
境
整
備

☞
2
0
20年
以
降
を
⾒
据
え
た
国
際
博
覧
会
⼤
阪
誘
致
等
の
中
⻑
期
的
プ
ロジ
ェク
ト検
討

2.
⼈
材
⼒
強
化
・活
躍
の
場
づ
くり

☞
「⼤
阪
府
教
育
振
興
基
本
計
画
」の
推
進
等
に
よ
る
成
⻑
を
け
ん
引
す
る
“⼈
”づ
くり
、成

⻑
を
⽀
え
る

“人
”づ
くり

☞
国
家
戦
略
特
区
の
規
制
緩
和
等
に
よ
る
世
界
最
高
水
準
の
グ
ロー
バ
ル
人
材
が
活
躍
しや
す
い

環
境
づ
くり

☞
人
口
減
少
社
会
の
到
来
を
踏
ま
え
、若
者
・⼥
性
・高
齢
者
を
は
じめ
多
様
な
人
材
が
チ
ャレ
ンジ
で
き
、

活
躍
で
き
る
環
境
づ
くり
や
トラ
ンポ
リン
型
セ
ー
フテ
ィネ
ット
の
構
築

5
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３
.強
み
を
活
か
す
産
業
・技
術
の
強
化

☞
国
家
戦
略
特
区
の
規
制
緩
和
等
に
よ
る
創
業
・ビ
ジ
ネ
ス
しや
す
い
世
界
最
高
水
準
の
環
境
づ
くり

☞
大
阪
都
市
圏
を
世
界
有
数
の
ライ
フイ
ノベ
ー
シ
ョン
拠
点
へ
（
医
療
先
進
都
市
の
形
成
、医
療
・健
康

づ
くり
関
連
産
業
の
振
興
）

☞
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
に
つ
い
て
、⼤
阪
・関
⻄
の
ポ
テ
ンシ
ャル
を
活
⽤
した
産
業
振
興
を
図
る

☞
サ
ー
ビス
産
業
を
含
め
た
グ
ロー
バ
ル
市
場
へ
の
挑
戦
（
縮
小
均
衡
に
向
か
う国
内
市
場
か
らの
脱
却
）

成
⻑
に
向
け
た
課
題
、施
策
展
開
の
⽅
向
性

〜
５
つ
の
源
泉
毎
の
⽅
向
性
〜

4.
ア
ジ
ア
活
⼒
の
取
り込
み
強
化
・物
流
⼈
流
イン
フラ
の
活
用

☞
関
空
ア
クセ
ス
改
善
な
ど、
国
際
観
光
の
⽞
関
⼝
とし
て
の
⼈
流
機
能
強
化

☞
⾼
品
質
・⾼
付
加
価
値
商
品
の
物
流
拠
点
とし
て
の
関
空
・阪
神
港
の
機
能
充
実

☞
⼤
阪
都
市
圏
が
東
⻄
⼆
極
の
一
極
を
担
うた
め
の
広
域
交
通
イン
フラ
の
確
保

☞
既
存
ス
トッ
クの
フル
活
⽤
・組
換
え
に
よ
る
都
市
基
盤
強
化
（
公
共
交
通
戦
略
等
）
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５
.都
市
の
再
生

☞
成
⻑
の
基
盤
とな
る
最
⾼
⽔
準
の
安
全
・安
⼼
の
確
保
（
大
規
模
災
害
対
策
の
強
化
、首
都
機
能

バ
ック
ア
ップ
等
）

☞
大
阪
の
顔
とな
る
都
心
部
の
ま
ち
づ
くり
（
うめ
き
た
2期
、御
堂
筋
、中
之
島
等
）

☞
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
社
会
に
向
け
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
拡
大
、発
電
事
業
者
の
参
入
促
進

成
⻑
に
向
け
た
課
題
、施
策
展
開
の
⽅
向
性

〜
５
つ
の
源
泉
毎
の
⽅
向
性
〜

6
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大
阪
の
成
長
戦
略

2
0
1
8
年

3
月
改
訂
版

大
阪
府
・
大
阪
市

（
平
成

3
0
年
）

 

【資料９】 
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改
訂
趣
旨

1

○
「
大

阪
の

成
長

戦
略

」
は
、
大
阪
を
新
た
な
成
長
軌
道
に
乗
せ
る
た
め
、
概
ね

2
0
2
0
年
ま
で
の

1
0
年
間
の
成
長

目
標
を
掲
げ
、

2
0

1
0

年
（

平
成

2
2

年
）

1
2

月
に

策
定
し
た
も
の
。

大
阪

府
と

大
阪

市
共

通
の

戦
略
と
し
て
、

成
長
目
標
を
実
現
す
る
た
め
の
短
期
・
中
期
の
具
体
的
な
取
組
方
向
を
と
り
ま
と
め
て
い
る
。

○
今
般
の
改
訂
で
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
増
加
や
雇
用
環
境
の
変
化
、
第
４
次
産
業
革
命
の
進
展
な
ど
、
大
阪
を
取
り

巻
く
社

会
経

済
情

勢
の

大
き

な
変

化
へ

の
対

応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、

2
0

2
5

年
万

博
や

統
合

型
リ

ゾ
ー

ト
（

I
R

）
な

ど
の

動
き

も
具

体
化
し
て
き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ

れ
ま

で
の

成
果

や
課

題
を

検
証

・
総

括
し
た
う
え
で
、
特

に
重

点
化

を
図

る
分

野
を

整
理

し
、
そ

の
た

め
の

取
組

み
を

提
示
す
る
。

○
成

長
戦

略
策

定
時

か
ら

、
こ

れ
ま

で
の

検
証

と
し

て
、

・
大

阪
の

経
済

や
産

業
は

回
復

傾
向
に
あ
る

・
ア
ジ
ア
と
の
つ
な
が
り
の
深
ま
り
な
ど
か
ら
、
「
中

継
都

市
」
と

し
て

の
機

能
は

高
ま

り
つ

つ
あ

る

・
「
価

値
創

造
(ハ

イ
エ

ン
ド

）
都

市
」
と

い
う

観
点

か
ら

は
、
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
分
野
な
ど
で
一
定
の
芽
は
見
ら
れ
る

が
産

業
の

さ
ら

な
る

高
付

加
価

値
化

や
人

手
不

足
へ

の
対

応
な

ど
の

課
題
が
あ
げ
ら
れ
る

○
さ
ら
に
、
新

た
な

潮
流
と
し
て
、
団
塊
の
世
代
が
後
期
高
齢
者
（

7
5
歳
以
上
）
に
達
す
る
「
2
0
2
5
年
問
題
」
に

代
表
さ
れ
る

超
高

齢
・
人

口
減

少
社

会
の
到
来
、
「
第

4
次

産
業

革
命
」
と
い
わ
れ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
で
の
技
術
革
新
、

持
続

可
能

な
開

発
目

標
（

S
D

G
s

）
を
踏
ま
え
た
経
済
活
動
の
変
化
な
ど
、
産
業
・
就
業
構
造
の
大
き
な
変
化

が
進
ん
で
い
る
。

○
ま
た
、
2

0
2

5
年

万
博

、
統

合
型

リ
ゾ

ー
ト

（
I
R

）
の
実
現
と
い
っ
た
、
経
済
社
会
に
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、
目
前
に
は
、
東

京
オ

リ
ン

ピ
ッ
ク

・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク
の
開
催
が
控
え
て
い
る
。
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2

○
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、

イ
ン

フ
ラ

強
化

や
都

市
再

生
な

ど
「
成

長
の

た
め

の
５

つ
の

源
泉
（
①
集
客
力
、
②
人
材
力
、

③
産
業
・
技
術
力
、
④
物
流
人
流
イ
ン
フ
ラ
、
⑤
都
市
の
再
生
）
」
の

さ
ら

な
る

充
実

・
強

化
を

基
軸

と
し
、
成
長
を

リ
ー
ド
し
て
い
く
仕
組
み
と
し
て

2
0

2
5

年
万

博
や

I
R

の
実

現
を

見
据

え
、
新

た
に

重
点

化
を

図
る

４
つ

の
以

下
の

分
野

に
つ

い
て

、
集

中
的

な
取

組
み

を
進

め
、

副
首

都
と

し
て

の
発

展
を

め
ざ

す
。

○
成

長
目

標
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
2

0
2

0
年

に
向

け
て

達
成

を
め

ざ
す
こ
と
と
し
、

次
期

戦
略

策
定

時
に
、

そ
れ
ぞ
れ
の
取
組
状
況
や
、
大
阪
・関

西
の
発
展
状
況
を
踏
ま
え
、

改
め

て
整

理
す
る
。

【
新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野
】

Ⅰ
 健

康
・
医

療
関

連
産

業
の

世
界

的
な

ク
ラ

ス
タ

ー
形

成

・
今
後
の
成
長
市
場
と
し
て
、

裾
野

の
広

い
健

康
・
医

療
関

連
産

業
に

つ
い

て
注

力

Ⅱ
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
の

増
加

を
契

機
と

し
た

ア
ジ

ア
市

場
の

取
り

込
み

強
化

・
拡

大
す

る
ア

ジ
ア

の
成

長
を

取
り

込
む
た
め
に
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
さ
ら
な
る
拡
大
、
大
阪
企
業
の
ア
ジ
ア

展
開
の
加
速
化
な
ど
、
戦
略
的
に
経
済
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化

Ⅲ
 第

４
次

産
業

革
命

に
対

応
し

た
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
促

進
と

生
産

性
向

上

・
加
速
化
す
る

「
第

4
次

産
業

革
命

」
に
よ
る
技
術
を
活
用
し
、
も
の
づ
く
り
だ
け
で
な
く
多

様
な

産
業

分
野

に

お
い

て
、
生

産
性

向
上

や
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

を
創

出

Ⅳ
 人

口
の

減
少

と
産

業
構

造
の

変
化

に
対

応
し

た
人

材
力

強
化

・
関
西
全
体
で
先
進
国
一
か
国
分
の
人
口
規
模
や
大
学
等
教
育
機
関
の
集
積
を
活
か
し
な
が
ら
、

人
口

減
少

や
人

手
不

足
に

対
応
。
女
性
や
高
齢
者
な
ど
潜

在
的

な
人

材
の

活
躍
促
進
や
、
Ｉ
Ｔ
人
材
な
ど

産
業

構
造

の
変

化
に

対
応

し
た

人
材

を
育

成
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○
主
な
成
果
：
戦
略
策
定
時
と
比
較
す
る
と
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
増
加
な
ど
を
背
景
に
、
大
阪
の
経
済
や
産
業
は
ゆ
る
や
か
な
回
復
傾
向
。
雇

用
関
連
の
指
標
な
ど
は
大
き
く
改
善
。
開
業
率
も
伸
び
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
も
取
組
み
が
進
み
つ
つ
あ
る
。

○
主
な
課
題
：
産
業
の
更
な
る
高
付
加
価
値
化
を
進
め
、
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
産
業
を
育
て
る
必
要
。
ま
た
、
雇
用
面
で
は
、
人
手
不
足
問
題
が

深
刻
化
し
つ
つ
あ
る
ほ
か
、
低
所
得
構
造
の
要
因
で
あ
る
非
正
規
雇
用
な
ど
雇
用
の
質
的
改
善
も
必
要
。

分
野

成
果

・
課

題

集
客

・
来
阪
外
国
人
旅
行
者
数
は
、
戦
略
策
定
時
か
ら
、
約
４
倍
に
増
加
。

・
更
な
る
観
光
客
増
加
を
見
据
え
、
国
内
外
の
来
阪
旅
行
者
の
受
入
環
境
整
備
等
が
必
要
。

人
材
流
出

・
就
職
や
配
転
を
契
機
と
し
た
、
2
0
～

3
0
代
前
半
の
首
都
圏
へ
の
転
出
が
顕
著
。

・
大
企
業
を
中
心
に
、
府
内
か
ら
首
都
圏
等
へ
の
本
社
機
能
の
移
転
が
続
い
て
お
り
、
中
核
人
材
の
流
出
も
招
い
て
い
る
恐
れ
。

雇
用
・所

得
・
景
気
の
回
復
な
ど
を
背
景
に
、
有
効
求
人
倍
率
と
完
全
失
業
率
は
、
と
も
に
改
善
。

・
非
正
規
雇
用
の
割
合
が
全
国
に
比
べ
高
い
状
況
に
あ
り
、
中
間
所
得
層
も
減
少
。
府
域
全
体
で
見
た
就
業
者
の
所
得
向
上
が
課
題
。

・
非
正
規
割
合
の
高
い
業
種
を
中
心
に
、
人
手
不
足
の
傾
向
が
顕
著
。

女
性
・高

齢
者

の
就
業

・
女
性
の
就
業
率
は
上
昇
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
全
国

4
5
位
（

2
0
1
4
年
）
と
低
迷
。
ま
た
、
出
産
・
子
育
て
期
で
有
業
率
が
低
下
す
る

M
字
カ
ー
ブ

の
傾
向
が
全
国
平
均
に
比
べ
て
依
然
と
し
て
大
き
い
。

・
高
齢
者
の
就
業
率
は
、
全
国
的
に
上
昇
傾
向
に
あ
る
中
、
全
国
よ
り
低
調
な
伸
び
で
推
移
し
て
お
り
、
全
国
よ
り
も
低
い
。

産
業

・
設
備
投
資
に
つ
い
て
は
、
大
企
業
・中

小
企
業
と
も
に
持
ち
直
し
の
傾
向
。

・
開
業
事
業
所
数
が
増
加
す
る
と
と
も
に
、
全
国
構
成
比
も
上
昇
。
他
方
、
上
場
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
は
東
京
に
集
中
。

・
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
分
野
で
は
、
特
区
で
の
取
組
み
を
は
じ
め
、
産
業
集
積
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
促
進
の
取
組
み
が
進
み
つ
つ
あ
る
が
、
世
界
的
な
ク
ラ
ス

タ
ー
形
成
に
向
け
更
な
る
取
組
み
の
推
進
が
必
要
。

貿
易
・

海
外
展
開

・
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費
の
増
加
等
と
と
も
に
、
消
費
財
の
輸
出
が
増
加
。
ま
た
、
A
S
E
A

N
を
中
心
と
す
る
ア
ジ
ア
向
け
の
輸
出
入
が
増
加
。

・
戦
略
策
定
時
に
比
べ
、
府
内
の
外
資
系
企
業
数
は
伸
び
て
い
な
い
。

イ
ン
フ
ラ

・
L
C
C
路
線
就
航
の
急
増
に
伴
っ
て
旅
客
便
数
が
増
加
し
、
関
空
の
国
際
拠
点
空
港
と
し
て
の
機
能
が
向
上
。

・
海
外
都
市
に
比
べ
環
状
道
路
整
備
率
は
低
い
が
、
高
速
道
路
機
能
強
化
に
向
け
た
取
組
み
が
進
ん
で
い
る
。

・
鉄
道
に
つ
い
て
は
、
関
空
か
ら
国
土
軸
や
都
心
部
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
強
化
な
ど
に
向
け
た
取
組
み
が
進
ん
で
い
る
。

成
長
に
向
け
た
課
題
、
現
状
分
析

～
こ
れ
ま
で
の
検
証
と
総
括
～

7
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成
長
に
向
け
た
課
題
、
現
状
分
析

～
S
W

O
T
分
析
～

内
部
環
境

外
部
環
境

強
み
（
S
tr
e
n
g
th
s）

弱
み
（
W
e
a
kn
e
ss
e
s）

機
会
（
O
p
p
o
rt
u
n
it
ie
s）

脅
威
（
T
h
re
a
ts
）

・
ア
ジ
ア
市
場
の
急
速
な
拡
大

・ア
ジ
ア
諸
国
の
中
間
所
得
層
の
増
加

・来
阪
外
国
人
旅
行
者
の
増
加

・
A
Iや

Io
T
、
ロ
ボ
ッ
ト
な
ど
新
た
な
技
術
の
進
展

・健
康
関
連
、
環
境
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
市
場
の
世
界
的
な
拡
大

・東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
を
は
じ
め
と
す
る
国
際
的
な
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

・
水
・イ
ン
フ
ラ
・食

な
ど
日
本
の
安
全
・安

心
に
対
す
る
国
際
的
評
価
の
高
ま
り

・
万
博
、
IR
な
ど
の
取
組
み

・
大
学
の
府
内
進
出
、
都
心
回
帰
に
よ
り
学
生
数
が
増
加
傾
向

・
対
日
直
接
投
資
の
増
加
傾
向

な
ど

・世
界
に
お
け
る
大
阪
の
存
在
感
（
プ
レ
ゼ
ン
ス
）
は
ま
だ
ま
だ
低
い

・情
報
発
信
力
の
低
下
（
主
要
メ
デ
ィ
ア
の
東
京
一
極
集
中
な
ど
）

・リ
ー
デ
ィ
ン
グ
産
業
の
乏
し
さ

・
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
を
受
入
れ
育
て
る
環
境
が
十
分
で
な
い

・工
場
適
地
の
減
少
、
住
工
近
接
な
ど
操
業
環
境
の
問
題

・
女
性
・
高
齢
者
の
就
業
率
が
全
国
平
均
よ
り
低
い

・
非
正
規
労
働
者
の
割
合
や
低
所
得
層
の
増
加

・中
間
所
得
層
の
減
少

・空
家
の
増
加
、
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
の
老
朽
化
の
懸
念

な
ど

・
急
速
な
高
齢
化
の
進
展
、
労
働
力
人
口
の
減
少
と
社
会
保
障
不
安
の
増
大

・
労
働
力
不
足
、
技
能
伝
承
の
断
絶
、
廃
業
の
増
加

・
観
光
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
（
大
阪
が
素
通
り
さ
れ
る
懸
念
な
ど
）

・
健
康
寿
命
の
伸
び
悩
み
、
要
介
護
者
増
加
の
懸
念

・海
外
情
勢
の
不
安
や
為
替
変
動
等
に
よ
る
世
界
的
な
旅
行
需
要
の
増
減

・
ア
ジ
ア
各
国
で
国
際
ハ
ブ
（
拠
点
）
空
港
・港

湾
化
が
急
速
に
進
展

・
首
都
圏
等
へ
の
本
社
機
能
移
転
、
若
年
層
の
首
都
圏
流
出
の
継
続

・
グ
ロ
ー
バ
ル
な
人
材
獲
得
競
争
の
激
化

・
地
球
規
模
の
環
境
問
題
の
深
刻
化

・
高
度
成
長
期
に
建
設
さ
れ
た
イ
ン
フ
ラ
等
の
老
朽
化

な
ど

プ ラ ス 要 因

マ イ ナ ス 要 因

・
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
産
業
の
集
積

・
高
い
技
術
を
有
す
る
も
の
づ
くり
中
小
企
業
の
集
積

・
高
水
準
な
大
学
、
研
究
機
関
の
集
積

・
総
合
特
区
、
国
家
戦
略
特
区
制
度
の
活
用

・
関
西
全
体
で
先
進
国
一
か
国
分
の
人
口
・経

済
規
模

・
豊
か
な
食
文
化
、
歴
史
的
・文

化
的
遺
産
、
伝
統
芸
能

・
関
西
国
際
空
港
な
ど
ア
ジ
ア
の
活
力
を
取
り
込
め
る
イ
ン
フ
ラ

・
公
共
交
通
の
充
実
、
居
住
性
の
魅
力

・
ア
ジ
ア
か
ら
の
外
国
人
居
住
者
、
外
国
人
留
学
生
が
多
い

・
総
領
事
館
等
外
国
公
館
の
集
積

な
ど

8

■
現
状
の
大
阪
産
業
の
成
長
に
向
け
た
強
み
・
弱
み
を

S
W

O
T
分
析
に
よ
り
整
理
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Ⅰ
健

康
・
医

療
関

連
産

業

の
世

界
的

な
ク

ラ
ス

タ
ー

形
成

・先
端
技
術
産
業
の
さ
ら
な
る
強
化

ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
分
野

な
ど

⇒
彩
都
・
健
都
・未

来
医
療
国
際
拠
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
推
進

な
ど

⇒
国
際
戦
略
総
合
特
区
制
度
や
国
家
戦
略

特
区
制
度
を
活
用
し
た
企
業
集
積
や
研
究

開
発
等
の
促
進

⇒
P
M

D
A
関
西
支
部
の
設
置
実
現
、
機
能
拡
充

・健
康
・医

療
関
連
産
業
は
、
今
後
高
齢
化
が

進
む
ア
ジ
ア
を
含
め
世
界
的
に
伸
び
る
市
場

・医
薬
品
・医

療
機
器
産
業
は
、
他
産
業
へ
の

波
及
が
大
き
く、
景
気
の
変
動
に
左
右
さ
れ
に

くい
特
徴

・
大
阪
・関

西
に
は
、
ス
ポ
ー
ツ
や
食
を
は
じ
め
と

す
る
ヘ
ル
ス
ケ
ア
分
野
な
ど
、
健
康
に
関
わ
る

産
業
が
幅
広
く
集
積

こ
れ

ま
で

の
主

な
取

組
み

例
今

後
取

組
む

べ
き

ポ
イ

ン
ト

新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野

～
分
野
の
考
え
方
～

今
後

の
成

長
市

場
に

関
し

て

⇒
大
阪
が
強
み
を
有
す
る
分
野
で
最
先
端
の
次

世
代
産
業
を
育
成
し
、
高
所
得
を
あ
げ
る
戦
略

を
進
め
る
必
要

⇒
大
阪
・関

西
の
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
の
ポ
テ
ン
シ
ャ

ル
を
活
か
し
な
が
ら
、
ヘ
ル
ス
ケ
ア
な
ど
、
す
そ
野
の

広
い
重
層
的
な
産
業
を
創
出
す
る
必
要

新
た

に
重

点
化

を
図

る
分

野

■
関

西
の

健
康

医
療

関
連

産
業

の
拡

大
出
典
：
一
般
財
団
法
人
ア
ジ
ア
太
平
洋
研
究
所
作
成
資
料

大 阪 の 強 み を 伸 ば す

■
大

阪
府

内
産

業
別

感
応

度
・
影

響
力

係
数

出
典
：
大
阪
府
「大

阪
府
産
業
連
関
表
」（

2
0
1
1
年
）

影
響
力
：
他
の
産
業
へ
与
え
る
影
響
の
度
合
。
１
を
超
え
る
と
影
響
力
が
大
き
く、

1
以
下
は
影
響
力
が
小
さ
い
。

感
応
度
：
他
の
産
業
か
ら
受
け
る
影
響
の
度
合
。
１
を
超
え
る
と
他
の
産
業
か
ら
影
響
を
受
け
や
す
く、

1
以
下

は
影
響
を
受
け
に
く
い
。

■
ア

ジ
ア

の
高

齢
化

率
の

推
移

出
典
：
内
閣
府
「平

成
2
9
年
版
高
齢
社
会
白
書
」

9
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Ⅱ
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
の

増
加

を

契
機

と
し

た
ア

ジ
ア

市
場

の
取

り
込

み
強

化

海
外

市
場

の
動

向
に

関
し

て

新
た

に
重

点
化

を
図

る
分

野

■
日

本
と

ア
ジ

ア
新

興
国

等
の

名
目

G
D

P
規

模
比

較
出
典
：
株
式
会
社
三
菱
総
合
研
究
所
政
策
・経

済
研
究
セ
ン
タ
ー

「内
外
経
済
の
中
長
期
展
望
（

2
0
1
7
-2

0
3
0
年
度
）
」

・
世
界
的
な
創
造
都
市
、
国
際
エ
ン
タ
ー
テ
イ

メ
ン
ト
都
市
の
創
出

⇒
水
都
大
阪
、
大
阪
・光

の
饗
宴
、
大
阪
マ
ラ

ソ
ン
、
大
阪
観
光
局
に
よ
る
観
光
ま
ち
づ
く
り

の
推
進

な
ど

・関
西
国
際
空
港
の
国
際
ハ
ブ
化

⇒
L
C
C
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拡
大

な
ど

・世
界
市
場
に
打
っ
て
出
る
大
阪
産
業
・
大
阪

企
業
へ
の
支
援

⇒
大
阪
府
知
事
、
大
阪
市
長
に
よ
る
中
小

企
業
の
ト
ッ
プ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョン

な
ど

・
2
0
2
5
年
頃
に
は

A
S
E
A

N
1
0
の

G
D

P
が

日
本
を
超
え
る
予
測
が
さ
れ
る
な
ど
ア
ジ
ア

市
場
は
確
実
に
拡
大
が
見
込
ま
れ
、
ア
ジ
ア

と
の
つ
な
が
り
が
強
い
大
阪
に
と
っ
て
好
機

・今
後
、
ア
ジ
ア
の
中
間
所
得
層
の
増
加
な
ど

に
よ
り
、
海
外
の
観
光
人
口
は
更
に
増
加

・大
阪
の
観
光
ｲﾝ
ﾊﾞ
ｳﾝ
ﾄﾞ
の
急
拡
大
と
共
に
、

ア
ジ
ア
を
中
心
に
消
費
財
の
輸
出
が
増
加

こ
れ

ま
で

の
主

な
取

組
み

例
今

後
取

組
む

べ
き

ポ
イ

ン
ト

⇒
ア
ジ
ア
の
成
長
を
確
実
に
取
り
込
む
た
め
、
大
阪

企
業
の
ア
ジ
ア
展
開
の
促
進
や
、
経
済
的
な
結

び
つ
き
を
強
め
る
必
要

⇒
増
加
す
る
海
外
か
ら
の
観
光
人
口
を
取
り
込
む

た
め
、
ベ
イ
エ
リ
ア
の
開
発
な
ど
も
含
め
た
更
な
る

都
市
魅
力
の
向
上
を
戦
略
的
に
進
め
る
必
要

大 阪 の 強 み を 伸 ば す

■
来

阪
外

客
数

の
推

移
（

全
体

・
国

籍
別

）
出
典
：
国
際
観
光
統
計
（

JN
T
O

)及
び
消
費
動
向
調
査
（
観
光
庁
）
よ
り
作
成

■
輸

出
入

に
占

め
る

ア
ジ

ア
の

割
合

出
典
：
大
阪
税
関
「
貿
易
統
計
」
等
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Ⅲ
第

４
次

産
業

革
命

に
対

応
し

た
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
促

進
と

生
産

性
向

上

「
第

４
次

産
業

革
命

」な
ど

新
た

な
技

術
革

新
へ

の
対

応
に

関
し

て

新
た

に
重

点
化

を
図

る
分

野

・
ハ
イ
エ
ン
ド
な
も
の
づ
くり
の
推
進

⇒
M

O
B
IO
等
に
お
け
る
新
た
な
研
究
開
発
や

製
品
・技

術
開
発
等
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
創
出

支
援
、
中
小
企
業
の
技
術
基
盤
高
度
化

に
向
け
た
技
術
・資

金
支
援

な
ど

・成
長
分
野
に
挑
戦
す
る
企
業
へ
の
支
援
・

経
済
活
動
の
新
陳
代
謝
の
促
進

⇒
金
融
支
援
、
創
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
な
ど
新
事

業
に
挑
戦
す
る
企
業
に
対
す
る
支
援

な
ど

・第
４
次
産
業
革
命
の
ブ
レ
ー
ク
ス
ル
ー
が
こ
こ
数

年
で
加
速
度
的
に
進
ん
で
お
り
、
そ
の
対
応
力
が

成
長
を
左
右

・大
阪
に
は
、
第
４
次
産
業
革
命
に
関
連
す
る

要
素
技
術
を
有
す
る
も
の
づ
くり
中
堅
・中

小
企
業
が
集
積
。
情
報
関
連
産
業
も
東
京
に
次

い
で
多
い

・一
方
で
、
中
小
企
業
の
多
くは

、
A
Iや

Io
T
、
ロ

ボ
ッ
ト
な
ど
の
新
た
な
技
術
の
活
用
が
進
ん
で
い
な

い

こ
れ

ま
で

の
主

な
取

組
み

例
今

後
取

組
む

べ
き

ポ
イ

ン
ト

⇒
大
阪
に
お
け
る
産
業
の
競
争
力
低
下
を
防
ぐ
た
め
に

は
、
も
の
づ
くり
の
み
な
ら
ず
、
サ
ー
ビ
ス
業
な
ど
も
含
め

あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
い
て
、
第
４
次
産
業
革
命
の

技
術
の
活
用
を
図
っ
て
い
く必

要
⇒
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
活
か
し
、
第
４
次
産
業
革
命
に

対
応
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
づ
くり
と
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョン
を
進
め
て
い
く必

要

大 阪 の ポ テ ン シ ャ ル を 活 か し

課 題 を 克 服

■
ソ

フ
ト

系
I
T
産

業
３

業
種

の
府

県
別

事
業

所
数

出
典
：
総
務
省
「平
成

26
年
経
済
セ
ン
サ
ス
基
礎
調
査
（事

業
所
に
関
す
る
集
計
）」

■
第

４
次

産
業

革
命

に
も

関
わ

る
品

目
別

の
事

業
所

数
出
典
：経
済
産
業
省
「
平
成
26
年
工
業
統
計
調
査
」
（
品
目
編
）

順
位

ロ
ボ
ッ
ト

順
位

セ
ン
サ

1
愛
知

1
1

3
1

7
.0

%
1
神
奈
川

8
0

9
.6

%

2
大
阪

4
6

6
.9

%
2

東
京

7
8

9
.3

%

3
長
野

4
5

6
.8

%
3

埼
玉

7
4

8
.9

%

4
東
京

3
9

5
.9

%
4

長
野

5
8

6
.9

%
5

静
岡

3
7

5
.6

%
5

大
阪

4
0

4
.8

%

順
位

蓄
電
池

1
京
都

1
5

1
0

.3
%

2
兵
庫

1
4

9
.7

%

3
大
阪

1
2

8
.3

%

4
神
奈
川

1
1

7
.6

%

5
福
島

9
6

.2
%

■
近

畿
の

中
堅

・
中

小
も

の
づ

く
り

企
業

に
お

け
る

I
o
T
や

オ
ー

プ
ン

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
な

ど
の

I
T
技

術
活

用
状

況

出
典
：大
阪
商
工
会
議
所
「製
造
現
場
に
お
け
る
IT
活
用
に
関
す
る
調
査
」

新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野

～
分
野
の
考
え
方
～

1
1

※
ソ
フ
ト
系

IT
産
業
３
業
種
と
は
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
業
、
情
報
処
理
・提
供
サ
ー
ビ
ス
業
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
附
随
サ
ー
ビ
ス
業
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Ⅳ
人

口
の

減
少

と
産

業
構

造
の

変
化

に
対

応
し

た

人
材

力
強

化

「
人

口
・
労

働
力

」に
関

し
て

新
た

に
重

点
化

を
図

る
分

野

・国
際
競
争
を
勝
ち
抜
くハ
イ
エ
ン
ド
人
材
の
育
成

⇒
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
育
成

な
ど

・成
長
を
支
え
る
基
盤
と
な
る
人
材
の
育
成
力
強
化

⇒
小
・中

学
校
に
お
け
る
英
語
教
育
推
進

な
ど

・地
域
の
強
み
を
活
か
す
労
働
市
場
の
構
築

⇒
O

S
A
K
A
し
ご
と
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
け
る
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
業
務
と
の
一
体
的
運
営

な
ど

・成
長
を
支
え
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
整
備
と

多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
場
づ
くり

⇒
O

S
A
K
A
女
性
活
躍
推
進
会
議

な
ど

・大
阪
で
も
人
手
不
足
が
顕
在
化
し
、
人
口
減

少
が
確
実
と
な
る
中
、
い
か
に
成
長
を
図
っ
て

い
くか
が
課
題

・大
阪
は
、
女
性
や
高
齢
者
の
就
業
率
が
低
く、

ま
た
、
首
都
圏
へ
の
若
手
人
材
の
一
定
の
転

出
が
続
い
て
い
る
状
況
。
一
方
、
大
学
の

都
心
回
帰
等
に
伴
う
学
生
や
、
外
国
人
留
学

生
は
増
加

・中
小
企
業
で
は
、
経
営
者
の
高
齢
化
等
に

よ
る
事
業
承
継
が
課
題

こ
れ

ま
で

の
主

な
取

組
み

例
今

後
取

組
む

べ
き

ポ
イ

ン
ト

⇒
女
性
や
高
齢
者
を
は
じ
め
と
す
る
多
様
な

人
材
の
活
躍
の
幅
を
広
げ
る
と
と
も
に
、
若

手
人
材
の
定
着
を
図
る
必
要

⇒
新
た
な
技
術
や
産
業
構
造
に
対
応
で
き
る

人
材
を
育
成
・確

保
し
、
大
阪
の
活
力
を

維
持
し
て
い
く必

要

大 阪 の ポ テ ン シ ャ ル を 活 か し

課 題 を 克 服

■
１

５
歳

以
上

の
女

性
の

就
業

率
の

推
移

出
典
：
総
務
省
統
計
局
「
労
働
力
調
査
」及

び
大
阪
府
統
計
課
「労

働
力
調
査
地
方
集

計
結
果
（
年
平
均
）
よ
り
作
成

4
2

.8
4

3
.5

4
3

.9
4

4
.6

4
4

.8
4

5
.3

4
6

.8
4

6
.3

4
6

.2
4

6
.2

4
7

.1
4

7
.6

4
8

.0
4

8
.9

4243444546474849

2
0

10
年

2
0

11
年

2
01

2年
2

01
3年

2
0

1
4年

2
01

5
年

2
01

6年

大
阪
府
女
性

全
国
女
性

■
大

阪
府

の
年

齢
階

層
別

転
出

入
の

状
況

出
典
：
総
務
省
「住

民
基
本
台
帳
人
口
移
動
報
告
」
（
平
成

2
6
年
）

合
計

0
～

9
歳

1
0
～

1
4

歳
1

5
～

1
9

歳
2

0
～

2
4

歳
2

5
～

2
9

歳
3

0
～

3
9

歳
4

0
～

4
9

歳
5

0
～

5
9

歳
6

0
歳

以
上

北
海
道
・
東
北

2
4

7
9

2
1

9
8

1
6

5
2

2
1

2
▲

6
▲

2
6

▲
4

8

関
東
・
甲
信
越

5
▲

2
0

▲
1

2
1

0
5

▲
3

9
▲

3
8

▲
2

2
5

▲
3

2

東
海
・
北
陸

9
0

7
▲

1
4

3
1

1
8

4
0

1
7

2
2

▲
1

6
3

▲
3

1
5

1
8

3
1

3
2

▲
2

8

関
西
圏

5
,0

8
9
▲

1
,6

2
8

1
3

0
7

1
1

4
,0

8
0

2
,0

8
1

▲
3

6
5

2
7

8
1

7
3

▲
3

7
0

中
国
・
四
国

3
,2

1
4

▲
2

4
2

4
5

1
,1

1
4

2
,7

2
5

1
6

5
▲

3
6

7
1

4
2

▲
7

9
▲

2
8

9

九
州

1
,0

5
2

▲
2

6
8

▲
1

9
1

,1
1

5
1

,3
3

8
▲

5
7

▲
4

0
2

▲
3

3
▲

1
3

8
▲

4
8

4

東
京
圏

▲
1

0
,9

0
5

▲
7

2
3

▲
2

0
4

▲
7

7
3
▲

2
,9

6
7
▲

2
,3

2
9
▲

2
,3

7
4

▲
8

0
2

▲
1

4
4

▲
5

8
9

※
関
東
・甲

信
越
に
は
、
東
京
圏
を
含
ま
ず
。
関
西
圏
に
は
、
大
阪
府
を
含
ま
ず
。

新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野

～
分
野
の
考
え
方
～

1
2

〔人
〕

〔％
〕
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新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野

～
改
訂
の
ポ
イ
ン
ト
～

『
価
値
創
造

(ハ
イ
エ
ン
ド

)都
市
』、
『
中
継
都
市
』と
い
う
め
ざ
す
べ
き
都
市
像
を
堅
持
し
た
う
え
で
、
よ
り
具
体
的
将
来
像
を
提
示

日
本
の
成
長
を
け
ん
引
す
る
東
西
二
極
の
一
極
（
副
首
都
）
と
し
て
世
界
で
存
在
感
を
発
揮
す
る
都
市

ス
ー
パ
ー
・メ
ガ
リ
ー
ジ
ョン
が
将
来
形
成
さ
れ
る
中
で
、

大
阪
が
世
界
に
存
在
感
を
示
す
拠
点
都
市
と
な
る
た

め
の
個
性
と
産
業
競
争
力
の
強
化

ア
ジ
ア
諸
国
と
結
び
つ
き
、
そ
の
社
会
課
題
解
決
や
市

場
ニ
ー
ズ
を
取
り
込
ん
で
共
に
成
長
す
る
循
環
を
構
築

人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化
の
中
で
も
成
長
を
実
現
で

き
、
人
材
の
力
が
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
都
市
力
の

強
化

【全
体
イ
メ
ー
ジ
】

1
3

○
大
阪
経
済
は
回
復
傾
向
に
あ
る
中
、
産
業
や
雇
用
を
め
ぐ
る
環
境
は
大
き
な
変
革
期
に
あ
り
、
今
後
、
ど
こ
に

注
力
し
て
い
く
の
か
が
、
大
阪
の
成
長
や
豊
か
さ
を
左
右
す
る
可
能
性

○
社
会
経
済
環
境
の
急
速
な
変
化
に
対
応
し
、
目
標
年
次
（

2
0
2
0
年
）
に
向
け
、
成
長
市
場
の
獲
得
と
産
業

競
争
力
強
化
を
め
ざ
し
、
５
つ
の
源
泉
（
集
客
力
、
人
材
力
、
産
業
・技

術
力
、
物
流
人
流
イ
ン
フ
ラ
、
都
市
の

再
生
）
の
さ
ら
な
る
充
実
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
新
た
に
位
置
づ
け
る
４
つ
の
重
点
分
野
の
取
組
み
を
進
め
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
成
長
を
加
速
さ
せ
る
と
と
も
に
、
そ
の
成
果
を
通
じ
て
豊
か
な
住
民
生
活
の
確
保
に
も
つ
な
げ
て
い
く
。

重
点
分
野
を
中
心
に
具
体
的
取
組
み
を
集
中
的
に
実
施
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・ﾗ
ｲﾌ
ｻｲ
ｴﾝ
ｽの
ﾎﾟ
ﾃﾝ
ｼｬ
ﾙを
活
か
し
、
「健

康
・医

療
関
連
産
業
」を
戦
略
的

分
野
と
し
て
重
点
化

・食
、
ス
ポ
ー
ツ
を
は
じ
め
と
し
た
ヘ
ル
ス
ケ
ア
分
野
ま
で
含
め
て
、
す
そ
野
を
広
く

と
ら
え
た
産
業
創
出
を
図
る
と
と
も
に
府
民
の
健
康
向
上
に
も
貢
献

Ⅰ
健

康
・
医

療
関

連
産

業
の

世
界

的
な

ｸﾗ
ｽﾀ

ｰ
形

成

・観
光
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
伸
び
と
と
も
に
、
A
S
E
A
N
な
ど
成
長
す
る
ア
ジ
ア
全
体
へ
の

市
場
展
開
を
図
る

・集
客
だ
け
で
な
く、
人
材
育
成
や
輸
出
産
業
の
強
化
な
ど
幅
広
い
分
野
へ

つ
な
が
り
を
広
げ
る

Ⅱ
ｲﾝ

ﾊ
ﾞｳ

ﾝﾄ
ﾞ
の

増
加

を
契

機
と

し
た

ｱｼ
ﾞｱ

市
場

の
取

り
込

み
強

化

大
阪

の
成

長
を

け
ん

引
す

る
戦

略
分

野
と

し
て

健
康

・
医

療
関

連
産

業
を

位
置

づ
け

、
重

点
的

な
取

組
み

を
進

め
る

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

促
進

か
ら

、
さ

ら
に

世
界

の
成

長
の

中
心

で
あ

る
ア

ジ
ア

市
場

へ
の

集
中

的
な

取
組

み
の

推
進

を
図

る

・
A

Iや
Io

T
、
ロ
ボ
ッ
ト
な
ど
新
た
な
技
術
を
、
生
産
性
の
向
上
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

（
ﾋﾞ
ｼﾞ
ﾈｽ
ﾓﾃ
ﾞﾙ
の
創
出
を
含
む
幅
広
い
変
革
）
の
創
出
に
つ
な
げ
る

・も
の
づ
くり
に
加
え
、
観
光
や
健
康
、
福
祉
、
建
設
、
一
次
産
業
な
ど
様
々
な

産
業
分
野
で
の
活
用
を
め
ざ
す

・産
業
・雇

用
政
策
だ
け
で
な
く、
教
育
、
福
祉
、
住
環
境
、
都
市
基
盤
な
ど

多
面
的
に
人
手
不
足
へ
の
対
応
が
必
要
に
な
る
こ
と
を
位
置
づ
け

・潜
在
的
な
労
働
力
の
活
用
な
ど
多
様
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
環
境
づ
く
り
に

重
点
的
に
取
組
む

Ⅲ
第

4
次

産
業

革
命

に
対

応
し

た
ｲ
ﾉﾍ

ﾞｰ
ｼｮ

ﾝの
促

進
と

生
産

性
向

上
Ⅳ

人
口

の
減

少
と

産
業

構
造

の
変

化
に

対
応

し
た

人
材

力
強

化

も
の

づ
く
り

な
ど

大
阪

の
強

み
が

活
か

せ
る

第
4

次
産

業
革

命
に

か
か

わ
る

分
野

へ
の

対
応

を
新

た
に

位
置

づ
け

人
手

不
足

、
人

口
減

少
へ

の
対

応
を

横
断

的
な

課
題

と
し

て
新

た
に

位
置

づ
け

【
知
的
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
の
充
実
】

【
都
市
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
の
充
実
】

成
長
の
た
め
の
５
源
泉
〔
集
客
力
、
人
材
力
、
産
業
・
技
術
力
、
物
流
人
流
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
、
都
市
の
再
生
〕

2
0
2
5
年
万
博
や
Ｉ
Ｒ
の
実
現
に
向
け
た

取
組
み
と
あ
わ
せ
て
、
重
点
分
野
の
取
組

み
を
加
速
さ
せ
る
と
と
も
に
、
実
現
後
は
、
そ

れ
ら
を
イ
ン
パ
ク
ト
と
し
て
更
な
る
大
阪
の
成

長
・発

展
に
つ
な
げ
て
い
く

５
源
泉
の
も
と
、
土
壌
と
な
る
知
的
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
や
都
市
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
の
更
な
る
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
４
つ
の
重
点
分
野
を
設
定

・集
客
の
み
な
ら
ず
、
M

IC
E
等
を
通
じ
、
世

界
か
ら
人
材
や
情
報
が
集
ま
り
、
新
た
な

ビ
ジ
ネ
ス
や
価
値
を
創
造

・都
市
ブ
ラ
ン
ド
力
の
向
上

・健
康
・医

療
関
連
産
業
を
中
心
に
、
大
阪

の
高
い
技
術
力
を
、
国
内
外
に
示
す

・世
界
的
な
課
題
解
決
に
も
貢
献

・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
喚
起

2
0

2
5

日
本

万
国

博
覧

会
I
R

※
府
立
大
学
と
市
立
大
学
の
統
合
、
ス
ー
パ
ー
公
設
試
の
創
設

な
ど

※
高
速
道
路
、
鉄
道
ネ
ッ
トワ
ー
ク
の
充
実
・機

能
強
化

な
ど

1
4

≪ 改 訂 の ポ イ ン ト ≫
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1
5

新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野

～
取
組
み
の
方
向
性
～

☞
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
分
野
で
の
大
学
・研

究
機
関
、
産
業
の
集
積
な
ど
の
強
み
を
も
と
に
、
世

界
か

ら
さ

ら
に

人
や

企
業

を
集

め
、
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

が
生

ま
れ

る
発

信
地

と
し

て
の

取
組

み
を

、
2

0
2

5
年

万
博

で
の

発
信

な
ど

も
視

野
に

加
速
し
て
い
く。
具
体
的
に
は
、
彩
都
に
加
え
、
北

大
阪

健
康

医
療

都
市

（
健

都
）

、
中

之
島

４
丁

目
に

お
け

る
未

来
医

療
国

際
拠

点
と

い
っ

た
新

た
な

拠
点

の
形

成
を
図
る
な
ど
、
研
究
成
果
を
い
ち
早
く市

場
化
で
き
る
環
境
整
備
を

促
進
す
る
。

☞
大
阪
は
、
三
大
都
市
圏
で
最
も
早
く高

齢
化
が
進
む
と
と
も
に
、
健
康
寿
命
が
全
国
で
も
短
く、

健
康

に
関

す
る

課
題

先
進

地
域
で
も
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
逆
に

い
え
ば
健
康
・医

療
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
が
大
き
く研

究
開
発
か
ら
産
業
創
出
だ
け
で
な
く、
ま
ち
づ
く
り
も
含
め
た

健
康

・
医

療
の

先
進

モ
デ

ル
地

域
と

し
て

の
ブ

ラ

ン
ド

を
確

立
で

き
る

好
機
と
も
言
え
る
。
大
学
・研

究
機
関
・産

業
の
集
積
を
活
か
し
つ
つ
、
ヘ

ル
ス

ケ
ア

分
野

ま
で

含
め

た
す

そ
野

の
広

い
健

康
・
医

療
関

連

産
業

を
集

中
し

て
創

出
し
、
成
長
と
と
も
に
健
康
寿
命
の
延
伸
な
ど
豊
か
な
府
民
生
活
の
よ
き
循
環
を
実
現
し
て
い
く
。

☞
今
後
開
催
さ
れ
る
国
際
的
な
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
な
ど
と
も
呼
応
し
、
ス

ポ
ー

ツ
関

連
産

業
の

活
性

化
を
図
る
。
さ
ら
に
、
内
需
だ
け
で
な
く、
今
後
高
齢
化
が
進

む
ア
ジ
ア
な
ど
の
健
康
・医

療
関
連
産
業
に
対
す
る

海
外

需
要

の
取

り
込

み
を
め
ざ
す
。

Ⅱ
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
増
加
を
契
機
と
し
た
ア
ジ
ア
市
場
の
取
り
込
み
強
化

☞
大

阪
の

観
光

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

は
大

き
く
成

長
し
て
お
り
、
2
0
2
0
年
の
東
京
五
輪
、
さ
ら
に
は
、
2

0
2

5
年

万
博

や
Ｉ

Ｒ
な

ど
の

ビ
ッ
グ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
と
も
相

ま
っ
て
、
今
後
も
市
場
拡
大
が
期
待
で
き
る
。

Ｍ
Ｉ

Ｃ
Ｅ

誘
致
や
観
光
客
の
需
要
の
多
様
化
・高

度
化
に
対
応
し
た
戦
略
的
な
取
組
み
を
進
め
る
と
と
も

に
、
ウ

ェ
ル

ネ
ス

ツ
ー

リ
ズ

ム
な

ど
、
ウ

イ
ン

グ
を

広
げ

て
新

た
な

需
要

を
創

出
し
て
い
く。

☞
ア
ジ
ア
へ
の
輸
出
増
加
の
動
き
な
ど
を
踏
ま
え
、
多
様
な

大
阪

製
品

・
食

等
の

海
外

販
路

拡
大

を
促

進
す
る
。
大

阪
企

業
の

海
外

展
開

を
積

極
的

に
サ

ポ
ー

ト
す
る
こ
と
で
、
A

S
E
A

N
諸

国
や

、
さ

ら
に

は
イ

ン
ド

な
ど

、
世

界
の

成
長

を
け

ん
引

す
る

ア
ジ

ア
全

体
の

市
場

展
開
を
図
る
。
そ
の
た
め
に
必
要
な
ア

ジ
ア
と
大
阪
を
結
ぶ

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
、
ブ

リ
ッ
ジ

人
材

を
育

成
・
確

保
し
て
い
く。

☞
海
外
か
ら
の
企
業
や
人
材
、
そ
し
て
投
資
の
呼
び
込
み
が
、
国
際
的
な
都
市
間
競
争
に
お
い
て
重
要
。
世

界
で

最
も

ビ
ジ

ネ
ス

し
や

す
い

環
境

づ
く
り
を
進

め
る
と
と
も
に
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
魅
力
に
つ
い
て
国
や
企
業
な
ど
と
も
連
携
し
効
果
的
に
発
信
し
て
い
く。

Ⅰ
健
康
・医

療
関
連
産
業
の
世
界
的
な
ク
ラ
ス
タ
ー
形
成
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Ⅲ
第
４
次
産
業
革
命
に
対
応
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
の
促
進
と
生
産
性
向
上

☞
第

4
次
産
業
革
命
と
い
う
大
き
な
変
革
に
乗
り
遅
れ
る
こ
と
な
く、
幅
広
く活

用
事
例
を
生
み
出
し
て
い
く
。
ま
た
、
大
阪
が
誇
る

も
の

づ
く
り

中
小

企
業

の
強

み
や

集
積

の
厚

み
を

第
４

次
産

業
革

命
の

技
術

と
結

び
付

け
、
生

産
性

の
向

上
や

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ
ン

の
創

出
を

図
っ

て
い

く
。
さ
ら
に
、
も

の
づ

く
り

だ
け

で
な

く
、
卸

売
・
小

売
や

観
光

、
健

康
、
福

祉
、
建

設
、
一

次
産

業
な

ど
、
多

様
な

産
業

分
野
に
お
い
て
こ
う
し
た
新
た
な
技
術
を
組
み
込
み
、
融
合
さ
せ
る
こ
と
で

業
務

の
負

担
軽

減
や

効
率

化
を

図
り

人
手

不
足

を
解

消
す

る
と

と
も

に
、
革

新
的

な
製

品
・
サ

ー
ビ

ス
を

生
み

出
し

、
社

会
課

題
の

解
決

と
新

ビ
ジ

ネ
ス

の
創

出
に

つ
な

げ
る
。

☞
健

康
関

連
や

環
境

・
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
を

は
じ

め
と

し
た

新
産

業
分

野
に
お
い
て
、
大
阪
の
強
み
を
活
か
し
な
が
ら
、
オ

ー
プ

ン
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

や
産

学
官

連

携
を
促
進
し
、
業
種
・
業
態
の
垣
根
を
超
え
て
、
ノ
ウ
ハ
ウ
・
技
術
な
ど
の
融
合
を
進
め
て
い
く。
さ
ら
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
の
激
化
な
ど
に
よ
り
、
重
要
性
が
増
し
て

い
る
知
的
財
産
戦
略
に
つ
い
て
も
、
中

小
企

業
等

の
知

的
財

産
活

用
支

援
の

取
組

み
強

化
を
図
る
。

☞
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン
の
担
い
手
と
な
る

チ
ャ

レ
ン

ジ
す

る
人

材
・
起

業
へ

の
支

援
を
進
め
て
い
く。
ま
た
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
発
展
を
促
す
規
制
改
革
の
積
極
的
な
導
入

を
図
る
な
ど
、
「イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
挑

戦
し

や
す

い
都

市
づ

く
り

」
を
進
め
る
。

☞
人

手
不

足
が

顕
在

化
し

、
人

口
の

減
少

が
確

実
に

な
る

中
で
持
続
的
に
成
長
し
て
い
くた
め
に
は
、

産
業

・
雇

用
政

策
だ

け
で

な
く
、
教

育
、
福

祉
、
住

環

境
、
都

市
基

盤
な

ど
、
多

面
的

に
対

応
し

て
い

く
必

要
。
働
く
意
欲
が
あ
る
潜
在
的
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
場
を
広
げ
て
い
くた
め
、
産
業
界
や
大
学
等
と
も
連

携
し
、
女

性
や

高
齢

者
等

の
活

躍
に

つ
な

が
る

取
組

み
を

強
化
す
る
と
と
も
に
、
働

き
方

改
革

や
仕

事
と

家
庭

の
両

立
支

援
、
社

会
的

課
題

の
解

決
に

取

組
む

人
材

育
成

な
ど

の
推

進
を

図
る
。

☞
大

学
卒

業
後

の
若

い
世

代
が

大
阪

か
ら

首
都

圏
に

流
出
。
大
阪
の
都
市
魅
力
や
定
住
魅
力
を
向
上
さ
せ
る
と
と
も
に
、
魅
力
的
な
仕
事
の
場
を
増
や
し
、

若
者

の
定

着
を
図
る
。
在
阪
企
業
と
の
就
業
マ
ッ
チ
ン
グ
や
、
首
都
圏
等
か
ら
の
移
住
促
進
な
ど
、
人

材
集

積
を

図
る

取
組

み
を
進
め
る
。
ま
た
、
中
小
企
業

の
経
営
者
の
高
齢
化
が
進
ん
で
お
り
、
事
業
承
継
へ
の
対
応
が
急
務
。

次
世

代
へ

の
事

業
承

継
を

進
め

る
た

め
の

支
援

を
強

化
す
る
。

☞
世
界
的
に
人
材
の
獲
得
競
争
が
激
化
す
る
中
で
、

高
度

な
外

国
専

門
人

材
の

受
入

環
境

の
整

備
を

進
め

る
と
と
も
に
、
す

そ
野

の
広

い
外

国
人

技
能

人

材
に

つ
い

て
の

戦
略

的
な

受
入

れ
を

検
討
し
て
い
く。

☞
第
４
次
産
業
革
命
の
進
展
に
よ
り
、

I
T
人

材
の

不
足
が
新
た
な
課
題
。
ま
た
、
産
業
構
造
の
変
革
や

成
長

す
る

ア
ジ

ア
と

の
接

続
強

化
・
一

体
化
が
不
可

欠
。
学
校
教
育
や
職
業
能
力
開
発
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
も
含
め
、
官
民
で
連
携
し
、
I
T
人

材
や

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
の

育
成

強
化
を
進
め
る
。

Ⅳ
人
口
の
減
少
と
産
業
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
人
材
力
強
化

新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野

～
取
組
み
の
方
向
性
～

1
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好
循

環
相

乗
効

果

成
長
戦
略
で
大
阪
・関

西
が
め
ざ
す
べ
き
姿

中
継

都
市

世
界
と
日
本
各
地
を
結
ぶ
玄
関
口
と
し
て
、

ヒ
ト
・
モ
ノ
・
カ
ネ
が
集
散
し
、

日
本
の
成
長
を
け
ん
引
す
る
都
市

価
値

創
造

(ﾊ
ｲ
ｴ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
)都

市

強
み
を
持
つ
産
業
、
多
様
な
分
野
で
活
躍

す
る
人
材
が
生
ま
れ
育
ち
、
集
い
、
交
流

し
、
新
た
な
価
値
を
生
み
出
す
都
市

日
本

の
成

長
を

け
ん

引
す

る
東

西
二

極
の

一
極

（
副

首
都

）
と

し
て

世
界

で
存

在
感

を
発

揮
す

る
都

市

人
が
集
う

充
実
し
た
イ
ン
フ
ラ

魅
力
的
な
環
境

誰
も
が
活
躍

成
長
を
支
え
、
け
ん

引
す
る
多
様
な
人

材
が
育
ち
、
集
い
、

活
躍
す
る
都
市

観
光
や
ビ
ジ
ネ
ス
に
お

け
る
人
と
物
の
流
れ
を

支
え
る
イ
ン
フ
ラ
環
境

(空
港
・
港
湾
・
道

路
・
鉄
道
等
）
が
整

備
さ
れ
た
都
市

新
た
な
都
市
魅
力

と
、
大
阪
の
歴
史
、

文
化
や
ホ
ス
ピ
タ
リ

テ
ィ
な
ど
の
魅
力
が
あ

い
ま
っ
て
、
国
内
外
か

ら
人
を
惹
き
つ
け
る
都

市

強
い
産
業
・
技
術

将
来
性
の
あ
る
産

業
・
技
術
の
創
出
や

海
外
展
開
が
進

み
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョン

が
生
ま
れ
る
国
際
競

争
力
の
あ
る
都
市

ビ
ジ
ネ
ス
が
し
や
す
い

環
境
と
身
近
に
み
ど

り
を
実
感
で
き
る
空

間
で
、
住
み
た
い
、

働
き
た
い
都
市

内
外

か
ら

信
頼

さ
れ

る
安

全
・
安

心
の

確
保

災
害
に
対
す
る
強
さ
と
し
な
や
か
さ
を
持
ち
、
治
安
も
向
上

1
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○
実
質
成
長
率

年
平
均
２
％
以
上

◇
成
長
戦
略
の
主
な
取
組
み
（
観
光
振
興
、
産
業
振
興
、
総
合
特
区
等
）
に
よ
る

G
R

P
（
域
内
総
生
産
）
押
し
上
げ
効
果
な
ど
を
も
と
に
目
標
と
し
て
設
定

○
雇
用
創
出

年
平
均
１
万
人
以
上

◇
成
長
戦
略
の
主
な
取
組
み
（
観
光
振
興
、
産
業
振
興
、
総
合
特
区
等
）
に
よ
る
直
接
雇
用
創
出
効
果
な
ど
を
も
と
に
目
標
と
し
て
設
定

○
来
阪
外
国
人
旅
行
者
数

2
0
2
0
年
に
年
間

1
,3

0
0
万
人
が
大
阪
に

◇
国
目
標

(4
,0

0
0
万
人
へ
倍
増

)に
あ
わ
せ
、
こ
れ
ま
で
の
目
標

6
5
0
万
人
の

2
倍
に
設
定

(大
阪
都
市
魅
力
創
造
戦
略

2
0
2
0
よ
り
）

○
貨
物
取
扱
量

2
0
2
0
年
に
関
空

1
2
3
万
ト
ン

(2
0
0
9
年
度
比

6
0
万
ト
ン
増
）
、

阪
神
港

5
9
0
万

T
E
U

*
1
(2

0
0
8
年
比

1
9
0
万

T
E
U
増
）

◇
関
空
は
関
空
３
空
港
懇
談
会
需
要
予
測
を
参
考
に
独
自
設
定
、
阪
神
港
は
国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
の
計
画
書
よ
り

成
長
目
標

成
長
目
標

実
質
成
長
率

雇
用
創
出

来
阪
外
国
人

旅
行
者
数

貨
物
取
扱
量

(関
空

)
貨
物
取
扱
量

(阪
神
港

)

目
標

年
平

均
+

2
.0

%
以

上
年

平
均

1
万

人
以

上
1

,3
0

0
万

人
1

2
3

万
ト

ン
(6

0
万

ト
ン

増
)

5
9

0
万

T
E
U

*
1

(1
9

0
万

T
E
U

増
)

2
0
1
6
年

―
+

5
.6
万
人

*
2

9
4
0
万
人

7
5
万
ト
ン

4
0
9
万

T
E
U

2
0
1
5
年

－
0
.1
％

（
早
期
推
計
）

+
0
.7
万
人

*
2

7
1
6
万
人

7
0
万
ト
ン

4
0
9
万

T
E
U

2
0
1
4
年

+
0
.5

%
+

0
.9
万
人

*
2

3
7
6
万
人

7
4
万
ト
ン

4
2
2
万

T
E
U

2
0
1
3
年

+
1
.0

%
+

7
.6
万
人

*
2

2
6
3
万
人

6
7
万
ト
ン

4
2
4
万

T
E
U

2
0
1
2
年

-0
.2

%
▲

2
.1
万
人

*
2

2
0
3
万
人

6
9
万
ト
ン

4
1
9
万

T
E
U

2
0
1
1
年

+
2
.0

%
+

1
0
.7
万
人

*
2

1
5
8
万
人

7
1
万
ト
ン

4
2
7
万

T
E
U

2
0
1
0
年

+
1
.7

%
▲

1
.7
万
人

*
2

2
3
5
万
人

7
5
万
ト
ン

4
0
0
万

T
E
U

*
1
:2

0
フ
ィ
ー
ト
コ
ン
テ
ナ
を

1
単
位
と
し
て
、
港
湾
が
取
り
扱
え
る
貨
物
量
を
表
す
単
位

*
2
 :
代
替
と
し
て
府
内
就
業
者
の
変
化
を
記
載

（
概
ね

2
0
2
0
年
を
目
途
）

こ
れ

ま
で

の
実

績

1
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４
．
ア
ジ
ア
活
力
の
取
り
込
み
強
化
・
物
流
人
流

イ
ン
フ
ラ
の
活
用

（
１
）
関
西
国
際
空
港
の
国
際
ハ
ブ
化

（
２
）
阪
神
港
の
国
際
ハ
ブ
化

（
３
）
物
流
を
支
え
る
高
速
道
路
機
能
の
強
化

（
４
）
人
流
を
支
え
る
鉄
道
ア
ク
セ
ス
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化

（
５
）
官
民
連
携
等
に
よ
る
戦
略
イ
ン
フ
ラ
の
強
化

５
．
都
市
の
再
生

（
１
）
企
業
・
人
材
・
情
報
が
集
い
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が

生
ま
れ
る
都
市
づ
く
り

（
２
）
安
全
・安

心
を
確
保
し
、
持
続
的
に
発
展
す
る
都
市

づ
く
り

（
３
）
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
社
会
の
構
築
と
環
境
先
進
都
市

づ
く
り

（
４
）
み
ど
り
を
活
か
し
た
都
市
づ
くり

（
５
）
農
空
間
の
多
面
的
な
機
能
を
活
か
し
た
都
市
づ
くり
・

都
市
農
業
の
推
進

新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野
を
踏
ま
え
た
、
成
長
の
た
め
の
５
源
泉
毎
の
取
組
み

１
．
内
外
の
集
客
力
強
化

（
１
）
世
界
的
な
創
造
都
市
、
国
際
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
都
市

の
創
出

（
２
）
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
を
活
か
し
た
都
市
魅
力
の
創
出

（
３
）
世
界
有
数
の
国
際
都
市
を
め
ざ
し
た
受
入
環
境
の
整
備

（
４
）
関
西
が
一
体
と
な
っ
た
観
光
ポ
ー
タ
ル
化
の
推
進

２
．
人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化
に
対
応
し
た

人
材
力
強
化
・活

躍
の
場
づ
く
り

（
１
）
女
性
や
高
齢
者
、
若
者
な
ど
多
様
な
人
材
が

活
躍
し
続
け
る
仕
組
み
づ
く
り
と
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
整
備

（
２
）
国
際
競
争
を
勝
ち
抜
く
ハ
イ
エ
ン
ド
人
材
の
育
成

（
３
）
外
国
人
高
度
専
門
人
材
等
の
受
入
拡
大

（
４
）
成
長
を
支
え
る
基
盤
と
な
る
人
材
の
育
成
力
強
化

（
５
）
地
域
の
強
み
を
活
か
す
労
働
市
場
の
構
築

３
．
強
み
を
活
か
す
産
業
・技

術
の
強
化

（
１
）
健
康
・
医
療
関
連
産
業
の
世
界
的
な
ク
ラ
ス
タ
ー
形
成

（
２
）
大
阪
の
強
み
を
活
か
し
た
先
端
技
術
産
業
の
強
化
と

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

（
３
）
世
界
市
場
に
打
っ
て
出
る
大
阪
産
業
・大

阪
企
業
へ
の

支
援

（
４
）
対
内
投
資
促
進
に
よ
る
国
際
競
争
力
の
強
化

（
５
）
ハ
イ
エ
ン
ド
な
も
の
づ
くり
の
推
進

（
６
）
成
長
分
野
に
挑
戦
す
る
企
業
へ
の
支
援
・経

済
活
動
の

新
陳
代
謝
の
促
進

1
9

【次
ペ
ー
ジ
以
降
の
凡
例
】

★
新
た
に
重
点
化
を
図
る
分
野
に
関
連
し
た
主
な
取
組
み

◇
引
き
続
き
、
充
実
・
強
化
を
図
る
取
組
み
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大
阪
都
市
魅
力
創
造
戦
略

2
0
2
0
 

～
世
界
的
な
創
造
都
市
、
国
際
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
都
市
へ
加
速
～

 

平
成
２
８
年
１
１
月

 

 

大
阪
府
・
大
阪
市

 

【資料１０】   
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１
. 
戦
略
策
定
の
背
景

 

 ○
大
阪
都
市
魅
力
創
造
戦
略
に
基
づ
く
施
策
推
進
（
平
成

2
4
年
度
～
平
成

2
7
年
度
）

 
  
 ・
世
界
的
な
創
造
都
市
に
向
け
た
観
光
・
国
際
交
流
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
各
施
策
の
上
位
概
念
と
な
る
府
市
共
通
の
戦
略
「
大
阪
都
市
魅
力
創
造
戦
略
（
計
画
期
間
：
平
成

2
4
年
度
～
平
成

2
7
年
度
）
」
を
策
定

 
 
 
し
、
「
民
が
主
役
、
行
政
は
サ
ポ
ー
ト
役
」と
の
基
本
的
な
考
え
方
の
も
と
、
3
つ
の
重
点
取
組
（
水
と
光
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
体
制
の
構
築
、
大
阪
ア
ー
ツ
カ
ウ
ン
シ
ル
の
設
置
、
大
阪
観
光
局
の
設
置
）
、
重
点
エ
リ
ア
の
マ
ネ

 
 
 
ジ
メ
ン
ト
、
2
0
1
5
年
シ
ン
ボ
ル
イ
ヤ
ー
、
大
阪
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
構
想
な
ど
を
推
進
し
て
き
た
。
 

大
阪
の
都
市
魅
力
創
造
の
現
状
と
課
題

 

大
阪
府
市
の
こ
れ
ま
で
の
取
組
み

 

戦
略
目
標

 
内
外
か
ら
人
、
モ
ノ
、
投
資
等
を
呼
び
込
む
「
強
い
大
阪
」
の
実
現

 

世
界
に
存
在
感
を
示
す
「
大
阪
」
の
実
現

 

平
成

2
8
（

2
0
1
6
）
年
度
～
平
成

3
2
（

2
0
2
0
）
年
度

 

計
画
期
間

 

○
国
内
外
か
ら
の
注
目
の
高
ま
り
を
捉
え
た
さ
ら
な
る
魅
力
向
上

 
 
・
大
阪
に
お
け
る
平
成

2
7
年
の
延
べ
宿
泊
者
数
は
、
3
,0

3
7
万
人
（
う
ち
外
国
人

8
9
7
万
人
）
、
 

 
 
来
阪
外
国
人
旅
行
者
数
は
年
間

7
1
6
万
人
、
関
空
の
国
際
線
を
利
用
す
る
外
国
人
旅
客
数
も

 
 
 
初
め
て
年
間

1
千
万
人
を
超
え
、
ホ
テ
ル
等
の
客
室
稼
働
率
も

2
年
連
続
全
国

1
位
と
好
調
で
あ
り
、
 

 
 
国
内
外
か
ら
の
観
光
客
受
入
環
境
の
充
実
と
さ
ら
な
る
魅
力
向
上
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
 

 
・
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ

2
0
1
9
や

2
0
2
0
年
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
、
さ
ら
に
は
関
西
ワ
ー
ル
ド

 
 
  
マ
ス
タ
ー
ズ
ゲ
ー
ム
ズ

2
0
2
1
の
三
大
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
な
ど
に
よ
り
、
国
内
外
か
ら
さ
ら
に
多
く
 

 
 
の
方
が
大
阪
・
関
西
を
訪
れ
る
絶
好
の
機
会
で
あ
り
、
効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
展
開
す
る
必
要
が

 
 
 
あ
る
。
 

○
大
阪
観
光
局
の
機
能
強
化
（
大
阪
版

D
M

O
※
 ）

 
 
・
大
阪
観
光
局
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
8
年

4
月

2
2
日
、
地
域
連
携

D
M

O
と
し
て
登
録
さ
れ
、
平
成

 
 
 
2
8
年
度
地
方
創
生
推
進
交
付
金
の
交
付
対
象
と
な
る
な
ど
、
観
光
事
業
推
進
の
司
令
塔
と
し
て
、
 

 
 
さ
ら
な
る
進
化
・
機
能
強
化
が
求
め
ら
れ
る
。
 

○
都
市
魅
力
創
造
の
好
循
環
の
実
現

 
 
・
水
と
光
の
ま
ち
づ
く
り
や
文
化
・
観
光
分
野
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
総
合
プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
を
担
う
推
進
体
制

 
 
 
を
構
築
し
、
取
組
み
を
進
め
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、
行
政
と
民
間
の
役
割
と
負
担
の

 
 
 
あ
り
方
を
よ
り
一
層
明
確
に
し
、
民
間
主
体
の
取
組
み
に
つ
い
て
は
、
集
客
促
進
⇒
消
費
喚
起
・
民
間

 
 
 
等
か
ら
の
投
資
拡
大
⇒
取
組
み
の
充
実
・
発
展
と
い
っ
た
好
循
環
に
つ
な
げ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
 

○
世
界
に
お
け
る
大
阪
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
向
上

 
 
・
大
阪
は
、
日
本
の
第
二
の
都
市
と
し
て
、
国
内
で
は
一
定
の
存
在
感
を
持
っ
て
い
る
が
、
世
界
の
中
で
の

 
  
  
存
在
感
は
ま
だ
ま
だ
薄
い
。
（
世
界
の
都
市
総
合
力
ラ
ン
キ
ン
グ

2
0
1
6
で

4
2
都
市
中

2
2
位
、
ア
ジ
ア
で

7
位
）

 

 
・
人
口
減
少
の
加
速
が
予
測
さ
れ
て
い
る
中
で
、
世
界
で
通
用
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成
や
外
国
人

 
  
  
留
学
生
の
受
入
環
境
の
充
実
・
強
化
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
世
界
の
都
市
間
競
争
に
打
勝
つ
た
め
に

 
  
  
も
、
多
様
な
人
材
が
交
流
し
新
し
い
価
値
を
創
造
す
る
都
市
と
し
て
、
国
際
都
市
・
大
阪
の
プ
レ
ゼ
ン
ス

 
 
 
を
高
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
 文
化
・都

市
魅
力
の
向
上

 
交
流
人
口
拡
大

 

消
費
喚
起
、
投
資
拡
大

 
ま
ち
の
活
性
化

 

◇
国
内
及
び
世
界
に
向
け
た
大
阪
の
魅
力
の
発
信

 
◇
こ
れ
ま
で
取
り
組
ん
で
き
た
重
点
取
組
を
発
展
・
進
化

 
◇
府
域
全
体
の
発
展
に
資
す
る
施
策
展
開

 
◇

2
0
2
0
年
度
以
降
も
見
据
え
た
仕
組
み
づ
く
り
 

◇
み
ん
な
で
支
え
る

 
◇

P
D

C
A
サ
イ
ク
ル
の
徹
底

 

【
基
本
的
な
考
え
方
】 

世
界
的
な
創
造
都
市
、
国
際
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
都
市
へ
加
速

 
 2

0
2
0
年
に
向
け
、
大
阪
を
世
界
へ
ア
ピ
ー
ル
！

 

1
 

2
0
2
0
年
に
向
け
た
大
阪
の
都
市
魅
力
創
造

 

※
D
M
O
と
は
…
「D

es
ti
n
at

io
n
 

M
an

ag
em

en
t/

M
ar

ke
ti
ng

 
O

rg
an

iz
at

io
n
」
の
略
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
地
域
の
「
稼
ぐ
力
」を
引
き
出
す
と
と
も
に
地
域
へ
の
誇
り
と
愛
着
を
醸
成
す
る
「
観
光
地
経
営
」
 

  
  

  
  

  
  
  

  
  

 の
視
点
に
立
っ
た
観
光
地
域
づ
く
り
の
舵
取
り
役
と
し
て
、
多
様
な
関
係
者
と
協
同
し
な
が
ら
、

 
  
  

  
  

  
  
  

  
  

 明
確
な
コ
ン
セ
プ
ト
に
基
づ
い
た
観
光
地
域
づ
く
り
を
実
現
す
る
た
め
の
戦
略
を
策
定
す
る
と

 
  
  

  
  

  
  
  

  
  

 と
も
に
、
戦
略
を
着
実
に
実
施
す
る
た
め
の
調
整
機
能
を
備
え
た
法
人

 

好
循
環

 
 

経
済
性
・
生
産
性
向
上

 
持
続
性
・
自
立
性
向
上

 

1
0
の
都
市
像
で
施
策
展
開

 

学生確保（資料）－82



2
 

観 光 ・ 都 市 魅 力 文 化 

世
界
に
誇
れ
る

 

自
慢
の
都
市

 

安
全
で
安
心
し
て
楽
し
め
る

 

2
4
時
間
お
も
て
な
し
都
市

 

お
勧
め
で
き
る
観
光
地
や
魅
力
的
な
ス
ポ
ッ
ト
を
創
出
し
、
大
阪
の
人
々
が
積
極
的
に
ア
ピ
ー
ル
で
き
る
自
慢
の
都
市
を
目
指
し
ま
す
。

 

多
様
な
人
材
が
集
う
 

観
光
・
M

IC
E
都
市

 

多
様
な
楽
し
み
方
が
で
き
る

 

周
遊
・
滞
在
都
市

 

多
彩
な
人
が
訪
れ
、
集
い
、
交
流
す
る
活
気
あ
ふ
れ
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。

 

観
光
客
が
大
阪
に
滞
在
し
、
府
内
を
は
じ
め
各
地
を
訪
れ
、
多
様
な
楽
し
み
方
を
体
験
で
き
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

あ
ら
ゆ
る
人
々
が

 

文
化
を
享
受
で
き
る
都
市

 
あ
ら
ゆ
る
人
々
が
、
大
阪
の
様
々
な
場
所
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
創
作
活
動
に
参
加
で
き
、
鑑
賞
体
験
で
き
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

ス ポ ー ツ 

国
内
外
の
若
者
に
学
び
の
場
を
提
供
し
、
世
界
で
活
躍
で
き
る
人
材
を
育
て
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

世
界
中
か
ら
訪
れ
る
外
国
人
が
府
民
と
変
わ
り
な
く安

心
・快

適
に
過
ご
せ
る
環
境
を
整
え
る
こ
と
で
、
多
様
な
人
材
や
企
業
を
惹
き
つ
け
、

新
し
い
価
値
を
生
み
出
す
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

世
界
で
活
躍
で
き
る

 

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
都
市

 

出
会
い
が
新
し
い
価
値
を
生
む

 

多
様
性
都
市

 

国 際 化 

ア
ジ
ア
を
リ
ー
ド
す
る

 

国
際
・
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
都
市

 
世
界
的
な
ト
ッ
プ
ア
ス
リ
ー
ト
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
「み
る
」
機
会
を
創
出
し
、
府
民
･市

民
に
夢
と
希
望
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
活
力
の
あ
る

 
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

年
間
を
通
じ
て
様
々
な
ス
ポ
ー
ツ
を
「す
る
」
「さ
さ
え
る
」健

康
で
活
力
の
あ
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

大
阪
が
誇
る

 

文
化
力
を
活
用
し
た
都
市

 
大
阪
の
文
化
を
保
存
・継

承
し
、
国
内
外
に
情
報
発
信
し
て
い
くこ
と
に
よ
り
、
大
阪
の
魅
力
を
高
め
る
と
と
も
に
、
国
内
外
か
ら
ア
ー
テ
ィ
ス
ト

を
は
じ
め
多
くの
人
々
が
大
阪
に
集
い
、
交
流
す
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
 

2
. 
１
０
の
目
指
す
べ
き
都
市
像

 

  
 施
策
の
成
果
の
先
に
都
市
魅
力
を
高
め
る
上
で
ど
の
よ
う
な
都
市
像
の
実
現
に
寄
与
す
る
の
か
を
し
っ
か
り
と
見
据
え
、
施
策
分
野
ご
と
に
「目

指
す
べ
き
都
市
像
」
と
「
施
策
の

方
向
性
」を
設
定
し
、
そ
の
目
指
す
べ
き
都
市
像
の
実
現
に
向
け
て
ベ
ク
ト
ル
を
あ
わ
せ
て
施
策
の
実
施
に
取
組
み
ま
す
。
 

健
康
と
生
き
が
い
を
創
出
す
る

 

ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
め
る
都
市

 

観
光
客
が
昼
夜
を
問
わ
ず
ま
ち
に
魅
力
を
感
じ
、
安
全
で
安
心
し
て
旅
行
を
楽
し
め
る
都
市
を
目
指
し
ま
す
。
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3
. 
目
指
す
べ
き
都
市
像
の
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
現
状
と
確
認
方
法

 

3
 

目
指
す
べ
き
都
市
像

 
Ｋ
Ｐ
Ｉ
（
◎
主
指
標
、
・
副
指
標
）

 
策
定
時
の
数
値

 
主
指
標
の
目
標
値

 
デ
ー
タ
の
確
認
方
法

 

世
界
に
誇
れ
る

 

自
慢
の
都
市

 

◎
来
阪
外
国
人
旅
行
者
数

 
 ・
世
界
の
都
市
総
合
力
ラ
ン
キ
ン
グ
（
分
野
：
文
化
・
交
流
ラ
ン
キ
ン
グ
）

 
 ・
自
分
の
住
ん
で
い
る
地
域
に
愛
着
を
感
じ
て
い
る
府
民
の
割
合

 
 ・
大
阪
が
楽
し
い
ま
ち
だ
と
思
っ
て
い
る
人
の
割
合
（
全
国
）

 

 H
2
7
 
 

 
 
 

 
7
1
6
万
人

 
 H

2
8
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2
7
位

 
 H

2
7
  

  
  

 
 
 
 
7
4
.2

%
 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
  
3
6
.7

%
 

1
,3

0
0
万
人

 
   

◎
日
本
政
府
観
光
局
「
訪
日
外
客
数
」等

を
基
に
算
出

 
 ・

(一
財

)森
記
念
財
団

 都
市
戦
略
研
究
所
「
世
界
の
都
市
総
合
力
ﾗ
ﾝ
ｷ
ﾝｸ
ﾞ
」
 

 ・
大
阪
府
「
将
来
ビ
ジ
ョン
・
大
阪
に
関
す
る
調
査
」
（
大
阪
府
）

 
 ・
大
阪
府
「
将
来
ビ
ジ
ョン
・
大
阪
に
関
す
る
調
査
」
（
全
国
）

 

安
全
で
安
心
し
て
楽
し
め
る

 

2
4
時
間
お
も
て
な
し
都
市

 

◎
来
阪
外
国
人
旅
行
消
費
額

 
 ・

O
sa

k
a
 F

re
e
 W

i-
F
i認
証
数

 
 ・

2
4
時
間
営
業
店
舗
数
、
深
夜
営
業
店
舗
数

 

 H
2
7
  

  
  

 5
,7

8
1
億
円

 
 H

2
7
  
4
,8

7
3
,2

5
9
件

 
 H

2
6
  

  
  

  
  

 2
,3

6
9
所

 
 1
兆

1
,9

0
0
億
円

 
  

◎
大
阪
観
光
局
「
関
空
調
査
」等

を
基
に
算
出

 
 ・
大
阪
観
光
局
実
績

 
 ・
経
済
産
業
省
「
商
業
統
計
」の
終
日
営
業
の
小
売
業
事
業
所
数

 

多
様
な
人
材
が
集
う
 

観
光
・
M

I
C

E
都
市

 

◎
国
際
会
議
開
催
件
数

 
 ・

M
IC

E
外
国
人
参
加
者
数

 
 ・
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
ツ
ア
ー
の
誘
致
・
開
催
件
数

 
 ・
イ
ン
テ
ッ
ク
ス
大
阪
に
お
け
る
展
示
会
延
べ
使
用
面
積

 

 H
2
6
  

  
  

  
  

  
  

 2
5
3
件

 
 H

2
6
  

  
  

  
2
7
,3

6
0
人

 
 H

2
7
  

  
  

  
  

  
  

  
 5

1
件

 
 H

2
7
  

  
  

  
  
2
2
5
万
㎡

 

3
4

0
件

 
   

◎
日
本
政
府
観
光
局
「
国
際
会
議
統
計
」 

 ・
日
本
政
府
観
光
局
「国

際
会
議
統
計
」
、
大
阪
観
光
局
実
績

 
 ・
大
阪
観
光
局
実
績

 
 ・
イ
ン
テ
ッ
ク
ス
大
阪
実
績

 

多
様
な
楽
し
み
方
が
で
き
る

 

周
遊
・
滞
在
都
市

 

◎
延
べ
宿
泊
者
数

 
 ・
外
国
人
旅
行
者
平
均
宿
泊
日
数

 
 ・
外
国
人
旅
行
者
リ
ピ
ー
タ
ー
数

 

 H
2
7
  

  
  
3
,0

3
7
万
人

 
 H

2
7
  

  
  

  
  

  
 1

.6
8
日

 
 H

2
7
  

  
  

  
  
3
1
4
万
人

 

3
,6

0
0
万
人

 
  

◎
観
光
庁
「
宿
泊
旅
行
統
計
調
査
」
 

 ・
観
光
庁
「
宿
泊
旅
行
統
計
調
査
」を
基
に
算
出

 
 ・
大
阪
観
光
局
「
関
空
調
査
」等

を
基
に
算
出

 

大
阪
が
誇
る

 

文
化
力
を
活
用
し
た
都
市

 

◎
府
内
外
か
ら
人
々
が
集
ま
り
、
芸
術
活
動
が
活
発
に
な
っ
て
い
る
と
思
う
府
民
の
割
合

 
 ・
文
楽
、
歌
舞
伎
、
演
芸
等
、
伝
統
芸
能
が
保
存
・
継
承
さ
れ
、
鑑
賞
の
機
会
が
充
実

 
  
 し
て
い
る
と
思
う
府
民
の
割
合

 
 ・
海
外
や
他
県
等
と
芸
術
文
化
の
交
流
が
活
発
で
あ
る
と
思
う
府
民
の
割
合

 
 ・
芸
術
文
化
が
都
市
の
魅
力
づ
く
り
に
貢
献
し
て
い
る
と
思
う
府
民
の
割
合

 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
 1

0
.8

%
 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
 2

3
.0

%
 

 
 H

2
7
  

  
  

  
  

  
 1

1
.1

%
 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
 1

2
.3

%
 

4
0
％

 
    

◎
大
阪
府
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 
  ・
大
阪
府
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 

あ
ら
ゆ
る
人
々
が

 

文
化
を
享
受
で
き
る
都
市

 

◎
文
化
的
環
境
が
整
備
さ
れ
て
い
る
と
思
う
府
民
の
割
合

 
 ・
一
年
間
に
大
阪
で
芸
術
鑑
賞
を
し
た
こ
と
が
あ
る
府
民
の
割
合

 
 ・
一
年
間
で
文
化
施
設
（
美
術
館
、
音
楽
ホ
ー
ル
、
映
画
館
な
ど
）
を
利
用
し
た
こ
と
 

 
が
あ
る
府
民
の
割
合

 
 ・
文
化
に
関
す
る
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
充
実
し
て
い
る
と
思
う
府
民
の
割
合

 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
  

  
9
.8

%
 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
 2

2
.4

%
 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
 6

4
.9

%
 

 
 H

2
7
  

  
  

  
  

  
  
2
3
.2

%
 

4
0
％

 
    

◎
大
阪
府
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 
  ・
大
阪
府
調
査

 

ア
ジ
ア
を
リ
ー
ド
す
る

 

国
際
・
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
都
市

 

◎
大
阪
に
ゆ
か
り
の
あ
る
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
チ
ー
ム
７
チ
ー
ム
の
年
間
主
催
試
合
で
の
観
客
者
合
計
数

 
 ・
大
阪
マ
ラ
ソ
ン
の
外
国
人
参
加
エ
ン
ト
リ
ー
数

 
 ・
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ

2
0
1
9
花
園
ラ
グ
ビ
ー
場
開
催
試
合
関
連
の
集
客
数

 
 ・
機
運
醸
成
イ
ベ
ン
ト
参
加
者
数

 

 H
2
7
  
2
,6

5
3
,4

0
4
人

 
 H

2
8
  

  
  

  
 1

0
,3

3
2
人

 
ー

 
ー

 

3
6

0
万
人

 
   

◎
各
チ
ー
ム
公
表
資
料

 
 ・
大
阪
マ
ラ
ソ
ン
組
織
委
員
会
事
務
局
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 

健
康
と
生
き
が
い
を
創
出
す
る

 

ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
め
る
都
市

 

◎
成
人
の
週
１
回
以
上
の
ス
ポ
ー
ツ
実
施
率
（
性
別
・
年
齢
別
）

 
 ・
運
動
や
ス
ポ
ー
ツ
を
す
る
こ
と
が
好
き
な
小
中
学
生
の
割
合

 
 ・
大
阪
府
障
が
い
者
ス
ポ
ー
ツ
大
会
に
お
け
る
参
加
者
数

 
 ・
大
阪
府
登
録
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
ス
ポ
ー
ツ
大
会
へ
の
延
べ
派
遣
者
数

 

 H
2
7
  

  
  

  
  

  
  
4
0
.0
％

 
 H

2
7
  

  
  

  
  

  
  
7
2
.0

%
 

 H
2
8
  

  
  

  
  

  
  

 9
1
6
人

 
 H

2
7
  

  
  

  
  

  
  

 7
9
6
人

 

5
0

%
 

   

◎
W

e
b
ア
ン
ケ
ー
ト
（
府
内
）

 
 ・
全
国
体
力
・
運
動
能
力
、
運
動
習
慣
等
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査

 

世
界
で
活
躍
で
き
る

 

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
都
市

 

 ・
海
外
へ
留
学
す
る
大
阪
の
生
徒
・
学
生
数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎
大
阪
で
学
ぶ
留
学
生
数

 
 ・
留
学
生
が
就
職
す
る
全
国
の
日
本
企
業
等
の
う
ち
、
大
阪
の
企
業
が
占
め
る
割
合

 
 ・
府
内
在
留
高
度
外
国
人
材
数

 

 H
2
5
 
高
校

  
 
 
 
4
6
8
人

 
 H

2
6
  
大
学

  
  
2
,6

7
8
人

 
 H

2
7
  

  
  

  
 1

5
,2

8
0
人

 
 H

2
6
  

  
  

  
  

  
  
1
0
.4

%
 

 H
2
7
  

  
  

  
 1

4
,1

0
6
人

 

2
3

,0
0

0
人

  ・
高
校
：
文
部
科
学
省
学
校
基
本
調
査
（
隔
年
調
査
実
施
）

 
 ・
大
学
：
協
定
等
に
基
づ
く日

本
人
学
生
留
学
状
況
調
査
（

JA
S
S
O
）

 
◎
外
国
人
留
学
生
在
籍
状
況
調
査
（

JA
S
S
O
）

 
 ・
留
学
生
の
日
本
企
業
等
へ
の
就
職
状
況
調
査
（
法
務
省
）

 
 ・
在
留
外
国
人
統
計

 都
道
府
県
別
在
留
資
格
別
外
国
人
数
（
法
務
省
）

 

出
会
い
が
新
し
い
価
値
を
生
む
 

多
様
性
都
市

 
◎
大
阪
で
働
く
外
国
人
労
働
者
数

 
 ・
府
内
外
国
人
相
談
窓
口
常
設
市
町
村
数

 

 H
2
7
  

  
  

  
 4

5
,8

3
8
人

 
 H

2
8
  

  
  

  
  

  
  

  
  
1
1
市

 
6

1
,0

0
0
人

 
 

◎
厚
生
労
働
省
統
計
調
査

 
 ・
大
阪
府
調
査
（
常
設
窓
口
の
み
）

 

学生確保（資料）－84
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4
. 
目
指
す
べ
き
都
市
像
と
施
策
の
方
向
性
・主

な
取
組
み

 

  
①
世
界
第
一
級
の
文
化
･
観
光
拠
点
形
成
・
発
信

 
 
・
夢
洲
で
の

IR
を
含
む
国
際
観
光
拠
点
形
成

 
 
・
水
都
大
阪
、
大
阪
市
内
の
重
点
エ
リ
ア
（
大
阪
城
・
大
手
前
・
森
之
宮
地
区
、
中
之
島
地
区
、
御
堂
筋
地
区
、
 

 
 
天
王
寺
・
阿
倍
野
地
区
、
築
港
・
ベ
イ
エ
リ
ア
地
区
）
、
大
阪
駅
周
辺
地
区
、
難
波
周
辺
地
区

 
 
・
万
博
記
念
公
園
エ
リ
ア
、
百
舌
鳥
・
古
市
古
墳
群
エ
リ
ア
の
魅
力
創
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ほ
か

 

②
大
阪
な
ら
で
は
の
魅
力
創
出
・
発
信

 
 
・
世
界
の
人
々
を
惹
き
つ
け
る
キ
ラ
ー
コ
ン
テ
ン
ツ
の
創
出

 
 
・
大
阪
が
誇
る
ス
ポ
ー
ツ
資
源
を
活
か
し
た
ス
ポ
ー
ツ
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
推
進

 
 ③
大
阪
の
文
化
を
満
喫
で
き
る
魅
力
創
出
・
発
信

 
 
・
伝
統
的
な
祭
り
や
食
な
ど
、
大
阪
の
文
化
を
満
喫
で
き
る
コ
ン
テ
ン
ツ
の
創
出

 

 ④
魅
力
的
な
景
観
演
出

 
 
・
歴
史
的
建
築
物
や
街
並
み
を
活
用
し
た
景
観
演
出
の
推
進

 

 

  
①
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
誘
致
の
推
進

 
 
・
官
民
が
一
体
と
な
っ
た
誘
致
体
制
の
構
築

 
 
・
タ
ー
ゲ
ッ
ト
等
を
明
確
に
し
た
方
針
に
基
づ
く
戦
略
的
な
誘
致
活
動
の
展
開

 
 
・
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
も
視
野
に
入
れ
た
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
受
入
体
制
の
充
実

 

 ②
観
光
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
リ
サ
ー
チ
の
強
化

 
 
・
国
内
外
に
お
け
る
観
光
客
の
ニ
ー
ズ
把
握
手
法
の
確
立

 
 
・
宿
泊
施
設
や
観
光
施
設
と
連
動
し
た
調
査
手
法
の
検
討

 

 ③
観
光
振
興
を
支
え
る
人
材
等
の
育
成

 
 
・
D

M
O
の
推
進
、
専
門
人
材
の
育
成

 
 
・
ホ
ス
ピ
タ
リ
テ
ィ
の
向
上
・
人
材
の
育
成

 

  
①
効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
強
化

 
 
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
に
基
づ
く
観
光
客
の
ニ
ー
ズ
や
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
応
じ
た
戦
略
的
な
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
展
開

 
 
・
大
阪
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
の
推
進

 

 ②
周
遊
性
を
高
め
る
利
便
性
の
向
上

 
 
・
地
域
資
源
を
活
用
し
た
着
地
型
観
光
の
促
進

 
 

 
・
府
内
の
観
光
ス
ポ
ッ
ト
等
を
周
遊
で
き
る
仕
組
み
の
充
実

 
 
・
広
域
周
遊
観
光
ル
ー
ト
の
発
信
・
誘
客
促
進

 
 
・
大
型
バ
ス
の
駐
車
場
等
の
確
保
・
充
実

 
 
・
自
転
車
で
周
遊
で
き
る
広
域
サ
イ
ク
ル
ロ
ー
ド
の
活
用

 

 ③
大
阪
に
滞
在
し
た
く
な
る
仕
掛
け
づ
く
り

 
 
・
観
光
客
の
目
線
で
捉
え
た
地
域
魅
力
の
再
評
価
と
発
信

 
 

世
界
に
誇
れ
る
自
慢
の
都
市

 
安
全
で
安
心
し
て
楽
し
め
る
2

4
時
間
お
も
て
な
し
都
市

 

多
様
な
人
材
が
集
う
観
光
・
M

I
C

E
都
市

 
多
様
な
楽
し
み
方
が
で
き
る
周
遊
・
滞
在
都
市

 

  
①
観
光
客
受
入
環
境
の
充
実

 
 
・
観
光
案
内
機
能
の
充
実
、
多
言
語
対
応
の
強
化

 
 
・
IC

T
に
対
応
し
た
環
境
整
備
（

W
i-

F
i環
境
の
充
実
等
）

 
 
・
宿
泊
施
設
、
観
光
施
設
等
の
受
入
環
境
強
化

 
 ②
旅
行
者
の
安
全
・
安
心
の
確
保

 
 
・
医
療
機
関
、
災
害
・
事
故
等
に
関
す
る
情
報
の
発
信

 
 
・
観
光
施
設
、
宿
泊
施
設
等
に
お
け
る
ス
ム
ー
ズ
な
避
難
誘
導

 
 
・
災
害
等
緊
急
時
の
相
談
対
応
の
充
実

 
 ③
旅
行
者
ニ
ー
ズ
に
配
慮
し
た
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

 
 
・
日
本
文
化
を
楽
し
め
る
ナ
イ
ト
カ
ル
チ
ャ
ー
の
創
出

 
 
・
富
裕
層
の
受
入
に
対
応
し
た
環
境
整
備
や
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
魅
力
づ
く
り
 

学生確保（資料）－85



5
 

  
①
国
際
的
な
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

 
 
・
人
気
の
高
い
競
技
大
会
を
誘
致
し
、
ト
ッ
プ
ア
ス
リ
ー
ト
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
見
る
機
会
の
提
供

 
 
・
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
や
オ
リ
・
パ
ラ
等
機
運
醸
成
イ
ベ
ン
ト
等
の
展
開

 
 
・
市
町
村
と
連
携
し
た
事
前
キ
ャ
ン
プ
の
誘
致
、
ホ
ス
ト
タ
ウ
ン
登
録
の
推
進

 
 ②
ス
ポ
ー
ツ
都
市
大
阪
の
魅
力
発
信

 
 
・
大
阪
マ
ラ
ソ
ン
の
さ
ら
な
る
進
化
発
展

 
 
・
ラ
ン
ド
マ
ー
ク
な
ど
大
阪
の
ブ
ラ
ン
ド
力
を
活
用
し
た
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
誘
致
・
開
催

 
 
・
大
阪
に
ゆ
か
り
の
あ
る
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
チ
ー
ム
と
連
携
し
た
都
市
魅
力
の
発
信
、
観
光
振
興
に
つ
な
げ
る
た
め
の

 
 
 
取
組
み
の
推
進

 

 ③
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
、
オ
リ
・
パ
ラ
、
関
西
ワ
ー
ル
ド
マ
ス
タ
ー
ズ
ゲ
ー
ム
ズ
の
開
催
を

 
 
 契
機
と
し
た
レ
ガ
シ
ー
の
形
成

 
 
・
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
ム
ー
ブ
メ
ン
ト
教
育
の
推
進

 
 
・
産
学
官
連
携
に
よ
る
ス
ポ
ー
ツ
人
材
の
育
成

  
 
 

  
①
ス
ポ
ー
ツ
を
「
す
る
」
機
会
、
「
さ
さ
え
る
」
力
の
拡
充

 
 
・
誰
も
が
気
軽
に
ス
ポ
ー
ツ
に
取
り
組
め
る
機
会
の
提
供

 
 
 
 
 
 

 
・
ト
ッ
プ
ア
ス
リ
ー
ト
の
指
導
力
な
ど
を
活
用
し
た
子
ど
も
た
ち
の
運
動
や
ス
ポ
ー
ツ
に
対
す
る
興
味
・
関
心
の
向
上

 
 
・
関
西
ワ
ー
ル
ド
マ
ス
タ
ー
ズ
ゲ
ー
ム
ズ
を
契
機
と
し
た
府
民
の
ス
ポ
ー
ツ
へ
の
参
加
意
欲
の
向
上

 
 
 
 
 
 

 
・
ス
ポ
ー
ツ
を
さ
さ
え
る
人
材
の
育
成

 

 ②
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
健
康
増
進

 
 
・
身
近
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
気
軽
な
ス
ポ
ー
ツ
実
践
の
場
の
拡
充

 
 
・
企
業
・
大
学
等
と
連
携
し
た
事
業
の
展
開

 
 
・
ス
ポ
ー
ツ
健
康
科
学
の
推
進

 
 

  
①
上
方
伝
統
芸
能
を
活
用
し
た
魅
力
発
信

 
 
・
上
方
伝
統
芸
能
の
歴
史
的
、
文
化
的
価
値
の
理
解
、
普
及
を
図
り
、
そ
の
保
存
・
継
承
を
支
援
す
る
た
め
、
 

  
  
国
内
外
に
魅
力
を
発
信

 
 
・
上
方
演
芸
の
歴
史
を
伝
え
る
た
め
、
府
立
上
方
演
芸
資
料
館
に
お
い
て
、
資
料
を
体
系
的
に
整
理
し
、
展
示

 
  
  
や
研
究
機
関
と
の
連
携
等
の
推
進

 
 
・
国
内
外
の
人
に
、
上
方
伝
統
芸
能
を
は
じ
め
、
多
様
な
大
阪
の
文
化
を
伝
え
、
大
阪
文
化
の
さ
ら
な
る
振
興

 
 
 
に
つ
な
が
る
取
組
み
の
検
討

 

 ②
都
市
の
魅
力
向
上
と
新
た
な
文
化
の
創
造

 
 
・
府
内
の
ア
ー
ト
ス
ポ
ッ
ト
の
創
造
と
掘
り
起
こ
し
に
よ
る
魅
力
の
発
信
（
大
阪
の
名
所
）

 
 
・
大
阪
文
化
の
海
外
サ
ポ
ー
タ
ー
に
つ
な
げ
る
た
め
、
海
外
留
学
生
に
対
し
文
化
鑑
賞
機
会
の
提
供
等

 
 
・
新
美
術
館
の
整
備
や
市
立
美
術
館
の
大
改
修
等
に
よ
る
都
市
魅
力
の
向
上

 
 
 

③
文
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
推
進

 
 
・
大
阪
な
ら
で
は
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
事
業
の
展
開

 
 
・
府
内
市
町
村
が
独
自
の
文
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
で
き
る
よ
う
サ
ポ
ー
ト

 
 
・
関
西
広
域
連
合
に
お
け
る
文
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
と
の
連
携

 
 
・
ア
ー
ツ
カ
ウ
ン
シ
ル
の
機
能
強
化

 

  
①
芸
術
文
化
を
創
造
し
、
支
え
る
人
材
の
育
成
・
支
援
の
充
実

 
 
・
大
阪
の
優
れ
た
文
化
事
業
を
結
集
し
、
国
内
外
に
発
信
す
る
と
と
も
に
、
芸
術
文
化
の
担
い
手
（
若
手

 
 
 
プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー
等
）
を
発
掘
、
育
成

 
 

 
・
若
手
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
ら
が
作
品
を
発
表
し
、
情
報
を
発
信
で
き
る
機
会
の
提
供

 
 
・
府
民
に
優
れ
た
芸
術
文
化
の
鑑
賞
機
会
の
提
供

 
 
・
障
が
い
者
の
文
化
活
動
の
推
進

 

 ②
将
来
の
社
会
の
担
い
手
と
な
る
青
少
年
の
育
成

 
 
・
子
ど
も
や
青
少
年
が
、
学
校
に
お
け
る
授
業
や
地
域
活
動
等
を
通
じ
て
、
優
れ
た
芸
術
文
化
に
触
れ
、

 
 
 
豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
た
め
の
機
会
の
充
実

 
 
・
子
ど
も
や
青
少
年
が
芸
術
文
化
活
動
に
参
加
し
、
発
表
す
る
機
会
の
提
供

 

 ③
芸
術
文
化
拠
点
の
充
実
と
府
民
意
識
の
醸
成
等

 
 
・
官
民
が
適
切
な
役
割
分
担
の
も
と
、
相
互
に
協
力
し
な
が
ら
、
劇
場
、
ホ
ー
ル
等
の
設
置
や
立
地
を
誘
導

 
 
・
府
内
の
文
化
情
報
の
発
信
等
を
通
じ
た
府
民
意
識
の
醸
成

 
 
・
文
化
事
業
の
内
容
に
応
じ
た
資
金
獲
得
手
法
の
研
究
、
具
体
化

 
 
・
文
化
財
の
適
切
な
状
態
で
の
保
存
・
継
承
、
府
民
が
親
し
む
機
会
の
充
実

 

あ
ら
ゆ
る
人
々
が
文
化
を
享
受
で
き
る
都
市

 

ア
ジ
ア
を
リ
ー
ド
す
る
国
際
・
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
都
市

 

大
阪
が
誇
る
文
化
力
を
活
用
し
た
都
市

 

健
康
と
生
き
が
い
を
創
出
す
る
ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
め
る
都
市
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 ①
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成

 
 
・
英
語
教
育
の
充
実

 
 
・
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

 
 
・
国
際
交
流
の
推
進

 
 
・
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
認
証
取
得
の
推
進

 

 ②
外
国
人
留
学
生
の
受
入
と
定
着
支
援

 
 
・
留
学
生
の
受
入
環
境
の
充
実
お
よ
び
拡
大

 
 
・
留
学
生
の
活
躍
機
会
の
拡
充

 
 
・
留
学
生
の
就
職
活
動
支
援

 

 ③
企
業
に
お
け
る
高
度
外
国
人
材
の
積
極
的
受
入
・
活
用

 

 
・
外
国
人
材
の
雇
用
を
通
じ
た
企
業
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化

 

 

 
 ①
国
際
都
市
に
ふ
さ
わ
し
い
安
全
安
心
の
取
組
み
の
推
進

 
 
・
外
国
人
多
言
語
相
談
機
能
の
充
実

 
 
・
災
害
時
に
お
け
る
支
援
体
制
の
充
実

 

 ②
地
域
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化

 
 
・
ホ
ス
ピ
タ
リ
テ
ィ
の
向
上

 
 
・
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
等
を
契
機
と
し
た
国
際
理
解
の
促
進

 

 ③
国
際
競
争
力
を
有
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
拠
点
と
し
て
の
大
阪
の
魅
力
向
上

 
 
・
成
長
分
野
で
の
産
業
振
興
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
推
進

 
 
・
中
小
企
業
の
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
交
流
の
促
進

 
 
・
外
国
人
の
起
業
支
援

 
 
・
外
資
系
企
業
の
誘
致
、
定
着
促
進
（
外
国
人
駐
在
員
等
へ
の
生
活
支
援
等
）

 
 ④
大
都
市
大
阪
の
活
力
を
統
合
し
た
都
市
外
交
の
推
進

 
 
・
大
阪
の
魅
力
や
強
み
の
効
果
的
な
海
外
へ
の
発
信

 
 
・
府
市
そ
れ
ぞ
れ
の
都
市
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
外
交
ノ
ウ
ハ
ウ
を
相
互
に
活
用
し
た
交
流
推
進

 
 
・
総
領
事
館
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
か
し
た
情
報
発
信
の
強
化

 
 
・
地
域
特
性
を
活
か
し
た
国
際
協
力

 
 
・
成
長
著
し
い
ア
ジ
ア
と
の
交
流
や
先
端
産
業
分
野
で
の
欧
米
等
と
の
交
流
の
促
進
を
通
じ
た
相
互
利
益
の
実
現

 
 

出
会
い
が
新
し
い
価
値
を
生
む
多
様
性
都
市

 
世
界
で
活
躍
で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
都
市

 

5
. 
施
策
展
開
の
考
え
方

 

都
市
魅
力
創
造
の
好
循
環
に
つ
な
が
る
施
策
展
開

 
   
 様
々
な
角
度
か
ら
、
都
市
と
し
て
の
魅
力
向
上
を
図
り
、
国
内
外

の
人
々
に
大
阪
の
魅
力
を
発
信
し
続
け
て
い
く
と
と
も
に
、
ま
ち
づ
く
り

や
観
光
、
文
化
、
ス
ポ
ー
ツ
を
は
じ
め
、
様
々
な
分
野
の
施
策
連
携

を
図
り
、
都
市
魅
力
の
向
上
（
都
市
魅
力
創
造
）
⇒
交
流
人
口

の
拡
大
（
集
客
効
果
）
⇒
消
費
喚
起
・
投
資
拡
大
（
経
済
効

果
）
⇒
ま
ち
の
活
性
化
（
取
組
み
の
充
実
・
発
展
）
の
好
循
環
に

結
び
つ
く
施
策
展
開
を
図
る
。
 

  

よ
り
効
果
的
な
施
策
展
開

 
   
都
市
魅
力
施
策
の
展
開
に
あ
た
っ
て
は
、
限
ら
れ
た
財
源
を
有

効
に
活
用
し
、
最
大
の
効
果
を
発
揮
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

 
 新
た
に
平
成

2
9
年

1
月
よ
り
導
入
す
る
宿
泊
税
に
つ
い
て
も
、

新
た
な
行
政
需
要
と
し
て
実
施
す
べ
き
事
業
に
充
当
す
る
と
い
う
考

え
方
の
も
と
、
観
光
客
急
増
に
伴
う
課
題
解
決
の
た
め
の
受
入
環

境
整
備
や
、
安
定
的
な
集
客
に
向
け
た
リ
ピ
ー
タ
ー
確
保
の
た
め
の

取
組
み
な
ど
、
観
光
客
が
大
阪
で
の
滞
在
を
安
全
・
快
適
か
つ
、

楽
し
み
、
満
足
い
た
だ
く
た
め
の
観
光
振
興
施
策
に
活
か
す
。
 

  

行
政
・
地
域
・
民
間
の
役
割
分
担
と
施
策
展
開

 
   
都
市
魅
力
創
造
は
、
民
間
、
地
域
団
体
な
ど
、
様
々
な
主
体
が

そ
の
担
い
手
と
な
り
、
行
政
と
し
て
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
主
体
を
繋
ぐ
役
割

や
、
総
合
プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
、
旗
振
り
役
を
担
う
必
要
が
あ
る
。
 

 
 
今
後
、
観
光
地
域
づ
く
り
の
舵
取
り
役
（

D
M

O
）
と
な
る
大
阪

観
光
局
と
も
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
、
魅
力
あ
ふ
れ

る
ま
ち
づ
く
り
や
観
光
資
源
づ
く
り
、
効
果
的
な
府
域
へ
の
誘
客
を
図

る
と
と
も
に
、
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
に
よ
る
都
市
魅
力
の
向
上
の
取
組
み

な
ど
、
公
と
民
の
そ
れ
ぞ
れ
が
必
要
な
役
割
を
担
い
つ
つ
、
一
体
と

な
っ
て
、
都
市
の
魅
力
を
高
め
る
取
組
み
を
展
開
す
る
。
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重
点
取
組
の
視
点
と
考
え
方

 

大
阪
全
体
の
都
市
魅
力
の
発
展
・
進
化
・
発
信

 

□
世
界
第
一
級
の
文
化
・
観
光
拠
点
形
成
・
発
信

 

夢
洲
で
の

IR
を
含
む
国
際
観
光
拠
点
形
成

 

水
と
光
の
ま
ち
づ
くり
の
推
進

 

万
博
記
念
公
園
の
魅
力
創
出

 

百
舌
鳥
・古

市
古
墳
群
の
魅
力
創
出

 

ス
ト
ー
リ
ー
性
を
も
た
せ
た
大
阪
魅
力
の
再
編
集
・
発
信

 

大
阪
市
内
の
重
点
エ
リ
ア
等
の
魅
力
向
上

 

□
多
様
な
観
光
資
源
の
発
掘
・
発
信

 

国
内
外
の
人
々
を
惹
き
つ
け
る
キ
ラ
ー
コ
ン
テ
ン
ツ
創
出

 

ナ
イ
ト
ラ
イ
フ
カ
ル
チ
ャ
ー
の
発
掘
・創

出
 


ラ
ン
ド
マ
ー
ク
の
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
の
時
間
延
長
・創

出
 


M

IC
E
誘
致
の
推
進

 

□
み
ん
な
で
支
え
る
仕
組
み
づ
く
り

 

都
市
魅
力
を
み
ん
な
で
支
え
る
人
づ
くり
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

づ
くり

 


都
心
部
に
お
け
る
観
光
魅
力
の
さ
ら
な
る
充
実

 
 


府
域
全
体
で
の
都
市
魅
力
向
上
策
の
展
開

 

  
 施
策
分
野
ご
と
に
「目

指
す
べ
き
都
市
像
」と
「施

策
の
方
向
性
」を
設
定
し
、
施
策
の
方
向
性
に
沿
っ
て
、
必
要
な
施
策
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
と
し
、
そ
の
中
で
も
、
特
に
次
の

3
つ
の
視
点
か
ら
重
点
取
組
を
設
定
し
、
2
0
2
0
年
に
向
け
て
推
進
し
ま
す
。
 

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
を
活
か
し
た
都
市
魅
力
の
創
出

 

□
国
際
的
な
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

 

ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ

2
0
1
9
の
大
阪
開
催

 

国
際
的
な
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
な
ど
の
誘
致

 

ホ
ス
ト
タ
ウ
ン
へ
の
登
録

 

機
運
醸
成
イ
ベ
ン
ト
の
展
開

 

□
ス
ポ
ー
ツ
都
市
大
阪
の
魅
力
発
信

 

大
阪
マ
ラ
ソ
ン
の
魅
力
向
上

 

ス
ポ
ー
ツ
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
推
進

 

□
オ
リ
・
パ
ラ
等
の
開
催
を
契
機
と
し
た
レ
ガ
シ
ー
の

 
 

 形
成

 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
ム
ー
ブ
メ
ン
ト
教
育
の
推
進

 

□
大
阪
の
文
化
・
食
の
魅
力
発
信

 

世
界
に
発
信
す
る
「
大
阪
文
化
の
祭
典
」
 


文
化
魅
力
の
情
報
発
信

 

ア
ー
ト
ス
ポ
ッ
ト
の
魅
力
創
出
・発

信
 


大
阪
の
食
の
魅
力
の
創
出
・
発
信

 

大
阪
ら
し
い
芸
術
文
化
の
魅
力
の
創
出

 
 


三
大
ス
ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
に
向
け
た
機
運
醸
成

 
 


大
阪
が
誇
る
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
強
み
を
活
か
し
た

都
市
魅
力
の
創
出
と
観
光
施
策
と
の
連
携

 

世
界
有
数
の
国
際
都
市
を
目
指
し
た
受
入
環
境
の
整
備

 

□
旅
行
者
の
利
便
性
向
上

 


W
i-

F
i設
置
の
拡
充

 

公
共
交
通
機
関
等
と
連
携
し
た
受
入
環
境
の
整
備

 

観
光
公
衆
ト
イ
レ
の
整
備
促
進

 

宿
泊
施
設
に
お
け
る
「お
も
て
な
し
」環

境
の
整
備
促
進

 

□
観
光
案
内
機
能
の
強
化

 

ト
ラ
ベ
ル
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
大
阪
の
運
営

 

観
光
客
へ
の
情
報
提
供
機
能
の
充
実

 

観
光
案
内
板
等
の
整
備
促
進

 

観
光
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
育
成

 

□
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
受
入
環
境
の
整
備

 

多
言
語
対
応
の
強
化

 

外
国
人
旅
行
者
の
災
害
時
に
お
け
る
安
全
確
保

 

□
外
国
人
留
学
生
の
受
入
と
定
着
支
援

 

留
学
生
受
入
･定

着
支
援
事
業

 


観
光
客
と
地
域
住
民
相
互
の
目
線
に
立
っ
た

 
 
 
受
入
環
境
整
備
の
推
進

 

重
点
取
組

 
重
点
取
組

 
重
点
取
組
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【重
点

取
組

み
】 

大
阪

・関
西

万
博

に
向

け
た

魅
力

づ
くり

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

よ
る

影
響

、
こ

れ
ま

で
の

取
組

み
に

よ
り
 

 
明

ら
か

に
な

っ
た

課
題

へ
の

対
応

な
ど
の

観
点

か
ら

、
次

の
項

目
に

つ
い

て
重

点
的

に
取

組
む

 

世
界

第
一

級
の

 

文
化

・
観

光
拠

点
の

進
化

・
発

信
 

・
大

阪
・
関

西
万

博
を

契
機

と
し

た
世

界
に

向
け

た
大

阪
の

魅
力

発
信

 
・
水

都
大

阪
、
百

舌
鳥

・
古

市
古

墳
群

、
万

博
記

念
公

園
等

の
魅

力
強

化
 

・
I
R

誘
致

、
大

阪
中

之
島

美
術

館
開

館
や

市
立

美
術

館
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
の

推
進

 な
ど

 

大
阪

の
強

み
を

生
か

し
た

 
魅

力
創

出
・
発

信
 

・
食

、
歴

史
、
エ

ン
タ

メ
、
プ

ロ
ス

ポ
ー

ツ
な

ど
の

魅
力

の
磨

き
上

げ
・発

信
 

・
博

物
館

や
美

術
館

の
文

化
資

源
の

鑑
賞

・体
験

な
ど
文

化
観

光
の

推
進

 
な

ど
 

さ
ら

な
る

観
光

誘
客

に
向

け
た

取
組

み
 

・
国

内
観

光
の

需
要

喚
起

、
マ

イ
ク

ロ
ツ

ー
リ

ズ
ム

の
普

及
促

進
 

・
A

I
、
IC

T
等

を
活

用
し

た
新

た
な

観
光

コ
ン

テ
ン

ツ
開

発
・
発

信
や

受
入

環
境

整
備

 
・
ウ

ェ
ル

ネ
ス

や
特

別
感

・
上

質
感

あ
る

体
験

な
ど
多

様
な

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応
 
な

ど
 

戦
略

的
な

Ｍ
Ｉ

Ｃ
Ｅ

誘
致

の
推

進
 

・
M

IC
E

開
催

支
援

、
W

E
B

等
を

活
用

し
た

新
た

な
展

示
会

等
の

支
援

 
・
ニ

ュ
ー

ノ
ー

マ
ル

に
対

応
し

た
新

た
な

M
I
C

E
戦

略
の

策
定

、
官

民
一

体
の

誘
致

 な
ど
 

文
化

・芸
術

を
通

じ
た

都
市

ブ
ラ

ン
ド

の
形

成
 

・
文

化
芸

術
活

動
の

回
復

や
賑

わ
い

の
創

出
、
担

い
手

や
支

え
る

人
材

の
育

成
 
な

ど
 

ス
ポ

ー
ツ

ツ
ー

リ
ズ

ム
の

推
進

 
・
プ

ロ
チ

ー
ム

・
ト

ッ
プ

ア
ス

リ
ー

ト
等

と
の

連
携

、
大

規
模

ス
ポ

ー
ツ

イ
ベ

ン
ト

開
催

 な
ど
 

大
阪

の
成

長
・
発

展
に

つ
な

が
る

 
国

内
外

の
高

度
人

材
の

活
躍

推
進

 
・
海

外
進

学
支

援
等

に
よ

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

育
成

や
活

躍
促

進
 
な

ど
 

 

大
阪

都
市

魅
力

創
造

戦
略

2
0

2
5

（
案

）
 
【
概

要
版

】
 

魅
力

共
創

都
市

・
大

阪
 

 ～
新

た
な

時
代

を
切

り
拓

き
、

さ
ら

に
前

へ
～

 
 

難
局

の
先

に
あ

る
新

た
な

時
代

を
切

り
拓

く
た

め
、
住

民
・
企

業
を

は
じ

め
、
あ

ら
ゆ

る
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
と
と
も

に
、
大

阪
が

持
つ

 
豊

か
な

歴
史

・
文

化
や

人
々

の
多

様
な

魅
力

、
都

市
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

を
生

か
し

、
チ

ャ
レ

ン
ジ

し
つ

づ
け

る
こ

と
に

よ
り
、

大
阪

を
  

め
ざ

す
姿

 

【フ
ェ

ー
ズ

に
応

じ
た

取
組

み
の

推
進

】 
感

染
症

の
影

響
に

鑑
み

フ
ェ
ー

ズ
１

・フ
ェ
ー

ズ
２

と
い

う
段

階
に

応
じ

た
取

組
み

を
推

進
 

 

■
感

染
防

止
対

策
を

最
大

限
に

講
じ

つ
つ

、
国

内
の

観
光

 
需

要
喚

起
等

に
向

け
た

取
組

み
を

推
進

 
■

ウ
ィ
ズ

コ
ロ

ナ
に

対
応

し
た

新
た

な
都

市
魅

力
の

創
出

、
反

転
 

攻
勢

に
向

け
た

準
備

、
基

礎
固

め
、
受

入
環

境
等

整
備

等
 

■
ウ

ィ
ズ

コ
ロ

ナ
期

に
お

け
る

取
組

み
を

土
台

に
、
国

内
に

 
加

え
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
も

対
象

と
し

た
誘

客
を

促
進

す
る

な
ど
、
2
0
2
5

年
に

向
け

取
組

み
を

加
速

度
的

に
推

進
 

フ
ェ
ー
ズ
１
（
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
）

 
フ
ェ
ー
ズ
２
（
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
）

 

最
優

先
 

取
組

み
 

〇
 食

、
歴

史
、
文

化
芸

術
、
エ

ン
タ

メ
な

ど
大

阪
の

強
み

を
生

か
し

た
新

し
い

時
代

に
相

応
し

い
価

値
や

魅
力

の
創

出
 

〇
 マ

イ
ク

ロ
ツ

ー
リ

ズ
ム

を
起

点
と

す
る

国
内

か
ら

の
誘

客
強

化
 

〇
 来

阪
外

国
人

の
7
5
%

を
占

め
る

東
ア

ジ
ア

か
ら

の
旅

行
者

を
コ

ロ
ナ

前
の

水
準

に
戻

す
た

め
の

施
策

展
開

 

【策
定

の
背

景
等

】 
 

〇
大

阪
府

・
市

で
は

、
世

界
的

な
創

造
都

市
の

実
現

に
向

け
た

観
光

・
国

際
交

流
・
文

化
・
ス

ポ
ー

ツ
分

野
の

府
市

共
通

の
戦

略
と
し

て
「
大

阪
都

市
魅

力
創

造
戦

略
」
を

策
定

し
、
一

体
と
な

っ
て

各
種

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
を

着
実

に
推

進
す

る
こ

と
に

よ
り
、
好

調
な

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

需
要

を
取

り
込

み
、
大

阪
の

賑
わ

い
を

創
出

し
て

き
た

。
 

〇
2

0
2

5
年

の
大

阪
・関

西
万

博
に

向
け

て
高

ま
る

発
信

力
や

イ
ン

パ
ク

ト
を

活
か

し
て

、
都

市
魅

力
の

さ
ら

な
る

向
上

や
世

界
へ

の
発

信
を

オ
ー

ル
大

阪
で

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

〇
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
拡

大
と
い

う
難

局
を

乗
り
越

え
る

と
と
も

に
、
新

た
な

生
活

様
式

や
旅

行
者

ニ
ー

ズ
変

容
等

の
新

た
な

潮
流

を
と
ら

え
た

施
策

推
進

な
ど
、
未

来
へ

の
投

資
を

行
い

、
立

ち
止

ま
る

こ
と
な

く
チ

ャ
レ

ン
ジ

し
続

け
て

い
く
必

要
が

あ
る

。
 

【本
戦

略
の

位
置

づ
け

】 
 

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
・
状

況
を

踏
ま

え
、
観

光
需

要
の

回
復

を
担

う
国

内
旅

行
の

促
進

や
新

た
な

潮
流

に
 

対
応

し
た

魅
力

の
創

出
・
強

化
、

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

回
復

後
を

見
据

え
た

基
盤

整
備

な
ど
を

着
実

に
推

進
す

る
と
と
も

に
、
大

阪
・ 

関
西

万
博

の
開

催
さ

ら
に

は
開

催
後

に
向

け
て

、
国

際
都

市
大

阪
の

新
た

な
賑

わ
い

を
創

り
出

し
、
活

力
を

高
め

て
い

く
た

め
の

施
策

の
方

向
性

を
示

す
も

の
で

あ
る

。
 

【 
基

本
的

な
考

え
方

 】
 

 

持
続

可
能

な
開

発
目

標
（

S
D

G
ｓ

）
達

成
へ

の
貢

献
 

 

大
阪

・
関

西
万

博
の

イ
ン

パ
ク

ト
を

 
生

か
し

た
都

市
魅

力
の

創
造

・
発

信
 

安
全

・
安

心
で

持
続

可
能

な
 

魅
力

あ
る

都
市

の
実

現
 

多
様

な
主

体
が

連
携

し
 

大
阪

全
体

を
活

性
化

 

１
 安

全
で

安
心

し
て

滞
在

で
き

る
2

4
時

間
お

も
て

な
し

都
市

 

３
 多

様
な

楽
し

み
方

が
で

き
る

周
遊

・
観

光
都

市
 

５
 大

阪
が

誇
る

文
化

力
を

活
用

し
た

魅
力

あ
ふ

れ
る

都
市

 

７
 世

界
に

誇
れ

る
ス

ポ
ー

ツ
推

進
都

市
 

９
 大

阪
の

成
長

を
担

う
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

が
活

躍
す

る
都

市
 

２
 大

阪
な

ら
で

は
の

賑
わ

い
を

創
出

す
る

都
市

 

４
 世

界
水

準
の

Ｍ
Ｉ

Ｃ
Ｅ

都
市

 

６
 あ

ら
ゆ

る
人

々
が

文
化

を
享

受
で

き
る

都
市

 

８
 健

康
と

生
き

が
い

を
創

出
す

る
ス

ポ
ー

ツ
に

親
し

め
る

都
市

 

1
0

 出
会

い
が

新
し

い
価

値
を

生
む

多
様

性
都

市
 

【
め

ざ
す

べ
き

都
市

像
】
 

1
0

の
め

ざ
す

べ
き

都
市

像
を

設
定

し
、
そ

の
実

現
に

向
け

て
ベ

ク
ト

ル
を

あ
わ

せ
て

施
策

を
実

施
 

 

【計
画

期
間

】 
2

0
2

1
（

R
３

）
～

2
0

2
5

（
R

７
）

年
度

 
  

※
状

況
等

を
踏

ま
え

、
必

要
に

応
じ

て
戦

略
を

柔
軟

に
見

直
す

 

【戦
略
の

進
捗

管
理
】 

 内
外

か
ら

の
誘

客
に

関
す

る
数

値
目

標
  

感
染

症
発

生
前

の
水

準
〈2

0
1
9

年
〉を

上
回

る
こ

と
を

当
面

の
目

標
と
設

定
 

指
標

 
目

標
値

（
2
0
1
9

年
実

績
）

 
達

成
を

め
ざ

す
時

期
 

日
本

人
延

べ
宿

泊
者

数
〔
大

阪
〕
 

2
,9

5
0

万
人

泊
 

2
0
2
2

年
 

来
阪

外
国

人
旅

行
者

数
 

1
1
5
2
.5

万
人

 
入

国
規

制
解

除
か

ら
２

年
後

 

 

〇
本

戦
略

の
進

捗
把

握
の

た
め

、
大

阪
府

市
都

市
魅

力
戦

略
推

進
会

議
に

お
い

て
年

度
ご

と
に

評
価

・検
証

を
実

施
 

〇
参

考
指

標
を

設
定

、
そ

の
内

容
や

個
々

の
施

策
の

達
成

状
況

、
社

会
経

済
情

勢
等

を
総

合
的

に
判

断
し

状
況

を
把

握
 

 
※

 社
会

経
済

情
勢

等
の

変
化

に
応

じ
、
目

標
値

、
達

成
を

め
ざ

す
時

期
等

に
つ

い
て

、
必

要
に

応
じ

て
柔

軟
に

見
直

し
 

 

令
和

３
年

１
月

2
5

日
 

戦
略

会
議

資
料

 

経
済

戦
略

局
 

【資料１１】 
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大阪成蹊大学　国際観光学部（仮称）

設置構想についての採用意向アンケート調査報告書

令和3年3月17日

【資料１２】 
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国際観光学部  企業アンケート回収状況（就職部）

企業名 業種 採用したい 採用しない（未定） 採用予定人数（人）

1 岩井コスモ証券㈱ 金融 〇 0

2 ㈱内田洋行 卸売業，小売業 〇 0

3 ㈱エイジェック 人材サービス業 〇 2

4 ㈱エスエスケイ 商社（スポーツ） 〇 1

5 大阪シティ信用金庫 金融 〇 3

6 ㈱オペレーションファクトリー 飲食 〇 5

7 関西塗研工業㈱ 建設業 〇 2

8 ㈱関西みらい銀行 金融 〇 1

9 ㈱共立メンテナンス 宿泊業 〇 3

10 ㈱グルメ杵屋 飲食業 〇 3

11 KCJ GROUP㈱（キッザニア甲子園） テーマパーク 〇 3

12 ㈱コメリ 小売業 〇 3

13 サンコーインダストリー㈱ 商社 〇 2

14 ジェイエフエフシステムズ㈱ 飲食業 〇 3

15 ㈱シュゼット 洋菓子 〇 0

16 ㈱シンシア メーカー（雑貨） 〇 0

17 ㈱ティ・ジョイ 映画館 〇 3

18
㈱テェルウィンコーポレーション
（ウェスティンホテル大阪）

ホテル 〇 5

19 トヨタカローラ新大阪㈱ 自動車 〇 1

20 西尾レントオール㈱ リース 〇 1

21 日本インシュレーション㈱ メーカー（建築） 〇 2

22 日本パナユーズ㈱ サービス業 〇 2

23 日本物流センター㈱ 倉庫業 〇 2

24 ㈱ＮＥＳＴＡ　ＲＥＳＯＲＴ 観光業 〇 10

25 ㈱ノーリーズ アパレル 〇 0

26 ㈱ぴえろ アニメ 〇 1

27 ㈱ビショップ アパレル 〇 1

28 ホテルモントレ㈱ ホテル 〇 3

29 ㈱マイナビ 人材サービス業 〇 5

30 ㈱マツシマホールディングス 自動車 〇 2

2021/3/17
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企業名 業種 採用したい 採用しない（未定） 採用予定人数（人）

31 村中医療器㈱ 商社 〇 1

32 名鉄観光サービス㈱ 旅行業 〇 2

33 ㈱名門大洋フェリー 運輸業 〇 0

34 ㈱メンバーズ WEB 〇 2

35 淀川食品㈱ 給食 〇 3

36 ライクスタッフィング㈱ 人材サービス業 〇 5

37 ㈱ライセンスアカデミー 教育・学習支援 〇 2

38 ㈱リクルートキャリア サービス業 〇 3

39 リクロー㈱ 洋菓子 〇 2

40 リザンシーパークホテル谷茶ベイ 宿泊業 〇 10

41 類グループ 建築 〇 1

42 ㈱ワイズテーブルコーポレーション 飲食 〇 2

43 ㈱ワコール 小売（下着） 〇 0

36社 7社 102

１．アンケート結果

大阪成蹊大学　国際観光学部国際観光学科の卒業生を採用する可能性はありますか？

　1. 採用したい　　　　　　　　　　36社　（予定人数：102人）

　2. 採用しない（未定）　　　 　 　7社

2. 調査の概要

　　依頼先企業の抽出　：　大阪成蹊大学の就職実績のある企業及び新学科で想定される就職先等を就職部にて抽出

3．アンケート実施方法

　　就職担当者が企業に訪問し、当該の学科等の説明をしたのち、アンケート用紙をお渡しし、後日郵送により回収（一部就職担当者が回収）

4.アンケート実施期間

　　令和3年1月25日から2月26日

5.アンケート依頼企業数

　　アンケート依頼件数　43社

合　計
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令和 3年 1月吉日 

採用ご担当者様 

大阪成蹊大学 就職部 

 

大阪成蹊大学 国際観光学部国際観光学科(仮称) 

設置構想に関するアンケート調査のお願い 

  

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

 

 さて、本学園は、50 数年にわたる観光教育の実績を持ち、現在経営学部に国

際観光ビジネス学科を設置していますが、より専門的な教育展開をめざし、この

度「国際観光学部国際観光学科」(仮称)の設置を構想いたしました。 

令和 4 年 4 月に開設の予定としており、「国際観光学部国際観光学科」では、

次の様な人材を育成いたします。 

 

 

国際的な視点に立ちながら、これからの新しい観光政策・観光ホスピタリ 

ティの在り方や国際社会におけるグローバルな事業展開を追求し実現するこ

とのできる、世界に通用する観光人材・グローバルビジネスパーソンを育成し

ます。加えて、本学が最も重要としている「人間力」を養う教育により、高い

教養と専門性を併せ持つ人間性豊かな人材の育成に努めます。 

 

 また、本学科では、観光および国際ビジネスの専門教育を展開するとともにグ

ローバルな感覚を養うため、2 度の留学にチャレンジできる「STEP 留学」や、ネ

イティブ教員による正課内外の語学・グローバル教育を充実させます。 

 

本学では当設置構想における文部科学省への申請に際し、企業様の採用等社

会のニーズ調査を行なっております。 

つきましては、ご多忙中誠に恐縮ではございますが、別紙アンケート調査への

ご協力を、よろしくお願い申し上げます。  

 

 なお、本アンケートで得られた情報は、文部科学省への申請資料としてのみ利

用し、その他の目的に使用することはございません。 

 何卒、ご協力くださいますよう重ねてお願い申し上げます。 

敬具 
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大阪成蹊大学 国際観光学部国際観光学科(仮称) 

設置構想に関するアンケート回答 

 

 

貴社名：                        

 

Ｑ１．大阪成蹊大学 国際観光学部、国際観光学科（仮称）の卒業生を採用する可能性は

ありますか？ 

（あてはまるもの１つに〇を、１．を選択する場合には予定人数をご記入ください） 

 

１．採用したい （予定人数：＿＿＿＿人） 

２．どちらとも言えない 

３．採用しない 

 

 

Ｑ２．貴社が採用する学生に求めるものは何ですか？ 

（あてはまるもの全てに〇をご記入ください） 

 

１．コミュニケーション能力     ２．基礎的な学力 

３．専門的な知識          ４．社会常識 

５．積極的な行動力         ６．仕事への積極性 

７．チームで働く力         ８．主体性  

９．目標達成への意欲        １０．課題解決能力 

１１．忍耐力            １２．ボランティア等での経験 

１３．取得資格           １４．その他（            ） 

 

 

 

 

アンケートは以上です。ご協力いただき有難うございました。 

回答用 
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

― 学長
武蔵野
ムサシノ

　實
マコト

＜平成25年4月＞

- 理学博士 -
大阪成蹊大学

学長
(平成25年4月～令和5年3月)

現　職
（就任年月）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

学 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有
学位等

月額基本給
（千円）



フリガナ

氏名

＜就任（予定)年月＞

成蹊基礎演習１ 1前 2 1

成蹊基礎演習２ 1後 2 1

オーストラリア地域研究 2・3後 2 1

国際観光研究特別科目 2・3前 2 1

消費者行動論 3・4前 2 1

Global Marketing 3・4後 2 1

専門演習３ 3前 2 1

専門演習４ 3後 2 1

専門演習５ 4前 2 1

専門演習６ 4後 4 1

国際関係論 1・2・3・4前 2 1

国際経営総論 1・2後 2 1

特別リレー講義 1・2後 2 1

経営特論Ⅰ 2・3前 2 1

経営特論Ⅱ 2・3後 2 1

国際経営戦略論 2・3前 2 1

アジア市場と日本 3・4前 2 1

専門演習３ 3前 2 1

専門演習４ 3後 2 1

専門演習５ 4前 2 1

専門演習６ 4後 4 1

フランス語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 1

フランス語入門Ⅱ 1・2・3前 1 1

外国史概説 1・2・3・4前後 2 1

地域連携PBL 2後 2 1

キャリアプランニング 3前 2 1

仕事とキャリア 3後 2 1

仕事とキャリア演習 4前 2 1

欧米地域研究 2・3前 2 1

比較文化論 3・4後 2 1

ツーリズム研究１ 2・3後 2 1

スタディスキルズ１ 1前 2 1

スタディスキルズ２ 1後 2 1

地域連携PBL 2後 2 1

ビジネス・インターンシップ１ 2前 2 1

ビジネス・インターンシップ２ 3前 2 1

旅行ビジネス論 1・2前 2 1

MICE & イベント企画論 2・3後 2 1

旅行業務取扱管理者演習 2・3前 2 1

地域観光マネジメント 2・3後 2 1

専門インターンシップ 2・3前後 2 1

世界遺産論特殊講義 3・4前 2 1

専門演習３ 3前 2 1

専門演習４ 3後 2 1

専門演習５ 4前 2 1

専門演習６ 4後 4 1

4 専 教授
松田
マツダ

　充史
ミツフミ

＜令和4年4月＞

-
修士

（都市政策
学）

-

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平26年4月)

5日

3 専 教授
東出　加奈子
ヒガシデ　カナコ

＜令和4年4月＞

-
博士

（文学）
-

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平28年4月)

5日

2 専 教授
平賀
ヒラガ

　富一
トミカズ

＜令和4年4月＞

-
博士

(経営学）
-

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平30年4月)

5日

1 専
教授

（学部
長）

国枝
クニエダ

　よしみ

＜令和4年4月＞

-
博士

（先端マネ
ジメント）

-

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平29年10月)

5日

担当授業科目の名称
配当
年次

担当
単位
数

年間
開講
数

現　職
（就任年月)

申請に係る
大学等の職
務に従事す

る
週当たり平
均日数

別記様式第３号（その２の１)

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型)

教 員 の 氏 名 等

（国際観光学部 国際観光学科)

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給
（千円)



フリガナ

氏名

＜就任（予定)年月＞
担当授業科目の名称

配当
年次

担当
単位
数

年間
開講
数

現　職
（就任年月)

申請に係る
大学等の職
務に従事す

る
週当たり平
均日数

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給
（千円)

成蹊基礎演習１ 1前 2 1

成蹊基礎演習２ 1後 2 1

スタディスキルズ１ 1前 2 1

スタディスキルズ２ 1後 2 1

現代社会と経済 1・2・3・4前後 2 1

ビジネス・インターンシップ１ 2前 2 1

ビジネス・インターンシップ２ 3前 2 1

ミクロ経済学 2・3前 2 1

開発経済学 2・3前 2 1

専門インターンシップ 2・3前後 2 1

専門演習１ 2前 2 1

専門演習２ 2後 2 1

英語基礎Ⅰ 1・2前 1 1

英語基礎Ⅱ 1・2後 1 1

英語表現Ⅰ 1・2前 1 1

英語表現Ⅱ 1・2後 1 1

Academic English 1　 2前 2 2

Academic English 2　 2後 2 2

English for Business 1　 2・3前 1 1

English for Business 2　 2・3後 1 1

Advanced  English 1 3・4前 1 1

Advanced  English 2 3・4後 1 1

成蹊基礎演習１ 1前 2 1

成蹊基礎演習２ 1後 2 1

学外連携PBL 2前 2 1

キャリアプランニング 3前 2 1

仕事とキャリア 3後 2 1

仕事とキャリア演習 4前 2 1

ビジネス・インターンシップ１ 2前 2 1

ビジネス・インターンシップ２ 3前 2 1

専門インターンシップ 2・3前後 2 1

航空・運輸事業論 2・3後 2 1

ブランド・マネジメント 3・4前 2 1

専門演習１ 2前 2 1

専門演習２ 2後 2 1

スタディスキルズ１ 1前 2 1

スタディスキルズ２ 1後 2 1

学外連携PBL 2前 2 1

キャリアプランニング 3前 2 1

仕事とキャリア 3後 2 1

仕事とキャリア演習 4前 2 1

ビジネス・インターンシップ１ 2前 2 1

ビジネス・インターンシップ２ 3前 2 1

レベニューマネジメント 2・3後 2 1

専門インターンシップ 2・3前後 2 1

ホテル・ブライダル経営論 2・3前 2 1

8 専 准教授
島
シマ

　雅則
マサノリ

＜令和4年4月＞

- 商学士 -

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平29年4月)

5日

7 専 准教授
中野
ナカノ

　毅
タケシ

＜令和4年4月＞

-
経営管理修

士
（専門職）

-

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平30年4月)

5日

6 専 教授
坂井
サカイ

　純子
スミコ

＜令和4年4月＞

-
修士

（文学）
-

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平29年4月)

5日

5 専 教授
本間
ホンマ

　哲也
テツヤ

＜令和4年4月＞

-
博士

(経済学)
-

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(令元年10月)

5日



フリガナ

氏名

＜就任（予定)年月＞
担当授業科目の名称

配当
年次

担当
単位
数

年間
開講
数

現　職
（就任年月)

申請に係る
大学等の職
務に従事す

る
週当たり平
均日数

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有
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（千円)

韓国語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 1

国際観光概論 1・2後 2 1

ホスピタリティと異文化理解 2・3前 2 1

観光マーケティング論 2・3後 2 1

ツーリズム研究２ 3・4前 2 1

専門演習１ 2前 2 1

専門演習２ 2後 2 1

専門演習３ 3前 2 1

専門演習４ 3後 2 1

専門演習５ 4前 2 1

専門演習６ 4後 4 1

マーケティング入門 1・2後 2 1

学外連携PBL 2前 2 1

ツーリズム研究１ 2・3後 2 1

消費者行動論 3・4前 2 1

専門演習３ 3前 2 1

専門演習４ 3後 2 1

専門演習５ 4前 2 1

専門演習６ 4後 4 1

兼任 講師
中井
ナカイ

　郷之
サトシ

＜令和4年10月＞

-
博士

（商学）
- マーケティング入門 1・2後 2 1

英語基礎Ⅰ 1・2前 1 1

英語基礎Ⅱ 1・2後 1 1

総合英語Ａ １前 1 2

総合英語Ｂ １後 1 2

短期海外研修 1前 2 1

Academic English 1　 2前 2 2

Academic English 2　 2後 2 2

Research & Presentation 1 2・3前 2 2

Research & Presentation 2 2・3後 2 2

成蹊基礎演習１ 1前 2 1

成蹊基礎演習２ 1後 2 1

経営学入門 1・2前 2 1

ビジネスモデルマネジメント 2・3前 2 1

イノベーション& 商品開発 3・4前 2 1

競争戦略論 3・4後 2 1

専門演習１ 2前 2 1

専門演習２ 2後 2 1

専門演習３ 3前 2 1

専門演習４ 3後 2 1

専門演習５ 4前 2 1

専門演習６ 4後 4 1

英語演習Ⅰ 1・2前 1 1

英語演習Ⅱ 1・2後 1 1

英語演習Ⅲ 2前 1 1

英語演習Ⅳ 2後 1 1

Conversation Skills C 3・4前 1 1

13 5日

大阪成蹊大学
経営学部

助教
(平31年4月)

-

Master of
Arts

（米国）

-
ジョンストン・ウイリ

アム
＜令和4年4月＞

助教専

12 専 講師
西釜
ニシガマ

　義勝
ヨシマサ

＜令和4年4月＞

-
博士

（学術）
-

大阪成蹊大学
経営学部

講師
(平30年4月)

5日

11 専 講師
デイヴィス　恵美

エミ

＜令和4年4月＞

-

Master of
Science
(英国）

※

-

大阪成蹊大学
経営学部

講師
(令2年4月)

5日

専 准教授
中井
ナカイ

　郷之
サトシ

＜令和5年4月＞

-
博士

（商学）
- 5日

10
大阪成蹊短期大学

准教授
(平29年4月)

9 専 准教授
金
キム

　蘭正
ランジョン

＜令和4年4月＞

-
博士

（観光学）
-

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平27年4月)

5日
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担当授業科目の名称
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英語演習Ⅰ 1・2前 1 1

英語演習Ⅱ 1・2後 1 1

Conversation Skills A 2・3前 1 1

Conversation Skills B 2・3後 1 1

15 兼担 教授
國方　太司
クニカタ　　タカシ

＜令和5年4月＞

- 教育学修士 - 英語表現Ⅲ 2・3前 1 1

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平16年4月)

16 兼担 教授
山本
ヤマモト

　紀美子
キミコ

＜令和6年10月＞

- 文学修士※ - 総合英語Ｃ 3・4後 1 1

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平16年4月)

17 兼担 教授
米田　薫
ヨネダ　カオル

＜令和4年4月＞

-
博士

（臨床教育
学）

- 心理学概論 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
教育学部

教授
(平29年4月)

18 兼担 教授
大島
オオシマ

　博文
ヒロフミ

＜令和6年10月＞

-
修士

（経済学）
※

- 行政学概論 3・4後 2 1

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平31年4月)

経営統計入門 1・2後 2 1

ビジネスデータ分析 3・4後 2 1

20 兼担 教授
村田
ムラタ

　正夫
マサオ

＜令和4年10月＞

-
修士

（教育学）
- スポーツ演習Ⅱ 1・2・3・4後 1 1

大阪成蹊大学
経営学部

教授
（平27年4月）

21 兼担 教授
鈴木
スズキ

　勇
イサム

＜令和4年4月＞

-
博士

（人間科
学）

- 社会学概論 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
教育学部

教授
(平28年4月)

22 兼担 教授
羽野　ゆつ子
ハノ　ユツコ

＜令和4年4月＞

-
博士

（教育学）
- 心理学概論 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
教育学部

教授
(平15年4月)

スポーツ演習Ⅰ 1・2・3・4前 1 1

スポーツ演習Ⅱ 1・2・3・4後 1 1

24 兼担 准教授
伴
バン

　みずほ

＜令和4年4月＞

-
修士

（家政学）
- 生命と科学 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平24年4月)

日本語演習１ 1前 1 1

日本語演習２ 1後 1 1

日本語演習３　 2前 1 1

日本語演習４　 2後 1 1

総合日本語　 3・4前 1 1

26 兼担 准教授
伊藤 由紀子
イトウ　ユキコ

＜令和4年10月＞

-
修士

（教育学）
- 海外短期語学研修 １・２・３後 2 1

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平29年4月)

人間と文学 1・2・3・4前後 2 1

現代倫理 1・2・3・4前後 2 1

28 兼担 准教授
千代原　亮一
チヨハラ　リョウイチ

＜令和4年4月＞

-
修士

（法学）※
- 日本国憲法 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平17年4月)

29 兼担 准教授
新田
ニッタ

　明美
アケミ

＜令和4年4月＞

-
博士

(医学）
- 健康科学 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
教育学部
准教授

（令2年4月）

27 兼担 准教授
成瀬　尚志
ナルセ　タカシ

＜令和4年4月＞

-
博士

（学術）
-

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平31年4月)

-

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

（平26年4月）

25 兼担 准教授
鍛治　致
カジ　イタル

＜令和4年4月＞

-
修士

（言語文化
学）※

-

23 兼担 准教授

胡
コ

　山
サン

喬
キョウ

（福田
フクダ

　恵理
エリ

）

＜令和4年4月＞

-
修士

（文学）

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平19年4月)

19 兼担 教授
海野
ウンノ

　大
マサル

＜令和4年10月＞

-
博士

（経営学）
-

大阪成蹊大学
経営学部

教授
(平31年4月)

5日

大阪成蹊大学
経営学部

助教
(平31年4月)

14 専 助教
フロンク・ラッセル

＜令和4年4月＞
-

修士
（外国語教

育学）
-
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30 兼担 准教授
藤森　梓
フジモリ　アズサ

＜令和4年4月＞

-
博士

（経済学）
- 現代社会と経済 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平27年4月)

会計学入門 1・2前 2 1

ビジネス会計 1・2前 2 1

財務諸表論 2・3後 2 1

32 兼担 准教授
臼井
ウスイ

　達矢
タツヤ

＜令和4年4月＞

-
博士

（医学）
- 健康科学 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
教育学部
准教授

（平30年4月）

33 兼担 准教授
小島
コジマ

　大輔
ダイスケ

＜令和4年4月＞

-
修士（理
学）※

- 人文地理 1・2前 2 1

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(平31年4月)

34 兼担 講師
外林
ソトバヤシ

　大輔
ダイスケ

＜令和4年4月＞

-
修士

（医科学）
- スポーツ演習Ⅰ 1・2・3・4前 1 1

大阪成蹊大学
教育学部

講師
（令2年4月）

人間と文学 1・2・3・4前後 2 1

人間と哲学 1・2・3・4前後 2 1

人間と芸術 1・2・3・4後 2 1

AI入門 1・2・3・4後 2 1

37 兼担 講師
市川　和也
イチカワ　カズヤ

＜令和4年10月＞

-
修士※

(教育学）
- 教育学入門 1・2・3・4後 2 1

大阪成蹊大学
教育学部

講師
(令2年4月)

英語演習Ⅲ 2前 1 1

英語演習Ⅳ 2後 1 1

39 兼任 講師
南谷
ミナミタニ

  雄司
ユウジ

 ＜令和6年4月＞

-
修士

（学術）
- 職業指導 3・4前 2 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（令2年4月）

中国語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 1

中国語入門Ⅱ　 1・2・3前 1 1

41 兼任 講師
彦坂　真一郎
ヒコサカ　シンイチロウ

＜令和4年4月＞

- 文学士 - 大阪の風土と文化 1・2・3・4前後 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（平31年4月）

42 兼任 講師
榎井　縁
エノイ　ユカリ

＜令和4年4月＞

-
博士

（人間科
学）

- 人権と社会 1・2・3・4前後 2 1
大阪大学大学院

特任教授
（平31年4月）

国際機関論 1・2前 2 1

欧米地域研究 2・3前 2 1

国際貿易論 2・3後 2 1

NPO・NGO論 3・4後 2 1

-

大阪大学
大学院言語文化研究科

教授
（平元年4月）

43 兼任 講師
杉田
スギタ

　米行
ヨネユキ

＜令和4年4月＞

-
DOCTOR OF
PHILOSOPHY
（米国）

40 兼任 講師

鄭　惠芳
テイ　ケイホウ

(住吉
スミヨシ

　恵子
ケイコ

）

＜令和4年4月＞

-
准学士

（台湾）
-

大阪成蹊大学
非常勤講師

（平15年4月）

38 兼担 助教
リング・ジョセフ
＜令和4年4月＞

-
博士

（教育）
-

大阪成蹊大学
経営学部

助教
(令3年4月)

36 兼担 講師
加藤　隆文
カトウ　タカフミ

＜令和4年10月＞

-
博士

（文学）
-

大阪成蹊大学
芸術学部

講師
(平31年4月)

35 兼担 講師
藤田　大雪
フジタ　ダイセツ

＜令和4年4月＞

-
博士

(文学)
-

大阪成蹊大学
経営学部

講師
(平31年4月)

31 兼担 准教授
笠岡
カサオカ

　恵理子
エリコ

＜令和4年4月＞

-
博士

（商学）
-

大阪成蹊大学
経営学部
准教授

(令3年4月)
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年次
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（千円)

スタディスキルズ１ 1前 2 1

スタディスキルズ２ 1後 2 1

地域連携PBL 2後 2 1

観光政策論 1・2後 2 1

観光資源論 1・2前 2 1

公園・景観論 2・3後 2 1

観光まちづくり論 2・3前 2 1

フィールドリサーチ 2・3前 2 1

文化財論 3・4後 2 1

45 兼任 講師
黒田　恵梨子
クロダ　エリコ

＜令和4年4月＞

-
修士

（文学）※
- フランス語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（平15年4月）

韓国語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 1

韓国語入門Ⅱ 1・2・3前 1 1

47 兼任 講師
椚座　三千子
クヌギザ　ミチコ

＜令和4年4月＞

-
法務博士

（専門職）
- 現代社会と法 1・2・3・4前 2 1

片山・平泉法律事務所
弁護士

（平22年1月）

48 兼任 講師
渋谷　直樹
シブヤ　ナオキ

＜令和4年4月＞

-
博士

（文学）
- フランス語入門Ⅰ 1・2・3前後 1 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（平27年4月）

49 兼任 講師
潮谷　光人
シオタニコウジン

＜令和4年4月＞

-
修士

（社会学）
※

- 現代と社会福祉 1・2・3・4前後 2 1
東大阪大学

准教授
（平29年4月）

50 兼任 講師
水谷　聡秀
ミズタニサトヒデ

＜令和4年4月＞

-
修士

（社会学）
※

- 心理学概論 1・2・3・4前後 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（令2年4月）

51 兼任 講師
松本　望
マツモトノゾミ

＜令和4年10月＞

-
博士

（文学）
- 日本史概説 1・2・3・4後 2 1

尼崎市立地域研究資料
館　嘱託員

（平31年4月）

52 兼任 講師
森山　徹
モリヤマ　トオル

＜令和4年4月＞

-
博士

（神学）
- 人間と宗教 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（令3年4月）

53 兼任 講師
中村
ナカムラ

　泰介
タイスケ

＜令和4年10月＞

-
修士

（教育学）
- スポーツ演習Ⅱ 1・2・3・4後 1 1

園田学園女子大学
短期大学部

准教授
（平26年4月）

54 兼任 講師
澤田　玲子
サワダ　レイコ

＜令和4年10月＞

-
修士

（理学）※
- 暮らしの科学 1・2・3・4後 2 1

京都大学大学院
研究員

（平30年4月）

55 兼任 講師
本田　隆行
ホンダ　タカユキ

＜令和4年10月＞

-
修士

（理学）
- 現代と科学 1・2・3・4後 2 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（平31年4月）

56 兼任 講師
則武　立樹
ノリタケ  リツキ

＜令和4年4月＞

-
修士

（国際公共
政策）※

- 日本国憲法 1・2・3・4前後 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（平29年4月）

46 兼任 講師
李　炫淨
イ     ヒョンジュン

＜令和4年4月＞

-
博士

（言語文化
学）

-
大阪成蹊大学
非常勤講師

（平30年4月）

44 兼任 講師
原田　弘之
ハラダ　ヒロユキ

＜令和4年4月＞

-
修士

（工学）
-

株式会社
地域計画建築研究所

執行役員
（平4年4月）
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57 兼任 講師
原山　詠子
ハラヤマエイコ

＜令和4年10月＞

-
修士

（文学）※
- 京都の文化と芸術 1・2・3・4後 2 1

公益財団法人正木美術
館　学芸員

（平28年2月）

58 兼任 講師
伊与田昌慶
イヨダ　マサヨシ

＜令和4年4月＞

-
修士

（地球環境
学）

- 地球環境問題 1・2・3・4前後 2 1

特定非営利活動法人気
候ネットワーク

主任研究員
（平31年4月）

59 兼任 講師
坂元
サカモト

　紹子
ショウコ

＜令和4年4月＞

-
学士

(健康スポー
ツ科学)

- スポーツ演習Ⅰ 1・2・3・4前 1 1

大阪成蹊大学
芸術学部

非常勤講師
（令2年4月）

60 兼任 講師
渡邊　貴亮
ワタナベ タカアキ

＜令和4年4月＞

-
修士

（文学）
- 考古学 1・2・3・4前後 2 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（平31年4月）

61 兼任 講師
辻
ツジ

　慎太郎
シンタロウ

＜令和4年4月＞

-
修士

（教育学）
- スポーツ演習Ⅰ 1・2・3・4前 1 1

神戸医療福祉大学
社会福祉学部

講師
（平31年4月）

62 兼任 講師
伊藤　莉央
イトウ　リオ

＜令和4年4月＞

-
修士

（人間科
学）

- 多文化共生社会 1・2・3・4前後 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（令2年4月）

情報リテラシー１ 1前 2 1

情報リテラシー３ 1後 2 1

英語表現Ⅰ 1・2前 1 1

英語表現Ⅱ 1・2後 1 1

65 兼任 講師
梶居
カジイ

　佳
ヨシ

広
ヒロ

＜令和4年4月＞

-
博士

（法学）
- 現代社会と政治 1・2・3・4前 2 1

大阪成蹊大学
非常勤講師

（令3年4月）

66 兼任 講師
堀江
ホリエ

　有里
ユリ

 ＜令和4年4月＞

-
博士

（人間科
学）

- ジェンダー論 1・2・3・4前後 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（令3年4月）

67 兼任 講師
栄
エイ

沢
ザワ

　直子
ナオコ

＜令和4年10月＞

-
修士

（社会学）
※

- 情報リテラシー２ 1後 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（令2年10月）

68 兼任 講師
三浦
ミウラ

　玉緒
タマオ

＜令和5年10月＞

-
博士

（先端ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ）

- サービス＆テクロノジー 2・3後 2 1
流通科学大学

講師
（令3年4月）

69 兼任 講師
橋谷
ハシタニ

　聡一
ソウイチ

＜令和5年10月＞

-
博士

（法学）
- 商法 2・3後 2 1

大阪経済大学
准教授

（平24年4月）

70 兼任 講師
大塚　正博
オオツカ　マサヒロ

＜令和6年4月＞

- 専門学校卒 - 世界遺産論特殊講義 3・4前 2 1
大阪成蹊大学
非常勤講師

（令2年4月）

３　「申請に係る学部等に従事する週当たりの平均日数」の欄は，専任教員のみ記載すること。

-
近畿大学
准教授

（平23年4月）

１　教員の数に応じ，適宜枠を増やして記入すること。

64 兼任 講師
澤
サワ

　泰人
ヤスト

＜令和4年4月＞

-
修士

（文学）※

63 兼任 講師
向井
ムカイ

　由美子
ユミコ

＜令和4年4月＞

- 家政学士 -

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出

　を行おうとする場合又は大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合は，この書類を作成する必要はない。

大阪成蹊大学
非常勤講師

（平31年4月）



職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 人 人 1人 1人 2人 4人

修 士 人 人 人 1人 1人 人 人 2人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 1人 1人 人 人 人 2人

修 士 人 人 人 人 人 人 1人 1人

学 士 人 人 人 人 人 1人 人 1人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 1人 人 人 人 人 1人

修 士 人 人 人 1人 人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 2人 人 人 人 人 2人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 2人 1人 1人 1人 2人 7人

修 士 人 人 2人 2人 1人 人 1人 6人

学 士 人 人 人 人 人 1人 人 1人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

３　この書類は，申請又は届出に係る学部等の開設後，当該学部等の修業年限に相当する期間が満了する年度における状況を記載すること。

４　専門職大学院若しくは専門職大学の前期課程を修了した者又は専門職大学又は専門職短期大学を卒業した者に対し授与された学位については，「その他」の欄にその数を

（注）

１　この書類は，申請又は届出に係る学部等ごとに作成すること。

２　この書類は，専任教員についてのみ，作成すること。

　記載し，「備考」の欄に，具体的な学位名称を付記すること。

講 師

助 教

合 計

准教授

別記様式第３号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況

教 授
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